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気候変動の影響への適応計画について 


平成27年12月 


環境省 地球環境局 


資料１－１ 







気候変動の影響への適応とは 


適応とは： 
既に起こりつつある、あるいは起こりうる気候変動の影響への対応 
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現在及び将来の 


気候変動の影響へ
対応する 


排出抑制 
（緩和） 







図： 洪水被害の事例 
（写真提供：国土交通省中部地方整備局） 


図 サンゴの白化（写真提供：環境省） 


農山村の過疎化や狩猟人口の減少等に加え、
積雪の減少も一因と考えられる。 


農林産物や高山植物等の食害が発生 


我が国において既に起こりつつある気候変動の影響 


熱中症・
感染症 


異常気象・災害 


2013年夏、 20都市・地区計で15,189人の熱中
症患者が救急車で病院に運ばれた。 
（国立環境研究所 熱中症患者速報より） 


日降水量200ミリ以上の大雨の発生日数が増加傾向 


（写真提供：中静透） 


米・果樹 


・水稲の登熟期（出穂・開花から収穫までの期間）の 
 日平均気温が２７℃を上回ると玄米の全部又は一部 
 が乳白化したり、粒が細くなる「白未熟粒」が多発。 
・特に、登熟期の平均気温が上昇傾向にある九州地方 
 等で深刻化。 


成熟後の高温・多雨により、果皮と果肉が
分離する。（品質・貯蔵性の低下） 


図： 水稲の白未熟粒（写真提供：農林水産省） 


図： みかんの浮皮症  
   （写真提供：農林水産省） 


米が白濁するなど品
質の低下が頻発。 


図 ヒトスジシマカ 
（写真提供：国立感染症研究所  
            昆虫医科学部） 


生態系 


 
サンゴの白化・ニホンジカの生息域拡大 


 


デング熱の媒介生物
であるヒトスジシマカ


の分布北上 


（出典：気候変動監視レポート2013(気象庁)） 
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ＣＯＰ２１※に向けた我が国の貢献となるよう、政府の適応計画を初めて策定 
（11月27日に「気候変動の影響への適応計画」閣議決定） 


  気候変動の影響への適応に関する関係府省庁連絡会議において、 


  政府の「気候変動の影響への適応計画（案）」を取りまとめ（平成27年10月23日） 


政府の適応計画策定の経緯 


中央環境審議会地球環境部会に「気候変動影響評価等小委員会」を設置（平成25年7月） 


   ⇒気候変動の影響及びリスク評価と今後の課題を整理し、意見具申を取りまとめ 
                                                （平成27年3月） 


「気候変動の影響への適応に関する関係府省庁連絡会議（局長級）」を設置 
（平成27年9月11日） 


平成27年10月23日～11月6日の間、パブリックコメント実施 
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気候変動の影響への適応計画について 


＜基本的考え方（第１部）＞ 
■目指すべき社会の姿 


○気候変動の影響への適応策の推進により、当該影響による国民の生命、財産及び生活、経済、自然
環境等への被害を最小化あるいは回避し、迅速に回復できる、安全・安心で持続可能な社会の構築 


■対象期間 


○21世紀末までの長期的な展望を意識しつつ、 
 今後おおむね10年間における基本的方向を示す 
■基本的な進め方 
○観測・監視や予測を行い、気候変動影響評価を実施し、 


 その結果を踏まえ適応策の検討・実施を行い、進捗状況を把握し、
必要に応じ見直す。このサイクルを繰り返し行う。 
○おおむね５年程度を目途に気候変動影響評価を実施し、 
 必要に応じて計画の見直しを行う。 


■基本戦略 
（１）政府施策への適応の組み込み 
（２）科学的知見の充実 
（３）気候リスク情報等の共有と提供 
   を通じた理解と協力の促進 
（４）地域での適応の推進 


（５）国際協力・貢献の推進 


＜分野別施策（第２部）＞ 
■農業、森林・林業、水産業 


■水環境・水資源 
■自然生態系 
■自然災害・沿岸域 


○ＩＰＣＣ第５次評価報告書によれば、温室効果ガスの削減を進めても世界の平均気温が上昇すると予測 
○気候変動の影響に対処するためには、「適応」を進めることが必要 
○平成27年３月に中央環境審議会は気候変動影響評価報告書を取りまとめ（意見具申） 
○我が国の気候変動 【現状】     年平均気温は100年あたり1.14℃上昇、日降水量100mm以上の日数が増加傾向 


【将来予測】  厳しい温暖化対策をとった場合        ：平均1.1℃（0.5～1.7℃）上昇 
      温室効果ガスの排出量が非常に多い場合 ：平均4.4℃（3.4～5.4℃）上昇 


                                                             ※20世紀末と21世紀末を比較  


■観測・監視、調査・研究 
■気候リスク情報等の共有と提供 
■地域での適応の推進 
■国際的施策 


＜基盤的・国際的施策（第３部）＞ 
■健康 
■産業・経済活動 
■国民生活・都市生活 
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気候変動の影響と適応の基本的な施策（例）  


分野 予測される気候変動の影響 適応の基本的な施策 


農業、 
森林・ 
林業、 
水産業 


農業 


一等米比率の低下 高温耐性品種の開発・普及、肥培管理・水管理等の徹底 


りんご等の着色不良、栽培適地の北上 優良着色系品種への転換、高温条件に適応する育種素材の開発、栽培管理技術等の開発・普及 


病害虫の発生増加や分布域の拡大 病害虫の発生状況等の調査、適時適切な病害虫防除、輸入検疫・国内検疫の実施 


森林・ 
林業 


山地災害の発生頻度の増加、激甚化 
山地災害が発生する危険性の高い地区の的確な把握、土石流や流木の発生を想定した治山施設や
森林の整備 


水産業 
マイワシ等の分布回遊範囲の変化（北
方への移動等） 


漁場予測の高精度化、リアルタイムモニタリング情報の提供 


水環境・ 
水資源 


水環境 水質の悪化 工場・事業場排水対策、生活排水対策 


水資源 
無降水日数の増加や積雪量の減少に
よる渇水の増加 


既存施設の徹底活用、雨水・再生水の利用、渇水被害軽減のための渇水対応タイムライン（時系列の
行動計画）の作成の促進等の関係者連携の体制整備 


自然 
生態系 


各種 
生態系 


ニホンジカの生息域の拡大、造礁サン
ゴの生育適域の減少 


気候変動に伴い新たに分布した植物の刈り払い等による国立公園等の管理 
気候変動に生物が順応して移動分散するための生態系ネットワークの形成 


自然 
災害・ 
沿岸域 


水害 
大雨や短時間強雨の発生頻度の増加
と大雨による降水量の増大に伴う水害
の頻発化・激甚化 


○比較的発生頻度の高い外力に対する防災対策 
 ・施設の着実な整備  ・災害リスク評価を踏まえた施設整備  ・できるだけ手戻りない施設の設計 等 
○施設の能力を上回る外力に対する減災対策 
①施設の運用、構造、整備手順等の工夫 （・既存施設の機能を最大限活用する運用 等） 
②まちづくり・地域づくりとの連携 （・まちづくり・地域づくりと連携した浸水軽減対策  ・災害リスク情
報のきめ細かい提示・共有 等） 
③避難、応急活動、事業継続等のための備え （・タイムライン策定 等） 


高潮・ 
高波 


海面上昇や強い台風の増加等による
浸水被害の拡大、海岸侵食の増加 


海象のモニタリング及び同結果の評価、港湾・海岸における粘り強い構造物の整備の推進、港湾のハ
ザードマップ作成支援、順応的な対応を可能とする技術の開発、海岸侵食への対応の強化 


土砂 
災害 


土砂災害の発生頻度の増加や計画規
模を超える土砂移動現象の増加 


人命を守る効果の高い箇所における施設整備、土砂災害警戒区域等の基礎調査及び指定の促進、大
規模土砂災害発生時の緊急調査の実施 


健康 
暑熱 


夏季の熱波が増加、熱中症搬送者数
の倍増 


気象情報の提供や注意喚起、予防・対処法の普及啓発、発生状況等の情報提供 


感染症 
感染症を媒介する節足動物の分布域
の拡大 


感染症の媒介蚊の幼虫の発生源の対策及び成虫の駆除、注意喚起 


産業・ 
経済活動 


金融・ 
保険 


保険損害の増加 損害保険協会等における取組等を注視 


国民 
生活・ 
都市生活 


ｲﾝﾌﾗ、 
ﾗｲﾌﾗｲﾝ 


短時間強雨や渇水頻度の増加等によ
るインフラ・ライフラインへの影響 


地下駅等の浸水対策、港湾の事業継続計画(港湾BCP)の策定、水道施設・廃棄物処理施設の強靱化 


ﾋｰﾄｱｲﾗﾝﾄﾞ 都市域でのより大幅な気温の上昇 緑化や水の活用による地表被覆の改善、人工排熱の低減、都市形態の改善 


適応以外の他の政策目的を有し、 
かつ適応にも資する施策を含む。 


あまみず 
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はじめに 
 近年、世界中で極端な気象現象が観測されている。強い台風やハリケーン、集中豪雨、干


ばつや熱波などの異常気象による災害が各地で発生し、甚大な被害を引き起こしていること


が毎年のように報告されている。 


 我が国においても、平成 25 年夏には国内最高記録となる日最高気温 41.0℃を観測するな


ど、各地で記録的な猛暑となった。また、平成 26 年８月に広島市で最大１時間降水量 101mm


という観測史上最高の降水量を記録し、土砂災害等により死者 75名の大きな被害をもたらし


た。さらに、「平成 27 年９月関東・東北豪雨」により、広い範囲で浸水被害が発生するなど


甚大な被害が生じたことは記憶に新しい。 


 気候変動に関する政府間パネル（IPCC）の第５次評価報告書においては、歴史を通じて人々


や社会は、成功の程度にばらつきはあるものの、気候、気候の変動性及び極端現象に順応し


対処してきたことが指摘されている。一方、同報告書においては 1950 年代以降、観測された


変化の多くは数十年から数千年間にわたり前例のないものであること、また、すでに気候変


動は自然及び人間社会に影響を与えており、今後、温暖化の程度が増大すると、深刻で広範


囲にわたる不可逆的な影響が生じる可能性が高まることが指摘されている。さらに、気候変


動を抑制する場合には、温室効果ガスの排出を大幅かつ持続的に削減する必要があることが


示されると同時に、将来、温室効果ガスの排出量がどのようなシナリオをとったとしても、


世界の平均気温は上昇し、21 世紀末に向けて気候変動の影響のリスクが高くなると予測され


ている。 


 このため、気候変動の影響に対処するため、温室効果ガスの排出の抑制等を行う「緩和」


だけではなく、すでに現れている影響や中長期的に避けられない影響に対して「適応」を進


めることが求められている。 


 我が国においても、これまでに気候変動及びその影響に関する観測・監視や予測・評価、


調査研究等を進めてきた。これらの科学的知見を活用し、政府の適応計画策定に向けて、中


央環境審議会において、幅広い分野の専門家の参加の下、気候変動の影響の評価が行われ、


平成 27 年３月に「日本における気候変動による影響の評価に関する報告と今後の課題につい


て」として環境大臣に意見具申がなされた。 


 この意見具申において、我が国で、気温の上昇や大雨の頻度の増加、降水日数の減少、海


面水温の上昇等が現れており、高温による農作物の品質低下、動植物の分布域の変化など、


気候変動の影響がすでに顕在化していることが示された。また、将来は、さらなる気温の上


昇や大雨の頻度の増加、降水日数の減少、海面水温の上昇に加え、大雨による降水量の増加、


台風の最大強度の増加、海面の上昇等が生じ、農業、林業、水産業、水環境、水資源、自然


生態系、自然災害、健康などの様々な面で多様な影響が生じる可能性があることが明らかと


された。 


 こうした気候変動による様々な影響に対し、政府全体として、全体で整合のとれた取組を


計画的かつ総合的に推進するため、目指すべき社会の姿等の基本的な方針、基本的な進め方、


分野別施策の基本的方向、基盤的・国際的施策を定めた、政府として初の気候変動の影響へ


の適応計画を策定した。 


 本計画は、気候変動の影響による被害を最小化あるいは回避し、迅速に回復できる、安全・
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安心で持続可能な社会の構築を目指すものである。できるだけ手戻りを回避し適時的確に適


応を進めていけるよう、気候変動及びその影響の観測・監視を継続して行い、最新の科学的


知見を把握し、気候変動及びその影響の評価を定期的に実施し、当該影響評価の結果を踏ま


え各分野における適応策の検討・実施を行い、その進捗状況を把握し、必要に応じ見直す。


このサイクルを繰り返し行うことを通じ、政府一丸となって、気候変動の影響への適応を計


画的に進めていく。 







 


3 
 


第１部 計画の基本的考え方 


第１章 背景及び課題 
第１節 気候変動・適応に関する国際的な動向 


気候変動に関する政府間パネル（IPCC）は、1988 年の設立以来、気候変動の最新の科学的


知見の評価を行い、報告書として取りまとめている。2013 年９月から 2014 年 11 月にかけて、


第５次評価報告書が承認・公表され、本報告書では、気候システムの温暖化は疑う余地がな


いこと、人間による影響が近年の温暖化の支配的な要因であった可能性が極めて高いこと、


気候変動は全ての大陸と海洋にわたり、自然及び人間社会に影響を与えていること、将来、


温室効果ガスの継続的な排出は、更なる温暖化と気候システムの全ての要素に長期にわたる


変化をもたらし、それにより、人々や生態系にとって深刻で広範囲にわたる不可逆的な影響


を生じる可能性が高まることなどが示されている。 


気候変動の緩和（温室効果ガスの排出削減等対策）については、2012 年 11 月から 12 月の


気候変動枠組条約（以下単に「条約」という。）第 18 回締約国会議（COP18）において、世界


の平均気温上昇を産業革命以前に比べて２℃以内に抑えるために必要とされる温室効果ガス


の大幅な排出削減に早急に取り組むことが合意された。しかし、IPCC 第５次評価報告書によ


れば、将来、温室効果ガスの排出量がどのようなシナリオをとったとしても、世界の平均気


温は上昇し、21世紀末に向けて、気候変動の影響のリスクが高くなると予測されている。 


このため、気候変動の影響に対処するため、温室効果ガスの排出の抑制等を行う緩和だけ


ではなく、すでに現れている影響や中長期的に避けられない影響に対して適応1を進めること


が求められている。 


適応については、2010 年 12 月の条約第 16 回締約国会議（COP16）で採択されたカンクン


合意において、全ての締約国が適応対策を強化するため、後発開発途上国（LDC）向けの中長


期の適応計画プロセスの開始、適応委員会の設立等を含む「カンクン適応枠組み」が合意さ


れた。また、2014 年 12 月の条約第 20 回締約国会議（COP20）で採択されたリマ声明におい


ては、2015 年 11 月から 12 月にかけて開催予定の条約第 21 回締約国会議（COP21）で採択予


定の 2020 年以降の気候変動の新たな国際枠組みにより、適応行動を強化していくとの認識が


示された。 


欧米各国では、オランダが 2005 年に「オランダにおける気候変動影響(The effects of 


climate change in the Netherlands)」を、2007 年には「国家気候適応・空間計画プログラ


ム(National Programme on Climate Adaptation and Spatial Planning)」を公表しており、


2013 年に「オランダにおける気候変動影響」の改訂を行っている。また、英国においても、


2012 年に「英国気候変動リスク評価(UK Climate Change Risk Assessment)」を、2013 年に


「国家適応プログラム(The National Adaptation Programme)」を公表している。米国では、


2009 年に「世界規模の気候変動の合衆国における影響(Global Climate Change Impact in the 


United States)」を公表、2013 年に今後の適応策の取組の方向性を示した大統領令


(Executive Order 13653)を公布し、2014 年には「世界規模の気候変動の合衆国における影


                                            
1 IPCC 第 5 次評価報告書第 2作業部会報告書 Box SPM.2 においては、適応を「現実の又は予想される気候及びそ


の影響に対する調整の過程」と定義している。 
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響」の改訂版（Climate Change Impact in the United States）を公表している。アジアに


おいても韓国が 2010 年に「韓国気候変動評価報告書 2010(Korean Climate Change Assessment 


Report 2010)」とともに「国家気候変動適応マスタープラン(National Climate Change 


Adaptation Master Plan 2011-2015)」を公表している。このように諸外国においては、すで


に気候変動の影響の評価及び適応計画策定の取組が進められている。 


他方、開発途上国では気候変動の影響に対処する適応能力が不足していることから、開発


途上国が適切に適応策を講じていけるよう、条約内外の関係機関を通じ、適応に関する様々


な支援が行われてきている。例えば、条約の下では、LDC 専門家グループによる LDC におけ


る中長期の適応計画プロセスに対する技術的支援や各国の経験・知見の共有等が行われてい


る。 


 


第２節 我が国における適応に関する取組 


以上のような IPCC の最新の科学的知見や国際的な動向を踏まえ、我が国においても気候変


動の影響への適応の検討を進めてきた。第三次環境基本計画（平成 18年４月閣議決定）にお


いては、適応策の在り方に関する検討や技術的な研究を進めること、研究の成果を活用しな


がら我が国において必要な適応策を実施することなどを定めた。 


文部科学省では、平成 19 年度から平成 23 年度にかけて「21 世紀気候変動予測革新プログ


ラム」を実施し、気候モデルの高度化や将来の気候変動予測、自然災害分野における気候変


動の影響評価等を行った。また、平成 22 年度から平成 26 年度にかけて「気候変動適応研究


推進プログラム」を実施し、地域規模で行われる気候変動適応策立案に科学的知見を提供す


るために必要な研究開発を行った。平成 24年度からは「気候変動リスク情報創生プログラム」


を実施し、気候変動予測の更なる高度化や、気候変動によって生じる多様なリスクの管理に


必要となる基盤的情報の創出を目指した研究を行っている。なお、平成 27 年度からは「気候


変動適応技術社会実装プログラム」により、全国の共通基盤的なアプリケーションの開発や


社会実装を推進している。 


気象庁では、我が国の地球温暖化の影響評価や対策に係る検討、適応策に関する調査研究


や地球温暖化の科学的理解に係る普及啓発のため、数値モデルによる実験の結果を「地球温


暖化予測情報」として提供しており、平成 20 年３月に「地球温暖化予測情報第７巻」を、平


成 25 年３月に、さらに高解像度の数値モデルによる予測結果を「地球温暖化予測情報第８巻」


として公表した。また、我が国や世界の異常気象、地球温暖化などの気候変動及びそのほか


の地球環境の変化の現状や見通しについての見解を「異常気象レポート」として昭和 49 年以


来８回にわたって公表しており、平成 27 年３月に最新の結果を「異常気象レポート 2014」


として取りまとめ、公表した。さらに、平成８年以降、海洋、大気環境の観測・監視結果を


「気候変動監視レポート」としてとりまとめて、毎年公表している。 


環境省では、環境研究総合推進費により、平成 17 年度から平成 21 年度にかけて「温暖化


の危険な水準及び温室効果ガス安定化レベル検討のための温暖化影響の総合的評価に関する


研究(S-4)」を実施し、主要な分野における気候変動の影響に関して総合的な評価を行った。


また、平成22年度から平成26年度には「温暖化影響評価・適応政策に関する総合的研究(S-8)」
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を実施し、我が国における地域ごとの影響予測や適応策の推進手法等に関する研究を行った。


水環境分野については、平成 21 年度から平成 24 年度にかけて気候変動が公共用水域の水質


等に与える影響の把握と将来の気候変動に伴う水質等への影響予測を行い、「気候変動による


水質等への影響解明調査報告書」を取りまとめた。 


また、文部科学省、気象庁及び環境省は、日本を中心とする気候変動及びその影響に関す


る体系だった最新の知見を提供するため、平成 24 年度に「日本の気候変動とその影響（2012


年度版）」を取りまとめた。 


こうした我が国における気候変動の影響及び適応に関する調査研究の進展や国際的な動向


を踏まえ、第四次環境基本計画（平成 24年４月閣議決定）においては、影響の把握・科学的


知見の収集・共有を図るとともに、短期的影響を応急的に防止・軽減するための適応策の推


進と中長期的に生じ得る影響の防止・軽減に資する適応能力の向上を図るための検討を進め


ることなどを定めた。さらに平成 25 年版環境白書（平成 25 年６月閣議決定）では、政府の


適応計画策定に向けて、気候変動が日本にどのような影響を与えるのかを把握するため、気


候変動の影響の予測・評価を実施し、その結果を踏まえ、適応策を政府全体の総合的・計画


的な取組として取りまとめることを定めた。 


こうした政府の方針を踏まえ、政府の適応計画策定に向けて、既存の研究による気候変動


予測や影響評価等について整理し、包括的に気候変動が日本に与える影響及びリスクの評価


について審議するため、平成 25 年７月に中央環境審議会地球環境部会のもとに気候変動影響


評価等小委員会を設置した。また、同小委員会の議論を加速するために、「気候変動の影響


に関する分野別ワーキンググループ（WG）」（環境省請負検討会（「農業・林業・水産業 WG」、


「水環境・水資源、自然災害・沿岸域 WG」、「自然生態系 WG」、「健康 WG」、「産業・経


済活動、国民生活・都市生活 WG」の５つの WG））を開催し、同小委員会の委員にさらに検討


委員を加え、合計 57 人の体制とし、気候変動が日本に与える影響の評価について審議を進


めた。 


政府の適応計画を策定する際に、どのような分野や項目で影響が現れるのか、また対策が


必要となるのかなどを抽出することができるよう７つの分野、30 の大項目、56 の小項目に


整理し、気候変動の影響について、500 点を超える文献や気候変動及びその影響の予測結果


等を活用して、重大性（気候変動は日本にどのような影響を与えうるのか、また、その影響


の程度、可能性等）、緊急性（影響の発現時期や適応の着手・重要な意思決定が必要な時期）


及び確信度（情報の確からしさ）の観点から評価が行われた。 


平成 27 年１月から２月にかけて実施されたパブリック・コメントの意見も踏まえ、平成


27 年３月に中央環境審議会により「日本における気候変動による影響の評価に関する報告と


今後の課題について」2（以下「気候変動影響評価報告書」という。）が取りまとめられ、環


境大臣に意見具申がなされた。 


気候変動影響評価報告書においては、我が国の気候変動の現状について、年平均気温は、


1898～2013 年において、100 年あたり 1.14℃上昇し、日最高気温が 35℃以上（猛暑日）の日


数は、1931～2013 年において増加傾向が明瞭に現れていることが示されている。また、年降


                                            
2 URL http://www.env.go.jp/press/upload/upfile/100480/27461.pdf 
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水量には、長期的な変化傾向は見られないものの、1970 年代以降は年ごとの変動が大きくな


っており、日降水量 100mm 以上、200mm 以上の日数に 1901～2013 年において増加傾向が明瞭


に現れる一方で、日降水量 1.0mm 以上の日数は減少していることが示されている。さらに、


日本近海において、2013 年までのおよそ 100 年間にわたる海域平均海面水温（年平均）の上


昇率は、＋1.08℃/100 年となっていること、1971～2013 年におけるオホーツク海の積算海氷


域面積3や最大海氷域面積4が長期的には減少していることなども示されている。 


将来予測については、年平均気温は、温室効果ガスの排出量が多いほど上昇するとされて


おり、21 世紀末には、20 世紀末と比較して、気温上昇の程度をかなり低くするために必要と


なる温暖化対策をとった場合には日本全国で平均1.1℃（90％信頼区間5は0.5～1.7℃）上昇、


温室効果ガスの排出量が非常に多い場合には、平均 4.4℃（90％信頼区間は 3.4～5.4℃）上


昇するとの予測が示されている。また、降水量では、年降水量は年々変動の幅が大きく、増


加する場合も減少する場合もあるとされているものの、大雨や短時間強雨の発生頻度の増加


や大雨による降水量（上位５％の降水イベントによる日降水量）の増加、無降水日数（日降


水量 1.0mm 未満の日数）の増加が生じるとの予測が示されている。加えて、海面水温の上昇


や海氷域面積の減少が更に進行するとともに、積雪・降雪の減少、海面水位の上昇、強い台


風の発生数、台風の最大強度、最大強度時の降水強度の増加などの予測も示されている6。 


気候変動の影響については、現時点において、気温や水温の上昇、降水日数の減少などに


伴い、農作物の収量の変化や品質の低下、漁獲量の変化、動植物の分布域の変化やサンゴの


白化、さくらの開花の早期化などがすでに現れていることが示されている。将来は、農作物


の品質の一層の低下、多くの種の絶滅、渇水の深刻化、水害・土砂災害を起こしうる大雨の


増加、高潮・高波リスクの増大、夏季の熱波の頻度の増加などのおそれがあることが示され


ている。 


こうした気候変動の影響に関する現状や将来予測を踏まえ、７分野について評価が行われ


たところ、重大性が特に大きく、緊急性も高いと評価された小項目を含む分野は、「農業・林


業・水産業」、「水環境・水資源」、「自然災害・沿岸域」、「自然生態系」、「健康」、「国民生活・


都市生活」と広範にわたる結果となった。さらに確信度も高いと評価された小項目は、「水稲」、


「果樹」、「病害虫・雑草」（以上、「農業・林業・水産業」分野。）、「分布・個体群の変動」（以


上、「自然生態系」分野。）、「洪水」、「高潮・高波」（以上、「自然災害・沿岸域」分野。）、「死


亡リスク」、「熱中症」（以上、「健康」分野。）、「暑熱による生活への影響等」（以上、「国民生


活・都市生活」分野。）の９項目となっている。 


関係府省庁においては、これまで、気候変動に係る調査研究の結果を踏まえつつ、適応に


                                            
3 積算海氷域面積：前年 12 月 5日～5月 31 日まで 5日ごとの海氷域面積の合計 
4 最大海氷域面積：海氷域が年間で最も拡大した半旬の海氷域面積 
5 90％信頼区間：条件を変えて実施した複数の予測計算結果に基づき、不確実性の組み合わせとして算出した標準


偏差に、正規分布表による定数（約 1.64）を乗じたもの。 
6 IPCC 第 5 次評価報告書第 1作業部会報告書 表 SPM.1 においては、21 世紀末に強い熱帯低気圧の活動度の増加


について、北西太平洋と北大西洋でどちらかと言えば可能性が高い（確率 50～100%）と示されている。また、IPCC


第 5 次評価報告書第１作業部会報告書 図 TS.26 においては、A1B に似たシナリオの下で 2000～2019 年と比べた


2081～2100 年の予測平均値を見ると、北西太平洋ではカテゴリー4及び 5の熱帯低気圧の年間発生頻度、寿命最


大強度(LMI、低気圧の寿命中に到達した最大強度)の平均、LMI の時点における低気圧の中心から 200km 以内の降


水量について、増加することが示されている。 
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関する検討を行ってきており、気候変動影響評価報告書等を踏まえて、政府の適応計画に反


映するため、気候変動の影響が生じている又は生じるおそれがある主要な分野において適応


に関するあり方を取りまとめた。 


農林水産省では、平成 26 年４月に農林水産大臣政務官を本部長とする農林水産省気候変動


適応計画推進本部を設置し、農林水産省気候変動適応計画の検討を開始した。また、推進本


部における検討状況を、適宜、食料・農業・農村政策審議会企画部会地球環境小委員会、林


政審議会施策部会地球環境小委員会、水産政策審議会企画部会地球環境小委員会合同会議に


報告し、合同会議への報告結果などを踏まえ、平成 27 年８月に、農林水産省気候変動適応計


画を取りまとめた。 


国土交通省では、平成 25年 12 月に国土交通大臣から社会資本整備審議会会長に対して「水


災害分野に係る気候変動適応策のあり方について」を諮問し、「社会資本整備審議会河川分科


会気候変動に適応した治水対策検討小委員会」において審議が行われ、平成 27 年８月に「水


災害分野における気候変動適応策のあり方について～災害リスク情報と危機感を共有し、減


災に取り組む社会へ～（答申）」が取りまとめられた。また、国土交通省環境政策推進本部に


おいて、水災害分野、沿岸分野、水資源分野、産業・国民生活分野の各分野における適応策


の検討を進め、政府の適応計画に合わせて、国土交通省気候変動適応計画を取りまとめた。 


環境省では、平成 25 年度から平成 26 年度にかけて、「気候変動適応計画のあり方検討会」


を開催し、政府の適応計画の検討に資することを目的として、適応計画策定の基本的考え方、


手法等について検討を行い、「気候変動への適応のあり方について（報告）」として取りまと


めた。水環境分野に関する検討としては、平成 25 年度から気候変動による湖沼への影響評


価・適応策検討会を開催し、湖沼に特化した水質や生態系への将来影響予測や必要な適応策


に関する検討を実施し、平成 27 年７月に、気候変動による湖沼における水質・生態系への影


響及び適応策の検討結果を取りまとめた。また、平成 27 年１月からは生物多様性分野におけ


る気候変動の適応に関する検討会を開催し、踏まえるべき視点と適応策の考え方や進め方等


について検討を進め、平成 27 年７月に「生物多様性分野における気候変動への適応について


の基本的考え方」と「当面の具体的取組」を取りまとめた。 


他方、我が国の適応分野の国際協力においては、平成 26 年９月に国連気候サミットにおい


て内閣総理大臣から「適応イニシアチブ」を発表し、開発途上国の適応政策の立案から実施


まで包括的に支援することを表明した。 


平成 27 年９月に、気候変動の影響への適応に関し、関係府省庁が緊密な連携の下、必要な


施策を総合的かつ計画的に推進するため、気候変動の影響への適応に関する関係府省庁連絡


会議を設置した。この連絡会議において、本計画の取りまとめを進めた。 


気候変動の影響は幅広く多様であることから、全体で整合のとれた取組を推進するため、


政府の適応計画を策定し、統一した考え方・方向性を提示することが必要である。このこと


から、関係府省庁において行われた検討結果を踏まえつつ、政府全体として気候変動の影響


への適応策を計画的かつ総合的に進めるため、目指すべき社会の姿等の基本的な方針と、基


本的な進め方、分野別施策の基本的方向、基盤的施策及び国際的施策を定めた、政府として


初の気候変動の影響への適応計画を策定した。 


なお、上記で述べた農林水産業分野、国土交通分野、水環境分野及び生物多様性分野等に
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おいて取りまとめられた適応計画等で示された基本的考え方や具体的な施策は、本計画の基


本的考え方や各分野における基本的な施策等に反映されている。また、各分野において適応


計画等を策定した主体においては、それらを踏まえ、具体的に適応に関する取組を推進して


いくこととなる。 


  
第２章 基本的な方針 
第１節 目指すべき社会の姿 
（適応は、今から長期的に取り組むべき課題） 


IPCC 第５次評価報告書によれば、気候システムの温暖化には疑う余地がなく、1950 年代以


降観測された変化の多くは数十年から数千年間にわたり前例のないものであり、すでに気候


変動は全ての大陸と海洋にわたり、自然及び人間社会に影響を与えていることが示されてい


る。また、地上気温は、評価された全てのシナリオにおいて 21 世紀にわたって上昇すると予


測されており、多くの地域で、熱波はより頻繁に発生し、またより長く続き、極端な降水が


より強く、またより頻繁となる可能性が高いことが示されている。 


我が国においても、極端な気象現象が観測されており、例えば水害・土砂災害が毎年のよ


うに全国各地で発生し、甚大な被害がもたらされている。気候変動影響評価報告書によって、


すでに農作物の収量の変化や品質の低下、漁獲量の変化、動植物の分布域の変化やサンゴの


白化、さくらの開花の早期化などの影響が現れていることが明らかにされるとともに、将来


は、気温の上昇、降水量の変化など様々な気候の変化、海面水位の上昇、海洋の酸性化など


が生じる可能性があり、渇水の深刻化、水害や土砂災害、高潮・高波などの災害リスクの増


大、水質の悪化、さくらの開花時期といった季節感の変化など様々な面で影響が生じるとの


予測が示されている。 


第四次環境基本計画においても、中長期的に生じ得る影響への適応能力の向上を図るとと


もに、短期的な影響への適応の取組が必要とされている。以上から、すでに現れている影響


への適応策をできるだけ速やかに講じるとともに、気候変動に対する長期的なリスク管理の


視点から、緩和に加え適応についても強化していく必要がある。 


（目指すべき社会の姿） 


以上の課題を踏まえ、本計画においては、いかなる気候変動の影響が生じようとも、気候


変動の影響への適応策の推進を通じて社会システムや自然システムを調整7することにより、


当該影響による国民の生命、財産及び生活、経済、自然環境等への被害を最小化あるいは回


避し、迅速に回復できる、安全・安心で持続可能な社会を構築することを目指す。 
 
第２節 計画の対象期間 


本計画においては、21 世紀末までの長期的な展望を意識しつつ、今後おおむね 10 年間に


おける政府の気候変動の影響への適応に関する基本戦略及び政府が実施する各分野における


                                            
7 IPCC 第 5 次評価報告書第 2作業部会報告書 Box SPM.2 においては、適応は「現実の又は予想される気候及びそ


の影響に対する調整の過程。人間システムにおいて、適応は危害を和らげ又は回避し、もしくは有益な機会を活


かそうとする。一部の自然システムにおいては、人間の介入は予想される気候やその影響に対する調整を促進す


る可能性がある。」とされている。 
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施策の基本的方向を示す。 
 
第３節 基本戦略 


本節においては、政府全体で計画的かつ総合的に適応を進めるに当たって、適切なリスク


管理の観点から気候変動の影響が最悪となるシナリオ8においても、気候変動の影響による被


害を最小化あるいは回避し、迅速に回復できる、安全・安心で持続可能な社会を構築するた


め、以下の基本戦略を設定する。これらの基本戦略の実現に向けて、関係府省庁の連携を通


じ、第２部に示す分野別施策と第３部に示す基盤的・国際的施策を効果的に推進する。 


 
（１）政府施策への適応の組み込み 


基本戦略①：強靱性の構築、不確実性の考慮、相乗効果の発揮及び技術の開発・普及を通じ


て政府の関係施策に適応を組み込み、現在及び将来の気候変動の影響に対処する。 


（諸外国における適応のアプローチ） 


OECD の報告によれば、各国の適応に係る国家戦略には、既存の政府の取組や規制枠組みの


中に適応を組み込んでいく（主流化させる、メインストリーミング）ことで適応を推進する


アプローチが広く採用されている9。米国の「国家気候変動適応戦略支援行動提言」（2010）


で設定された５つの政策目標の中の１つ（目標１）においては、「連邦政府における適応の組


み込みに関連した計画の促進」が掲げられている。EU においては、農林業、沿岸域、漁業及


び海洋環境、インフラ、財政、水管理、生物多様性、災害リスク低減、健康を含む個々の政


策分野において適応の組み込みに着手している 9。英国では、「国家気候変動適応プログラム」


（2013）を通じて、組織・個人が、気候変動によって自らに生じるリスクへ対処することを


促進している 9。 


（気候リスクに関わる施策への適応の組み込み） 


我が国において気候変動の影響による被害を低減し、迅速に回復できる社会システムや自


然システムを構築していくためには、適応計画の下で、政府の関係府省庁で実施する気候変


動の影響と関わりのある施策について、以下の視点を踏まえつつ、気候変動影響評価報告書


も参考にしながら計画的に適応を組み込んでいく検討を行う必要がある。 
(ⅰ)強靱性の構築を通じた適応能力の向上 


気候に対する強靱性（レジリエンス）は「如何なる危機に直面しても、弾力性のあるしな


やかな強さ（強靭さ）によって、致命傷を受けることなく、被害を最小化あるいは回避し、


迅速に回復する社会、経済及び環境システムの能力」と理解されている。また、IPCC 第５次


評価報告書においては、例えば都市域について、「強靱性を構築し持続可能な開発を可能にす


る手段により気候変動への良好な適応を世界的に加速できる。」とされており、強靱性の構築


が適応を進める上で重要視されている。COP16 で採択されたカンクン適応枠組みにおいては、


                                            
8 例えば、IPCC 第 5 次評価報告書第 3作業部会報告書 表 SPM.1 によれば、低位安定化シナリオである RCP2.6 シ


ナリオに相当する二酸化炭素換算濃度は 450ppm（濃度幅 430～480ppm）であり、21 世紀にわたり（1850～1900 年


と比べて）気温上昇が 2℃未満にとどまる確率は 66～100％である。また、高位参照シナリオである RCP8.5 シナ


リオに相当する二酸化炭素換算濃度は 1,000ppm 超であり、21 世紀にわたり（1850～1900 年と比べて）気温上昇


が 4℃未満にとどまる確率は 50％未満である。 
9 OECD (2013), National Adaptation Planning, Lessons from OECD Countries 
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全ての締約国が、経済的な多様化や自然資源の持続可能な管理を通じたものを含め、社会経


済・生態系システムの強靱性の構築等によって、適応に関する行動を強化することが招請さ


れている。 


我が国における気候変動の影響は広範な分野に及んでいるが、実際の被害の発生状況は社


会のあり方によって大きく異なってくると考えられる。IPCC 第５次評価報告書によれば、気


候変動の影響によるリスクは、「気候変動によるハザード（災害外力）（危険な事象や傾向な


ど）」と、社会経済が持つ気候変動の影響に対する「脆弱性10（対応力の欠如）」、「曝露11（影


響箇所に住民や財産等が存在）」の相互作用で生じ、適応のためにはこの脆弱性や曝露を低減


する必要がある旨示されている。気候変動の影響が顕在化した際においても、その被害を最


小化あるいは回避し迅速に回復できるよう、あらかじめ気候変動及びその影響についての現


状や将来のリスクを把握し、長期的な視点に立ち、気候変動の影響に対する脆弱性や曝露を


低減することにより、社会システム・自然システムに強靭性を確保し、適応能力を向上させ


ていく必要がある。また、このような脆弱性や曝露の低減による適応策の検討にあたっては、


適応策自体が環境に負荷を与えるものとならないよう自然環境の保全・再生・創出に配慮す


ること、目的や地域特性に応じて、自然環境が有する多様な機能も活用することが重要であ


る。 


具体的な適応の手法については、IPCC第５次評価報告書において、早期警戒情報システム、


ハザードマッピング、水資源の多様化、下水道等による雨水・汚水の管理、道路インフラの


改善等による災害リスクマネジメント、湿地・都市緑地空間の維持、生息地分断の低減等に


よる生態系管理、洪水が起こりやすい地域・他のリスクが高い地域の開発管理等による土地


利用計画、防波堤や堤防、貯留施設、新たな作物、節水、自然再生、生態学的回廊、土壌保


全、植林等による構造的／物理的手法、保険や建築基準等による制度的手法、意識向上等に


よる社会的手法等、ハード・ソフト両面からの多種多様な手法が示されている。 


このため、具体的な適応の手法の検討に当たっては、我が国の社会経済の状況や地域ごと


の特性、分野ごとの特性、気候変動の影響の程度等を踏まえて、工学的・生態学的手法、土


地利用、社会的・制度的手法等の様々な手法を適切に組み合わせ、社会システムや自然シス


テムの強靭性が確保できるよう、総合的に適応を進めていくという視点を持つことが重要で


ある。 


(ⅱ)不確実性を伴う気候リスクへの対応 


IPCC 第５次評価報告書においては、「気候に関連するリスクへの対応には、気候変動の影


響の深刻度や時期が引き続き不確実であり適応の有効性に限界があるなか、変化する世界に


おいて意思決定を行うことを伴う」ことから、適応については反復的なリスクマネジメント


の枠組みが有効であるとされている。 


我が国においても、継続して気候変動及びその影響に関する観測・監視・予測等を通じ得


                                            
10 IPCC 第 5 次評価報告書第 2作業部会報告書 Box SPM.2 においては、脆弱性を「悪影響を受ける傾向又は素因。


脆弱性は危害への感受性又は影響の受けやすさや、対処し適応する能力の欠如といった様々な概念や要素を包摂


している。」と定義している。 
11 IPCC 第 5 次評価報告書第 2作業部会報告書 Box SPM.2 においては、曝露を「悪影響を受ける可能性がある場所


及び環境のなかに、人々、生活、生物種又は生態系、環境機能・サービス及び資源、インフラ、もしくは経済的、


社会的又は文化的資産が存在すること。」と定義している。 
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られる最新の科学的知見の収集に努め、人口減少、高齢化等社会環境の変化も考慮に入れて


気候変動及びその影響の評価を定期的に実施し、当該影響評価の結果を踏まえて、できるだ


け手戻りがないよう各分野における適応策を検討・実施し、その進捗状況の把握を行い、必


要に応じ見直すという順応的なアプローチ（環境の変化に応じて、対策を変化させていくア


プローチ）により柔軟に適応を進めていくことが重要である。 
適応策の検討に当たっては、緊急性等を踏まえ、優先して進める適応策を検討することは、


効率的に適応を進める上で有効である。気候変動影響評価報告書においては、「影響の発現時


期」と「適応の着手・重要な意思決定が必要な時期」の双方の観点を加味し、どちらか緊急


性が高い方を採用することにより、緊急性の評価が行われており、「緊急性は高い」と評価さ


れた分野については、不確実性も考慮しつつ、今から適応の取組について検討を開始するこ


とが重要である。 
気候変動の影響について一定の不確実性がある中で意思決定を行うためには、関係者や住


民への気候変動に対する正しい理解を促進することが必要である。 
(ⅲ)適応と相乗効果をもたらす施策の推進 


IPCC 第５次評価報告書において、適応の戦略には、他の目標にも資するコベネフィットを


伴う行動が含まれており、利用可能な戦略や行動は、人間の健康、生計、社会的・経済的福


祉及び環境の質を向上することを支援しつつ、起こりうる様々な将来の気候に対する強靱性


を増すことができると指摘されている。 


我が国においても、気候リスクの不確実性を考慮した場合、適応と相乗効果（コベネフィ


ット）をもたらす施策、適応を含む複数の政策目的を有する施策を推進することが重要であ


る。例えば、サンゴ礁の保全や海岸防災林の整備による台風や高潮などの被害の低減、樹木


の蒸散や日射の遮蔽などの生態系を活用した適応策は、地域社会に多様な社会・経済・文化


の互恵関係を生み出し、生物多様性の保全と持続可能な利用に貢献し、炭素貯蔵と温室効果


ガスの低減に貢献できる。また、農業分野においては、例えば、高温に耐性のある品種の開


発などは食料の安定供給にも資する。水資源分野においては、例えば、節水・水利用合理化


技術の開発・普及や節水意識の向上などは上下水道処理に要するエネルギーの削減を通じた


温室効果ガスの削減等にも寄与しうる。防災分野においては、例えば、津波対策が高潮・高


波による被害の低減にも寄与しうる。 


(ⅳ)適応技術の研究開発・普及 


適応策を推進するためには、目指すべき社会の姿を念頭に置いた上で、研究成果をいかに


社会に実装していくかという視点を持ちながら、適応に資する技術の研究開発や普及を、官


民が連携して推進していくことが重要である。 


分野横断的な基盤的技術として、効果的・効率的なモニタリング技術の開発、予測・影響


評価における不確実性の低減や高解像度化、一元的なデータベースの構築・運用、多様なデ


ータを共通的に使用可能とするための情報基盤の整備、地方公共団体等の利用者にとって使


い勝手がよいデータ解析・加工・提供のための情報プラットフォームの開発などが有効であ


る。特に、地球環境情報をビッグデータとして捉え、国際的に協調して様々な環境問題の解


決へ活用することが注目されている。そこで、適応を推進するため、大気・海域・陸域に対


する観測データを用いた気候変動のモデル化・シミュレーションによる予測技術を高度化し、
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それらの情報を統合したプラットフォームを構築することが必要である。 
 個別分野の技術については、例えば、IPCC 第５次評価報告書において、早期警戒情報シス


テム、ハザードマッピング、水資源の多様化、排水施設の改良、沿岸新規植林、防波堤・海


岸保全施設、堤防、貯留施設、新たな作物・動物品種、効率的な灌漑、節水、海水淡水化、


食品貯蔵・保管施設、建物の断熱、緑のインフラ、生態学的回廊等、様々な事例が示されて


おり、幅広い分野で適応技術の研究開発を進めることが重要である。 


また、官民の連携を推進するためには、気候リスクの情報や適応に資する技術の情報を適


切に提供するなどにより、民間投資を促進することも重要である。 


 


（２）科学的知見の充実 


基本戦略②：観測・監視及び予測・評価の継続的実施、並びに調査・研究の推進によって、


継続的に科学的知見の充実を図る。 


不確実性を伴う気候変動の影響に適切に対応するためには、科学的知見を充実させ、常に


最新の知見を把握することが重要である。そのためには、関係府省庁が連携し、気候変動や


その影響の状況について適切に観測・監視を行い、また、将来の気候変動の予測と影響の評


価を継続的に行うことが必要である。 
（観測・監視の継続的実施） 


観測・監視は、気候変動やその影響の実態を把握し適切に適応を推進する上での基礎であ


る。また、予測の精度向上において観測・監視データは大きな役割を果たしている。これま


で「地球観測の推進戦略（平成 16 年総合科学技術会議決定）」において、地球温暖化にかか


わる現象解明・影響予測・抑制適応のための観測が重点的な取組に位置付けられ、地球観測


連携拠点（温暖化分野）など関係府省庁の連携により、陸上の定点観測、高山帯から沿岸域


に至るまでの様々な生態系の観測、船舶やアルゴフロート等による海洋・極域の観測、航空


機による観測、人工衛星等によるリモートセンシングによる観測などが実施されている。 


今後も、予測におけるデータ利用も考慮しつつ、既存の観測設備の維持や地球観測連携拠


点（温暖化分野）の強化も含め効率的な観測体制の充実を図り、継続的な観測・監視を行っ


ていく必要がある。 


（予測・評価の継続的実施） 


予測・評価の分野では、文部科学省、国土交通省、気象庁、環境省などにおいて、数値モ


デルによる将来の気候予測や、農林水産業、水資源、生態系、洪水、健康などの様々な分野


を対象に、影響モデル等を用いた気候変動の影響予測等に関する調査・研究を実施している。 
今後も、情報の共有を図り、調査・研究により得られた新たな知見を踏まえ、継続的に気


候変動及びその影響の予測・評価を行う必要がある。 
（調査・研究の推進） 


気候変動影響評価報告書において情報が不足しているとされた分野・項目について調査・


研究を進める必要がある。 


将来の気候変動及びその影響の予測・評価には不確実性があるため、気候変動について科


学的な正しい理解の向上に向けて、予測・評価手法の開発・改良と精度の向上を図る。また、


気候変動の影響、適応に関するコストや環境・社会に与える影響、影響の定量的な評価、発
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生確率の提示、適応に係る技術等に関する調査・研究を推進し、科学的知見の充実に努める


必要がある。 


計画の進捗状況を把握し、その結果等を踏まえ施策に反映させていくことが重要であるが、


例えば、適応策を講じない場合と比較して、適応策を講じたことによりどの程度効果が生じ


たか測定することが困難であることや、気候変動とそれ以外の要因を区別できない適応策の


進捗状況の把握をどう考えるか等の課題がある。諸外国では、適応計画策定後に、計画を実


施しながら計画の進捗状況の把握を行うための指標の検討等が行われているところである。


我が国においても、計画の進捗状況の把握方法に関する知見を充実させる必要がある。 


 
（３）気候リスク情報等の共有と提供を通じた理解と協力の促進 


基本戦略③：気候リスク情報等の体系化と共有等を通じた各主体の理解と協力の促進を図る。 


（気候リスク情報等の体系化） 


気候変動及びその影響の観測・監視や予測・評価のデータ・情報を含む気候リスク情報等


は、各主体が適応に取り組む上での基礎となるものであり、各主体が気候リスク情報等に容


易にアクセスでき、正確かつわかりやすい形で気候リスク情報等を得ることを可能とするこ


とは極めて重要である。 


IPCC 第５次評価報告書においても「適応の計画立案と実施は、個人から政府まで、あらゆ


る層にわたる補完的な行動を通じて強化されうる12」とされており、政府が、地方公共団体や、


事業者、国民など各主体に対して気候変動に関するリスクや対策、技術等の情報を提供する


とともにわかりやすく知識を広める普及啓発を行うことは、各々の主体の適応努力を促進す


るために重要な役割を果たす。 


他方、気候リスク情報等は、気温や降水量などの気候変動に関するデータに加え、米の収


量、湖沼の水質、動植物種の分布、河川流域の氾濫確率、熱中症のリスク等の気候変動の影


響に関する情報など、広範囲にわたっている。 


また、空間的には世界全体のグローバルなレベルから、全国、都道府県、市町村レベルま


で、影響や適応の内容によって様々なスケールが考えられる。例えば、地方公共団体におい


て適応策を検討する場合にはダウンスケーリングを用いた高解像度の気候予測データやそれ


に基づく影響評価の情報が必要となる場合がある。 


さらに、時間スケールも過去から 21 世紀末に至るまで様々であるとともに、確信度も証拠


（種類、量、質、整合性）や見解の一致度の観点から、高いものから低いものまで幅がある。 


こうしたことが、各主体の気候リスク情報等の利用を難しくしていることから、適応を行


う各主体が必要な情報を容易に利用できるよう、関係府省庁が連携し、効率的に気候リスク


情報等を体系的に整理する必要がある。 


（気候リスク情報等の共有化） 


体系的に整理した観測データや、将来の気候予測や影響の評価に関するデータ・情報につ


いては、関係府省庁が連携して情報プラットフォームを整備し、各主体に対し情報を広く提


供する必要がある。 


                                            
12 IPCC 第 5 次評価報告書第 2作業部会報告書政策決定者向け要約、C-1. 効果的な適応のための原則 
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地域の住民、NPO、事業者等においても、長年の地域での生活や社会貢献活動等を通じて得


られた身近な自然環境の状況等に関する情報があれば、当該情報を有する主体の協力を得て


情報を広く共有することは有益である。また、各主体間の情報共有も、各主体の適応行動を


促進する上で重要である。 


さらに、各主体の参加の下、気候リスク情報を共有するとともに、各主体から地域に根ざ


したアイデア等を得ながら、不確実性を伴う気候変動の影響への適応について意思決定を行


うことが重要である。 


（政策立案との橋渡し機能の構築） 


気候リスク情報は多種多様かつ専門的であることから、適応を効果的に実施するために、


各主体が互いに協力して情報を容易に共有・活用できるようにしていく必要がある。特に、


IPCC 第５次評価報告書において、科学と意思決定の橋渡しをする組織は、気候関連の知識の


伝達、移転及び開発に重要な役割を果たしていると指摘されているとおり、データ・情報の


活用にあたっては、各主体が効果的な適応の行動につなげていけるよう、利用者のニーズに


応じて支援を行い科学的知見と政策立案との橋渡しを行う機能を構築することが重要である。 


（普及啓発・人材育成の推進） 


地方公共団体、事業者、国民などの各主体が、気候変動及びその影響についてより正確に


理解することが、適応を効果的に進める上で重要である。こうしたことから、普及啓発や広


報活動を通じて、気候変動及びその影響への理解を促進する必要がある。また、適応に対す


る理解がまだ必ずしも十分に社会に浸透していない中では、幅広い主体に適応の意義や具体


的に取るべき行動をわかりやすく伝える人材等を育成する必要がある。 


 


（４）地域での適応の推進 


基本戦略④：地方公共団体における気候変動影響評価や適応計画策定、普及啓発等への協力


等を通じ、地域における適応の取組の促進を図る。 


（地方公共団体に対する協力） 


気候変動の影響の内容や規模、及びそれに対する脆弱性は、影響を受ける側の気候条件、


地理的条件、社会経済条件等の地域特性によって大きく異なり、早急に対応を要する分野等


も地域特性により異なる。また、適応を契機として、各地域がそれぞれの特徴を活かした新


たな社会の創生につなげていく視点も重要である。したがって、その影響に対して講じられ


る適応策は、地域の特性を踏まえるとともに、地域の現場において主体的に検討し、取り組


むことが重要となる。 
地方公共団体は住民生活に関連の深い様々な施策を実施していることから、地域レベルで


気候変動及びその影響に関する観測・監視を行い、気候変動の影響評価を行うとともに、そ


の結果を踏まえ、地方公共団体が関係部局間で連携し推進体制を整備しながら、自らの施策


に適応を組み込んでいき、総合的かつ計画的に取り組むことが重要である。他方、多くの地


方公共団体が、気候変動の影響が既に現れ適応が必要と考えているものの、影響評価の実施


や適応計画の策定まで至っていない。 


こうしたことから、地方公共団体における気候変動の影響評価の実施や適応計画の策定及


び実施を促進する必要がある。 
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（５）国際協力・貢献の推進 


基本戦略⑤：開発途上国に対する適応計画策定・対策実施支援、防災支援、人材育成、及び


我が国の科学技術の活用を通じ、適応分野の国際協力・貢献を一層推進する。 


（開発途上国に対する協力） 
開発途上国では気候変動の影響に対処する能力が不足している国が多い。特に後発開発途


上国や小島嶼開発途上国は、経済構造が気候変動に影響されやすい農林水産業に依存してい


る国が多いこと、そして特に貧困層にとっては適応力が低いことなど、現在及び将来の気候


変動に対して脆弱性が大きく、気候変動の影響はより深刻となりえる。 
IPCC 第５次評価報告書によれば、例えば、アジアにおいては、河川沿い、沿岸域、都市部


での氾濫の増加、暑熱に関連する死亡リスクの増大、干ばつによる水・食糧不足の増大、小


島嶼開発途上国においては、海面水位の上昇が指摘されている。 
今後、洪水や異常気象などの気候変動の影響による食糧不足、農水産物の輸入価格の変動、


海外における企業の生産拠点への直接的な影響等が、結果的に我が国の経済及び社会に与え


る影響においても懸念される。 
よって、このような影響を抑制するためにも、開発途上国に対する適応に関する協力は重


要である。こうしたことを踏まえ、平成 26年９月の国連気候サミットにおいて内閣総理大臣


から「適応イニシアチブ」を発表し、開発途上国の適応政策の立案から実施まで包括的に支


援することを表明した。また、平成 27 年３月の第３回国連防災世界会議において、「仙台防


災協力イニシアティブ」を発表し、防災協力は気候変動の影響への適応にも資するものであ


り、防災を我が国の支援の重点項目のひとつとして取り組むこととした。 
これらを踏まえ、開発途上国における適応を進めるため、我が国の技術を活用しながら、


防災分野を含め、適応計画の策定や適応策の実施に関する支援を行うことや、適応分野にお


ける人材育成を行うことなどによって、国際協力を一層強化していく必要がある。 
（科学技術による国際貢献） 


気候変動の影響は、地球規模で今後更に深刻になるおそれがある。 
世界全体で適応を効果的に進めていけるよう、IPCC等の国際的な枠組みへの参画等を通じ、


我が国が培ってきた科学的知見や技術を活用した国際貢献をより積極的に行うことが重要で


ある。 
 
第３章 基本的な進め方 


気候に関連するリスクへの対応には、気候変動の影響の重大性や緊急性に不確実性がある


なか、人口減少や高齢化等の社会環境の変化を踏まえて意思決定を行うことを伴う。できる


だけ手戻りを回避し適時的確に適応を進めていけるよう、本計画において反復的なリスクマ


ネジメントを行う。具体的には、気候変動及びその影響の観測・監視や予測を継続して行い、


それらの結果や文献レビュー等によって最新の科学的知見の把握を行い、気候変動及びその


影響の評価を定期的に実施し、当該影響評価の結果を踏まえて、各分野における適応策の検


討・実施を行い、その進捗状況を把握し、必要に応じ見直すというサイクルを繰り返し行う


ことで、順応的なアプローチによる適応を進めていく。 
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（１）気候変動及びその影響の観測・監視 


気温、降水量など気候変動に係るデータや、農作物の生産量、水資源、生態系、洪水・内


水の発生の状況など気候変動の影響に係るデータを、「地球観測の推進戦略」も踏まえて観


測・監視して、その情報を広く提供していくことは、適応策を推進するために不可欠である。


このため、政府において、地方公共団体や事業者などの協力を得ながら、これらの観測・監


視を実施する。 
 
（２）気候変動及びその影響の予測・評価 


（１）の観測・監視結果、IPCC 評価報告書、国内外の最新の研究成果や政府が公表した報


告書などの文献のレビューを行うとともに、日本付近から全球まで様々なスケールにわたっ


て最新の気候モデルや影響モデルを用いた予測計算を実施して、継続的に日本の気候変動及


びその影響に関する予測・評価を行う。これらの予測・評価結果を公表して、国内の普及を


推進する。また、これらの観測・監視、予測、影響評価の情報を不確実性に関する情報とあ


わせて、一元的に整理し、利用者が活用しやすい形での提供を図る。 
 
（３）気候変動及びその影響の評価結果に基づく適応策の検討と計画的な実施 


気候変動影響評価報告書や気候変動に関わりのある施策の現状等を踏まえ、第２部に示す


とおり、各分野における適応に関する基本的な施策を定める。さらに、各分野における適応


に関する基本的な施策を踏まえ、関係府省庁において具体的な施策を計画的に実施する。 
 
（４）計画の進捗管理と見直し 


（計画の進捗管理） 


不確実性を伴う長期的な課題である気候変動の影響に対して適切に対応するためには、本


計画の進捗状況及び最新の科学的知見の把握を継続して行い、本計画の進捗管理を行うこと


が必要である。しかし、すでに適応計画を策定している諸外国においては、同計画の進捗管


理を行う方法の開発に当たって多くの課題が指摘されており、我が国においてもこれらの知


見や経験が不足している。このため、本計画の策定後、１年程度を目途に、諸外国における


適応計画の進捗管理の方法について調査を行うとともに、その結果も踏まえ、計画的に、適


応策の進捗状況を把握する方法の検討を行うこととする。 


上記に掲げる、試行的な進捗状況の把握方法に関する検討や、国際的な動向も踏まえなが


ら、本計画全体の進捗管理の方法の構築を図る。本計画の進捗状況については、今後の国際


動向や進捗管理の検討状況を踏まえつつ、条約に基づき各締約国が提出する国別報告書にも


含めることとする。 
（計画の見直し） 


本計画の見直しについては、今後の国際動向を踏まえつつ、おおむね５年程度を目途に気


候変動の影響の評価を実施しこれを取りまとめ、当該影響評価の結果や各施策の状況等を踏


まえて、必要に応じて本計画の見直しを行うこととする。ただし、計画全体に関わる新たな


課題が明らかとなった場合や、各分野における適応に関する基本的な施策に影響を与えるよ
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うな新たな知見が得られた場合等には、その時点において、必要に応じて本計画の見直しに


ついて検討することとする。 
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第２部 分野別施策の基本的方向 
第２部では、気候変動影響評価報告書において示された「農業・林業・水産業」、「水環境・


水資源」、「自然生態系」、「自然災害・沿岸域」、「健康」、「産業・経済活動」、「国民生活・都


市生活」の７つの分野における我が国の気候変動の影響評価結果の概要と適応の基本的な施


策を示す。 


 なお、この影響評価は、科学的知見に基づく専門家判断（エキスパート・ジャッジ）によ


り、「重大性」「緊急性」「確信度」の３つについて以下の観点から評価された。（詳細は添付


資料「気候変動の影響評価の取りまとめ手法」を参照。） 


・重大性：社会、経済、環境の３つの観点で評価。 


・緊急性：影響の発現時期、適応の着手・重要な意思決定が必要な時期の２つの観点で評価。 


・確信度：IPCC 第５次評価報告書の確信度の考え方をある程度準用し、研究・報告のタイプ


（モデル計算などに基づく定量的な予測／温度上昇度合いなどを指標とした予測


／定性的な分析・推測）、見解の一致度の２つの観点で評価。研究・報告の量その


ものがかなり限定的（１～２例）である場合は、その内容が合理的なものである


かどうかにより判断。 


 影響評価結果については、以下の凡例により表記する。  


 
凡 例： 


【重大性】  ：特に大きい  ：「特に大きい」とは言えない －：現状では評価できない    
    （観点）社：社会、経：経済、環：環境 


【緊急性】  ：高い     ：中程度   ：低い     －：現状では評価できない   
【確信度】  ：高い     ：中程度   ：低い     －：現状では評価できない   
 
第１章 農業、森林・林業、水産業 


近年、農産物や水産物などの高温による生育障害や品質低下、観測記録を塗り替える高温、


豪雨、大雪による大きな災害が、我が国の農林水産業・農山漁村の生産や生活の基盤を揺る


がしかねない状況となっており、また、IPCC 第５次評価報告書では気候変動への適応策を行


わなければ、今後の気候変動が主要作物の生産に負の影響を及ぼすとされていることなどに


表されるように、農林水産業は気候変動の影響を最も受けやすい産業である。 


農林水産業が営まれる場において、気候変動の負の影響を軽減・防止する取組が適切に実


施されない場合は、食料の安定供給の確保、国土の保全等の多面的機能の発揮、農林水産業


の発展及び農山漁村の振興が脅かされることから、農林水産分野での気候変動への適応の取


組は極めて重要である。 


 


第１節 農業に関する適応の基本的な施策 


○農業生産総論 


【影響】 


農業生産は、一般に気候変動の影響を受けやすく、各品目で生育障害や品質低下など気候


変動によると考えられる影響が見られる。 







 


19 
 


影響の将来予測については、主要作物等を中心に実施しているが、より一層、将来影響の


研究を進める必要がある。 


【基本的な施策】 


農業生産全般において、高温等の影響を回避・軽減する適応技術や高温耐性品種等の導入


など適応策の生産現場への普及指導や新たな適応技術の導入実証等の取組が行われている。 


また、地方公共団体（もしくは関係機関等）と連携し、温暖化による影響等のモニタリン


グを行い、「地球温暖化影響調査レポート」、農林水産省ホームページ等により適応策に関


する情報を発信している。 


気候変動影響評価報告書において、重大性が特に大きく、緊急性及び確信度が高いとされ


た水稲、果樹及び病害虫・雑草については、より重点的に対策に取り組むものとする。 


       その他の品目については、これまで取り組んできた対策を引き続き推進するとともに、今後


の影響予測も踏まえ、新たな適応品種や栽培管理技術等の開発、又はそのための基礎研究に


取り組む。 


また、引き続き地方公共団体（もしくは関係機関等）と連携し、温暖化による影響等のモ


ニタリングに取り組むとともに、「地球温暖化影響調査レポート」、農林水産省ホームペー


ジ等により適応策に関する情報を発信する。 


［関係府省庁］農林水産省 


 


○水稲  


【影響】 


現在の状況としては、水稲では、既に全国で、高温による品質の低下（白
しろ


未熟粒
みじゅくりゅう


13の発生、


胴
どう


割粒
われりゅう


14の発生、一等米比率の低下等）等の影響が確認されている。また、一部の地域や極


端な高温年には収量の減少も見られる。 


将来予測される影響としては、全国の水稲の収量は、現在より３℃を超える高温では北日


本を除き減収することが予測されている。 


一等米の比率は、高温耐性品種15への作付転換が進まない場合、登熟期間の気温が上昇する


ことにより、全国的に低下することが予測されている。 


特に、九州地方の一等米比率は、高温耐性品種への転換が進まない場合、今世紀半ばに 30％


弱、今世紀末に約 40％低下することを示す報告がある。 


また、害虫について、水田では、寄生性天敵や一部の捕食者及び害虫の年間世代数がそれ


ぞれ増加し、害虫・天敵相の構成が変化すると予想されているほか、病害について、野外水


田で人為的に作り出した高 CO2条件下（現時点の濃度から 200ppm 上昇）では、イネ紋枯病や


イネいもち病などの発病の増加が予測された事例がある。 


・水稲 [重大性： （社／経）、緊急性：  、確信度：  ] 


【基本的な施策】 


                                            
13デンプンの蓄積が不十分なため、白く濁って見える米粒 
14胚乳部に亀裂のある米粒 
15高温にあっても玄米品質や収量が低下しにくい品種 
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高温対策として、肥培管理、水管理等の基本技術の徹底を図るとともに、高温耐性品種の


開発・普及を推進しており、高温耐性品種の作付けは漸増しているものの、実需者ニーズと


のミスマッチから十分普及していない（平成 26年地球温暖化影響調査レポートによる高温耐


性品種の作付面積は 77,500ha）。 


また、病害虫対策として、発生予察情報等を活用した適期防除等の徹底を図っている。 


今後は、これまでの取組に加え、以下の対策に取り組む。 


今後の品種開発に当たっては、高温による品質低下が起こりにくい高温耐性を付与した品


種の開発を基本とする。 


また、現在でも極端な高温年には収量の減少が見られており、将来的には更なる高温が見


込まれることから、2015 年以降、収量減少に対応できるよう高温不稔
ふ ね ん


16に対する耐性を併せ


持つ育種素材の開発に着手する。 


引き続き、高温に対応した肥培管理、水管理等の基本技術の徹底を図るとともに、2016 年


以降、実需者のニーズに合った形で高温耐性品種の作付拡大を図るため、生産者、米卸売業


者、実需者等が一体となった、高温耐性品種の選定、導入実証、試食等による消費拡大等の


取組を支援する。 


また、引き続き、発生予察情報等を活用した適期防除など病害虫対策の徹底を図るととも


に、温暖化の進行に伴い発生増加が予想されるイネ紋枯病やイネ縞葉枯病等の病害虫に対す


る被害軽減技術を 2019 年を目途に開発し、その成果の普及を図る。 


［関係府省庁］農林水産省 


 
○果樹 


【影響】 


果樹は永年性作物であることから、一年生作物に比べて気候に対する適応性の幅が狭く、


気候変動に対して脆弱な作物とされ、果実品質の低下をはじめとして、隔年
かくねん


結果
け っ か


17の増大、生


理落果18の助長等の影響を受けやすいとされている。 


具体的には、成熟期のりんごやぶどうの着色不良・着色遅延、果実肥大期の高温・多雨に


よるうんしゅうみかんの浮皮
うきかわ


19、高温・強日射による果実の日焼け、日本なしの秋期から初冬


期の高温による発芽不良、収穫期前の高温・乾燥等によるみつ症の発生等が報告されている。 


将来予測される影響としては、うんしゅうみかんやりんごは、気候変動により栽培に有利


な温度帯が年次を追うごとに北上するものと予測されている。この予測を踏まえれば、既存


の主要産地が栽培適地ではなくなる可能性もあり、その結果、これらの品目の安定生産が困


難となり、需給バランスが崩れることにより、価格の高騰や適正な価格での消費者への安定


供給を確保できなくなることも懸念される。 


さらに、りんごについては、生鮮果実の輸出額の７割を占めるなど、我が国の農業分野に


おける主要な輸出品目として位置づけられているが、気候変動により国内でのりんごの生産


                                            
16開花期の高温により受精が阻害され、子実にデンプンが蓄積しないこと 
17果樹の収穫量が１年おきに増減する現象 
18日照不足、乾燥、高温等により果実が自然に落ちる現象 
19果皮と果肉が分離する現象で品質低下をもたらす 
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が不安定になった場合、輸出戦略面でも支障を来しかねないことが懸念される。 


ぶどう、もも、おうとう等については、既存の主要産地が栽培適地ではなくなる可能性の


ほか、高温による生育障害が発生することが想定される。 


・果樹 [重大性： （社／経）、緊急性：  、確信度：  ] 


【基本的な施策】 


うんしゅうみかんでは、高温・強日射による日焼け果等の発生を軽減するため、直射日光


が当たる樹冠上部の摘果を推進している。また、浮皮果の発生を軽減するため、カルシウム


剤等の植物成長調整剤の活用等を推進している。さらに、着色不良対策として、摘果目的に


使用するフィガロン20散布の普及を進めている。 


また、うんしゅうみかんよりも温暖な気候を好む中晩柑（しらぬひ（デコポン）、ブラッ


ドオレンジ等）への転換を図るための改植等を推進している。 


りんごでは、着色不良対策として、「秋
あき


映
ばえ


」等の優良着色系品種や黄色系品種の導入のほ


か、日焼け果・着色不良対策として、かん水や反射シートの導入等を進めている。 


もも、おうとう等を含めた品目共通の干ばつ対策として、マルチシート等による水分蒸発


抑制等の普及や、土壌水分を維持するための休眠期の深耕・有機物投入、干ばつ時に発生し


やすいハダニ類の適期防除を推進している。また、開花期における晩霜等による凍霜害への


対策として、凍霜害警戒体制の整備を推進している。 


気候変動による着色不良果実の発生に対する品目共通の対応策の一つとして、このような


果実も果汁用原料として積極的に活用できるよう、加工用果実の生産流通体制を整備してい


る。 


今後は、これまでの取組に加え、以下の対策に取り組む。 


うんしゅうみかんでは、2015 年以降、浮皮果の発生を軽減させるジベレリン21・プロヒド


ロジャスモン22混用散布、果実の日焼けを防止する遮光資材の積極的活用等による栽培管理技


術の普及を加速化させる。また、着花を安定させるため、施肥方法、水分管理等の改善によ


る生産安定技術の開発に着手する。 


りんごでは、2015 年以降、高温下での着色不良及び日焼け発生を減少させるための栽培管


理技術の開発に着手する。 


また、栽培適地が移動するとの将来予測を踏まえ、より標高の高い地帯で栽培を行うなど、


標高差を活用した新たな園地整備を図るため、2016 年以降、こうした取組に向けた栽培実証


や、品種を転換するための改植に対する支援を行うとともに、標高の高い地帯での大規模園


地基盤整備を推進する。 


ぶどうでは、着色不良対策として、引き続き「クイーンニーナ」等の優良着色系品種や「シ


ャインマスカット」等の黄緑系品種の導入を推進するとともに、成熟期の高温による着色障


害の発生を軽減するため、2015 年以降、環状剥皮
かんじょうはくひ


23等の生産安定技術の普及を加速化させる。 


                                            
20かんきつ類の熟期促進、摘果、浮皮軽減等の目的で使用される植物成長調整剤 
21果樹の生育促進、開花促進、果実肥大等の目的で使用される植物成長調整剤 
22果実の着色促進、うんしゅうみかんの浮皮軽減等の目的で使用される植物成長調整剤 
23幹の表皮を剥皮することによって、葉で作られた栄養分を剥皮部分より下部へ移行させることなく果房へ集中


させることで、着色の改善につながる技術 
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日本なしでは、発芽不良の被害を軽減するため、発芽促進剤の利用、肥料の施用時期の変


更等の技術対策の導入・普及を推進するとともに、土壌改良等により暖地における生産安定


技術の開発に着手する。 


一方、育種の側面からは、うんしゅうみかん、りんご、日本なしでは、2019 年を目途に高


温条件に適応する育種素材を開発、その後、当該品種を育成し、2027 年以降、産地に実証導


入を図る。 


このほか、気候変動により温暖化が進んだ場合、亜熱帯・熱帯果樹の施設栽培が可能な地


域が拡大するものと予想されることから、2016 年以降、高付加価値な亜熱帯・熱帯果樹（ア


テモヤ、アボカド、マンゴー、ライチ等）の導入実証に取り組み、産地の選択により、既存


果樹からの転換等を推進する。                         


また、温暖化の進展により、りんご等において、栽培に有利な温度帯が北上した場合、新


たな地域において、産地形成することが可能になると考えられる。このような新たな産地形


成に際しては、低コスト省力化園地整備等を推進する。 


果樹は永年性作物であり、結果するまでに一定期間を要すること、また、需給バランスの


崩れから価格の変動を招きやすいことから、他の作物にも増して、長期的視野に立って対策


を講じていくことが不可欠である。従って、産地において、温暖化の影響やその適応策等の


情報の共有化や行動計画の検討等が的確に行われるよう、主要産地や主要県との間のネット


ワーク体制の整備を行う必要がある。 


［関係府省庁］農林水産省 


 


○土地利用型作物 


【影響】 


現在の状況としては、麦類では、暖冬による茎
くき


立
だち


24や出穂の早期化とその後の春先の低温や


晩霜
ばんそう


による凍霜害の発生、生育期全般の多雨による湿害の発生等が見られる。 


大豆では、生育初期の多雨による湿害や開花期以降の高温・干ばつによる落花・落
らっ


莢
きょう


、青


立ち25等の発生が見られる。 


小豆では、北海道（道央・道南）において、成熟期の高温による小粒化等が見られる。 


茶では、生育期間の高温・干ばつによる二番茶以降の新芽の生育抑制、暖冬による萌芽
ほ う が


の


早期化及び春先の晩霜による凍霜害の発生等が見られる。 


てん菜では、夏から秋にかけての高温・多雨による病害の多発等が見られる。 


将来予測される影響としては、小麦では、暖冬による茎立や出穂の早期化とその後の春先


の低温や晩霜による凍霜害リスクの増加、高温のため登熟期間が短縮されることによる減


収・品質低下等が予測されている。 


大豆では、最適気温以上の範囲では、乾物
かんぶつ


重
じゅう


26、子実重、収穫指数27の減少が予測されてい


る。 


                                            
24茎が伸び始め、地面近くを這っていた葉が直立し始めること 
25莢着きが不良で、収穫期になっても茎葉が枯れない現象 
26乾燥して水分を除いた後の重さであり、植物が実際に生産、蓄積した物質の重さ 
27全乾物重に対する収穫部位の乾物重の割合 
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北海道では、2030 年代には、てん菜、大豆、小豆で増収の可能性もあるが、病害虫発生、


品質低下も懸念され、小麦等では減収、品質低下が予測されている。 


・麦、大豆、飼料作物等 [重大性： （社／経）、緊急性：  、確信度：  ] 


【基本的な施策】 


麦類では、多雨・湿害対策として、排水対策、赤かび病等の適期防除、適期収穫など基本


技術の徹底を図るとともに、赤かび病、穂発芽28等の抵抗性品種への転換を推進しており、一


定の効果が見られる。また、凍霜害対策として、気候変動に適応した品種・育種素材、生産


安定技術の開発・普及を推進している。 


大豆では、多雨・高温・干ばつ等の対策として、排水対策の徹底を図るとともに、地下水


位制御システムの普及を推進しており、一定の効果が見られる。また、病害虫・雑草対策と


して、病害虫抵抗性品種・育種素材や雑草防除技術等の開発・普及に取り組んでいる。さら


に、有機物の施用や病害虫発生リスクを軽減する輪作体系など気候変動の影響を受けにくい


栽培体系の開発に取り組んでいる。 


小豆では、北海道（道央・道南）において、高温耐性品種「きたあすか」の普及を推進し


ている。 


茶では、省電力防霜ファンシステム等による防霜技術の導入等の凍霜害対策を推進してお


り、一定の効果が見られる。また、干ばつ対策として、敷草等による土壌水分蒸発抑制やか


ん水の実施、病害虫対策として、発生予察技術の導入、クワシロカイガラムシ29に抵抗性のあ


る品種への改植等を推進している。 


てん菜では、病害虫対策として、高温で多発が懸念される病害に対する耐病性品種の開発・


普及に取り組んでおり、効果が見られる。また、高温対策として、現場における生産状況の


定期的な把握・調査や最適品種を選択するための知見の集積に取り組むほか、多雨を想定し


た排水対策に取り組んでいる。 


今後もこれまで取り組んできた対策を引き続き推進する。 


［関係府省庁］農林水産省 


 
○園芸作物 


【影響】 


現在の状況としては、露地野菜では、キャベツ等の葉菜類、ダイコン等の根菜類、スイカ


等の果菜類等の収穫期が早まる傾向にあるほか、生育障害の発生頻度の増加等も見られる。 


施設野菜では、夏季の高温によるトマトの着果不良、裂果、着色不良等、生育期間の高温


によるイチゴの花芽分化の遅延等が見られる。また、高温回避のための遮光による光合成の


低下、高温によるマルハナバチ等の受粉活動低下、大雪等による施設の倒壊等の影響が見ら


れる。 


花きでは、夏季・秋季の高温による開花期の前進・遅延、奇形花、短茎花、茎の軟弱化等


                                            
28収穫期の降雨等により、収穫前の穂に実った種子から芽が出てしまう現象 
29茶の主要害虫で、茶樹の枝、幹など樹冠内部に寄生し、樹勢衰退による枝枯れ等を引き起こす。近年、全国的


に多発傾向にあるが、気候変動との因果関係は明らかではない 
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の生育不良等が見られる。 


将来予測される影響としては、野菜は、栽培時期の調整や適正な品種選択を行うことで、


栽培そのものが不可能になる可能性は低いと想定されるが、さらなる気候変動が、野菜の計


画的な出荷を困難にする可能性がある。 


・野菜 [重大性：－ 、緊急性：  、確信度：  ] 


【基本的な施策】 


野菜では、高温対策として、高温条件に適応する育種素材の開発及び当該品種の普及を推


進するとともに、露地野菜では、適正な品種選択、栽培時期の調整や適期防除により、安定


供給を図っている。また、干ばつ対策として、かんがい施設の整備、マルチシート等による


土壌水分蒸発抑制等を推進するとともに、干ばつ時に発生しやすいハダニ類等の適期防除を


推進している。 


施設野菜では、比較的大きな施設を中心に高温対策として、地温抑制マルチ、遮光資材、


細霧冷房、パッド＆ファン30、循環扇、ヒートポンプ31を利用した低コスト夜間冷房技術等の


導入に取り組んでいる。また、台風・大雪対策として、災害に強い低コスト耐候性ハウスの


導入、パイプハウスの補強、補助電源の導入等を推進しており、一定の効果が見られる。 


花きでは、高温対策として、適切なかん水の実施等を推進しているほか、高温条件に適応


する品種の普及に取り組んでいる。 


施設花きでは、高温対策として、地温抑制マルチ、遮光資材、細霧冷房、パッド＆ファン、


循環扇、ヒートポンプを利用した低コスト夜間冷房技術等の導入等を推進しているほか、台


風・大雪対策として、災害に強い低コスト耐候性ハウスの導入、パイプハウスの補強、補助


電源の導入等を推進しており、一定の効果が見られる。 


今後もこれまで取り組んできた対策を引き続き推進する。 


［関係府省庁］農林水産省 


 
○畜産 


【影響】 


現在の状況としては、家畜では、夏季の平年を上回る高温の影響として、乳用牛の乳量・


乳成分・繁殖成績の低下や肉用牛、豚及び肉用鶏の増体率の低下等が報告されている。 


飼料作物では、栽培適地の移動や夏季の高温、少雨等による夏枯れ、虫害等が報告されて


いる。 


将来予測される影響としては、畜種や飼養形態により異なると考えられるが、夏季の気温


上昇による飼料摂取量の減少等により、温暖化の進行に伴って肥育去勢豚や肉用鶏の成長へ


の影響が大きくなるとともに、増体率が低下する地域が拡大し、その低下の程度も大きくな


ることが予測されている。 


飼料作物では、牧草の生産量等について地域的に予測した研究があるが、増収・減収等に


ついて全国的な傾向は予測されていない。 


                                            
30水滴で湿らせた冷却パッドと冷却ファンを組み合わせ、農業用ハウス内を気化冷却により冷房効果を得る装置 
31少ない投入エネルギーで空気中などから熱をかき集め、大きな熱エネルギーとして利用する技術 
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・畜産 [重大性： （社／経）、緊急性：  、確信度：  ] 


【基本的な施策】 


家畜では、畜舎内の散水・散霧や換気、屋根への石灰塗布や散水等の暑熱対策の普及によ


る適切な畜舎環境の確保を推進するとともに、密飼いの回避や毛刈りの励行、冷水や良質飼


料の給与等の適切な飼養管理技術の指導・徹底に努めている。また、栄養管理の適正化等に


より、夏季の増体率や繁殖性の低下を防止する生産性向上技術等の開発・普及に取り組んで


いる。 
飼料作物では、気候変動に応じた栽培体系の構築、肥培管理技術や耐暑性品種・育種素材


の開発・普及等の暑熱対策に取り組んでいる。また、抵抗性品種・育種素材の開発・普及等


の病害虫対策に取り組んでいる。 


今後もこれまで取り組んできた対策を引き続き推進する。 


［関係府省庁］農林水産省 


 
○病害虫・雑草・動物感染症 


【影響】 


害虫については、水稲や大豆、果樹など多くの作物に被害をもたらすミナミアオカメムシ


は、西南暖地（九州南部などの比較的温暖な地域）の一部に分布していたが、近年、関東の


一部にまで分布域が拡大し、気温上昇の影響が指摘されている。水田では、寄生性天敵や一


部の捕食者及び害虫の年間世代数がそれぞれ増加し、害虫・天敵相の構成が変化すると予想


されている。野菜・果樹・茶のチョウ目やカメムシ類などの害虫では、越冬可能地域の北上・


拡大や年間世代数の増加により被害が増大する可能性が指摘されている。またウンカなどで


は、海外からの飛来状況が変化する可能性が指摘されている。 


病害については、これまで、明確に気候変動により増加した事例は見当たらないとされて


いるが、野外水田で人為的に作り出した高 CO2条件下（現時点の濃度から 200ppm 上昇）では、


イネ紋枯病やイネいもち病などの発病の増加が予測された事例があることから、他の病害に


ついても、気候変動による発生拡大が懸念されている。 


このように、国内の病害虫の発生増加や分布域の拡大により、農作物への被害が拡大する


可能性が指摘されている。また、気候変動にともない、国内未発生の病害虫が国内に侵入し、


重大な被害をもたらすことが懸念されている。 


雑草については、奄美諸島以南に分布していたイネ科雑草が、越冬が可能になり、近年、


九州各地に侵入・定着した事例があり、一部の種類において、気温の上昇による定着可能域


の拡大や北上の可能性が指摘され、農作物の生育阻害や病害虫の宿主となる等の影響が懸念


されている。 


動物感染症については、病原体を媒介する節足動物の生息域や生息時期の変化による疾病


流行地域の拡大や流行時期の変化、海外からの新疾病の侵入等が懸念されている。例えば、


蚊、ヌカカ等の節足動物が媒介するアルボウイルス（節足動物の吸血により感染するウイル


ス）感染症が西日本を中心に浸潤しているが、気候変動により節足動物の生息域が北上する


などの変化が生じていることが示唆されている。このように、家畜の伝染性疾病の流行地域
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や流行期間が拡大するなど、家畜の伝染性疾病の流行動態に変化の兆しが認められている。 


また、今後、鳥インフルエンザの我が国への主な侵入要因と考えられる渡り鳥の飛行経路


や飛来時期に変化が生じることで、我が国への鳥インフルエンザの侵入リスクに影響を与え


る可能性がある。 


・病害虫・雑草 [重大性： （社／経）、緊急性：  、確信度：  ] 


【基本的な施策】 


国内で発生している病害虫については、発生状況や被害状況を的確に捉えることが重要で


ある。そこで、指定有害動植物32を対象とした発生予察事業を引き続き実施し、発生状況や被


害状況等の変化を調査するとともに、適時適切な病害虫防除のために情報発信を行う。さら


に、気候変動に応じて、発生予察の指定有害動植物の見直しや、気候変動に対応した病害虫


防除体系の確立に着手する。 


国内で未発生、もしくは一部のみで発生している重要病害虫33については、海外からの侵入


を防止するための輸入検疫、国内でのまん延を防ぐための国内検疫、侵入警戒調査及び侵入


病害虫の防除を引き続き実施するとともに、国内外の情報に基づいた病害虫のリスク評価も


進める。さらに、病害虫のリスクの検証・評価、及びその結果に基づいた検疫措置の検討に


着手する。 


また、国内で既に発生している重要病害虫については、未発生地域における侵入警戒調査


の精度向上や、防除技術の高度化等に向けた技術開発に順次取り組む。 


長距離移動性害虫34については、海外からの飛来状況（飛来時期や飛来量）の変動把握技術


や、国内における分布域変動（越冬可能域の北上や発生・移動の早期化）の将来予測技術の


確立に着手する。 


また、水田等で発生増加が予測されるイネ紋枯病やイネ縞葉枯病等の病害虫について、水


稲の収量等への影響の解明と対策技術の開発に着手する。 


雑草については、大豆収穫期まで残存する雑草量の増加による汚損粒の発生リスクを評価


するとともに、被害を軽減する技術の開発に着手する。 


動物感染症については、節足動物が媒介する家畜の伝染性疾病に対するワクチン候補株（流


行している伝染性疾病に適したワクチンを製造するためのウイルス）の選定、効果的な防疫


対策等のリスク管理の検討、鳥インフルエンザの我が国への侵入要因と考えられる渡り鳥の


リスク等に係る調査等に取り組む。 


［関係府省庁］農林水産省 


 
○農業生産基盤 


【影響】 


                                            
32植物防疫法(昭和25年法律第151号)第 22条において、国内における分布が局地的でなく、かつ、急激にまん延


して農作物に重大な損害を与える傾向がある病害虫で、農林水産大臣が指定する。 
33国内にまん延すると有用な植物に重大な損害を与えるおそれがある病害虫 
34自分の飛翔能力だけでなく、大規模な気象現象を利用して、数百kmから数千kmを移動する害虫を指す。ウンカ


類、アブラムシ類、ヤガ類など農業上の重要な害虫も多く含まれる。日本では梅雨時期に発達する下層ジェット


気流によって、中国大陸から海を越えてトビイロウンカ・セジロウンカなどが主に西日本に移動してくることが


知られている。 
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現在の状況としては、農業生産基盤に影響を与える降水量については、多雨年と渇水年の


変動の幅が大きくなっているとともに、短期間にまとめて雨が強く降ることが多くなる傾向


が見られる。また、高温による水稲の品質低下等への対応として、田植え時期や用水管理の


変更等、水資源の利用方法に影響が見られる。 
将来予測される影響としては、極端現象（多雨・渇水）の増大や気温の上昇により全国的


に農業生産基盤への影響が及ぶことが予測されており、特に、融雪水を水資源として利用し


ている地域では、融雪の早期化や融雪流出量の減少により、農業用水の需要が大きい４月か


ら５月の取水に大きな影響を与えることが予測されている。また、集中豪雨の発生頻度や降


雨強度の増加により農地の湛水被害等のリスクが増加することが予測されている。 


・農業生産基盤 [重大性： （社／経）、緊急性：  、確信度：  ] 


【基本的な施策】 


「農業農村整備における地球温暖化対応策のあり方」をとりまとめ、農業生産基盤に関す


る適応策検討調査を実施するとともに、農業農村整備に関する技術開発計画に基づく地球温


暖化の影響評価と対応に資する技術の開発を推進している。 


将来予測される気温の上昇、融雪流出量の減少等の影響を踏まえ、用水管理の自動化や用


水路のパイプライン化等による用水量の節減、ため池・農業用ダムの運用変更による既存水


源の有効活用を図るなど、ハード・ソフト対策を適切に組み合わせ、効率的な農業用水の確


保・利活用等を推進する。 


集中豪雨の増加等に対応するため、排水機場や排水路等の整備により農地の湛水被害等の


防止を推進するとともに、湛水に対する脆弱性が高い施設や地域の把握、ハザードマップ策


定などのリスク評価の実施、施設管理者による業務継続計画の策定の推進など、ハード・ソ


フト対策を適切に組み合わせ、農村地域の防災・減災機能の維持・向上を図る。その際、既


存施設の有効活用や地域コミュニティ機能の発揮等により効率的に対策を行う。 


現状では、気候変動予測の不確実性が高く、将来予測に基づく具体的な検討を行う根拠に


乏しいことから、気候変動研究の進展に伴う新たな科学的知見等を踏まえ、中長期的な影響


の予測・評価を行う。 


将来、新たな科学的知見や気候モデル、さらには農業生産基盤への影響評価手法の精度向


上等により、将来予測に基づく施設整備を行う根拠が明確となった場合は、施設整備のあり


方を検討する。 


［関係府省庁］農林水産省 


 


○食品・飼料の安全確保（穀物等の農産品及びその加工品、飼料） 


【影響】 


土壌中には多くの種類のかび（真菌）が生息しているが、その中には農産物に感染して、


品質や収量の低下をもたらす病害や、食品や飼料の安全性において問題となるかび毒35汚染を


引き起こすものがある。かび毒の中でもアフラトキシン類は極めて毒性が高いことが知られ


ており、我が国でも食品や飼料に基準値が設けられている。現状では、国産農産物や飼料に


                                            
35 かびによって作られる天然の化学物質のうち人や家畜に有害な作用を示すもの 
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おいて基準値を超えるような重度のアフラトキシン類の汚染はほとんど確認されていない。


しかしながら、国内の土壌のアフラトキシン産生菌の分布調査において、その分布の限界と


年平均気温とが高い相関があること、1970 年代に比べてその分布域が拡大している可能性が


あることが報告されている。なお、他のかび毒による汚染についても、現状では、人や家畜


の健康被害を生じるおそれのないレベルで推移していることを確認している。 


将来予測される影響としては、年平均気温の上昇、農作物や飼料作物の生育期間中の多雨、


渇水の発生の増加等により、ほ場土壌等のかび毒産生菌（特にアフラトキシン産生菌）の分


布や生息密度が変化し、国産農産物や飼料中のかび毒の汚染状況が変化する可能性がある。 
【基本的な施策】 


国内ほ場土壌等のかび毒産生菌の分布や、国産農産物や飼料のかび毒汚染の調査を継続し、


気候変動による影響の把握に努める。農産物や飼料のかび毒汚染の増加によって、人や家畜


に健康被害を生じる可能性がある場合には、汚染を低減する技術を開発し、農産物や飼料の


生産者に普及する。かび毒汚染の低減対策は定期的に検証するとともに、新たな知見を考慮


して、見直しをする。 


［関係府省庁］農林水産省 


 


第２節 森林・林業に関する適応の基本的な施策 


○山地災害、治山・林道施設 


【影響】 


現在の状況としては、過去 30 年程度の間で 50mm/hr 以上の短時間強雨の発生頻度は増加し


ており、人家・集落等に影響する土砂災害の年間発生件数もそれに応じて増加しているとの


報告がある。また、極端な高潮位の発生が、1970 年以降全世界的に増加している可能性が指


摘されている36。 


将来予測される影響としては、年最大日雨量や年最大時間雨量が現在よりも数十％増加す


るという予測もあり、このように降雨条件が厳しくなるという前提の下では、集中的な崩壊・


土石流等が頻発し、山地や斜面周辺地域の社会生活に与える影響が増大することが予測され


ている。 


無降雨日数の増加や積雪量の減少により渇水が増加することが予測されている。また、融


雪時期の早期化による河川流量の減少、これに伴う水の需要と供給のミスマッチが生じるこ


とも予測されている。  


気候変動による海面の上昇や台風の強度の増加により、高潮や海岸侵食のリスクが高まる


ことが指摘されている。 


・土石流・地すべり等 [重大性： （社／経）、緊急性：  、確信度：  ] 


・高潮・高波     [重大性： （社／経）、緊急性：  、確信度：  ] 


・海岸侵食      [重大性： （社／経／環）、緊急性：  、確信度：  ] 


                                            
36 IPCC 第 5 次評価報告書第１作業部会報告書技術要約において、「極端な高潮位現象の大きさは 1970 年以降増大


している可能性が高く、この増大の大部分は平均海面水位の上昇によって説明できる。」と示されている。 
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・水供給（地表水）  [重大性： （社／経）、緊急性：  、確信度：  ] 


【基本的な施策】 


森林の有する水源の涵養、災害の防備等の公益的機能を高度に発揮させるため、保安林の


配備を計画的に推進するとともに、これら保安林等において、以下の対策を実施している。 
治山施設の整備や森林の整備等を推進し、山地災害を防止するとともに、これによる被害


を最小限にとどめ、地域の安全性の向上を図っている。また、林野庁インフラ長寿命化計画


（行動計画）を策定し、治山・林道施設の適切な維持管理・更新等を図っている。さらに、


山地災害が発生する危険性の高い地区（山地災害危険地区）に係る情報の提供等を通じ、地


域における避難体制の整備等と連携し、減災に向けた効果的な事業の実施を図っている。な


お、事業実施に当たっては、現地の実情を踏まえ、治山施設への魚道の設置など生物多様性


の保全に努めている。 


水源涵養機能の維持増進を通じて良質な水の安定的な供給等に資するため、ダム上流等の


重要な水源地や集落の水源となっている保安林において、浸透・保水能力の高い森林土壌を


有する森林の維持・造成を図っている。 


海岸防災林の整備を推進し、潮害の防備等の災害防止機能の発揮を図っている。 


今後は、これまでの取組に加え、以下の対策に取り組む。 


近年の集中豪雨等による山地災害の発生状況の変化に対応するため、山地災害危険地区の


調査基準の見直しを行い、山地災害が発生する危険性の高い地区のより的確な把握に取り組


む。また、土砂の崩壊や土石流等が発生するおそれのある山地災害危険地区等においては、


土砂流出防備保安林等の配備を計画的に進め、伐採・開発等に対する一定の規制措置を講じ


るとともに、土石流や流木の発生を想定した治山施設の整備や健全な森林の整備、それらの


整備に必要な林道施設の整備を実施し、森林の持つ土砂崩壊・流出防止機能の向上を図って


いく。 


また、近年の集中豪雨の発生頻度の増加を考慮した林道施設の整備を推進することにより、


施設の防災機能の向上を図っていく。 


一方で無降雨日数の増加や積雪の減少、融雪の早期化が予測され、渇水の発生リスク等が


懸念されていることから、地域の要請等も踏まえながら、森林の水源涵養機能が適切に発揮


されるよう、流域特性に応じた森林の整備・保全、それらの整備に必要な林道施設の整備を


図っていく。 


海岸防災林については、地域の実情等を踏まえ、高潮や海岸侵食に対する被害軽減効果も


考慮した生育基盤の造成等や、防潮堤などの機能強化等を図っていく。 


新たな科学的知見や気候モデルの精度向上等も踏まえながら、山地災害危険地区の把握精


度の向上、災害リスクに対応するための施設整備や森林の防災・減災機能を活用した森林管


理について検討を行う。 


［関係府省庁］農林水産省 


 


○人工林 


【影響】 
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現在の状況としては、一部の地域で気温上昇と降水パターンの変化によって、大気の乾燥


化による水ストレスが増大することにより、スギ林が衰退しているという報告がある。 
将来予測される影響としては、降水量の少ない地域でスギ人工林の生育が不適になる地域


が増加する可能性があるなどの報告がある。しかし、正確な予測のためには、今後更に研究


を進めていく必要があるとの指摘がされている。 


・木材生産（人工林等）[重大性： （社／経／環）、緊急性：  、確信度：  ] 


・人工林       [生態系への影響 重大性： （環）、緊急性：  、確信度：  ] 


【基本的な施策】 


気候変動が森林及び林業分野に与える影響についての調査・研究等により、気候変動の影


響に関する情報収集を行っている。 
気温上昇や乾燥などの生育環境の変化に対する造林木の適応性の評価を実施するためスギ


やヒノキといった主要造林樹種について産地が異なる種苗の植栽試験を広域で推進する。ま


た、気候変動がこれら造林樹種の成長や下層植生などの樹木の周辺環境に与える影響につい


ての継続的なモニタリングと影響評価、長伐期林にもたらすリスクの評価、高温・乾燥スト


レス等の気候変動に適応した品種開発に着手する。 
［関係府省庁］農林水産省 


 
○天然林 


【影響】 


現在の状況としては、気温上昇や融雪時期の早期化等による高山帯・亜高山帯の植生の衰


退等が報告されている。また、気温上昇の影響により、落葉広葉樹が常緑広葉樹に置き換わ


った可能性が高い箇所がある。 
将来予測される影響としては、分布領域が冷温帯の種で減少し、暖温帯の種で拡大するも


のがあるとの報告がある。しかし、実際の分布について、地形要因や土地利用なども影響す


るという予測もあるなど、不確定要素が大きいことも指摘がされている。 


・自然林・二次林 [生態系への影響 重大性： （環）、緊急性：  、確信度：  ] 


【基本的な施策】 


分布適域の変化など気候変動の影響に関する情報収集に努め、影響評価を行っている。 


また、国有林野では、原生的な森林生態系や希少な野生生物の生育・生息地を保護する「保


護林」や野生生物の移動経路となる「緑の回廊」を設定しており、継続的なモニタリング調


査等を通じて状況を的確に把握し、渓流と一体となった森林生態系ネットワークの形成にも


努めることで、適切に保全・管理を推進する。 


世界自然遺産の森林生態系における気候変動の影響について、データ収集、将来予測、脆


弱性の評価等を行い適応策を検討する。また、気候変動による樹木や、下層植生などの周辺


環境への影響について長期的なモニタリングを実施するための体制構築に取り組む。 


［関係府省庁］農林水産省、環境省 
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○病害虫 


【影響】 


現在の状況としては、気温上昇や降水量の減少により病害虫の被害地域が拡大している可


能性が報告されているが、気温以外の要因も被害に影響を与えるため、現状影響に関しても


慎重な検証が必要である。 


将来予測される影響としては、気温の上昇等により、病害虫の危険度が増加し被害の拡大


が懸念される等の報告があるが、被害の正確な予測のためには、今後更に研究を進めていく


必要があるとの指摘がされている。 


【基本的な施策】 


森林病害虫のまん延を防止するため、森林病害虫等防除法に基づき都道府県等と連携しな


がら防除を継続して行う。 


気温の上昇に伴う昆虫の活動の活発化により、分布域の拡大等の恐れがあるため、気候変


動による影響及び被害対策等について引き続き研究を推進するとともに、森林被害のモニタ


リングを継続する。 


さらに森林病害虫被害を減少させるため、マツノザイセンチュウ抵抗性品種などの病害虫


に対してより強い抵抗性を有する品種を開発するとともに、抵抗性の効率的な判定手法の開


発等を推進する。 


［関係府省庁］農林水産省 


 
○特用林産物 


【影響】 


現在の状況としては、夏場の気温上昇が病原菌の発生やしいたけの子
し


実体
じつたい


（きのこ）の発


生量の減少等との関係を指摘する報告があるが、データの蓄積が十分でなく、今後さらに研


究を進める必要があるとの指摘もある。 
将来予測される影響としては、しいたけの原木栽培において、夏場の気温上昇と病原菌の


発生あるいはしいたけの子
し


実体
じつたい


（きのこ）の発生量の減少との関連や冬場の気温上昇による


しいたけ原木栽培への影響については、その根拠はあきらかになっていないなどの状況にあ


ることから、正確な予測のため更に研究を進めていく必要があるとの指摘がされている。 


・特用林産物（きのこ類等）[重大性： （社／経／環）、緊急性：  、確信度：  ] 


【基本的な施策】 


病原菌による被害状況や感染経路の推定、害虫であるキノコバエの被害の発生状況、夏場


の高温環境での収穫量への影響等のしいたけの原木栽培における気候変動による影響把握、


日光を遮断する寒冷紗
かんれいしゃ


の使用によるほだ場内の温度上昇を抑える栽培手法の検討等の取組を


実施している。 


温暖化の進行による病原菌等の発生や収穫量等に関するデータの蓄積とともに、温暖化に


適応したしいたけの栽培技術や品種等の開発・実証・普及を促進する。 


［関係府省庁］農林水産省 
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第３節 水産業に関する適応の基本的な施策 


○海面漁業  


【影響】 


現在の状況としては、海洋環境調査等を行い、気候変動が水産資源に与える影響について


分析したところ、海水温の変化に伴う海洋生物の分布域の変化が世界中で見られ、それに伴


う漁獲量の変化も報告されている。 


日本近海においても、回遊性魚介類について影響調査が行われ、日本海を中心に高水温が


要因とされる分布・回遊域の変化が、ブリ、サワラ、スルメイカで報告され、漁獲量が減少


した地域もあるとの結果が得られた。 


沿岸域においては、瀬戸内海や若狭湾などで南方系魚種の増加や北方系魚種の減少が報告


され、また、藻食性生物の食害を原因とする藻場減少に伴い、イセエビやアワビなどの漁獲


量減少が報告されている。 


ただし、海洋生態系は、継続的な地球温暖化による影響の他、十～数十年スケールの周期


的な地球規模の気候変動による影響も無視できない。また、日本周辺海域において、海洋酸


性化を原因とする海洋生態系の変化は、現時点では特定されていない。 


将来予測される影響としては、魚介類の成長・生残に大きな影響を及ぼす海洋の生産力に


ついては、気候変動に伴い、植物プランクトンの現存量と一次生産力が変動する可能性が指


摘されている。全球で見れば熱帯・亜熱帯水域では生産力が低下し、亜寒帯水域では増加す


るとの予測には中程度の確信度があるとされるが、亜寒帯と亜熱帯の境界にある日本周辺海


域の予測の信頼性は高くない。 


海洋酸性化については、IPCC 第５次評価報告書における中～高排出シナリオ（RCP4.5、6.0


及び 8.5）において、特に極域やサンゴ礁などの海洋生態系に相当のリスクをもたらすこと


が指摘されている。 


IPCC 第５次評価報告書では、21 世紀半ば以降に予測される気候変動により、海洋生物種の


世界規模の分布の変化や、影響を強く受ける海域での生物多様性の低減が指摘されている。


日本周辺海域においても、漁獲量が多いサケ、ブリ、サンマ、スルメイカおよびマイワシ等


で分布回遊範囲及び体サイズ変化に関する影響予測が報告されており、おおむね分布域が北


偏することが予測され、近海では高水温を原因とする漁獲量の低下が予測される種もある。


沿岸域においては、海水温の上昇による藻場の構成種や現存量の変化により、アワビなどの


磯根資源の漁獲量が減少すると予測されている。 


ただし、漁獲量の変化や地域産業への影響については地球温暖化以外の要因も関連するた


め、不確実性が高く予測精度は高くないとされる。 


・回遊性魚介類（魚類等の生態）[重大性： （社／経）、緊急性：  、確信度：  ] 


・海洋生態系         [重大性： （環／社）、緊急性：  、確信度：  ] 


・沿岸生態系         [重大性： （環）、緊急性：  、確信度：  ] 


【基本的な施策】  


様々な水産資源について、引き続き産卵海域や主要漁場における海洋環境についての調査
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を継続し、海洋環境の変動等による水産資源への影響等の把握に努める。また、調査船や人


工衛星等から得られる様々な観測データを同化する手法を高度化し、海況予測モデルの精度


を高める。これら情報を元に、環境変動下における資源量の把握や予測、漁場予測の高精度


化と効率化を図り、環境の変化に対応した順応的な漁業生産活動を可能とする施策を検討す


る。 


今後は、マグロ類やカツオ等の国際的な取組による資源管理が必要とされる高度回遊性魚


類については、気候変動の影響を受けて変動すると考えられる環境収容力等の推定を目的と


し、資源情報、ゲノム情報、海洋情報等、多様なデータの収集と、それらデータの統合・解


析システムの開発をめざす。 


有害プランクトン大発生の要因となる気象条件、海洋環境条件を特定し、衛星情報や各種


沿岸観測情報の利用による、リアルタイムモニタリング情報を関係機関に速やかに提供する


システムを構築する。 


さらに、海洋環境の変化が放流後のサケ稚魚等の生残に影響する可能性があることから、


海洋環境の変化に対応しうるサケ稚魚等の放流手法等を開発する。 


［関係府省庁］農林水産省 


 


○海面養殖業 


【影響】 


現在の状況としては、海水温の上昇の影響と考えられる、ホタテガイの大量へい死やカキ


のへい死率の上昇、生産量の変化などが各地で報告されている。養殖ノリについては、秋季


の高水温により種付け時期が遅れ、年間収穫量が各地で減少しているといった事例が見られ


る。 


生態系の変化を介した影響としては、アコヤガイ等に影響を与える赤潮の長期化や熱帯性


有毒プランクトンによる貝類の毒化、ナルトビエイ等の南方系魚類の分布拡大にともなうア


サリ増殖への食害の影響などが報告されている。 


なお、日本周辺海域においては、海洋酸性化を原因とする海面養殖業への影響は、現時点


では報告されていない。 


将来予測される影響としては、ブリ養殖では、高水温化による夏季のへい死率増加の懸念


の一方で秋冬季の成長促進が予測されている。マダイ養殖では、高水温化による成長の鈍化


や感染症発症リスクの増大が指摘されている。また、ブリ、トラフグ、ヒラメ等の養殖適地


が北上し、養殖に不適になる海域が出ることが予測されている。 


中～高排出シナリオ（RCP4.5、6.0 及び 8.5）の場合、海洋の酸性化による海洋生物への影


響は、特に珊瑚礁などの脆弱な海洋生態系に相当のリスクをもたらすことが指摘されている。


炭酸カルシウム骨格・殻を有する軟体動物、棘皮動物等は酸性化の影響を受けやすい種類が


多いことから、その結果として貝類養殖等への影響も懸念される。 


他に、高水温化により赤潮発生の頻度が増加し、二枚貝等のへい死リスクの上昇も懸念さ


れる。 


・増養殖等  [重大性： （社／経）、緊急性：  、確信度：  ] 
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・海洋生態系 [重大性： （環／社）、緊急性：  、確信度：  ] 


・沿岸生態系 [重大性： （環）、緊急性：  、確信度：  ] 


【基本的な施策】 


養殖業に大きな影響を及ぼす赤潮プランクトンの発生について、気候変動との関連性に関


する調査研究を継続する。 


今後は、メタゲノム解析技術等を利用して、新たな脅威となりつつある熱帯・亜熱帯性赤


潮プランクトンの出現を高感度で探知できる手法を開発するとともに、これらプランクトン


の生理・生態的特性を把握し、発生予察、予防技術、対策技術の開発に活用する。 


海面養殖漁場における成長の鈍化等が懸念されるため、引き続き、高水温耐性等を有する


養殖品種の開発等に取り組む。特に海藻類については、これまでに開発した細胞融合技術等


によるノリの新規育種技術を用いた、高水温耐性を持った育種素材の開発や、ワカメ等の大


型藻類の高温耐性株の分離等による育種技術の開発を進める。 


今後、高水温時に多発することが予測される魚病や水温上昇に伴って熱帯及び亜熱帯水域


から日本へ侵入が危惧される魚病への対策指針を作成し、各種対策技術を開発する。 


水温上昇によって、未知の魚病が発生する可能性が高くなると考えられるため、病原体が


不明の感染症について、病原体の特定、診断、対策等、一連の技術開発を体系化・強化し、


未知の魚病が発生した際に迅速に対応できるようにする。これまでにも各種魚病に対する多


数のワクチンを開発してきたが、さらに多くの魚病へ対応できるワクチンを開発し、普及を


図る。 


今後、これらの魚病対策と並行して、最新の育種技術を用いて、温暖化にともなって発生


する各種魚病への抵抗性を示す家系を作出し、養殖現場への導入を図る。 


以上の技術開発に加え、病原体の特性、ワクチンの作用機序、耐病性・抵抗性の分子機構


等について明らかにしていくこととする。  


アサリなどの二枚貝を食するナルトビエイなど水温上昇に伴い出現する種のモニタリング


や生態調査をすすめ、生態系や養殖への悪影響を防ぐための管理技術を開発するとともに、


地域振興に資する効率的な捕獲方法や利用技術ならびに高付加価値化技術の開発を進める。 


沿岸域では海水の pH に影響する二酸化炭素分圧の日周変動の幅が大きいことが知られて


いるが、生物への影響機構について未解明であることから、これを明らかにして二枚貝養殖


等への酸性化の影響予測を行うとともに、予測に基づいた対策技術を開発する。 


［関係府省庁］農林水産省 


 


○内水面漁業・養殖業 


【影響】 


現在の状況としては、内水面漁業・養殖業が気候変動により受けた影響はまだ顕在化して


いない。 


ただし、一部の湖沼では暖冬により湖水の循環が弱まり、湖底の溶存酸素が低下し貧酸素


化する傾向が確認されている。 


なお、湖沼の漁業対象資源を含む生態系については、気候変動によらない富栄養化による
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影響も無視出来ない。 


将来予測される影響としては、湖沼や貯水池は、気温・水温の上昇により内部での成層37の


強化による貧酸素化の進行や植物プランクトンの種組成や生産が影響を受ける等、河川以上


に厳しい変化が予想されている。特に、富栄養化が進行している深い湖沼では、その影響が


強く懸念される。 


降水量の変動幅が大きくなることから、異常洪水や異常渇水が発生し、河川流量の変動幅


が大きくなるとともに、土砂・物質の流出量が増加し、水質や河床の環境に影響を及ぼすこ


とが予想されている。また、積雪量や雪解け時期の変化により流量パターンが変化すること


が予測されている。 


ワカサギについて、高水温による漁獲量減少が予測されている。最高水温が現状より３℃


上昇すると、冷水性魚類が生息可能な河川が分布する国土面積が約 40％から約 20％程度に減


少し、特に本州における生息地は非常に限定的になることが示されている。 


・増養殖等  [重大性： （社／経）、緊急性：  、確信度：  ] 


・淡水生態系 [重大性： （環）、緊急性：  、確信度：  ] 


【基本的な施策】 


気候変動に伴う河川湖沼の環境変化がサケ科魚類、アユ等の内水面における重要資源の生


息域や資源量に及ぼす影響評価に取り組む。 


内水面養殖漁場における成長の鈍化等が懸念されるため、引き続き、高水温耐性等を有す


る養殖品種の開発等に取り組む。特に、高水温耐性を持つヤマメ個体の選別については、仔


魚期の海水浸漬処理が有効であることが知られていることから、この技術の他のサケ科魚類


への適用化をはかるなど、高水温耐性をもつ家系の作出をすすめる。 


今後、高水温による漁獲量減少が予測されているワカサギについて、給餌放流技術を高度


化するため、種苗生産の安定化、量産化および簡易化を目指し、餌料プランクトンの効率的


生産技術の開発、種苗生産時の最適な飼育密度・餌料密度の解明、粗放的かつ大量生産可能


な種苗生産技術の開発に取り組む。 


高水温に由来する疾病の発生等に関する情報を収集する。水温上昇により被害の拡大が予


測される内水面魚類の疾病については、病原体特性及び発症要因の研究とそれを利用した防


除対策技術の開発を行う。 


［関係府省庁］農林水産省 


 


○造成漁場 


【影響】 


現在の状況としては、日本沿岸の藻場について、カジメ科藻類の分布南限の北上化や暖海


性藻類の種数増加が認められるほか、アイゴなどの植食性魚種の摂食行動の活発化と分布域


の拡大が報告されており、これにより藻場が減少し、藻場を生息場とするイセエビやアワビ


                                            
37上層の密度が下層よりも小さくなり、上層と下層が混ざりにくくなる現象。海洋や湖沼では、水温や塩分が水


の密度に影響を及ぼしている。 
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の漁獲量が減少したことが報告されている。 


また、海水温の変化に伴う海洋生物の分布域の変化が世界中で見られており、日本周辺域


の回遊性魚類についても、高水温が要因とされる分布・回遊域の変化が日本海を中心にブリ


等で報告され、それに伴う漁獲量の変化も報告されている。 


将来予測される影響としては、海水温の上昇による藻場の種構成や現存量の変化によって、


アワビ等の磯根資源への影響も予測されている。 


また、多くの漁獲対象種の分布域が北上すると予測されている。 


・増養殖等 [重大性： （社／経）、緊急性：  、確信度：  ] 


【基本的な施策】 


今後、海水温上昇による海洋生物の分布域・生息場所の変化を的確に把握し、それに対応


した水産生物のすみかや産卵場等となる漁場整備に取り組む。また、藻場造成に当たっては、


現地の状況に応じ、高水温耐性種の播種・移植を行うほか、整備実施後は、藻の繁茂状況、


植食性動物の動向等についてモニタリングを行い、状況に応じて植食性魚類の除去などの食


害生物対策等を実施するなど、順応的管理手法を導入したより効果的な対策を推進する。 
気候変動に適応した漁場造成の基盤として、これまで蓄積されてきた観測データならびに


漁獲データ等を解析して気候変動が地先ごとの沿岸資源に及ぼす影響を評価する手法に関す


る技術開発を行う。 


磯焼け原因生物の分布特性、食性、季節変化等を把握し、温暖化予測モデルを活用して、


分布域や影響の変化を予測する。これらの食害に比較的強いと考えられる海藻を選定し、そ


の増殖手法を開発する。また、食害により藻場内に生じた空地に短期間で藻場を再生できる


よう、混成藻場等の造成手法を開発する。 


［関係府省庁］農林水産省 


 


○漁港・漁村 


【影響】 


現在の状況としては、気候変動による中長期的な海面水位の上昇や強い台風の増加等によ


り高潮偏差・波浪の増大により、高波被害、海岸侵食等のリスクが増大する可能性が指摘さ


れている。高波については、太平洋沿岸で秋季から冬季にかけての波高の増大等が、日本海


沿岸で冬季気圧配置の変化による高波の波高及び周期の増加等の事例が確認されている。 


将来予測される影響としては、温室効果ガスの排出を抑えた場合でも一定の海面上昇は免


れないとされていることから、物揚場等の天端高（構造物上端の高さ）が低く海面との差が


小さい係留施設や荷さばき所等が浸水し、漁港機能に影響を及ぼす可能性がある。 


高波については、強い台風の増加等による太平洋沿岸地域における高波のリスク増大の可


能性があり、また、波高や高潮偏差増大による漁港施設等への被害等が予測されている。さ


らに、波高、波向、周期が変化することにより、港内の静穏度（波高が小さい状態）に影響


する可能性がある。 


また、海面の上昇や台風の強度の増大により、海岸が侵食されることが予測されており、


具体的には 30cm、60cm の海面上昇により、それぞれ、我が国の砂浜の約５割、約８割が消失
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すると予測されている。 


・海面上昇  [重大性： （社／経）、緊急性：  、確信度：  ] 


・高潮・高波 [重大性： （社／経）、緊急性：  、確信度：  ] 


・海岸侵食  [重大性： （社／経／環）、緊急性：  、確信度：  ] 


【基本的な施策】 


異常気象による高波の増加などに対応するため、気候変動による影響の兆候を的確に捉え


るための潮位や波浪のモニタリングを行うとともに、防波堤、物揚場等の漁港施設の嵩上げ


や粘り強い構造を持つ海岸保全施設の整備等を引き続き計画的に推進する。 


今後、背後地の社会経済活動及び土地利用の中長期的な動向を勘案して、ハード・ソフト


の施策を最適な組み合わせ（ベスト・ミックス）で戦略的かつ順応的に進める。 


また、水位上昇や高波の増加に対応したインフラ施設の設計条件と低コストな既存施設の


改良手法を開発する。 


［関係府省庁］農林水産省 


 


第４節 その他の農業、森林・林業、水産業に関する適応の基本的な施策 


○地球温暖化予測研究、技術開発 


【基本的な施策】 


これまで地球温暖化予測研究については農林水産分野における影響評価を実施してきてお


り、将来影響予測を提示し、IPCC 報告や各種のレポート等の作成に貢献してきた。また、技


術開発については水稲や果樹の品質低下等現在影響が生じている課題に適応するための技術


開発を中心に行ってきた。 


今後は、気候変動が農林水産業に与える影響等についてより精度の高い予測研究を必要な


項目について、さらに強化し、地域が気候変動に取り組む契機となる情報提供の充実を図る。


また、技術開発については、予測研究等に基づく中長期的視点を踏まえた品種・育種素材や


生産安定技術の開発、気候変動がもたらす機会を活用するための技術開発を実施する。 


気候変動に適応するため栽培技術や干ばつに強い作物の開発等、国際貢献に資する技術開


発及びその支援を引き続き行う。 


［関係府省庁］農林水産省 


 


○将来予測に基づいた適応策の地域への展開 


【基本的な施策】 


より精緻な影響予測と本計画に示された様々な適応策を気象条件や生産品目等に共通性が


ある地域毎に分かりやすく分析、整理した情報を提供することにより、産地等が自らの判断


と選択により適応策を実践・推進し、将来の影響に備える取組を支援する。 


また、気候変動は農林水産分野において、その生産物の供給のみならず、生産基盤として


の農地や森林、関連施設等の周辺環境に影響を与えるため、適応策の必要性等について農林


水産物の利用者や消費者等の国民各層への普及啓発活動を推進する。 
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［関係府省庁］農林水産省 


 


○農林水産業従事者の熱中症 


【影響】 


現在の状況としては、ハウスでの作業や夏季の下草刈り、畑作業など農林水産業における


作業中の熱中症による死亡者数は、近年増加傾向にある。 


将来予測される影響としては、熱中症発生率については、今後各地域で増加することが見


込まれているほか、年齢別においても、65 歳以上の高齢者で増加率が最も大きくなると予測


されるなど、高齢者の割合が高い農林水産業において、その影響はより深刻になるものと考


えられる。 


・死亡リスク [重大性： （社）、緊急性：  、確信度：  ] 


・熱中症   [重大性： （社）、緊急性：  、確信度：  ] 


【基本的な施策】 
熱中症に対する政府全体の取組としては、毎年７月を熱中症予防強化月間に設定するとと


もに、熱中症対策の効率的・効果的な実施方策の検討・情報交換を行うことを目的として、


関係省庁で構成する熱中症関係省庁連絡会議を設置し、同月間中、熱中症予防に向けた対策


を集中的に実施している。 


農林水産省としては、予防月間の実施に先立ち、都道府県や関係団体等に対し、水分のこ


まめな摂取や吸汗・速乾素材の衣服の利用などの注意事項について農林水産業従事者への周


知を依頼するとともに、官民が連携して行う「熱中症予防声かけプロジェクト」を通じ、ポ


スター・チラシを作成し啓発を行っている。 


今後も、通気性の高い作業着や熱中症の危険性が高い状況を知らせる熱中症計など新しい


技術・用具の活用等も含め、農林水産業従事者に対する熱中症予防対策について、関係省庁


と連携して都道府県や関係団体等と協力し、周知や指導を推進する。 


また、農林水産業における作業では、炎天下や急斜面等の厳しい労働条件の下で行われて


いる場合もあることから、機械の高性能化とともにロボット技術や ICT の積極的な導入によ


り、作業の軽労化を図る。 


［関係府省庁］農林水産省 


 
○鳥獣害 


【影響】 


現在の状況としては、鳥獣害については、気候変動との直接の因果関係等は明らかではな


いが、野生鳥獣の分布拡大による農作物、造林木や水産資源等への被害や土壌の流出などの


影響が報告されている。 


将来予測される影響としては、野生鳥獣の分布拡大による農作物、造林木や水産資源等へ


の被害、土壌の流出などの影響が報告されているが、現時点で気候変動との因果関係等を予


測・評価をした研究事例は確認されていない。 







 


39 
 


・野生鳥獣による影響[生態系への影響 重大性： （環）、緊急性：  、確信度：－ ] 


・分布・個体群の変動[重大性： （環）、緊急性：  、確信度：  ] 


【基本的な施策】 


これまでの取組として、農作物についてはシカ、イノシシ等による鳥獣被害防止のための


侵入防止柵の整備、捕獲活動等への支援を行っている。森林・林業については、造林木や植


生を保護するための防護柵等の設置や効率的な捕獲技術の開発、実証等に取り組んでいる。


水産業ではカワウの駆除等の取組や、トドによる漁業被害を防止・軽減するための猟銃によ


る採捕、新素材による強化保護網を用いた改良漁具等の導入促進等の様々な取組を実施して


いる。 
今後、侵入防止柵の設置、捕獲活動の強化、捕獲・被害対策技術の高度化等に引き続き取


り組むとともに、野生鳥獣の生息状況等に関する情報の把握や農林水産業への被害のモニタ


リングを継続する。 
また、鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律に基づき、都道府県によるニ


ホンジカ等の捕獲を強化するとともに、鳥獣の捕獲の担い手の育成等を図り、鳥獣の科学的・


計画的な保護・管理を推進する。 


［関係府省庁］農林水産省、環境省 


 


○世界食料需給予測 


【影響】 


頻発している干ばつや豪雨等の気象被害などにより、世界の食料供給が混乱する事態も生


じている。2006 年～2007 年における豪州での干ばつ等の気象被害や輸出規制等に伴い、食料


価格の高騰・食料を巡る暴動等が発生した。また、2012 年には米国の高温・乾燥によりトウ


モロコシ等の国際価格が史上最高値を更新し、その後主要穀物等の国際価格は高止まりする


など、中長期的にも需給の逼迫基調が見込まれる。 


【基本的な施策】 


このような状況の下、我が国における将来の食料需給を見据えた的確なリスクへの対応を


図るため、気候変動が世界の食料需給に及ぼす影響に関し、IPCC による 2100 年を見据えた


最新の評価結果を踏まえるとともに、経済成長や人口増加等を含めた最適な予測モデルを適


用した、世界の超長期的な食料需給予測システムを構築する。 


また、中長期的な食料安定供給の確保に向けた戦略を構築していくため、気候変動の影響


を考慮しつつ、各国の経済成長や政策の動向等を踏まえた、世界の食料需給に関する中長期


的な予測について、農林水産政策研究所と連携を図りつつ、継続的に実施する。 


世界的な食料需給の動向について、海外の食料需給及び我が国における食料安定供給への


影響等に関する情報の一元的な収集・分析を行うとともに、我が国の食料安定供給への影響


について要因を分析する。これらの情報は、継続的に幅広く提供する。 


また、海外における食料供給動向に関する情報の補完・強化を図るため、土壌水分等の衛


星による地球観測データ（解析画像を含む）を、JAXA と連携して入手・蓄積を図り、分析・


活用の可否を検討する。 
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［関係府省庁］農林水産省 


 


第２章 水環境・水資源 
第１節 水環境に関する適応の基本的な施策 


【影響】 


 水環境については、気候変動によって、水温の変化、水質の変化、流域からの栄養塩類等


の流出特性の変化が生じることが想定される。 


全国の公共用水域（河川・湖沼・海域）の過去約 30 年間（1981～2007 年度）の水温変化


を調べたところ、4,477 観測点のうち、夏季は 72％、冬季は 82％で水温の上昇傾向がある。


また、水温の上昇に伴う水質の変化が指摘されている。 


湖沼・ダム湖については、A1B シナリオ（1980～1999 年平均を基準とした長期（2090～2099


年）の変化量が 1.7～4.4℃（最良推定値 2.8℃））を用いた予測では、琵琶湖は 2030 年代に


は水温の上昇に伴う DO（溶存酸素）の低下、水質の悪化が予測されている。同じく A1B シナ


リオ（1980～1999 年平均を基準とした長期（2090～2099 年）の変化量が 1.7～4.4℃（最良


推定値 2.8℃））を用いた研究で、国内 37 の多目的ダムのうち、富栄養湖に分類されるダム


が 2080～2099 年では 21 ダムまで増加し、特に東日本での増加数が多くなるとする予測も確


認されている。 


河川については、温暖化による降水量の増加は、土砂の流出量を増加させ、河川水中の濁


度の上昇をもたらす可能性がある。日本全国で浮遊砂量が増加することや台風のような異常


気象の増加により９月に最も浮遊砂量が増加すること、８月の降水量が増加すると河川流量


が変化し、土砂生産量が増加することなどが予測されている。また、水温の上昇による DO(溶


存酸素)の低下、溶存酸素消費を伴った微生物による有機物分解反応や硝化反応の促進、藻類


の増加による異臭味の増加等も予測されている。 


沿岸域及び閉鎖性海域については、全国 207 地点の表層海水温データ（1970 年代～2010 年


代）を解析した結果、132 地点で有意な上昇傾向（平均：0.039℃/年、最小：0.001℃/年～


最大：0.104℃/年）が報告されている。なお、この上昇傾向が見られた地点には、人為的な


影響を受けた測定点が含まれていることに留意が必要である。沖縄島沿岸域では、有意な水


温上昇あるいは下降傾向は認められなかったとの研究報告もある。 


現時点で定量的に予測をした研究事例は確認できていないものの、海面上昇に伴い、沿岸


域の塩水遡上域の拡大が想定される。 


・湖沼・ダム湖     [重大性： （社／経／環）、緊急性：  、確信度：  ] 


・河川         [重大性：  、緊急性：  、確信度：  ] 


・沿岸域及び閉鎖性海域 [重大性：  、緊急性：  、確信度：  ] 


【基本的な施策】 


（水環境全般に関する取組） 


気候変動に伴う水質等の変化が予測されていることを踏まえ、水質のモニタリングや将来


予測に関する調査研究を引き続き推進するとともに、水質保全対策を推進する。具体的には、
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水環境全般において、気候変動に伴う水温上昇など水域の直接的な変化だけでなく、流域か


らの栄養塩類等の流出特性の変化に関する調査や、下水道の高度処理、合流式下水道改善対


策等の水質保全対策を引き続き推進するとともに、以下の個別の取組を行う。 


（湖沼・ダム湖における取組） 


水温上昇や降雨の変化に伴う植物プランクトンの変化や水質の悪化が想定される湖沼では、


工場・事業場排水対策、生活排水対策などの流入負荷量の低減対策を推進するとともに、植


物プランクトンの変動を適切に把握するためのモニタリング体制を強化する。 


湖沼における水温変化に伴う底層環境変化の検討、底層貧酸素化や赤潮、青潮の発生リス


クに関する将来予測を行う。 


深い成層湖沼で水温変化による冬季の全循環不全が予測される場合には、底層 DO（溶存酸


素）の改善のための適切な対策を検討する。 


これまでの検討を踏まえ、全国の湖沼を対象に適切な適応策を検討するとともに、最新の


科学的な知見の把握や、予測の精度の向上を図り、その結果を踏まえて、必要に応じて追加


的な措置を検討する。 


貯水池（ダム湖）については、選択取水設備、曝気循環設備等の水質保全対策を引き続き


実施するとともに、気候変動に伴う水質の変化に応じ水質保全設備の運用方法の見直し等を


検討する。 


（河川における取組） 


気候変動が河川環境等に及ぼす影響について、特定の河川において水質、水温の変化を予


測する研究は一部で進められているが、現時点では研究事例が十分ではなく、確信度が低い


と評価されていることから、河川環境全体の変化等を把握、予測することは現段階では困難


な状況である。このため、引き続き水質のモニタリング等を行いつつ、科学的知見の集積を


図る。 


（沿岸域及び閉鎖性海域における取組） 


気候変動が水質、生物多様性等に与える影響や適応策に関する調査研究を推進し、科学的


知見の集積を図る。 


港湾域、内湾域における水温変化に伴う底層環境変化の検討や、底層貧酸素化や赤潮、青


潮の発生リスクの将来予測に関する検討を行う。 


［関係府省庁］国土交通省、環境省 


 


第２節 水資源に関する適応の基本的な施策 


【影響】 


 時間雨量50mmを超える短時間強雨や総雨量が数百mmから千mmを超えるような大雨が発生


する一方で、年間の降水の日数は逆に減少しており、毎年のように取水が制限される渇水が


生じている。将来においても無降水日数の増加や積雪量の減少による渇水の増加が予測され


ており、地球温暖化に伴う気候変動により、渇水が頻発化、長期化、深刻化し、さらなる渇


水被害が発生することが懸念されている。農業分野では、高温による水稲の品質低下等への


対応として、田植え時期や用水管理の変更等、水資源の利用方法に影響が見られる。また、
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気温の上昇によって農業用水の需要に影響を与えることが予測されている。 


・水供給（地表水）[重大性： （社／経）、緊急性：  、確信度：  ] 


・水供給（地下水）[重大性：  、緊急性：  、確信度：  ] 


・水需要     [重大性：  、緊急性：  、確信度：  ] 


【基本的な施策】 


（適応策の基本的な考え方） 


渇水による被害を防止・軽減するための対策をとる上で前提となる既存施設の水供給の安


全度と渇水リスクの評価を行い、国、地方公共団体、利水者、企業、住民等の各主体が渇水


リスク情報を共有し、協働して渇水に備える。 


渇水に対する適応策を推進するため、関係者が連携して、渇水による影響・被害の想定や、


渇水による被害を軽減するための対策等を定める渇水対応タイムライン（時系列の行動計画）


の作成を促進する。 


（災害リスクの評価） 


住民や企業等が自ら渇水への備えに取り組むため、既存施設の水供給の安全度を評価する


とともに、関係者間で、渇水の初期から徐々に深刻化していく状況とそれに応じた社会経済


活動、福祉・医療、公共施設サービス、個人生活等への影響・被害の想定などの渇水リスク


を評価し、これらを分かりやすい表現で提示して、国、地方公共団体、利水者、企業、住民


等で共有する。 


１）比較的発生頻度の高い渇水による被害を防止する対策 


（既存施設の徹底活用等） 


水資源開発施設の整備が必要な地域において水資源開発の取組を進めるとともに、ダムの


嵩上げ、貯水池の堆積土砂の掘削・浚渫等による既存施設の機能向上等の可能性を検討する。


また、老朽化対策等を着実に実施するなど、維持管理・更新を計画的に行うことで既存施設


の機能を維持していく。さらに、各ダムの貯水・降水状況等を勘案した上で、同一流域内の


複数のダムの統合運用等、ダムの効率的な運用の可能性を検討する。 


（雨水
あまみず


・再生水の利用） 


雨水の利用の推進に関する法律の施行等を踏まえ、雨水利用のための施設の設置を促進す


るため、計画、設計に係る技術基準類の改定に向けた検討を進める。また、地域のニーズ等


に応じ、下水処理場に給水栓等の設置を進め、道路維持用水や樹木散水等を含め、緊急時に


も下水処理水の利用を促進するとともに、我が国が有する水の再利用技術の国際標準化を含


めた規格化の検討による水の再利用を促進する。 


（情報提供・普及啓発） 


関係機関や報道機関と連携し、通常時及び渇水のおそれのある早い段階からの情報発信と


節水の呼びかけを促進する。水の有効利用を促進するため、水の重要性や大切さについて国


民の関心や理解を深めるための教育、普及啓発活動等を行う。 


２）施設の能力を上回る渇水による被害を軽減する対策 


（関係者が連携した渇水対策の体制整備等） 
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関係者間で、渇水時における水融通・応援給水体制をあらかじめ検討するほか、渇水対策


の検討を支援するガイドラインを作成することで、関係者が連携し、徐々に深刻化していく


渇水の被害を軽減するための対策等を定める渇水対応タイムラインの策定を促進する。また、


中長期的な降水等の予測情報の活用を含めた渇水予測技術の向上を図り、前述の渇水対応タ


イムラインに示した渇水による影響、被害想定等を基に、状況に応じた取水制限の前倒し実


施等の可能性を検討する。 


（危機的な渇水の被害を最小とするための対策） 


危機的な渇水に備えるため、既存施設の水供給の安全度と渇水リスクの評価を行い、想定


される社会経済活動、福祉・医療、公共施設サービス、国民生活等への影響・被害を踏まえ


た上で、政府一体となった対応や企業等における渇水の対応、応援給水などの供給先の優先


順位の設定等について検討する。 


（渇水時の河川環境に関するモニタリングと知見の蓄積） 


渇水時の河川流量の減少により、河川に生息・生育する水生動植物等の生態系や水質など


河川環境に影響が生じる懸念があるため、渇水時の河川環境に関するモニタリングを実施し、


知見の蓄積を図る。 


（渇水時の地下水の利用と実態把握） 


地下水は、平常時における利用だけではなく、渇水時における緊急的な代替水源の一つと


して利用することが期待できる。しかし、地下水を過剰に採取することは、地盤沈下や塩水


化等の地下水障害を生じさせるおそれがあり、また、これらの地下水に係る現象は一般的に


地域性が高い。 


このため、地方公共団体等の地域の関係者が主体となり、地域の実情に応じた持続可能な


地下水の保全や利用のためのルールの検討など、地下水マネジメントに取り組む。また、国


は緊急的な代替水源としての地下水利用について検討できるよう、地下水の実態把握に関す


る技術開発を行うとともに、国や地方公共団体等が収集する地下水の各種データを相互に活


用するための共通ルールの作成等の環境整備を行う。さらに、これらのデータを活用し、地


下水収支や地下水挙動、地下水採取量と地盤沈下や塩水化等の関係の把握に努める。 


３）農業、森林・林業分野における対策 


農業分野では、用水管理の自動化や用水路のパイプライン化等による用水量の節減、ため


池・農業用ダムの運用変更による既存水源の有効活用を図るなど、ハード・ソフト対策を適


切に組み合わせ、効率的な農業用水の確保・利活用等を推進する。 


さらに、ダム上流等の重要な水源地や集落の水源となっている保安林において、浸透・保


水能力の高い森林土壌を有する森林の維持・造成を図っていくとともに、渇水の発生リスク


等を踏まえ、森林の水源涵養機能が適切に発揮されるよう、流域特性に応じた森林の整備・


保全、それらの整備に必要な林道施設の整備を推進する。 


４）調査研究の推進 


 気候変動による水資源への影響や社会への影響を含めた渇水リスクについて調査・研究を


推進する。 


 地下水の存在する地下構造は、極めて地域性が高く多様性に富んでいることから、地下水
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の賦存状況、収支や挙動、地表水と地下水の関係等、未解明な部分の研究を推進するととも


に、気候変動による地下水への影響について、調査・研究を進める。 


 諸外国の水銀行制度や緊急の節水策としての課金制度について現状を調査するとともに、


その適用性について調査・研究を推進する。 


［関係府省庁］厚生労働省、農林水産省、経済産業省、国土交通省、環境省 


 
第３章 自然生態系 


陸域・淡水・沿岸・海洋の各生態系は密接に関わりを持っており、また気候変動に対し生


態系が全体として変化することを踏まえ、第３章自然生態系においては以下の基本的な考え


方及び共通的な取組を定める。 


（基本的な考え方） 


自然生態系においては、以下の基本的な考え方を踏まえて、個別の取組を実施する。 


・気候変動に対し生態系は全体として変化するため、これを人為的な対策により広範に抑制


することは不可能である。 


・自然生態系分野における適応策の基本は、モニタリングにより生態系と種の変化の把握を


行うとともに、気候変動の要因によるストレスのみならず気候変動以外の要因によるスト


レスにも着目し、これらのストレスの低減や生態系ネットワークの構築により、気候変動


に対する順応性の高い健全な生態系の保全と回復を図ることである。 


・限定的な範囲で、生態系や種、生態系サービスを維持するため積極的な干渉を行う可能性


もあるが、生態系等への影響や管理の負担を考慮して、相当慎重な検討が必要である。 


（共通的な取組） 


基本的な考え方を踏まえ、以下の取組を第３章自然生態系第１節・第２節・第３節・第４


節・第６節の「共通的な取組」とし、これを実施する。 


・気候変動による生態系や種の分布等の変化をより的確に把握するため、モニタリングを強


化・拡充する。 


・気候変動による生物多様性及び生態系サービスへの影響について把握するための調査・研


究を推進するとともに、人材の確保・育成にも努める。 


・気候変動以外のストレス（開発、環境汚染、過剰利用、外来種侵入など）の低減に引き続


き取り組む。また、適応策の実施に当たっても、生物多様性への負の影響の回避や最小化


に努める。 


・生物が移動・分散する経路を確保するのみならず、多面的な機能の発揮が期待される生態


系ネットワークの形成を推進する。また、必要に応じて、劣化した生態系の再生を推進す


る。 


・生態系の保全に関する施策について、気候変動の影響を考慮して、保全目標、保全対象、保


全手法等の見直しを検討するとともに、モニタリングの結果等を踏まえ、順応的な適応策を


検討・実施するための体制構築を行う。 


・生物多様性の損失と生態系サービスの低下による悪影響が著しい場合に限り、限定的な範


囲で、現在の生態系・種を維持するための管理、生息域外保全、気候変動への順応を促す


管理等の積極的な干渉の実施について検討する。その検討は生態系等への影響や管理の負
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担を考慮して、慎重に行う。 


・適応策の実施に関する具体的な方針、手法、技術に関する調査研究を推進する。 


・調査研究により、生態系を活用した適応策に関する知見や事例、機能評価手法等を収集す


る。 


・気候変動と生物多様性及び生態系サービスの関係に係る情報の共有と普及啓発の実施や人


材の確保・育成を行う。 


 
第１節 陸域生態系に関する適応の基本的な施策 


【影響】 


現在の状況としては、高山帯・亜高山帯については、気温上昇や融雪時期の早期化等によ


る植生の衰退や分布の変化が報告されている。自然林・二次林については、気候変動に伴う


分布適域の移動や拡大の現状について、現時点で確認された研究事例は限定的であるが、気


温上昇の影響によって、過去から現在にかけて落葉広葉樹が常緑広葉樹に置き換わった可能


性が高いと考えられている箇所がある。人工林については、一部の地域で、気温上昇と降水


の時空間分布の変化による水ストレスの増大により、スギ林が衰退しているという報告があ


る。野生鳥獣による影響については、日本全国でニホンジカ等の分布が拡大していることが


確認されており、気候変動の影響が推測されるが、狩猟による捕獲圧低下、土地利用の変化、


積雪深の減少など、複合的な要因が指摘されている。 


将来予測される影響としては、高山帯・亜高山帯については、その植物種について、分布


適域の変化や縮小が予測されている。例えば、いずれの RCP シナリオでも、ハイマツは 21 世


紀末に分布適域の面積が現在に比べて減少することが予測されている。また、地域により、


融雪時期の早期化による高山植物の個体群の消滅も予測されている。自然林・二次林につい


ては、A2 シナリオ（1980～1999 年平均を基準とした長期（2090～2099 年）の変化量が 2.0


～5.4℃（最良推定値 3.4℃））等を用いた予測では、冷温帯林の構成種の多くは、分布適域


がより高緯度、高標高域へ移動し、分布適域の減少が予測されている一方、暖温帯林の構成


種の多くは、分布適域が高緯度、高標高域へ移動し、分布適域の拡大が予測されている。人


工林については、現在より３℃気温が上昇すると、年間の蒸散量が増加し、特に降水量が少


ない地域で、スギ人工林の脆弱性が増加することが予測されているが、正確な予測のために


は今後更なる研究を進めていく必要がある。野生鳥獣による影響については、気温の上昇や


積雪期間の短縮によって、ニホンジカなどの野生鳥獣の生息域が拡大することが予測されて


いるが、研究事例は少数である。今後、鳥インフルエンザの我が国への主な侵入要因と考え


られる渡り鳥の飛行経路や飛来時期に変化が生じることで、我が国への鳥インフルエンザの


侵入リスクに影響を与える可能性がある。気候変動に伴う里地・里山生態系及び物質収支へ


の影響については、現時点で網羅的な研究事例は限定的である。 


・高山帯・亜高山帯  [生態系への影響 重大性： （環）、緊急性：  、確信度：  ] 


[生態系サービスへの影響 重大性：－、緊急性：－、確信度：－ ] 


・自然林・二次林   [生態系への影響 重大性： （環）、緊急性：  、確信度：  ] 
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[生態系サービスへの影響 重大性：－、緊急性：－、確信度：－ ] 


・里地・里山生態系  [生態系への影響 重大性：  、緊急性：  、確信度：  ] 


[生態系サービスへの影響 重大性：－、緊急性：－、確信度：－ ] 


・人工林       [生態系への影響 重大性： （環）、緊急性：  、確信度：  ] 


[生態系サービスへの影響 重大性：－、緊急性：－、確信度：－ ] 


・野生鳥獣による影響  [生態系への影響 重大性： （環）、緊急性：  、確信度：－ ] 


[生態系サービスへの影響 重大性：－、緊急性：－、確信度：－ ] 


・物質収支      [生態系への影響 重大性： （環）、緊急性：  、確信度：  ] 


[生態系サービスへの影響 重大性：－、緊急性：－、確信度：－ ] 


【基本的な施策】 


本章の冒頭に記載した基本的な考え方を踏まえ、「共通的な取組」を実施するとともに、以


下の個別の取組を実施する。 


特に影響が生じる可能性の高い高山帯などにおいてモニタリングを重点的に実施し評価を


行うほか、世界自然遺産、国立公園、国有林野の保護林等においても、さらには野生生物に


ついても継続的なモニタリングを行い、気候変動の影響の把握に努める。また、気候変動に


対する順応性の高い健全な生態系を保全・再生するため、国立・国定公園等の保護地域の見


直しと適切な管理、個体数が増加し生態系に深刻な影響を及ぼしているニホンジカ等野生動


物の個体群管理、野生鳥獣被害防止対策、外来種の防除と水際対策、希少種の保護増殖など、


生物多様性保全等のために従来行ってきた施策に、予測される気候変動の影響を考慮し、よ


り一層の推進を図る。加えて、国立・国定公園や国指定鳥獣保護区、国有林野の保護林等を


骨格として生態系ネットワークの形成を図るとともに、渓流と一体となった森林生態系ネッ


トワークの形成を推進する。 


［関係府省庁］農林水産省、環境省 


 


第２節 淡水生態系に関する適応の基本的な施策 


【影響】 


湖沼については、現時点で日本における影響を定量的に予測した研究事例は確認できてい


ないものの、富栄養化が進行している深い湖沼では、水温の上昇による湖沼の鉛直循環の停


止・貧酸素化と、これに伴う貝類等の底
てい


生
せい


生物への影響や富栄養化が懸念される。また、室


内実験により、湖沼水温の上昇や CO2濃度上昇が、動物プランクトンの成長量を低下させるこ


とが明らかになっている。 


河川については、我が国の河川は取水や流量調節が行われているため気候変動による河川


の生態系への影響を検出しにくく、現時点で気候変動の直接的影響を捉えた研究成果は確認


できていないが、全国一律で最高水温が現状より３℃上昇すると、冷水魚が生息可能な河川


が分布する国土面積が本州を中心に現在と比較して減少することが予測されている。 
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湿原については、湿原の生態系は気候変動以外の人為的な影響を強く受けており、気候変


動の影響を直接的に論じた研究事例はないものの、一部の湿原で、気候変動による降水量の


減少や湿度低下、積雪深の減少が乾燥化をもたらした可能性が指摘されている。また、降水


量や地下水位の低下による高層湿原における植物
しょくぶつ


群落
ぐんらく


（ミズゴケ類）への影響、気候変動に


起因する流域負荷（土砂や栄養塩）に伴う低層湿原における湿地性草本
そうほん


群落
ぐんらく


から木本
もくほん


群落
ぐんらく


へ


の遷移等が想定される。 


・湖沼 [生態系への影響 重大性： （環）、緊急性：  、確信度：  ] 


[生態系サービスへの影響 重大性：－、緊急性：－、確信度：－ ] 


・河川 [生態系への影響 重大性： （環）、緊急性：  、確信度：  ] 


[生態系サービスへの影響 重大性：－、緊急性：－、確信度：－ ] 


・湿原 [生態系への影響 重大性： （環）、緊急性：  、確信度：  ] 


[生態系サービスへの影響 重大性：－、緊急性：－、確信度：－ ] 


【基本的な施策】 


本章の冒頭に記載した基本的な考え方を踏まえ、「共通的な取組」を実施するとともに、以


下の個別の取組を実施する。 


生態系や種の分布等の変化の状況をより的確に把握するため、必要に応じて重要な陸水域


を特定してモニタリングを拡充するとともに調査研究を推進し、気候変動の影響把握に努め


る。 


気候変動に対する順応性の高い健全な生態系を保全・再生するため、国立・国定公園等の


保護地域の見直しと適切な管理、個体数が増加し生態系に深刻な影響を及ぼしているニホン


ジカ等野生動物の個体群管理、外来種の防除と水際対策、希少種の保護増殖など、生物多様


性の保全のために従来行ってきた施策に、予測される気候変動の影響を考慮し、より一層の


推進を図るとともに、必要に応じて湿地などの生態系を再生する。加えて、河川、湖沼、湿


原、湧水、ため池、水路、水田などの連続性を確保し、生物が往来できる水系を基軸とした


生態系ネットワークの形成を推進する。 


気候変動による水温上昇が予測されており、これに伴い被害の拡大が懸念される内水面魚


類の疾病について、病原体特性及び発症要因の研究とそれを利用した防除対策技術の開発を


行う。 


［関係府省庁］農林水産省、国土交通省、環境省 


 
第３節 沿岸生態系に関する適応の基本的な施策 


【影響】 


亜熱帯地域では、海水温の上昇等によりサンゴの白化現象が既に発現している。また、太


平洋房総半島以南と九州西岸北岸におけるサンゴの分布が北上している。温帯・亜寒帯では、


日本沿岸の各所において、海水温の上昇に伴い、低温性の種から高温性の種への遷移が進行


していることが確認されている。 
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将来予測される影響としては、亜熱帯については、A2 シナリオ（1980～1999 年平均を基準


とした長期（2090～2099 年）の変化量が 2.0～5.4℃（最良推定値 3.4℃））では、造礁サン


ゴの生育に適する海域が水温上昇と海洋酸性化により 2030 年までに半減し、2040 年までに


は消失すると予測されている。温帯・亜寒帯については、海水温の上昇に伴い、エゾバフン


ウニからキタムラサキウニへといったより高温性の種への移行が想定され、それに伴い生態


系全体に影響が及ぶ可能性があるが、定量的な研究事例は限定されている。 


・亜熱帯    [生態系への影響 重大性： （環）、緊急性：  、確信度：  ] 


[生態系サービスへの影響 重大性：－、緊急性：－、確信度：－ ] 


・温帯・亜寒帯 [生態系への影響 重大性： （環）、緊急性：  、確信度：  ] 


[生態系サービスへの影響 重大性：－、緊急性：－、確信度：－ ] 


【基本的な施策】 


本章の冒頭に記載した基本的な考え方を踏まえ、「共通的な取組」を実施するとともに、以


下の個別の取組を実施する。 


特に影響が生じる可能性の高い干潟・塩性湿地・藻場・サンゴ礁において、モニタリング


を重点的に実施し気候変動影響の評価を行う。 


また、気候変動に対する順応性の高い健全な生態系を保全・再生するため、国立・国定公


園等の保護地域の見直しと適切な管理、外来種の防除と水際対策、希少種の保護増殖など、


生物多様性の保全のために従来行ってきた施策に、予測される気候変動の影響を考慮し、よ


り一層の推進を図るとともに、必要に応じて干潟などの生態系を再生する。加えて、海岸、


干潟・塩性湿地・藻場・サンゴ礁などの保全・再生を行い生態系ネットワークの形成を推進


する。 


赤潮プランクトンの発生について、気候変動との関連性に関する調査研究を継続する。 


［関係府省庁］農林水産省、環境省 


 
第４節 海洋生態系に関する適応の基本的な施策 


【影響】 


日本周辺海域ではとくに親潮域と混合水域において、植物プランクトンの現存量と一次生


産力の減少が始まっている可能性がある。ただし、未だ統一的な見解には収束していない。 


気候変動に伴い、植物プランクトンの現存量に変動が生じる可能性があるが、日本周辺海


域については、モデルの信頼性が低く、変化予測は現状困難である。また、これにより生じ


る地域毎の影響の予測は現時点では困難である。 


・海洋生態系 [生態系への影響     重大性： （環）、緊急性：  、確信度：  ] 


[生態系サービスへの影響 重大性： （社）、緊急性： － 、確信度：  ] 


【基本的な施策】 


本章の冒頭に記載した基本的な考え方を踏まえ、「共通的な取組」を実施するとともに、重


要な海域を特定した重点的なモニタリングや赤潮プランクトン発生と気候変動との関連性に
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関する調査研究を引き続き行う。 


［関係府省庁］農林水産省、環境省 


 
第５節 生物季節に関する適応の基本的な施策 


【影響】 


植物の開花の早まりや動物の初鳴きの早まりなど、動植物の生物季節の変動について多数


の報告が確認されている。 


A2 シナリオ（1980～1999 年平均を基準とした長期（2090～2099 年）の変化量が 2.0～5.4℃


（最良推定値 3.4℃））を前提とした開花モデルによれば、生物季節の変動について、ソメイ


ヨシノの開花日の早期化など、様々な種への影響が予測されている。また、個々の種が受け


る影響にとどまらず、種間のさまざまな相互作用への影響が予想されている。 


・生物季節 [生態系への影響   重大性：  、緊急性：  、確信度：  ] 


[生態系サービスへの影響 重大性：－、緊急性：－、確信度：－ ] 


【基本的な施策】 


本章の冒頭に記載した基本的な考え方を踏まえ、引き続き植物の開花等の生物季節の変化


を把握するためのモニタリングを実施する。また、人材の確保・育成にも努めながら、研究


機関や NPO 等の協力を得て行う参加型のモニタリングを進める。 


［関係府省庁］農林水産省、環境省 


 


第６節 分布・個体群の変動に関する適応の基本的な施策 


【影響】 


現在の状況としては、分布の北限が高緯度に広がるなど、気候変動による気温の上昇の影


響と考えれば説明が可能な分布域の変化、ライフサイクル等の変化の事例が確認されている。


ただし、気候変動以外の様々な要因も関わっているものと考えられ、どこまでが気候変動の


影響かを示すことは難しい。 


将来予測される影響としては、気候変動により、分布域の変化やライフサイクル等の変化


が起こるほか、種の移動・局地的な消滅による種間相互作用の変化がさらに悪影響を引き起


こす、生育地の分断化により気候変動に追随した分布の移動ができないなどにより、種の絶


滅を招く可能性がある。また、気候変動による外来種の侵入・定着に関する研究事例は現時


点では確認されていないが、侵入・定着率の変化に繋がることが想定される。 


・分布・個体群の変動 


◆在来種 [生態系への影響   重大性：  、緊急性：  、確信度：  ] 


[生態系サービスへの影響 重大性：－、緊急性：－、確信度：－ ] 


◆外来種 [生態系への影響   重大性：  、緊急性：  、確信度：  ] 


[生態系サービスへの影響 重大性：－、緊急性：－、確信度：－ ] 


【基本的な施策】 
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本章の冒頭に記載した基本的な考え方を踏まえ、「共通的な取組」を実施するとともに、以


下の個別の取組を実施する。 


種の分布や個体群の変化をより的確に把握するためモニタリングを拡充する。特に影響が


生じる可能性の高い高山帯や沿岸域に生息する種、個体数が増加し生態系に深刻な影響を及


ぼしているニホンジカ等野生動物、外来種などについて重点的にモニタリングを実施し、評


価を行う。 


また、健全な生態系を保全・再生するため、ニホンジカ等野生動物の個体群管理、外来種


の防除と水際対策、希少種の保護増殖など、生物多様性の保全のために従来行ってきた施策


に、予測される気候変動の影響を考慮し、より一層の推進を図る。加えて、生物が移動・分


散する経路を確保するため生態系ネットワークの形成を推進する。その際に、外来種やニホ


ンジカの分布拡大につながるおそれとそれによる在来種への影響について考慮する。 


さらに、国内希少野生動植物種の保護増殖事業計画等、国の計画については、次の見直し


の際に気候変動の影響を考慮し、目標や対策は従来のままでよいかなどを確認する。 


［関係府省庁］農林水産省、環境省 


 
第４章 自然災害・沿岸域 
第１節 水害に関する適応の基本的な施策 


【影響】 


 時間雨量50mmを超える短時間強雨や総雨量が数百mmから千mmを超えるような大雨が発生


し、全国各地で毎年のように甚大な水害（洪水、内水、高潮）が発生している。将来予測さ


れる影響としては、洪水については、A1B シナリオ（1980～1999 年平均を基準とした長期（2090


～2099 年）の変化量が 1.7～4.4℃（最良推定値 2.8℃））によれば、洪水を起こしうる大雨


事象が日本の代表的な河川流域において今世紀末には現在に比べ有意に増加し、同じ頻度の


降雨量が１～３割のオーダーで増加することについて、多くの文献で見解が一致している。


気候変動により、今後さらにこれらの影響が増大することが予測されており、施設の能力を


上回る外力（災害の原因となる豪雨、高潮等の自然現象）による水害が頻発するとともに、


発生頻度は比較的低いが施設の能力を大幅に上回る外力により極めて大規模な水害が発生す


る懸念が高まっている。 


・洪水    [重大性： （社／経／環）、緊急性：  、確信度：  ] 


・内水    [重大性： （社／経／環）、緊急性：  、確信度：  ] 


・高潮・高波 [重大性： （社／経）、緊急性：  、確信度：  ] 


【基本的な施策】 


（適応策の基本的な考え方） 


 比較的発生頻度の高い外力に対しては、これまで進めてきている堤防や洪水調節施設、下


水道等の整備を引き続き着実に進めるとともに、適切に維持管理・更新を行う。これらによ


り、水災害の発生を着実に防止することを目指す。その際には、諸外国の施策も参考にして、


気候変動による将来の外力の増大の可能性も考慮し、できるだけ手戻りがなく追加の対策を
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講ずることができる順応的な整備・維持管理等を進める。 


 施設の能力を上回る外力に対しては、施設の運用、構造、整備手順等の工夫により減災を


図るとともに、災害リスクを考慮したまちづくり・地域づくりの促進や、避難、応急活動、


事業継続等のための備えの充実を図る。これらにより、人命・資産・社会経済の被害をでき


る限り軽減することを目指す。また、まちづくりや避難等に係る対策を促進するにあたって


は、様々な外力に対する浸水想定等に基づき、地方公共団体、企業、住民等が、どのような


被害が発生するかを認識して対策を進める。 


 特に、施設の能力を大幅に上回る外力に対しては、最悪の事態を想定し、国、地方公共団


体、公益事業者、企業等が、主体的に連携して、ソフト対策に重点を置いて対応することに


より、一人でも多くの命を守り、社会経済の壊滅的な被害を回避することを目指す。 


（災害リスクの評価） 


 対策の主体となる地方公共団体、企業、住民等がどの程度の発生頻度でどのような被害が


発生する可能性があるかを認識して対策を進める必要があるため、各主体から見て分かりや


すく、きめ細かい災害リスク情報を提示する。単一の規模の外力だけでなく様々な規模の外


力について浸水想定を作成して提示するとともに、床上浸水の発生頻度や人命に関わるリス


クの有無、施設の能力や整備状況等についても提示する。また、各主体が参画する様々な協


議会等を活用して、災害リスク情報を共有し、対策の促進を図る。 


 各主体が対策を進める上で必要となる具体的な被害の想定にあたっては、氾濫域における


人口や資産の集積状況、インフラ・ライフラインや病院・福祉施設等の立地状況、産業構造・


産業立地の状況、高齢化の状況等、地域の実情に応じた検討を行う。 


 最悪の事態も想定した対策の検討のため、浸水想定区域の指定の対象とする外力を、想定


し得る最大規模のものとするとともに、洪水だけでなく、内水、高潮も対象とする。その際、


地方公共団体、企業、自治組織、住民等が避難等の検討ができるよう、必要に応じて、浸水


深だけでなく浸水継続時間を提示する。 


１）比較的発生頻度の高い外力に対する防災対策 


 比較的発生頻度の高い外力に対しては、これまで進めてきている施設の整備を着実に進め


るとともに、適切な維持管理・更新を行うことにより、水害の発生を着実に防止する防災対


策を進める。 


（施設の着実な整備） 


 引き続き堤防や洪水調節施設、下水道等の施設の整備を着実に実施する。その際、災害リ


スク評価を踏まえ、効果的・効率的な整備促進を図る。また、施設計画の目標や内容等につ


いて、近年の大雨等の発生頻度の増加等を踏まえ、必要に応じて見直す。 


（既存施設の機能向上） 


治水機能の増強等を行うダム再生、既存の下水道施設の増補管や貯留施設の整備など、既


存ストックのより一層の機能向上を図る。 


（維持管理・更新の充実） 


 ICT 等を活用し、河川や下水道の施設の状況をきめ細かく把握する。また、CCTV 等を活用


し、洪水や内水に関する情報の把握に努める。 
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必要な貯水池容量を維持・確保するため、ダムの堆砂対策を引き続き推進する。 


（水門等の施設操作の遠隔化等） 


水門等の確実な操作と操作員の安全確保のため、水門等の施設操作の遠隔化・自動化等を


推進する。 


（総合的な土砂管理） 


流砂系全体として持続可能な土砂管理の目標について検討し、ダムからの土砂供給、掘削


土の養浜材への活用、沿岸漂砂の連続性を確保するサンドバイパスなど、総合的な土砂管理


の取組を推進する。 


（できるだけ手戻りのない施設の設計） 


気候変動により外力が増大し、将来、施設の改造等が必要になった場合でも、できる限り


容易に対応できるよう、改造等が容易な構造形式の選定や基礎部等をあらかじめ補強してお


くことなど、外力の増大に柔軟に追随できるできるだけ手戻りのない設計に努める。 


（施設計画、設計等のための気候変動予測技術の向上） 


できるだけ手戻りのない施設の設計を行うにあたって、気候変動による影響をより精度よ


く想定する必要があるため、気候変動予測技術の向上等に取り組む。 


（海面水位の上昇、土砂や流木の影響検討） 


気候変動による海面水位の上昇に伴う高潮・高波による被災リスクの上昇や、内水の排水


条件が厳しくなることに伴う浸水などへの影響を明らかにする。また、気候変動に伴う土砂


や流木の流出量の変化や、これらが河道等に及ぼす影響を明らかにする。 


（河川や下水道の施設の一体的な運用） 


河川及び下水道の施設の一体的な運用の推進を図るため、河川及び下水道の既存施設を接


続する連結管や兼用の貯留施設等の整備を推進する。 


２）施設の能力を上回る外力に対する減災対策 


 施設の能力を上回る外力に対しては、施設の運用、構造、整備手順等の工夫により減災を


図るとともに、災害リスクを考慮したまちづくり・地域づくりの促進や的確な避難、円滑な


応急活動、事業継続等のための備えの充実など、施策を総動員して、できる限り被害を軽減


する減災対策に取り組む。 


①施設の運用、構造、整備手順等の工夫 


施設の能力を上回る外力に対し、超過洪水等を考慮してこれまで進めてきている対策を着


実に進めるとともに、施設の運用、構造、整備手順等の工夫等により減災を図る。 


（観測等の充実） 


河川や下水道等の水位等を確実に観測するよう観測機器の改良や配備の充実を図る。 


（水防体制の充実・強化） 


きめ細かく設定した重要水防箇所や危険箇所の洪水時の情報を水防管理者に提示する。ま


た、洪水だけでなく、内水及び高潮についても水位を周知する。さらに、洪水や内水に関す


る活動拠点の整備や水防資機材の備蓄を行う。 


（河川管理施設等を活用した避難場所等の確保） 


円滑かつ迅速な避難等に資するため、堤防や河川防災ステーション等の河川管理施設等を
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活用して、避難場所や避難路の確保に努める。 


（様々な外力に対する災害リスクに基づく河川整備計画等の点検・見直し） 


想定最大外力までの様々な規模の外力に対して、上下流・本支川のバランスなどに留意し、


減災の観点も考慮した最適な河川整備の内容、手順となるように必要に応じて河川整備計画


を見直す。また、激甚化、頻発化する局地的な大雨等に対応するため、浸水シミュレーショ


ン等によるきめ細やかな災害リスク評価に基づき、下水道によるハード・ソフト両面からの


浸水対策計画の策定を推進する。 


（決壊に至る時間を引き伸ばす堤防の構造） 


既に築造されている堤防の信頼性を向上させる観点も含めて、堤防が決壊に至るまでの時


間を引き延ばし、避難等のための時間をできる限り確保することを可能とするような堤防の


構造について検討する。 


（既存施設の機能を最大限活用する運用） 


既設ダムについては、ダムの洪水調節機能を最大限活用するための操作の方法について検


討する。また、ダム上流域の降雨量やダムへの流入量の予測精度の向上を図ることで、ダム


操作の更なる高度化に努める。 


 内水対策について、水位情報等を活用した下水道管渠のネットワークや排水ポンプの運用


方法について検討する。 


（大規模な構造物の点検） 


ダム・堰など大規模な構造物については、想定最大外力など、設計外力を上回る外力が発


生した場合を想定し、構造物の損傷などの有無や、その損傷による影響について点検し、必


要に応じて対策を実施する。 


②まちづくり・地域づくりとの連携 


今後、都市や中山間地において、人口減少等を踏まえたまち・地域の再編が進められてい


く機会をとらえ、災害リスクを考慮したまちづくり・地域づくりの促進により減災を図る。 


（総合的な浸水対策） 


流域のもつ保水・遊水機能を確保するなどの総合的な浸水対策を推進する。 


（土地利用状況を考慮した治水対策） 


輪中堤等によるハード整備と土地利用規制等によるソフト対策を組み合わせるなど、地域


の意向も踏まえながら土地利用状況を考慮した治水対策を推進する。 


（地下空間の浸水対策） 


地下空間の重要施設の浸水防止や、地下空間からの避難行動の時間の確保等のために、地


下街等の施設管理者による止水板等の設置や適切な避難誘導など、地下空間への浸水防止対


策や避難確保対策を促進する。 


（災害リスク情報のきめ細かい提示・共有等） 


まちづくり・地域づくりや民間投資の検討、住まい方の工夫に資するよう、災害リスク情


報を受け手に分かりやすい形で提示するとともに、関係機関の協力を得つつ、様々な機会を


とらえて提示する取組を進める。 


（災害リスク情報の提示によるまちづくり・住まい方） 
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コンパクトなまちづくり等の推進にあたっては、災害リスクの高い地域を提示することを


通じて、災害リスクの低い地域への居住や都市機能の誘導を促す。 


（まちづくり・地域づくりと連携した浸水軽減対策） 


災害リスクが比較的高いものの、既に都市機能や住宅等が集積している地域については、


適切な役割分担の下、災害リスクを軽減するために河川の整備に加え、複数の都市が共同し


て効率的に行う下水道等の整備や民間による雨水貯留浸透施設、止水板の設置などを重点的


に推進する。 


（まちづくり・地域づくりと連携した氾濫拡大の抑制） 


二線堤、自然堤防、連続盛土等の保全、市町村等による二線堤等の築造など、まちづくり・


地域づくりと連携した氾濫の拡大を抑制するための仕組みを検討する。 


③避難、応急活動、事業継続等のための備え 


施設の能力を上回る外力に対して、的確な避難、円滑な応急活動、事業継続等のための備


えの充実を図る。特に、施設の能力を大幅に上回る外力に対しては、最悪の事態を想定し、


国、地方公共団体、公益事業者、企業等が、主体的に連携して、ソフト対策に重点を置いて


対応する。 


（避難勧告の的確な発令のための市町村長への支援） 


非常時において国・都道府県が市町村をサポートする体制・制度を充実させるとともに、


平時においても、危険箇所等の災害リスクに関する詳細な情報を提供する。 


（避難を促す分かりやすい情報の提供） 


雨量の増大や洪水による河川水位の上昇、台風・低気圧による高潮等の危険の切迫度が住


民に伝わりやすくなるよう、防災情報と危険の切迫度との関係を分かりやすく整理して提供


するなど、情報の受け手にとって分かりやすい情報の提供に努める。 


（避難の円滑化、迅速化を図るための事前の取組の充実） 


ハザードマップについて住民等から見て分かりやすい表示となるよう努めるとともに、街


のなかに、その場所において想定される浸水深、その場所の標高、退避の方向、避難場所の


名称や距離等を記載した標識の設置を進める。 


（避難や救助等への備えの充実） 


大規模水害時等における死者数・孤立者等の被害想定を作成し、この被害想定を踏まえ、


国、地方公共団体、公益事業者等の関係機関が連携した避難、救助・救急、緊急輸送等がで


きるよう、これら関係機関が協働してタイムライン（時系列の行動計画）を策定する。 


（災害時の市町村への支援体制の強化） 


TEC-FORCE（Technical Emergency Control FORCE：緊急災害対策派遣隊）等が実施する市


町村の支援体制を強化する。 


（防災関係機関、公益事業者等の業務継続計画策定等） 


防災関係機関等が、応急活動、復旧・復興活動等を継続できるよう、市役所等の庁舎や消


防署、警察署、病院等の重要施設の浸水防止対策の実施やバックアップ機能の確保、業務継


続計画の策定等を促進するための方策を検討する。また、公益事業者が被害をできる限り軽


減するとともに、早期に復旧できるよう、タイムラインへの参加を促す方策を検討する。 
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（氾濫拡大の抑制と氾濫水の排除） 


 大規模な水害においては、氾濫被害の拡大防止や早期の復旧・復興のため、迅速に浸水を


解消することが極めて重要であり、氾濫水排除に係る計画をあらかじめ検討するとともに、


氾濫水を早期に排除するための排水門の整備や排水機場等の耐水化、燃料補給等のためのア


クセス路の確保、予備電源や備蓄燃料の確保等を推進する。 


（企業の防災意識の向上、水害 BCP の作成等） 


企業等の被害軽減や早期の業務再開を図るため、水害を対象とした BCP（Business 


Continuity Plan：事業継続計画）の作成や浸水防止対策の実施を促進するための方策につい


て検討する。 


（各主体が連携した災害対応の体制等の整備） 


施設の能力を大幅に上回る外力により大規模な氾濫等が発生した場合を想定し、国、地方


公共団体、公益事業者等が連携して対応するため関係者一体型タイムラインを策定する。 


（調査研究の推進） 


気候変動の影響により外力が増大することが予測されていることから、増大する外力につ


いての定量的な評価や確率規模の取扱い、想定最大外力の設定手法の高度化、新たな治水計


画論等についての研究を推進する。また、土砂についても流出量が増大することが予測され


るため、河道等に及ぼす影響についての研究も推進する。 


気候変動による水害リスクの増大に対し、例えば水害保険等の活用状況を分析するなどに


より、既存の制度・手法等にとらわれない新たな適応策の可能性についての研究を推進する。 


３）農業分野における対策 


農業分野では、集中豪雨の増加等に対応するため、排水機場や排水路等の整備により農地


の湛水被害等の防止を推進するとともに、湛水に対する脆弱性が高い施設や地域の把握、ハ


ザードマップ策定などのリスク評価の実施、施設管理者による業務継続計画の策定の推進な


ど、ハード・ソフト対策を適切に組み合わせ、農村地域の防災・減災機能の維持・向上を図


る。その際、既存施設の有効活用や地域コミュニティ機能の発揮等により効率的に対策を行


う。 


現状では、気候変動予測の不確実性が高く、将来予測に基づく具体的な検討を行う根拠に


乏しいことから、気候変動研究の進展に伴う新たな科学的知見等を踏まえ、中長期的な影響


の予測・評価を行う。 


［関係府省庁］内閣府、警察庁、総務省、農林水産省、国土交通省 


 


第２節 高潮・高波等に関する適応の基本的な施策 


【影響】 


海面上昇について、1986～2005 年平均を基準とした、2081～2100 年平均の世界平均海面水


位の上昇は、RCP2.6 シナリオ（1986～2005 年平均を基準とした長期（2081～2100 年）の変


化量が 0.3～1.7℃（予測平均値 1.0℃））で 0.26～0.55m、RCP4.5 シナリオ（1986～2005 年


平均を基準とした長期（2081～2100 年）の変化量が 1.1～2.6℃（予測平均値 1.8℃））で 0.32


～0.63m、RCP6.0 シナリオ（1986～2005 年平均を基準とした長期（2081～2100 年）の変化量







 


56 
 


が 1.4～3.1℃（予測平均値 2.2℃））で 0.33～0.63m、RCP8.5 シナリオ（1986～2005 年平均


を基準とした長期（2081～2100 年）の変化量が 2.6～4.8℃（予測平均値 3.7℃））で 0.45～


0.82m の範囲となる可能性が高いとされており、温室効果ガスの排出を抑えた場合でも一定


の海面上昇は免れない。 


高潮については、気候変動により海面が上昇する可能性が非常に高く、高潮のリスクは高


まる。高波については、A1B シナリオ（1980～1999 年平均を基準とした長期（2090～2099 年）


の変化量が 1.7～4.4℃（最良推定値 2.8℃））を用いた予測では、台風の強度の増加等による


太平洋沿岸地域における高波のリスク増大の可能性、波高や高潮偏差の増大による港湾及び


漁港防波堤等への被害等が予測されている。 


 沿岸部（港湾）において、気候変動に伴う強い台風の増加等による高潮偏差の増大・波浪


の強大化及び中長期的な海面水位の上昇により、高潮等による浸水被害の拡大や海面水位の


上昇に伴う荷役効率の低下等による臨海部産業や物流機能の低下が懸念される。 


 沿岸部（海岸）において、現時点においても強い台風の増加等を踏まえた高潮等の浸水に


よる背後地の被害や海岸侵食の増加が懸念されている中、気候変動に伴う強い台風の増加等


による高潮偏差の増大・波浪の強大化及び中長期的な海面水位の上昇により、さらに深刻な


影響が懸念される。 


・海面上昇  [重大性： （社／経）、緊急性：  、確信度：  ] 


・高潮・高波 [重大性： （社／経）、緊急性：  、確信度：  ] 


・海岸侵食  [重大性： （社／経／環）、緊急性：  、確信度：  ] 


【基本的な施策】 


１）港湾 


（適応策の基本的考え方） 


「地球温暖化に起因する気候変動に対する港湾政策のあり方」（平成 21年３月、交通政策


審議会答申）を踏まえるとともに、堤外地及びその背後地の社会経済活動や土地利用を勘案


しつつ、軽減すべきリスクの優先度に応じ、下記のようなハード･ソフトの適応策を最適な組


み合わせで戦略的かつ順応的に推進することで、堤外地・堤内地における高潮等のリスク増


大の抑制、及び港湾活動の維持を図る。また、各種制度・計画に気候変動への適応策を組み


込み、様々な政策や取組との連携による適応策の効果的な実施（適応策の主流化）を促す。 


（港湾に関する共通事項（モニタリング、影響評価、情報提供等）） 


 気象・海象のモニタリングを実施し、高潮・高波浸水予測等のシミュレーションを行って


気候変動の影響を定期的に評価し、関係機関に情報提供する。強い台風の増加に伴う高潮偏


差の増大・波浪の強大化、海面水位の上昇による災害リスクの高まりをハザードマップ等に


より港湾の利用者等に周知するとともに、海面水位の上昇に伴う荷役効率の低下等の影響を


評価する。堤外地の企業等や背後地の住民の避難に関する計画の作成、訓練の実施等を促進


する。加えて堤外地においては、避難と陸閘の操作規則（海岸管理者が策定）との整合をは


かり、利用者等の円滑な避難活動を支援する。 


（防波堤等外郭施設及び港湾機能への影響に対する適応策） 
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 モニタリングの結果等を踏まえた外力の見直しが必要となる場合、それに対応した構造の


見直しにより、係留施設や防波堤の所要の機能を維持する。防波堤、防潮堤等の被災に伴い、


人命、財産または社会経済活動に重大な影響を及ぼすおそれのある場合に備え、設計外力を


超える規模の外力に対しても減災効果を発揮できるよう、粘り強い構造に係る整備等を推進


する。気候変動の影響で航路・泊地の埋没の可能性が懸念される場合、防砂堤等を設置する


などの埋没対策を実施する。災害発生後も港湾の重要機能を維持するため、港湾の事業継続


計画（港湾 BCP）の策定に関係者が協働して取り組むとともに、適宜見直しながら拡充を目


指す。 


（堤外地（埠頭・荷さばき地、産業用地等）への影響に対する適応策） 


 海岸保全施設や港湾施設の機能を把握・評価し、リスクの高い箇所の検討等に資する情報


を整備する。気候変動による漸進的な外力増加に対して大幅な追加コストを要しない段階的


な適応を行えるよう、最適な更新等を行う考え方を検討する。避難判断に資するために、観


測潮位や波浪に係る情報を地域と共有する。また、企業等による自衛防災投資の促進などを


図るため、災害リスクに関するきめ細かな情報提供について検討する。将来の海面水位の上


昇が有意に認められる場合には、埋立地造成の際に、岸壁等の水際線の利用や一連の物流動


線との整合性を考慮しつつ、強い台風の増加に伴う高潮偏差の増大・波浪の強大化をあらか


じめ考慮した地盤高を確保し、浸水リスクを軽減することに努める。気候変動による風況の


変化に備え、クレーン等逸走対策を推進する。 


（背後地（堤内地）への影響に対する適応策） 


 海岸保全施設や港湾施設の機能を把握・評価し、リスクの高い箇所の検討等に資する情報


を整備する。気候変動による漸進的な外力増加に対して大幅な追加コストを要しない段階的


な適応を行えるよう、最適な更新等を行う考え方を検討する。民有施設（胸壁、上屋、倉庫、


緑地帯等）を避難や海水侵入防止・軽減のための施設として活用を図るための検討を行う。


中長期的には、臨海部における土地利用の再編等の機会を捉えた防護ラインの再構築ととも


に、高潮等の災害リスクの低い土地利用への転換を進める。 


（桁下空間への影響に対する適応策） 


 将来の海面水位の上昇が有意に認められる場合には、海面水位の上昇量を適切に把握する


とともに、通行禁止区間・時間を明示し、橋梁・水門等と船舶等との衝突防止を図るととも


に、クリアランスに課題の生じるおそれのある橋梁の沖側に係留施設を配置するなど、港湾


機能の再配置を図る。 


２）海岸 


（適応策の基本的考え方） 


海象のモニタリングを行いながら気候変動による影響の兆候を的確に捉え、背後地の社会


経済活動及び土地利用の中長期的な動向を勘案して、下記のハード･ソフトの施策を最適な組


み合わせで戦略的かつ順応的に進めることで、高潮等の災害リスク増大の抑制及び海岸にお


ける国土の保全を図る。 


（災害リスクの評価と災害リスクに応じた対策） 


 気候変動も一因となって引き起こすと考えられる強い台風の増加等による高潮偏差の増大
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及び波浪の強大化に対応していくため、背後地の利用状況や海岸保全施設の整備状況を踏ま


え、一連の防護ラインの中で災害リスクの高い箇所を把握し、災害リスクを明らかにすると


ともに、災害リスクに応じたハード・ソフト施策の最適な組み合わせによる対策を進める。 


（防護水準等を超えた超過外力への対応） 


 高潮により超過外力が作用した場合の海岸保全施設の安定性の低下などへの影響等に関す


る調査研究を進め、背後地の状況等を考慮しつつ粘り強い構造の堤防等の整備を推進すると


ともに、高潮等に対する適切な避難のための迅速な情報伝達等ソフト面の対策も併せて講ず


る。 


（増大する外力に対する施策の戦略的展開） 


 気候変動の影響による海面水位の上昇が認められる場合、あらかじめ将来の海面水位上昇


への対応を考慮した整備や施設更新を行うなど、順応的な対策を行う。また、気候変動によ


る漸進的な外力の増加に対して、あらかじめ将来の嵩上げ荷重を考慮した構造物の基礎を整


備することで順応的な嵩上げを可能にする等、適応に関する技術開発等について検討を進め


る。 


（進行する海岸侵食への対応の強化） 


 沿岸漂砂による土砂の収支が適切となるよう構造物の工夫等を含む取組を進めるとともに、


気候変動によって増大する可能性のある沖向き漂砂に対応した取組も必要に応じて実施する。


また、河川の上流から海岸までの流砂系における総合的な土砂管理対策とも連携する等、関


係機関との連携の下に広域的・総合的な対策を推進する。 


（他分野の施策や関係者との連携等） 


 各種制度・計画に気候変動への適応策を組み込み、様々な政策や取組との連携による適応


策の効果的な実施（適応策の主流化）を促す。具体的には、避難・土地利用計画や他の防災・


減災対策など海岸の背後地域を担う関係行政分野、民間企業及び国民等との連携を図りつつ、


災害からの海岸の防護、海岸環境の整備と保全及び公衆の海岸の適正な利用の調和のとれた、


総合的で効率的、効果的な施策の展開に努める。また、海外における適応策の先進事例の把


握に努め、我が国においても適用可能な施策の導入も検討していく。 


３）漁港・漁村・海岸防災林 


防波堤、物揚場等の漁港施設の嵩上げや粘り強い構造を持つ海岸保全施設の整備等を引き


続き計画的に推進する。また、海岸防災林の整備にあたっては、高潮や海岸侵食に対する被


害軽減効果も考慮した生育基盤の造成等や、防潮堤などの機能強化等を図っていく。 


４）調査研究・技術開発の推進 


 超過外力が作用する場合の施設への影響を踏まえた、堤防等の技術開発を進めるとともに、


海岸侵食対策にかかる新技術の開発を推進する。また、沿岸域における生態系による減災機


能の定量評価手法開発など、沿岸分野の適応に関する調査研究を推進する。 


［関係府省庁］農林水産省、国土交通省 


 


第３節 土砂災害に関する適応の基本的な施策 


【影響】 
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 近年、伊豆大島や広島市において大規模な土砂災害が発生するなど、全国各地で土砂災害


が頻発し、甚大な被害が発生している。短時間強雨や大雨の増加に伴い、土砂災害の発生頻


度が増加するほか、突発的で局所的な大雨に伴う警戒避難のためのリードタイムが短い土砂


災害の増加、台風等による記録的な大雨に伴う深層崩壊等の増加が懸念されている。 


・土石流・地すべり等 [重大性： （社／経）、緊急性：  、確信度：  ] 


【基本的な施策】 


（土砂災害の発生頻度の増加への対策） 


気候変動に伴う土砂災害の発生頻度の増加が予測されていることを踏まえ、人命を守る効


果の高い箇所における施設整備を重点的に推進するとともに、避難場所・経路や公共施設、


社会経済活動を守る施設の整備を実施する。また、砂防堰堤の適切な除石を行うなど既存施


設も有効に活用する。さらに、施設の計画・設計方法や使用材料について、より合理的なも


のを検討する。 


また、土砂災害は複雑な誘因、素因が連関して発生し、正確な発生予測が難しいことから、


ハード対策とソフト対策を一体的に進めていくことが重要となる。 


土砂災害防止法の改正を踏まえ、土砂災害警戒区域等の指定を促進するとともに、指定の


前段階においても基礎調査結果を公表し、住民に対して早期に土砂災害の危険性を周知する。


また、ハザードマップやタイムライン（時系列の行動計画）の作成支援等を通じて警戒避難


体制の強化を図り、住民や地方公共団体職員に対する普及啓発により土砂災害に関する知識


を持った人材の育成を推進する。 


（警戒避難のリードタイムが短い土砂災害への対策） 


住民が一刻も早く危険な場所から離れることができるよう、危険な場所や逃げる場所、方


向等について周知を徹底するため、実践的な防災訓練、防災教育を通じて、土砂災害に対す


る正確な知識の普及に努める。また、土砂災害警戒情報の改善、ソーシャルメディア等によ


る情報収集・共有手段の活用等を検討する。 


（計画規模を上回る土砂移動現象への対策） 


砂防堰堤等が少しでも長い時間減災機能を発揮できるよう、施設の配置や構造を検討する。


また、それによって住民の避難時間確保や避難場所・経路を保全するなど、ハード対策とソ


フト対策の連携方策についても検討する。 


（深層崩壊等への対策） 


人工衛星等の活用により国土監視体制を強化し、深層崩壊等の発生や河道閉塞の有無をい


ち早く把握できる危機管理体制の整備を推進する。また、空中電磁探査などの新たな技術の


活用を推進する。河道閉塞等により甚大な被害が懸念される場合の緊急調査及びその結果の


市町村への情報提供、関係機関と連携したより実践的な訓練の実施、無人航空機（UAV）の導


入など、対応の迅速化、高度化に取り組む。 


（不明瞭な谷地形を呈する箇所での土砂災害への対策） 


重点的に対策すべき箇所を抽出するため、危険度評価手法を検討するとともに、より合理


的な施設の構造について検討する。 


（土石流が流域界を乗り越える現象への対策） 
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流域界を乗り越える土砂量や範囲を適切に推定し、その結果のハード対策、ソフト対策へ


の活用を検討する。 


（流木災害への対策） 


流木捕捉効果の高い透過型堰堤の採用、流木止めの設置、既存の不透過型堰堤を透過型堰


堤に改良することなどを検討する。 


（上流域の管理） 


人工衛星や航空レーザ測量によって得られる詳細な地形データ等を定常的に蓄積すること


で、国土監視体制の強化を図る。さらに、国土管理の観点から、上流域の荒廃を防ぐため、


里山砂防事業やグリーンベルト整備事業を推進する。 


（災害リスクを考慮した土地利用、住まい方） 


土砂災害警戒区域の指定や基礎調査結果の公表を推進することで、より安全な土地利用を


促していく。特に、要配慮者利用施設や防災拠点の安全確保を促進する。 


また、災害リスクが特に高い地域について、土砂災害特別警戒区域の指定による建築物の


構造規制や宅地開発等の抑制、がけ地近接等危険住宅移転事業等により当該区域から安全な


地域への移転を促進する。 


（調査研究の推進） 


土砂災害に関しては、発生情報と降雨状況、土砂災害警戒区域等を組合せ、災害リスクの


切迫性をより確実に当該市町村や住民に知らせる防災情報についても研究を推進する。 


雪崩災害については、気候の変化に伴い降雪の量、質等が変化することに加え、近年でも、


普段雪の少ない地域において、大雪や極めて急速な積雪の増大等の事例も見られることから、


降雪・積雪等に関する観測を続けるとともに大雪や雪崩による災害への影響について、さら


に研究を推進する。 


［関係府省庁］国土交通省 


 


第４節 その他（強風等）に関する適応の基本的な施策 


【影響】 


気候変動に伴う強風や強い台風の増加等による被害の増加について、現時点で具体的な研


究事例は確認できていない。 


A1B シナリオ（1980～1999 年平均を基準とした長期（2090～2099 年）の変化量が 1.7～4.4℃


（最良推定値 2.8℃））を用いた予測では、近未来（2015～2039 年）から気候変動による強風


や強い台風の増加等が予測されている。同じく A1B シナリオ（1980～1999 年平均を基準とし


た長期（2090～2099 年）の変化量 1.7～4.4℃（最良推定値 2.8℃））を用いた予測では、日


本全域で 21 世紀末（2075～2099 年）には３～５月を中心に竜巻発生好適条件の出現頻度が


高まることも予測されている。 


・強風等 [重大性： （社／経／環）、緊急性：  、確信度：  ] 


【基本的な施策】 


上記の通り、近未来（2015～2039 年）から気候変動による強風や強い台風の増加等が予測


されていることから、気候変動に伴う強い台風に対しては、引き続き災害に強い低コスト耐
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候性ハウスの導入等を推進するとともに、竜巻に対しては、竜巻等の激しい突風が起きやす


い気象状況であることを知らせる情報の活用や、自ら空の様子に注意を払い、積乱雲が近づ


くサインが確認された場合には、身の安全を確保する行動を促進する。また、気候変動が強


風等に与える影響や適応策に関する調査研究を推進し、科学的知見の集積を図る。 


［関係府省庁］内閣府、農林水産省、国土交通省、環境省 
 


第５章 健康 
第１節 暑熱に関する適応の基本的な施策 


【影響】 


現在の状況としては、死亡リスクについて、気温の上昇による超過死亡（直接・間接を問


わずある疾患により総死亡がどの程度増加したかを示す指標）の増加は既に生じていること


が世界的に確認されている。熱中症については、気候変動の影響とは言い切れないものの、


熱中症搬送者数の増加が全国各地で報告されている。労働効率への影響等、死亡・疾病に至


らない健康影響については、国内の報告は限られている。 


将来予測される影響としては、死亡リスクについて、東京を含むアジアの複数都市で、夏


季の熱波の頻度が増加し、死亡率や罹患率に関係する熱ストレスの発生が増加する可能性が


予測されている。日本における熱ストレスによる死亡リスクは、450s シナリオ及び BaU シナ


リオ（2100 年における平均気温上昇（産業革命前比）が約 3.8℃及び約 2.1℃）では、今世


紀中頃（2050 年代）には 1981～2000 年に比べ、約 1.8～約 2.2 倍、今世紀末（2090 年代）


には約 2.1～約 3.7 倍に達することが予測されている。熱中症については、RCP8.5 シナリオ


（1986～2005 年平均を基準とした長期（2081～2100 年）の変化量が 2.6～4.8℃（予測平均


値 3.7℃））を用いた予測では、熱中症搬送者数は、21 世紀半ばには四国を除き２倍以上を示


す県が多数となり、21世紀末にはRCP2.6シナリオ（1986～2005年平均を基準とした長期（2081


～2100 年）の変化量が 0.3～1.7℃（予測平均値 1.0℃））を用いた予測を除きほぼ全県で２


倍以上になることが予測されている。 


・死亡リスク [重大性： （社）、緊急性：  、確信度：  ] 


・熱中症   [重大性： （社）、緊急性：  、確信度：  ] 


【基本的な施策】 


気候変動による気温上昇と死亡リスクの関係については、引き続き科学的知見の集積に努


める。 


気候変動が熱中症に及ぼす影響も踏まえ、熱中症関係省庁連絡会議のもとで、関係省庁が


連携しながら、救急、教育、医療、労働、農林水産業、日常生活等の各場面において、気象


情報の提供や注意喚起、予防・対処法の普及啓発、発生状況等に係る情報提供等を適切に実


施する。具体的には、熱中症による救急搬送人員数の調査・公表や、予防のための普及啓発


を引き続き行っていく。学校における熱中症対策としては、熱中症事故の防止について、引


き続き教育委員会等に注意喚起を行っていく。農林水産業における作業では、炎天下や急斜


面等の厳しい労働条件の下で行われている場合もあることから、機械の高性能化とともにロ


ボット技術や ICT の積極的な導入により、作業の軽労化を図る。製造業や建設業等の職場に
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おける熱中症対策を引き続き推進していく。 


［関係府省庁］総務省、文部科学省、厚生労働省、農林水産省、国土交通省、環境省 
 


第２節 感染症に関する適応の基本的な施策 


【影響】 


デング熱等の感染症を媒介する蚊（ヒトスジシマカ）の生息域が東北地方北部まで拡大し


ていることが確認されている。気候変動による気温の上昇や降水の時空間分布の変化は、感


染症を媒介する節足動物の分布可能域を変化させ、節足動物媒介感染症のリスクを増加させ


る可能性があるが、分布可能域の拡大が、直ちに疾患の発生数の増加につながるわけではな


いとされている。 


その他感染症（水系・食品媒介性感染症を含む。）について、気温の上昇に伴い、発生リス


クの変化が起きる可能性はあるものの、現時点で研究事例は限られている。 


・節足動物媒介感染症   [重大性： （社）、緊急性：  、確信度：  ] 


・水系・食品媒介性感染症 [重大性：－ 、緊急性：－ 、確信度：  ] 


・その他の感染症     [重大性：－ 、緊急性：－ 、確信度：－ ] 


【基本的な施策】 


感染症と気候変動の関係については研究事例が限られ不確実性を伴う要素も多いことから、


今後気候変動による気温の上昇等が予測されていることも踏まえ、気温の上昇と感染症の発


生リスクの変化の関係等について科学的知見の集積に努める。 


また、引き続き、蚊媒介感染症の発生の予防とまん延の防止のために「蚊媒介感染症に関


する特定感染症予防指針（平成 27 年４月 28日）」に基づき、都道府県等において、感染症の


媒介蚊が発生する地域における継続的な定点観測、幼虫の発生源の対策及び成虫の駆除、防


蚊対策に関する注意喚起等の対策に努めるとともに、感染症の発生動向の把握に努める。 


［関係府省庁］厚生労働省、環境省 


 


第３節 その他の健康への影響に関する適応の基本的な施策 


【影響】 


現在の状況としては、温暖化と大気汚染の複合影響について、気温上昇による生成反応の


促進等により、粒子状物質を含む様々な汚染物質の濃度が変化していることが報告されてい


る。脆弱集団への影響については、熱に対しての脆弱集団としては高齢者が取り上げられる


ことが多いが、米国では小児あるいは胎児（妊婦）への影響が報告されており、日本ではこ


の部分の情報が欠落している。臨床症状に至らない影響については、国内の報告は限られて


いる。局地的豪雨による合流式下水道での越流が起こると閉鎖性水域や河川の下流における


水質が汚染され下痢症発症をもたらすことについては、日本同様の雨水処理方式をとる米国


で報告があるが日本では具体的な報告にはなっていない。 


将来予測される影響としては、温暖化と大気汚染の複合影響について、都市部での気温上


昇によるオキシダント濃度上昇に伴う健康被害の増加が想定されるものの、今後の大気汚染
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レベルによっても大きく左右され、予測が容易ではない。局地的豪雨による合流式下水道で


の越流が起こると閉鎖性水域や河川の下流における水質が汚染され下痢症発症をもたらすこ


とについては、増加が想定されるものの、疫学データが不足している。 


・その他  


◆温暖化と大気汚染の複合影響 [重大性：－ 、緊急性：  、確信度：  ] 


◆脆弱集団への影響      [重大性：－ 、緊急性：  、確信度：  ] 


◆臨床症状に至らない健康影響 [重大性：－ 、緊急性：  、確信度：  ] 


【基本的な施策】 


 上記の影響評価を踏まえ、温暖化と大気汚染の複合影響及び局地的豪雨による合流式下水


道での越流が起こると閉鎖性水域や河川の下流における水質が汚染され下痢症発症をもたら


すことについては、大気汚染対策や合流式下水道改善対策等の水質改善対策を引き続き推進


するとともに、科学的知見の集積を図る。脆弱集団への影響、臨床症状に至らない影響につ


いては、気候変動の影響に関する知見が不足していることから、科学的知見の集積を図る。 


［関係府省庁］国土交通省、環境省 
 


第６章 産業・経済活動 
第１節 産業・経済活動に関する適応の基本的な施策 


【影響】 


製造業については、一部の研究例として、平均気温の上昇によって、企業の生産活動や生


産設備の立地場所選定に影響を及ぼすことを示唆するものがある。また、長期的に起こり得


る海面上昇や極端現象の頻度や強度の増加は、生産設備等に直接的・物理的な被害を与える


とするものもある。他方で、こうした気候変動の影響に対し、新たなビジネスチャンスの創


出につながる場合もあるとの研究例もある。 


エネルギー需給については、極端現象の頻度や強度の増加、長期的な海面上昇によるエネ


ルギーインフラへの影響被害に関する研究事例が少なく、これらの影響に関してコンセンサ


スがあるとは言えない。 


商業については、気候変動による将来影響を評価している研究事例は乏しく、影響は現時


点では評価できない。 


建設業については、気候変動による極端現象の頻度や強度の増加、気温の上昇、洪水や高


潮等によるインフラ等への被害等が建設業に影響を及ぼすことが想定される。他方、建設業


への影響に関する具体的な研究事例は限定的であり、現状では評価できない。 


医療については、気候変動による気温の上昇、災害リスクの増加、渇水の増加が、医療に


影響を及ぼすことが想定される。他方、医療産業への影響に関する具体的な研究事例は確認


できておらず、現状では評価できない。 


・製造業     [重大性：  、緊急性：  、確信度：  ] 


・エネルギー需給 [重大性：  、緊急性：  、確信度：  ] 
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・商業      [重大性：－ 、緊急性：－ 、確信度：  ] 


・建設業     [重大性：－ 、緊急性：－ 、確信度：－ ] 


・医療      [重大性：－ 、緊急性：－ 、確信度：－ ] 


【基本的な施策】 


製造業、エネルギー需給、商業、建設業、医療の各分野においては、現時点で気候変動が


及ぼす影響についての研究事例が少ないため、科学的知見の集積を図る。また、得られた知


見を踏まえて、気候変動の影響に関する情報等の提供を通じ、官民連携により事業者におけ


る適応への取組や、適応技術の開発の促進を行う。 


（物流における適応策） 


 荷主と物流事業者が連携した事業継続計画（BCP）の策定を促進するため、2014 年度に作


成したガイドラインの内容を広く周知する。また、災害時に支援物資の保管を円滑に行うた


め、地方公共団体と倉庫業者等との支援物資保管協定の締結の促進や、民間物資拠点のリス


トの拡充・見直しを行う。また、鉄道貨物輸送を推進していく観点から、台風・雪崩・土砂


災害等により貨物輸送に障害が発生した場合、関係者で連携した対策を講じる。 


［関係府省庁］厚生労働省、経済産業省、国土交通省、環境省 


 


第２節 金融・保険に関する適応の基本的な施策 


【影響】 


 1980 年からの約 30 年間の自然災害とそれに伴う保険損害の推移からは、近年の傾向とし


て、保険損害が著しく増加し、恒常的に被害が出る確率が高まっていることが確認されてい


る。保険会社では、従来のリスク定量化の手法だけでは将来予測が難しくなっており、今後


の気候変動の影響を考慮したリスクヘッジ・分散の新たな手法の開発を必要としているとの


報告もなされている。 


自然災害とそれに伴う保険損害が増加し、保険金支払額の増加、再保険料の増加が予測さ


れている。ただし、現時点では、日本に関する研究事例は限定的にしか確認できていない。 


・金融・保険 [重大性： （経）、緊急性：  、確信度：  ] 


【基本的な施策】 


一般社団法人日本損害保険協会の「第７次中期基本計画（2015～2017 年度）」において、


自然災害への取組として、「自然災害に係るリスクマネジメントの高度化による損保業界の


健全性の維持・向上に向けた取組みを推進する。」ことを掲げている。損害保険各社におけ


るリスク管理の高度化に向けた取組や、損害保険協会における取組等について、引き続き注


視していく。 


また、引き続き気候変動の影響に関する科学的知見の集積を図る。 


［関係府省庁］金融庁、環境省 


 


第３節 観光業に関する適応の基本的な施策 


【影響】 
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気候変動の影響は風水害による旅行者への影響など、観光分野においても生じうる。また、


気温の上昇、降雨量・降雪量や降水の時空間分布の変化、海面の上昇は、自然資源（森林、


雪山、砂浜、干潟等）を活用したレジャーへ影響を及ぼす可能性があるが、現時点で研究事


例は限定的にしか確認できていない。気温の上昇によるスキー場における積雪深の減少の報


告事例が確認されている。 


A1B シナリオ（1980～1999 年平均を基準とした長期（2090～2099 年）の変化量が 1.7～4.4℃


（最良推定値 2.8℃））を用いた予測では、2050 年頃には、夏季は気温の上昇等により観光快


適度が低下するが、春季や秋～冬季は観光快適度が上昇するという予測がある。A2シナリオ


（1980～1999 年平均を基準とした長期（2090～2099 年）の変化量が 2.0～5.4℃（最良推定


値 3.4℃））を用いた予測では、降雪量及び最深積雪が、2031～2050 年には北海道と本州の内


陸の一部地域を除いて減少することで、ほとんどのスキー場において積雪深が減少すると予


測されている。海面上昇により砂浜が減少することで、海岸部のレジャーに影響を与えると


予測されている。 


・観光業 [重大性： （経）、緊急性：  、確信度：  ] 


【基本的な施策】 


 上記の気候変動の影響を踏まえ、外国人を含む旅行者の安全を確保するため、地域の観光


協会と国際交流団体等が連携した災害時多言語支援センターの設置や観光施設・宿泊施設に


おける災害時避難誘導計画の作成促進、情報発信アプリやポータルサイト等による災害情


報・警報、被害情報、避難方法等の提供を行う。また、災害時に宿泊施設を避難所として活


用する内容の協定締結を促進すべく、関係府省と連携し、地方公共団体における防災担当部


局に働きかけを行う。さらに、災害による直接的な影響がない地域における風評被害防止を


図るため、ウェブサイトや海外の旅行博、誘客促進支援事業等を通じて、被災状況、交通情


報等を正確に提供する等により、被災地域の周辺地域の社会経済の被害を最小限にする。 


スキー、海岸部のレジャー等の観光業については、地域特性を踏まえ適応策を検討してい


くことが重要であることから、地方公共団体における適応計画の策定等を促進する。 


［関係府省庁］国土交通省、環境省 


 


第４節 その他の影響（海外影響等）に関する適応の基本的な施策 


【影響】 


英国での検討事例等を踏まえると、エネルギーの輸入価格の変動、海外における企業の生


産拠点への直接的・物理的な影響、海外における感染症媒介者の増加に伴う移住・旅行等を


通じた感染症拡大への影響等が日本においても懸念される。 


 IPCC 第５次評価報告書では、北極域の海氷面積は減少し続けていること、21世紀の間、世


界平均地上気温の上昇とともに、北極域の海氷面積が縮小し、厚さが薄くなり続ける可能性


が非常に高いことが示されている。 
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その他の影響（海外影響等）については、国外での影響が、日本国内にどのような影響を


もたらすかについて、社会科学分野が含まれる二次的な影響が中心であり、要因が複雑で、


現時点では具体的な研究事例が確認できていない。 


・その他の影響（海外影響等） [重大性：－ 、緊急性：－ 、確信度：  ] 


【基本的な施策】 


その他の影響（海外影響等）においては、気候変動が及ぼす影響は確信度が低いと評価さ


れていることから、科学的知見の集積に努める。 


（北極海航路の利活用） 


 気候変動によって北極海における海氷面積が減少していることを受け、北極海航路の利活


用の可能性について世界的な関心が高まっている。このため、海運企業等の北極海航路の利


活用に向けた環境整備を進めるとともに、日中韓物流大臣会合の枠組みに基づいて、北極海


航路に関する情報交換を通じた相互協力に努める。 


［関係府省庁］経済産業省、国土交通省、環境省 


 
第７章 国民生活・都市生活 
第１節 インフラ、ライフライン等に関する適応の基本的な施策 


○水道、交通等 


【影響】 


 近年、各地で、記録的な豪雨による地下浸水、停電、地下鉄への影響、渇水や洪水、水質


の悪化等による水道インフラへの影響、豪雨や台風による切土斜面への影響等が確認されて


いる。ただし、これらの現象が気候変動の影響によるものであるかどうかは、明確には判断


しがたい。 


気候変動による短時間強雨や渇水の頻度の増加、強い台風の増加等が進めば、インフラ・


ライフライン等に影響が及ぶことが懸念される。 


・水道、交通等 [重大性： （社／経）、緊急性：  、確信度：  ] 


【基本的な施策】 


（物流における適応策） 


 荷主と物流事業者が連携した事業継続計画（BCP）の策定を促進するため、2014 年度に作


成したガイドラインの内容を広く周知する。また、災害時に支援物資の保管を円滑に行うた


め、地方公共団体と倉庫業者等との支援物資保管協定の締結の促進や、民間物資拠点のリス


トの拡充・見直しを行う。また、鉄道貨物輸送を推進していく観点から、台風・雪崩・土砂


災害等により貨物輸送に障害が発生した場合、関係者で連携した対策を講じる。 


（鉄道における適応策） 


 ハザードマップ等に基づき、浸水被害が想定される地下駅等について、出入口、トンネル


等の浸水対策を推進するとともに、鉄道施設における大雨災害の深刻化による土砂災害等、


高潮・高波リスクの増加による海岸侵食等を防止するため、落石・なだれ対策および海岸等


保全を推進する。 


（港湾における適応策） 
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 我が国の経済及び国民生活を支える海上輸送機能を確保する観点から、浸水被害や海面水


位の上昇に伴う荷役効率の低下等に対して、係留施設、防波堤、防潮堤等について所要の機


能を維持する。また、気候変動による風況の変化に備え、クレーン等逸走対策を推進する。


災害時において港湾の物流機能を維持し、背後産業への影響を最小化するため、施設につい


て所要の機能の維持を図るとともに、企業等に対するリスク情報の提供や港湾の事業継続計


画（港湾 BCP）の策定等に取り組む。 


（空港における適応策） 


 沿岸部の空港について、人命保護の観点から、高潮等に関する浸水想定を基にハザードマ


ップを作成するとともに、災害リスクに関する情報提供のための仕組みを検討し、空港利用


者等への周知等を図る。また、近年の雪質の変化等を踏まえて空港除雪体制を検討し、再構


築を図る。 


（道路における適応策） 


 緊急輸送道路として警察、消防、自衛隊等の実動部隊が迅速に活動できるよう、安全性、


信頼性の高い道路網の整備、無電柱化等を推進する。「道の駅」においては防災機能の強化を


実施する。 


 また、災害時には早急に被害状況を把握し、道路啓開や応急復旧等により人命救助や緊急


物資輸送を支援する。併せて、通行規制等が行われている場合、ICT 技術を活用し、迅速に


情報提供する。 


（水道インフラにおける適応策） 


気候変動が水道インフラに影響を及ぼすことが懸念されることも踏まえ、水の相互融通を


含めたバックアップ体制の確保や老朽管を水害等の自然災害にも耐えられる耐震管へ更新す


るなどの水道の強靭化に向けた施設整備の推進や、施設の損壊等に伴う減断水が発生した場


合における迅速で適切な応急措置及び復旧が行える体制の整備を行うとともに、総合的な水


質管理の徹底を図る。 


（廃棄物処理施設における適応策） 


気候変動が社会インフラである廃棄物処理施設に影響を及ぼすことが懸念されることも踏


まえ、平時からの備えとして、地域の廃棄物処理システムを強靱化する観点から、市町村等


による水害等の自然災害にも強い廃棄物処理施設の整備や地域における地方公共団体及び関


係機関間の連携・支援体制の構築を推進する。 


（交通安全施設等における適応策） 


災害が発生した場合においても安全で円滑な道路交通を確保するため、交通管制センター、


交通監視カメラ、車両感知器、交通情報板等の交通安全施設の整備を推進するとともに、通


行止め等の交通規制を迅速かつ効果的に実施する。あわせて、災害発生時の停電による信号


機の機能停止を防止する信号機電源付加装置の整備を推進する。 


（調査・研究） 


気候変動がインフラ・ライフライン等に及ぼす影響については、具体的に評価した研究事


例が少なく確信度が低いことから、調査研究を進め、科学的知見の集積を図る。 


［関係府省庁］警察庁、厚生労働省、国土交通省、環境省 
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第２節 文化・歴史などを感じる暮らしに関する適応の基本的な施策 


○生物季節、伝統行事・地場産業等 


【影響】 


国民にとって身近なさくら、かえで、せみ等の動植物の生物季節の変化について報告が確


認されている。ただし、それらが国民の季節感や地域の伝統行事・観光業等に与える影響に


ついて、現時点では具体的な研究事例は確認されていない。 


さくらの開花日及び満開期間について、A1B シナリオ（1980～1999 年平均を基準とした長


期（2090～2099 年）の変化量が 1.7～4.4℃（最良推定値 2.8℃））及び A2 シナリオ（1980～


1999 年平均を基準とした長期（2090～2099 年）の変化量が 2.0～5.4℃（最良推定値 3.4℃））


の場合、将来の開花日は北日本などでは早まる傾向にあるが、西南日本では遅くなる傾向に


あること、また、今世紀中頃及び今世紀末には、気温の上昇により開花から満開までに必要


な日数は短くなることが示されている。それに伴い、花見ができる日数の減少、さくらを観


光資源とする地域への影響が予測されている。 


・生物季節      [重大性：  、緊急性：  、確信度：  ] 


・伝統行事、地場産業 [重大性： － 、緊急性：  、確信度：  ] 


【基本的な施策】 


上記の通り、気候変動が生物季節、伝統行事・地場産業等に影響を及ぼす可能性がある。


地域で適応に取り組むためには、これらの項目を適切に考慮していくことが重要であり、関


連する情報の地域への提供や関係者間の共有を進める。また、植物の開花や紅葉などの生物


季節観測を実施する。 


気候変動が伝統行事・地場産業に及ぼす影響については、具体的に評価した研究事例が少


なく確信度が低いと評価されていることから、調査研究を進め、科学的知見の集積を図る。 


［関係府省庁］国土交通省、環境省 


 


第３節 その他（暑熱による生活への影響）に関する適応の基本的な施策 


【影響】 


 都市の気温上昇は既に顕在化しており、熱中症リスクの増大や快適性の損失など都市生活


に大きな影響を及ぼしている。将来、都市化によるヒートアイランド現象に、気候変動によ


る気温上昇が重なることで、都市域ではより大幅に気温が上昇することが懸念されている。 


 日本の中小都市における 100 年あたりの気温上昇率が 1.4℃（統計期間：1931～2014 年）


であるのに対し、主要な大都市の気温上昇率は2.0～3.2℃であり、大都市において気候変動


による気温上昇にヒートアイランドの進行による気温上昇が重なっているとの報告が確認さ


れている。 


・暑熱による生活への影響 [重大性： （社／経）、緊急性：  、確信度：  ] 


【基本的な施策】 


（適応策の基本的考え方） 
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ヒートアイランド現象を緩和するため、実行可能な対策を継続的に進めるとともに、短期


的に効果が現れやすい対策を併せて実施する。また、ヒートアイランド現象の緩和には長期


間を要することを踏まえ、ヒートアイランド現象の実態監視や、ヒートアイランド対策の技


術調査研究を行う。 
（緑化や水の活用による地表面被覆の改善） 


気温の上昇抑制等に効果がある緑地・水面の減少、建築物や舗装等によって地表面が覆わ


れることによる地表面の高温化を防ぐため、地表面被覆の改善を図る。 
具体的には、大規模な敷地の建築物の新築や増築を行う場合に一定割合以上の緑化を義務


づける緑化地域制度等の活用や、住宅や建築物の整備に関する補助事業等における緑化の推


進、一定割合の空地を有する大規模建築物について容積率の割増等を行う総合設計制度等の


活用により、民有地や民間建築物等の緑化を進める。また、都市公園の整備や、道路・下水


処理場等の公共空間の緑化、官庁施設構内の緑化、新たに建て替える都市機構賃貸住宅の屋


上における緑化を推進する。さらに、都市農地は、都市の緑を形成する主要な要素になって


おり、ヒートアイランド現象の緩和など、国土・環境の保全の役割を果たしているため、都


市地域及びその周辺の地域の都市農地の保全を推進する。 
下水処理水のせせらぎ用水、河川維持用水等へのさらなる利用拡大に向けた地方公共団体


の取組の支援や、雨水貯留浸透施設の設置の推進等により、水面積の拡大を図る。 
また、路面温度上昇抑制機能を有する舗装技術等の効果検証を実施するとともに、快適な


環境の提供に資する道路緑化等を含む総合的な道路空間の温度上昇抑制に向けた取組の具体


化を図る。 
（人間活動から排出される人工排熱の低減） 


建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律（建築物省エネ法）等に基づき住宅・建


築物の省エネルギー化を推進するほか、自動車からの排熱減少に資する環境性能に優れた自


動車の普及拡大、都市鉄道・都市モノレール・新交通システム・路面電車等の整備による公


共交通機関の利用促進、エネルギー消費機器等の効率化に取り組む。また、道路ネットワー


クを賢く使い、渋滞なく快適に走行できる道路とするため、交通流対策を推進する。トラッ


クによる貨物輸送から、鉄道・内航海運による貨物輸送へのモーダルシフトを推進するとと


もに、トラック輸送についても共同輸配送等を通じて輸送の効率化を図る。さらに、官民連


携協議会を推進母体に、下水熱利用の案件形成を支援する等、下水熱の有効利用を推進する。 
（都市形態の改善（緑地や水面からの風の通り道の確保等）） 


都市を流れる「風の道」を活用する上での配慮事項等を示した「ヒートアイランド現象緩


和に向けた都市づくりガイドライン」の活用を促進することにより、広域、都市、地区のそ


れぞれのスケールに応じて、都市形態の改善や地表面被覆の改善及び人工排熱の低減等の対


策が適切に行われる都市づくりを推進する。 
また、「首都圏の都市環境インフラのグランドデザイン」及び「近畿圏の都市環境インフラ


のグランドデザイン」に基づく取組の推進、特別緑地保全地区制度等による緑地の保全、都


市山麓グリーンベルトの整備や、雨水、下水再生水利用によるせせらぎ整備等により、都市


における水と緑のネットワークの形成を推進する。 
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（ライフスタイルの改善等） 


 ライフスタイルの改善に関しては、都市の熱の発生抑制を図る観点でのライフスタイルの


改善に向けた取組の推進（市民活動による打ち水の実施、緑のカーテン等の普及推進、省エ


ネルギー製品の導入促進、夏の軽装推進等）及び自動車の効率的利用（エコドライブの推進）


を図る。 
（観測・監視体制の強化及び調査研究の推進） 


ヒートアイランド現象の観測・監視と要因分析を行い、それらの結果を「ヒートアイラン


ド監視報告」等として提供するとともに、内容を充実させる。また建築環境総合性能評価シ


ステム（CASBEE）の開発・普及促進、効果的なヒートアイランド対策のための都市計画に関


する技術の調査研究に取り組む。また、地表面の被覆や利用状況（土地利用・土地被覆）の


モニタリングと時間変化は、都市化の進展やヒートアイランド現象を評価する上で重要であ


るため、地球観測衛星「だいち」で取得されたデータで空間解像度 30ｍという細かさで土地


被覆分類図を作成し、一般へ公開している。今後は、アルゴリズムの更新等で土地被覆分類


図の高精度化を推進する。 


（人の健康への影響等を軽減する適応策の推進） 


暑熱回避行動による熱ストレスの低減を促すため、気象データより全国各地における暑さ


指数（WBGT）の実況値・予測値を算出し、ホームページにおいて他の熱中症予防情報と併せ


て公表している。 


［関係府省庁］警察庁、国土交通省、環境省等 
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第３部 基盤的・国際的施策 
 第２部に示した各分野の基本的な施策の基盤となる施策、及び第１部第２章第３節（５）


国際協力・国際貢献の推進の基本戦略を踏まえた国際的な施策について以下に示す。 
 
第１章 観測・監視、調査・研究等に関する基盤的施策 


（観測・監視） 


「地球観測の推進戦略」（平成 16 年 12 月総合科学技術会議意見具申）に基づいて設置され


た地球温暖化分野の連携拠点において、関係省庁・関係機関が連携して包括的なデータの収


集、長期継続的な観測の実現、データの利便性の向上等に取り組む。 


  地上における観測をはじめ船舶や航空機、衛星等の観測により、大気・海洋環境変動の状


況を把握し、温室効果ガス等の気候変動に関する長期的な監視情報を提供するとともに、大


雨等の異常気象の出現頻度増加及び海洋酸性化の進行等に関する詳細な情報を提供する。ま


た、引き続き全国の潮位観測施設において潮位を観測するとともに、海岸昇降検知センター


から、海面変化をはじめとする地球科学の研究に役立てるための資料を公表する。 


  全国の電子基準点で衛星測位システム（GNSS）の連続観測を実施し広域の地殻変動を監視


し、監視結果を海面水位変動の検出等の検討資料として活用する。また、人工衛星「だいち


２号」の観測データを用いて地盤変動を監視し関係機関へ情報提供する。 


観測技術を高度化するため、温室効果ガスや大気汚染物質の全球分布を測定する衛星搭載


センサを開発するとともに、海洋や極域の観測を強化する。特に、北極に関しては、「我が


国の北極政策」（平成 27 年 10 月 16 日総合海洋政策本部決定）に基づき、北極域における気


候変動に関する研究開発等の取組を推進する。また、地域の日射量、風況、温度、降雨、エ


アロゾル等を高精度で計測する。さらに、それらの影響を直接受ける生態系の変化を把握す


ることは、生態系が基盤をなす人々の暮らしや各種産業への、気候変動による影響を観測・


監視する基盤的役割を果たすと考えられる。このため、気候変動による生態系の変化等に係


るモニタリングを強化・拡充する。 


（予測技術） 


スーパーコンピュータ等を用いたモデル技術やシミュレーション技術の高度化を行い、時


間・空間分解能を高めるとともに発生確率を含む気候変動予測情報を創出する。また、気候


予測の高解像度化を検討する。 


  最新の数値シミュレーション技術を応用して、温暖化の進行に伴う我が国の気候の将来変


化の予測を実施し、大雨等の極端な現象の解析も含め、詳細な情報を「地球温暖化予測情報」


等として提供するほか、気候予測の高度化に努める。 


  最新の気候変動予測データや、全球気候モデルのダウンスケーリングを活用することで、


洪水や高潮による将来の外力の変化を分析する。また、港湾において局地気象モデルを取り


入れた高精度な高潮・高波モデルを構築する。 


 （調査・研究） 


  土地固有の自然災害リスクの評価等に資するため、国土調査法に基づき、土地本来の自然


地形や地質、過去の土地利用変化や災害履歴等の情報を集約した「国土調査（土地分類基本
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調査）」、及び表流水・地下水に関する基本的な情報を収集した「国土調査（水基本調査）」を


着実に整備し提供する。 


適応と相乗効果をもたらす施策や適応を含む複数の政策目的を有する施策に関する調査研


究、気候変動の影響、コスト、社会の脆弱性に関する調査研究、適応策の経済性評価や、社


会や環境に与える影響に関する調査研究、生態系を活用した適応策に関する知見収集を進め


る。 


観測データベースの整備や、多様なデータを共通的に使用可能とするための情報基盤の整


備に関する研究開発を推進する。 


海外の気候変動の影響評価や適応計画等の適応の取組に関する調査研究を進める。 


  積雪寒冷地における気候変動の影響について、急速に発達する低気圧に伴う吹雪や視程障


害等の変動傾向、ダム流域における積雪・融雪量の把握手法、河川環境及び水資源・水利用


への影響等に関する調査を行う。 


北海道等の積雪地において、温暖化に伴い、融雪期の急激な気温上昇に起因する急速な融


雪や降雨によって土砂災害が頻発することが予想されるため、融雪量の高精度な予測により


斜面の安定性を評価する手法を検討する。 


［関係府省庁］内閣府、総務省、文部科学省、農林水産省、国土交通省、環境省等 


 
第２章  気候リスク情報等の共有と提供に関する基盤的施策 


気候リスク情報等は、各主体が適応に取り組む上での基礎となるものであることを踏まえ、


多種多様な気候リスク情報等の収集と体系的な整理を行うための気候変動適応情報にかかる


プラットフォームについて関係府省庁において検討を行う。その際「科学技術イノベーショ


ン総合戦略 2015」（平成 27 年６月 19 日閣議決定）において経済・社会的課題の解決に向け


た重要な取組として位置づけられた地球環境情報プラットフォームの活用も含めて検討する。 


関係府省庁は、各府省庁や試験研究機関等が保有するデータベース等の情報基盤を有機的


に活用して、気候リスク情報等を各主体が活用しやすい形で提供することに加え、利用者の


ニーズに応じて影響評価や適応策の立案を容易化する支援ツールを開発・運用すること、ま


た優良事例の収集・整理・提供を行うことに努める。また、これらの取組を通じ、科学的知


見と政策立案との橋渡しを行う機能の構築を図る。 


関係府省庁は、相互に連携して、気候リスク情報等について、シンポジウムやパンフレッ


ト等の刊行物、インターネットなどを通じ、わかりやすく国民各層に伝える普及啓発活動を


推進する。 


幅広い主体に適応の意義や具体的に取るべき行動をわかりやすく伝える人材等の育成を行


う。 


 まちづくり・地域づくりや民間投資の検討に資するよう、様々な規模の外力による浸水想


定を作成するとともに、床上浸水の頻度や人命に関するリスクの有無等の災害リスク情報や


具体的な被災事例を、地方公共団体、企業、住民等の受け手にわかりやすい形で提示する。


また、雨量の増大や河川水位の上昇等の進行に応じた危険の切迫度が住民に伝わりやすくな


るよう、これらを早い段階から時系列で提供する。 
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 大規模災害に対する事前の備えや災害時応急対応等の防災施策の円滑かつ適切な実施に資


するため、災害発生後速やかに被災地域の空中写真撮影を行い、関係機関に提供するととも


に、災害分析の基礎情報として活用するため、国の基本図である電子国土基本図や国土数値


情報等の地理空間情報の整備、更新、提供を行う。 
［関係府省庁］内閣府、文部科学省、農林水産省、国土交通省、環境省等 


 
第３章  地域での適応の推進に関する基盤的施策 


地方公共団体における適応の取組を促進するため、先行的な適応の取組を実施している地


方公共団体において気候変動影響評価の実施や適応計画の策定を支援するモデル事業を行う。


また、モデル事業を通じて得られた知見をもとに適応計画の策定手順や課題等を整理してガ


イドラインを策定し、他の地方公共団体への展開を図る。 


地方公共団体等と協力し、例えば、地域の特産品に対する気候変動の影響などの地域固有


の情報を収集し、これらの情報も活用して、地域の適応に関する調査研究を推進する。また、


地域の住民、NPO、事業者等が有する身近な自然環境の状況等に関する情報について、当該


情報を有する主体の協力を得て把握・共有を図る。 


第２章で述べた気候変動適応情報にかかるプラットフォーム等において、ダウンスケーリ


ング等による高解像度のデータなど地域が必要とする様々なデータ・情報にもアクセス可能


とするとともに、地方公共団体が活用しやすい形で情報を提供する。また、地方公共団体が


影響評価や適応計画の立案を容易化する支援ツールの開発・運用や優良事例の収集・整理・


提供を行う。 


地方公共団体等と協力し、地域のシンポジウムや刊行物等を通じ、地域が直面する気候変


動の影響や、一人一人が実践できる適応の取組等に関する科学的・専門的な知見をわかりや


すく伝える普及啓発活動を推進する。さらに、様々な人材育成プログラムに適応を組み込む


ことを推進しながら、地域コミュニティー等において、気候変動の影響や適応に関する知識


を有し普及啓発等を行うことのできる人材等の育成を推進する。 


地方における気候変化の観測結果や将来予測を定期的にとりまとめ情報を発信する。 


地方公共団体等と連携し、温暖化による影響等のモニタリングを行い、農業生産現場での


高温障害など地球温暖化によると考えられる影響及び適応策をとりまとめ、「地球温暖化影響


調査レポート」等により情報を発信する。 


 気候変動や気象災害に関する知識の普及啓発のため、気候講演会や防災気象講演会等を開


催する。また、防災知識の普及啓発のため、学校における防災教育の取組の支援、浸水想定


やハザードマップの公表の機会を活用した説明会や報道機関等を通じた啓発の実施、河川協


力団体や住民等による河川環境の保全等の活動の支援を行う。土砂災害に対する正確な知識


の普及のため、実践的な防災訓練や、児童、生徒への防災教育、住民への講習会、地方公共


団体等職員等への研修等を推進する。さらに、水の有効利用を促進するために、水の重要性


や大切さについて国民の関心や理解を深めるための教育、普及啓発活動等を行う。また、気


候変動と生物多様性及び生態系サービスの関係に係る情報の共有と普及啓発を行う。 


［関係府省庁］総務省、文部科学省、農林水産省、国土交通省、環境省等 
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第４章  国際的施策 


（開発途上国への支援） 


気候変動に脆弱な小島嶼開発途上国を含む開発途上国への支援については、各国のニーズ


や政策的優先課題を念頭に、ジェンダー配慮や地域住民の参加の促進等の気候変動枠組条約


の決定に基づく国別の適応計画の策定に関するガイドライン、ガイダンスに沿うよう留意し


つつ、我が国の適応計画策定の経験を踏まえ、相手国政府・関係機関との連携体制づくり等


を通じて、途上国における気候変動影響評価や適応計画策定への協力を行う。また、例えば


アジア沿岸地域の塩害農地において農作物の品種改良を通じた生産性向上を図る等、日本企


業の技術を活用して気候変動への脆弱性を克服しつつ持続可能な産業を確立し、生計維持を


支援する取組を推進する。 


気候変動の影響によりリスクが増大することが予測される、水資源・防災、食料・農業、


自然環境・生態系等の多様な分野において、我が国の技術や経験を活用しながら適応策の実


施を支援する。 


 特に小島嶼開発途上国に対しては、我が国の経験・ノウハウ等を共有するとともに、必要


となる機材供与を通じて総合的な支援を実施する。 


気候変動の影響によりリスクが増大することが予測される洪水等への対応については、災


害対策や災害復旧スタンド・バイ借款38等により、ハード・ソフト両面からの防災能力の強化、


迅速な復旧の支援を行う。水災害が懸念されるアジアの代表流域を対象に、気候変動も考慮


に入れた水災害リスク評価を行い、適応のための計画立案に必要な情報を提供する。 


干ばつについても気候と関連する自然災害であり、特に乾燥及び半乾燥地域における干ば


つに対する強靱性の強化を支援する。 


港湾・海岸については、開発途上国の技術者を対象とした気候変動の影響・対策に関する


研修を実施する。気候変動に伴う海岸侵食については、サンゴ礁・マングローブ林など地域


の生態系を活用した海岸保全の提案等を実施する。防災協働対話の推進、地球観測データ・


気候変動予測データの提供、産官学一体となった技術・ノウハウの提供等を通じ、我が国の


技術を適応分野での国際協力に活用する。 


アジア、アフリカ、小島嶼開発途上国等の途上国の適応行動に対する我が国の技術や製品


の提供を通じた貢献のあり方、事業化の可能性等について調査を進めてきたところであり、


引き続き途上国の適応行動への支援のあり方、事業化の可能性等について調査を実施する。


また、成果について、日本国内、世界に向けて引き続き発信する。 


［関係府省庁］外務省、文部科学省、経済産業省、国土交通省、環境省等 


 


（国際枠組みを通じた支援・貢献） 


我が国が 15 億ドルの拠出を行っている緑の気候基金（GCF）は、開発途上国に対する緩和


と適応への支援を 50:50 に資金配分し、適応のうち LDC、小島嶼開発途上国、アフリカに適


                                            
38開発途上国における災害発生後の復旧段階で発生する資金需要に対し迅速な支援を行うべく、災害発生時に借入


国からの要請をもって速やかに融資を実行できるよう、災害発生に備えて融資枠に合意する円借款制度 
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応の資金の少なくとも 50％を配分することが GCF 理事会において決定されていることから、


実際に気候変動に脆弱な国における適応案件に資金が配分されるよう積極的に取り組んでい


く。 


アジア太平洋適応ネットワーク（APAN）、世界適応ネットワーク（GAN）等の国際ネットワ


ークを通じ、我が国の経験・知見等を広く共有することにより、適応分野の人材育成に貢献


する。また、気候変動下での食料安全保障への影響を地図化する（AMICAF）体制の整備を南


南協力の仕組みも活用して行うことにより、適応策の普及を図る。 


IPCC 第６次評価報告書の作成に向けて、IPCC 総会や各種会合への我が国の専門家の派遣を


通じた知見の提供、我が国からの報告書執筆者の輩出及び執筆者の活動の支援などを推進し、


IPCC の活動及び報告書作成へ貢献していく。 


国際標準化機構（ISO）等における適応に関する国際規格化について、議論の動向を把握し


つつ、我が国の経験や技術等を踏まえて貢献していく。 


海面上昇の監視等を目的として、国際的な VLBI（超長基線電波干渉法）観測へ参画すると


ともに、より高精度な観測等を目標とする新たな VLBI 観測を推進する。さらに、地球環境問


題の解明と対策立案に資するために、世界の地理空間情報当局と協働し全球陸域の基盤的な


地理空間情報（地球地図）の整備更新を行う。 


［関係府省庁］外務省、財務省、文部科学省、農林水産省、経済産業省、国土交通省、環境


省等 
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添付資料 気候変動の影響評価の取りまとめ手法 
（気候変動影響評価報告書で用いられた取りまとめ手法） 


 
１．基本的な考え方 
「重大性」「緊急性」「確信度」の３つについて、表１の小項目の単位ごとに評価した。分野


ごとの特性もあり、一律機械的・定量的な評価基準を設定することは難しいことから、「重大


性」「緊急性」「確信度」の判断において分野共通的な目安は示しつつも、各ワーキンググル


ープ（WG）において科学的知見に基づく専門家判断（エキスパート・ジャッジ）により行っ


た。 


 


２．評価の観点 
・重大性：社会、経済、環境の３つの観点で評価した。 


 ・緊急性：影響の発現時期、適応の着手・重要な意思決定が必要な時期の２つの観点で  


評価した。 


 ・確信度：IPCC 第５次評価報告書の確信度の考え方をある程度準用し、研究・報告のタイ


プ（モデル計算などに基づく定量的な予測／温度上昇度合いなどを指標とした予測／定


性的な分析・推測）、見解の一致度の２つの観点で評価した。研究・報告の量そのものが


かなり限定的（１～２例）である場合は、その内容が合理的なものであるかどうかによ


り判断した。 


 


 


表１ 分野・項目の分類体系 


分野 大項目 小項目 


農業・林業・水産業 農業 水稲 


野菜 


果樹 


麦、大豆、飼料作物等 


畜産 


病害虫・雑草 


農業生産基盤 


林業 木材生産（人工林等） 


特用林産物（きのこ類等） 


水産業 回遊性魚介類（魚類等の生態） 


増養殖等 


水環境・水資源 水環境 湖沼・ダム湖 


河川 


沿岸域及び閉鎖性海域 


水資源 水供給（地表水） 


水供給（地下水） 


水需要 
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分野 大項目 小項目 


自然生態系 陸域生態系 高山帯・亜高山帯 


自然林・二次林 


里地・里山生態系 


人工林 


野生鳥獣による影響 


物質収支 


淡水生態系 湖沼 


河川 


湿原 


沿岸生態系 亜熱帯 


温帯・亜寒帯 


海洋生態系  


生物季節  


分布・個体群の変動  


自然災害・沿岸域 河川 洪水 


内水 


沿岸 海面上昇 


高潮・高波 


海岸侵食 


山地 土石流・地すべり等 


その他 強風等 


健康 


 


冬季の温暖化 冬季死亡率 


暑熱 死亡リスク 


熱中症 


感染症 水系・食品媒介性感染症 


節足動物媒介感染症 


その他の感染症 


その他  


産業・経済活動 製造業  


エネルギー エネルギー需給 


商業  


金融・保険  


観光業 レジャー 


建設業  


医療  


その他 その他（海外影響等） 


国民生活・都市生活 都市ｲﾝﾌﾗ、ﾗｲﾌﾗｲﾝ等 水道、交通等 


文化・歴史などを感じる暮らし 生物季節、伝統行事・地場産業等 


その他 暑熱による生活への影響等 
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 ＜重大性の評価の考え方＞ 


・ 重大性の評価では、IPCC 第５次評価報告書の主要なリスクの特定において基準として用


いられている以下の「IPCC 第５次評価報告書における主要なリスクの特定の基準」に掲げ


る要素のうち、緊急性として評価を行う「影響のタイミング」、適応・緩和などの対応策


の観点が加わる「適応あるいは緩和を通じたリスク低減の可能性」を除く４つの要素を切


り口として、英国 CCRA39の考え方も参考に、「社会」「経済」「環境」の３つの観点から評


価を行った。 


・ 評価に当たっては、研究論文等の内容を踏まえるなど科学に基づいて行うことを原則と


しつつ、表２で示した評価の考え方に基づき、専門家判断（エキスパート・ジャッジ）に


より、「特に大きい」又は「『特に大きい』とは言えない」の評価を行った。 


・ また、現状では評価が困難なケースは「現状では評価できない」とした。 


・ なお、「適応あるいは緩和を通じたリスク低減の可能性」について、緩和を通じたリスク


低減の可能性は、取りまとめた影響ごとに評価することは困難であることから検討を行


わないが、適応を通じたリスク低減の可能性については、参考情報として必要に応じて


記述した。 


 


○ IPCC 第５次評価報告書における主要なリスクの特定の基準 


・影響の程度（magnitude） 


・可能性（probability） 


・不可逆性（irreversibility） 


・影響のタイミング（timing）  


・持続的な脆弱性又は曝露（persistent vulnerability or exposure） 


・適応あるいは緩和を通じたリスク低減の可能性 


（limited potential to reduce risks through adaptation or mitigation） 


 
 
 
 
 
 
 
 


                                            
39 英国の気候変動リスク評価(CCRA: Climate Change Risk Assessment） 
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表２ 重大性の評価の考え方 


評価の 
観点 


評価の尺度（考え方） 最終評価の 
示し方 


特に大きい 「特に大きい」とは言えない 


  以下の切り口をもとに、社会、経済、環境の観点で重大性を判断する 


 影響の程度（エリア・期間） 


 影響が発生する可能性 


 影響の不可逆性（元の状態に回復することの困難さ） 


 当該影響に対する持続的な脆弱性・曝露の規模 


重大性の程度


と、重大性が


「 特 に 大 き


い 」 の 場 合


は、その観点


を示す 


１.社会 以下の項目に１つ以上当てはまる 


 人命の損失を伴う、もしくは健康面の負荷の程


度、発生可能性など（以下「程度等」という）が


特に大きい 


例）人命が失われるようなハザード（災害）が起


きる 


多くの人の健康面に影響がある 


 地域社会やコミュニティへの影響の程度等が特に


大きい 


例）影響が全国に及ぶ 


影響は全国には及ばないが、地域にとって深刻な


影響を与える 


 文化的資産やコミュニティサービスへの影響の程


度等が特に大きい 


例）文化的資産に不可逆的な影響を与える 


国民生活に深刻な影響を与える 


「特に大きい」の判断に当ては


まらない 


２.経済 以下の項目に当てはまる 


 経済的損失の程度等が特に大きい 


例）資産・インフラの損失が大規模に発生する 


多くの国民の雇用機会が損失する 


輸送網の広域的な寸断が大規模に発生する 


「特に大きい」の判断に当ては


まらない 


 


 


 
３.環境 以下の項目に当てはまる 


 環境・生態系機能の損失の程度等が特に大きい 


例）重要な種・ハビタット・景観の消失が大規模


に発生する 


生態系にとって国際・国内で重要な場所の質が著


しく低下する 


広域的な土地・水・大気・生態系機能の大幅な低


下が起こる 


「特に大きい」の判断に当ては


まらない 
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＜緊急性の評価の考え方＞ 


・ 緊急性に相当する要素として、IPCC 第５次評価報告書では「影響の発現時期」に、英国


CCRA40では「適応の着手・重要な意思決定が必要な時期」に着目をしている。これらは異


なる概念であるが、ここでは、双方の観点を加味し、どちらか緊急性が高いほうを採用


することとした。なお、適応には長期的・継続的に対策を実施すべきものもあるため、


「適応の着手・重要な意思決定が必要な時期」の観点においては、対策に要する時間を考


慮する必要がある。 


・ また、現状では評価が困難なケースは「現状では評価できない」とした。 


 


表３ 緊急性の評価の考え方 


評価の観点 
評価の尺度 最終評価の 


示し方 緊急性は高い 緊急性は中程度 緊急性は低い 


１.影響の発


現時期 


既に影響が生じて


いる。 


2030 年頃までに影


響が生じる可能性


が高い。 


影響が生じるのは


2030 年頃より先の


可能性が高い。又


は不確実性が極め


て大きい。 


１及び２の双方の


観点からの検討を


勘案し、小項目ご


とに緊急性を３段


階で示す。 


 ２.適応の着


手 ・ 重 要 な


意 思 決 定 が


必要な時期 


できるだけ早く意


思決定が必要であ


る。 


2030 年頃より前に


重大な意思決定が


必要である。 


2030 年頃より前に


重大な意思決定を


行 う 必 要 性 は 低


い。 


 


                                            
40 英国の気候変動リスク評価(CCRA: Climate Change Risk Assessment） 
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＜確信度の評価の考え方＞ 


・ 確信度の評価は、IPCC 第５次評価報告書では基本的に以下に示すような「証拠の種類、量、


質、整合性」と「見解の一致度」に基づき行われ、「非常に高い」「高い」「中程度」「低


い」「非常に低い」の５つの用語を用いて表現される。 


証拠の種類：現在までの観測・観察、モデル、実験、古気候からの類推などの種類 
証拠の量：研究・報告の数 
証拠の質：研究・報告の質的内容（合理的な推定がなされているかなど） 
証拠の整合性：研究・報告の整合性（科学的なメカニズム等の整合性など） 
見解の一致度：研究・報告間の見解の一致度 


 


 


図１：証拠と見解の一致度の表現とその確信度との関係。確信度は右上にいくほど増す。一


般に、整合性のある独立した質の高い証拠が複数揃う場合、証拠は最も頑健となる。 


出典：統一的な不確実性の扱いに関する IPCC 第５次評価報告書主執筆者のためのガイダンスノート 


（2010 年、IPCC） 


 


・ ここでは、IPCC 第５次評価報告書と同様「証拠の種類、量、質、整合性」及び「見解の一


致度」の２つの観点を用いる。「証拠の種類、量、質、整合性」については、総合的に判


断することとなるが、日本国内では、将来影響予測に関する研究・報告の量そのものが


IPCC における検討に比して少ないと考えられるため、一つの考え方・物差しとしては、


定量的な分析の研究・報告事例があるかどうかという点が判断の材料になりうる。 


・ 評価の段階として、十分な文献量を確保できない可能性があることから、「高い」「中程


度」「低い」の３段階の評価とした。 


・ なお、確信度の評価の際には、前提としている気候予測モデルから得られた降水量など


の予測結果の確からしさも踏まえた。 


・ また、現状では評価が困難なケースは「現状では評価できない」とした。 
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表４ 確信度の評価の考え方 


評価の視点 
評価の段階（考え方） 最終評価の 


示し方 確信度は高い 確信度は中程度 確信度は低い 


IPCC の確信度の


評価 


○研究・報告の


種類・量・質・


整合性 


○研究・報告の


見解の一致度 


IPCC の確信度の


「高い」以上に相


当する。 


 


IPCC の確信度の


「中程度」に相当


する。 


IPCC の確信度の


「低い」以下に相


当する。 


IPCC の確信度


の評価を使用


し、小項目ご


とに確信度を


３ 段 階 で 示


す。 


 


 


 








 


気候変動の影響への適応計画（案）に対する意見募集の結果概要について 


 


■ 実施方法：電子政府の総合窓口(e-Gov)及び環境省の Webページに掲載して公募 


 


■ 意見募集期間：平成 27年 10月 23日(金)～11 月６日(金) 


 


■  意見提出方法：電子メール・ファックス・郵送のいずれか 


 


■ 意見総数：23団体・個人 87件 


       ※とりまとめの都合上、内容を適宜要約及び統合させていただいております。 
 


■  結果：別紙のとおり 


資料１－３ 







1 


 


 


 


 


NO 該当箇所 御意見の概要 件数 御意見に対する考え方 


1 全般 適応計画（案）の策定を評価する（時宜にかなって


いる、意義があるなど）。 


５件 ご意見ありがとうございます。 


2 全般 気候変動の影響が、直接、国民生活や社会・経済生


活に及んでいくことが想定されるため、国民それぞ


れが気候変動の影響とそれに対する適応策の重要


性を認識した上で、具体的な議論を行うべきであ


る。また、今後、適応問題の重要性を幅広い層に認


識・理解してもらうため、積極的な情報発信・提供


を行っていくべきである。 


４件 第１部第２章第３節基本戦略③において「地方公共団体、事業者、


国民などの各主体が、気候変動及びその影響についてより正確に


理解することが、適応を効果的に進める上で重要である。」として


おります。また、普及啓発や広報活動を通じて、気候変動及びそ


の理解を促進する必要がある旨を記載しています。 


3 全般 適応策の財源は、一般財源でまかない、地球温暖化


対策税収を充てるべきではない。 


３件 地球温暖化対策税は、課税による経済的インセンティブを活用し


て化石燃料に由来するＣＯ２の排出抑制を進めるとともに、その


税収を活用して再生可能エネルギーや省エネ対策を始めとするエ


ネルギー起源ＣＯ２排出抑制対策を強化するために創設されたも


のです。この税収を活用して、省エネルギー対策、再生可能エネ


ルギー普及、化石燃料のクリーン化・効率化などのエネルギー起


源ＣＯ２排出抑制の諸施策を着実に実施していくこととしており


ます。 


4 全般 事業者や国民には適応策の法的義務を負わせるべ


きではない。 


３件 今後の参考とさせていただきます。 


お寄せいただいた御意見の概要と御意見に対する考え方 
別紙 







2 


 


NO 該当箇所 御意見の概要 件数 御意見に対する考え方 


5 全般 本計画は、法律に基づく計画とすべきである。 ２件 今後の参考とさせていただきます。 


6 全般 長期の維持管理が必要となるストックを基盤とし、


被害をうけたときの影響範囲が大きいと考えられ


る社会資本関連企業については、企業の適応計画の


策定を義務づける必要がある。リスク管理の一環と


して、避けることができない。 


１件 今後の参考とさせていただきます。 


7 全般 地域の情報を収集する仕組みを早急に確立する必


要がある。 


１件 例えば、第３部第３章「地域での適応の推進に関する基盤的施策」


において、「気候変動適応情報にかかるプラットフォーム等におい


て、ダウンスケーリング等による高解像度のデータなど地域が必


要とする様々なデータ・情報にもアクセス可能とするとともに、


地方公共団体が活用しやすい形で情報を提供する。また、地方公


共団体が影響評価や適応計画の立案を容易化する支援ツールの開


発・運用や優良事例の収集・整理・提供を行う」等と記載してお


ります。こうした取組を通じ様々な情報の収集に努めてまいりた


いと考えております。 


8 全般 災害避難計画の策定と大規模避難訓練の実施を求


める。 


１件 例えば、第２部第４章第１節「２）施設の能力を上回る外力に対


する減災対策」において、「浸水対策計画の策定の推進」を記載し


ており、第２節「１）港湾」において、「堤外地の企業等や背後地


の住民の避難に関する計画の作成、訓練の実施等を促進する。」


と記載しております。 
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NO 該当箇所 御意見の概要 件数 御意見に対する考え方 


9 第１部第１


章背景及び


課題 


気候変動に関する政府間パネル(IPCC)の報告書で


気候システムの温暖化は疑う余地がないとされて


いることを前提に本案は策定されているが、本当に


疑う余地はないのか。 


１件 IPCC第５次評価報告書統合報告書は、800名以上の専門家が30,000


点を超える科学的文献をレビューして執筆され、最新の科学的知


見を集めた報告書であり、日本政府も含め IPCCに参加している世


界 195カ国が承認しております。 


IPCC第５次評価報告書統合報告書 SPM1.1 において「気候システム


に対する人為的影響は明らかであり、近年の人為起源の温室効果


ガス排出量は史上最高となっている。近年の気候変動は、人間及


び自然システムに対し広範囲にわたる影響を及ぼしてきた」と記


載されております。また、SPM2.2 において「地上気温は、評価さ


れた全ての排出シナリオにおいて 21世紀にわたって上昇すると予


測される。多くの地域で、熱波はより頻繁に発生しまたより長く


続き、極端な降水がより強くまたより頻繁となる可能性が非常に


高い。海洋では温暖化と酸性化、世界平均海面水位の上昇が続く


だろう。」と記載されております。 


10 


 


第１部第１


章背景及び


課題 


６ページ「こうした気候変動…」の直後に、過去


100年の温度上昇について、その大半についてはそ


れと気づかず適応してきたこと、今後も同様な無意


識な適応が続くことは確実であるが、地球温暖化の


進行によってより意識的な適応が必要な場面が現


れる懸念があることを追加するべき。 


１件 「はじめに」９行目に以下の内容（下線部）を加筆します。 


「気候変動に関する政府間パネル（IPCC）の第５次評価報告書に


おいては、歴史を通じて人々や社会は、成功の程度にばらつきは


あるものの、気候、気候の変動性及び極端現象に順応し対処して


きたことが指摘されている。一方、同報告書においては 1950 年代


以降、観測された変化の多くは数十年から数千年間にわたり前例


のないものであること、また、」 
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NO 該当箇所 御意見の概要 件数 御意見に対する考え方 


11 第１部第１


章背景及び


課題 


６ページ１-２行目の「日降水量 100mm以上、200mm


以上の日数に 1901～2013 年において増加傾向が明


瞭に現れる一方で、」の「増加傾向が明瞭に現れる」


は、「統計的に有意な増加傾向が見られる」くらい


が適当で、自然の変動が大きく、地球温暖化との因


果関係は明確ではないことにも言及しておくべき


である。 


１件 当該部分は平成 27年３月に中央環境審議会により取りまとめられ


た「日本における気候変動による影響の評価に関する報告と今後


の課題について（意見具申）」からの引用であり、「増加傾向が明


瞭に現れる」は適当と考えております。 
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NO 該当箇所 御意見の概要 件数 御意見に対する考え方 


12 第１部第１


章背景及び


課題 


６ページ 14-15 行目の「強い台風の発生数、台風の


最大強度、最大強度時の降水強度の増加などの予測


も示されている」について、確度に言及せずに単に


併記するのは不適切である。 


１件 頂いたご意見を踏まえ、６ページのご指摘の箇所に以下の注釈を


追加します。 


「IPCC 第 5 次評価報告書第 1作業部会報告書 表 SPM.1 において


は、21世紀末に強い熱帯低気圧の活動度の増加について、北西太


平洋と北大西洋でどちらかと言えば可能性が高い（確率 50～100%）


と示されている。また、IPCC第 5次評価報告書第１作業部会報告


書図 TS.26においては、A1B に似たシナリオの下で 2000～2019 年


と比べた 2081～2100年の予測平均値を見ると、北西太平洋ではカ


テゴリー４及び５の熱帯低気圧の年間発生頻度、寿命最大強度


(LMI、低気圧の寿命中に到達した最大強度)の平均、LMI の時点に


おける低気圧の中心から 200km以内の降水量について、増加する


ことが示されている。」 


なお、ご指摘のとおり、３つの指標の予測結果には確度に差があ


りますが、それを本文中で簡潔に表現するのは難しいため、本文


は原案通りといたします。読者は注釈に従って図 TS.26 を参照す


ることによって３つの指標の予測の確度について追加的な情報を


得ることができると考えます。また、台風によるものを含めて大


雨が増加する予測の確度が高いという認識は、第４章第１節の水


害に関する適応の基本的な施策に適切に反映されていると考えま


す。 
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NO 該当箇所 御意見の概要 件数 御意見に対する考え方 


13 第１部第１


章背景及び


課題 


８ページ脚注６は IPCCによる adaptation（適応）


の定義であることを明示するのが良いと思われる。


原文２行目の「課程」は「過程」の誤り。 


１件 ８ページ脚注６に「適応は」を追加します。 


「過程」と訂正します。 


14 第１部第１


章背景及び


課題 


８-９ページ、脚注７「RCP8.5シナリオに相当する


二酸化炭素換算濃度は 1,000ppm超であり、21世紀


にわたり（1850～1900 年と比べて）気温上昇が 4℃


未満にとどまる確率は 50%未満である」の 50%未満


は 50%程度（33～66%）の誤り。 


１件 当該記載は IPCC第５次評価報告書第３作業部会報告書表 SPM.1に


基づき記載したものです。このことを明示するため、８ページ脚


注８中「IPCC 第５次評価報告書」を「IPCC 第 5 次評価報告書第 3


作業部会報告書表 SPM.1」に修正します。 


15 第１部第２


章基本的な


方針 


各主体へ気候変動の影響をわかりやすく伝えるた


めのウェブサイトを作成することを記述されたい。 


１件 第３部第２章「気候リスク情報等の共有と提供に関する基盤的施


策」において、「多種多様な気候リスク情報等の収集と体系的な整


理を行うための気候変動適応情報にかかるプラットフォームにつ


いて関係府省庁において検討を行う。」としており、同第３章「地


域での適応の推進に関する基盤的施策」において、「気候変動適応


情報にかかるプラットフォーム等において、ダウンスケーリング


等による高解像度のデータなど地域が必要とする様々なデータ・


情報にもアクセス可能とするとともに、地方公共団体が活用しや


すい形で情報を提供する。」と記載しております。 







7 


 


NO 該当箇所 御意見の概要 件数 御意見に対する考え方 


16 第１部第２


章基本的な


方針 


本文中の「計画において、いかなる気候変動の影響


が生じようとも、気候変動の影響への適応策の推進


を通じて社会システムや自然システムを調整する


ことにより・・・・」を「計画において、工業化前


からの地球平均気温上昇を２℃未満にとどめるこ


とを目標とした緩和策を講じつつ、いかなる気候変


動の影響が生じようとも」と「２℃目標」を目指す


べき社会の姿に位置づけること。また、目指すべき


社会の姿を描くにあたっては「温室効果ガス排出削


減が気温上昇を２℃未満に抑制するために十分な


水準に至らない場合、求められる適応策の範囲及び


程度、費用が大きくなることを認識する。」ことを


盛り込むこと。 


２件 「日本の約束草案」（平成 27 年 7 月 17 日 地球温暖化対策推進本


部決定）において「気候変動枠組条約の究極目的の実現に向けて、


世界の気温上昇を 2℃以下に抑えるためには、世界全体で長期的な


削減に向けた対策を行うことが不可欠である。我が国の約束草案


は、IPCC第 5次評価報告書で示された、2℃目標達成のための 2050


年までの長期的な温室効果ガス排出削減に向けた排出経路や、我


が国が掲げる『2050年世界半減、先進国全体 80％減』との目標に


整合的なものである。我が国は、約束草案に掲げた自らの温室効


果ガスの排出削減に向けた取組と、将来にわたって講じる、低炭


素技術の開発・普及や社会経済構造の低炭素化などの取組により、


長期的な削減に積極的に貢献していく。」こととしています。 


 


17 第１部第２


章基本的な


方針 


強靱性の定義は記載されているが、脆弱性、対応力、


適応能力等の用語の定義がなされていない。 


１件 ご意見を踏まえ、脆弱性と曝露について、注釈に記載いたします。 


 


18 第１部第２


章基本的な


方針 


適応と相乗効果をもたらす施策の推進について、地


域資源に及ぼす気候変動の影響等に鑑み、地方創生


にさらに踏み込んだ記述をされたい。 


１件 第１部第２章第３節（４）「地域での適応の推進」において、「適


応を契機として、各地域がそれぞれの特徴を活かした新たな社会


の創生につなげていく視点も重要である。」と記載しております。 
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NO 該当箇所 御意見の概要 件数 御意見に対する考え方 


19 第１部第２


章基本的な


方針 


適応技術の開発について、適応策の導入主体とし


て、地域の役割が大きいことから、地域の主体に活


用可能な適応技術であることが望ましいことを記


述されたい。 


１件 第１部第２章第３節（１）（iv）「適応技術の研究開発・普及」に


おいて、「適応策を推進していくためには、目指すべき社会の姿を


念頭に置いた上で、研究成果をいかに社会に実装していくかとい


う視点をもちながら、適応に資する技術の研究開発や普及を、官


民が連携して推進していくことが重要である。」と記載しておりま


す。 


20 第１部第２


章基本的な


方針 


多岐にわたる各種政策を全体として効率的に推進


する観点から、政府の関係府省庁で実施する気候変


動の影響と関わりある施策に、計画的に適応を組み


込んでいくとの考え方に賛成する。 


１件 今後の参考とさせていただきます。 


21 第１部第２


章基本的な


方針 


温暖化防止への取組を怠った場合は、次善の策とし


て適応策をとるが、強い影響が残ることがありうる


ことを明確にするべきである。 


１件 第１部第２章第１節において、すでに現れている影響への適応策


をできるだけ速やかに講じるとともに、気候変動に対する長期的


なリスク管理の視点から、緩和に加え適応についても強化してい


く必要がある旨を記載しております。 


22 第１部第２


章基本的な


方針 


財政上の制約を考慮し、効率的・効果的に適応策を


行うことが重要である。「国等の財政上の制約を踏


まえて適応策を行うことが重要である。」、「不確実


性を考慮しつつ、費用対効果の高い取組みや他の施


策との相乗効果のあるものを行うことが有効であ


る。」との考え方を盛り込むべきである。 


１件 ご指摘の趣旨については、第１部第２章第３節（ⅱ）（ⅲ）の中で


記載しております。 
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NO 該当箇所 御意見の概要 件数 御意見に対する考え方 


23 第１部第２


章基本的な


方針 


第１部第２章第３節（１）における「適応策自体が


環境に負荷を与えるものとならないよう自然環境


の保全・再生・創出に配慮すること、目的や地域特


性に応じて、自然環境が有する多様な機能も活用す


ることが重要である。」との内容をもう少し強く説


明するべきである。 


１件 本計画に基づき適応策を推進する際には、ご指摘の内容について


考慮してまいります。 


24 第１部第２


章基本的な


方針 


住民の中に温暖化の影響が安易に適応策によって


回避できるという誤解を生ませない配慮が必要で


ある。また、温暖化防止自体が社会に浸透していな


い。 


１件 第１部第２章第１節において、すでに現れている影響への適応策


をできるだけ速やかに講じるとともに、気候変動に対する長期的


なリスク管理の視点から、緩和に加え適応についても強化してい


く必要がある旨を記載しております。また、第１部第２章第３節


基本戦略③を踏まえて、第３部第２章を通じて温暖化防止につい


ても国民の皆様の理解を深めてまいります。 


25 第１部第２


章基本的な


方針等 


国と地方自治体等の明確な役割分担や責任を明示


するべきである。 


３件 本計画では政府が地方公共団体等における適応の取組を促進する


ための施策を記載しております。 


26 第１部第２


章基本的な


方針 


政府は地方公共団体の適応の取組を指導するべき。 ２件 本計画では地方公共団体などの適応の理解・取組の促進に重点を


置いております。 


27 第１部第２


章基本的な


方針 


「不確実性」について、どのような不確実性がある


のか、気候科学の不確実性がどの程度あるのか、環


境影響の不確実性はそれ以上に大きいこと、をまと


めるべき。 


１件 「不確実性」については、本計画中、例えば第１部第２章第３節


（ⅱ）や第１部第３章（４）に記載しております。 
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NO 該当箇所 御意見の概要 件数 御意見に対する考え方 


28 第１部第２


章基本的な


方針 


津波対策等の防災対策が適応に資することを記載


すべき。 


２件 我が国において気候変動の影響による被害を低減し、迅速に回復


できる社会システムや自然システムを構築していくためには、本


計画の下で、政府の関係府省庁で実施する気候変動の影響と関わ


りのある施策について、第１部第２章第３節（１）(i)～（iv）の


視点を踏まえつつ、気候変動影響評価報告書も参考にしながら計


画的に適応を組み込んでいく検討を行う必要があることを認識し


ています。 


ご指摘を踏まえ、第１部第２章第３節（１）（ⅲ）適応と相乗効果


をもたらす施策の推進に「防災分野においては、例えば、津波対


策が高潮・高波による被害の低減にも寄与しうる。」を追記しまし


た。 


29 第１部第３


章基本的な


進め方 


計画の進捗管理と見直しについて、関係府省庁が緊


密に連携して実施するべきであるが、「気候変動の


影響への適応に関する関係府省庁連絡会議」は、非


公開の会議であり、議事録も要旨のみであるため、


情報公開が十分ではない。計画の進捗管理と見直し


にあたっては、透明性を確保する必要がある。 


１件 今後の参考とさせていただきます。 


30 第１部第３


章基本的な


進め方 


緩和策と適応策の両者を総合的に進めるべき。 ３件 政府全体として気候変動の影響への適応策を計画的かつ総合的に


進めるため、政府として初の気候変動の影響への適応計画を策定


しました。IPCC 第５次評価報告書にあるとおり、適応と緩和は気


候変動のリスクを低減し管理するための相互補完的な戦略である


と認識しております。 
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NO 該当箇所 御意見の概要 件数 御意見に対する考え方 


31 第２部第１


章農業、森


林・林業、


水産業 


農業・漁業への影響と食糧安全保障の関係性を検討


してほしい。 


１件 第２部第１章第４節において、我が国における将来の食料需給を


見据えた的確なリスクへの対応を図るため、①気候変動が世界の


食料需給に及ぼす影響に関し、IPCCによる 2100年を見据えた最新


の評価結果を踏まえるとともに、経済成長や人口増加等を含めた


最適な予測モデルを適用した、世界の超長期的な食料需給予測シ


ステムの構築、②気候変動の影響、各国の経済成長や政策の動向


等を踏まえた、世界の食料需給に関する中長期的な予測、③世界


的な食料需給の動向について、海外及び我が国における食料安定


供給への影響等に関する情報の一元的な収集・分析を行い、幅広


く提供を行うこととしております。 


32 第２部第１


章農業、森


林・林業、


水産業 


気候変動の植物への影響は、都市内の公園緑地や街


路樹の生育状態にも及ぶことから、第２部第１章に


都市内緑地を追加するべきである。 


１件 不確実性を伴う気候変動の影響に適切に対応するためには、科学


的知見を充実させ、常に最新の知見を把握することが重要と考え


ております。観測・監視及び予測・評価の継続的実施、並びに調


査・研究の推進によって、継続的に科学的知見の充実を図ってま


いります。 
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NO 該当箇所 御意見の概要 件数 御意見に対する考え方 


33 第２部第１


章農業、森


林・林業、


水産業 


第２部第１章第１節において、高温耐性品種の開


発、病害虫対策について、適応するべき温度上昇値


の議論が欠けている。また、実需者に品質低下のリ


スクの説明が不足しているので、問題点と危機意識


の共有が必要である。 


新たな地域における産地形成や亜熱帯果樹などへ


の転換について、生産者に対する経済的支援などの


システムの検討を明示するべきである。 


発芽促進剤や成長調整剤などの適応策が掲示され


ているが、どこまで薬剤を導入するかについて基本


的な議論が欠けている。 


１件 不確実性を伴う気候変動の影響に適切に対応するためには、科学


的知見を充実させ、常に最新の知見を把握することが重要と考え


ております。今後、適応策の地域への普及に当たっては、ご指摘


の問題点や危機意識の共有に努めてまいります。 


なお、亜熱帯果樹などへの転換に取り組む生産者への支援等の施


策を今後とも着実に実施していくこととしています。 


また、発芽促進剤や成長調整剤については、農薬取締法に基づき、


人の健康や環境に対する安全性を確保していくこととしていま


す。 


34 第２部第１


章農業、森


林・林業、


水産業 


日本の原生林の生態系が変わることは止むを得な


いということの議論が欠けている。 


１件 第３章自然生態系の基本的な考え方の中で「気候変動に対し生態


系は全体として変化するため、これを人為的な対策により広範に


抑制することは不可能である。」ことを記載しております。 


35 第２部第１


章農業、森


林・林業、


水産業 


農薬使用を減らし、総合防除前提での対策を行うよ


うにしてほしい。全体的に薬剤に頼らない対策、万


が一の使用時には最小限とし、薬剤弱者への配慮を


明記した対策とすべき。 


２件 農業生産活動に当たっては、農薬のみに依存した防除ではなく、


農薬による環境負荷を軽減しつつ、病害虫や雑草の発生しにくい


環境をつくるとともに、病害虫の発生予察情報やほ場の観察によ


り適切な防除の時期を判断し、天敵などの多様な防除技術を適切


に組み合わせた総合的病害虫・雑草管理（IPM）をこれからも推進


していきます。 
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NO 該当箇所 御意見の概要 件数 御意見に対する考え方 


36 第２部第１


章農業、森


林・林業、


水産業 


第２部第１章第２節において、どのような影響まで


適応するのかということの議論が欠けている。 


１件 不確実性を伴う気候変動の影響に適切に対応するためには、科学


的知見を充実させ、常に最新の知見を把握することが重要と考え


ております。観測・監視及び予測・評価の継続的実施、並びに調


査・研究の推進によって、継続的に科学的知見の充実を図ってま


いります。 


37 第２部第１


章農業、森


林・林業、


水産業 


第２部第１章第２節の山地災害、治山・林道施設の


影響において「極端な高潮位の発生が、1970 年以


降全世界的に増加している可能性が指摘されてい


る」とあるが、誤解を招くことが懸念されるため、


極端な高潮位の意味と増加の理由を補足する必要


がある。 


１件 頂いたご意見を踏まえ、28ページに以下の通り注釈を加筆します。 


「IPCC 第 5 次評価報告書第１作業部会報告書技術要約において、


「極端な高潮位現象の大きさは 1970年以降増大している可能性が


高く、この増大の大部分は平均海面水位の上昇によって説明でき


る。」と示されている。」 


38 第２部第３


章自然生態


系 


第２部第３章の基本的な考え方において「気候変動


に対する順応性の高い健全な生態系への保全と回


復を図ることである」としているが、自然生態系へ


の影響を人為的な対策により広範に抑制すること


は不可能である。全般にモニタリングの記述が多い


が、モニタリングの結果を次の行動にどう活かすか


という議論をしっかりしておく必要がある。 


１件 頂いたご意見を踏まえ、44 ページに以下の内容（下線部）を加筆


します。 


「・生態系の保全に関する施策について、気候変動の影響を考慮


して、保全目標、保全対象、保全手法等の見直しを検討するとと


もに、モニタリングの結果等を踏まえ、順応的な適応策を検討・


実施するための体制構築を行う。」 


39 第２部第４


章 自 然 災


害・沿岸域 


全般に実施主体を明確にする必要がある。 １件 実施主体として関係府省庁を記載しております。 
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NO 該当箇所 御意見の概要 件数 御意見に対する考え方 


40 第２部第４


章 自 然 災


害・沿岸域 


決壊に至る時間を引き延ばすような構造であって


も、決壊することによって人々への災害は避けきれ


ないことから、第２部第４章第１節の(決壊に至る


時間を引き延ばす堤防の構造)に「堤防の構造が単


に土を盛っているようなところについては、コンク


リートブロックで被覆を行うとか、鋼矢板を打設し


て堤防の強度を高める等、このような方策を災害防


除において優先度の高い地域に適用する」ことを示


し、ハード面から堤防の構造を強靭なものに整備す


ることを示したら良いのではと考える。 


１件 河川堤防については、国土の特性等が考慮された「土堤原則」を


基本的な構造として、護岸等により洗掘や浸透に対する補強対策


を実施しているところです。 


越水等に対して決壊しないような対策については、現在の技術で


はスーパー堤防以外には確立されていない一方で、気候変動によ


り施設の能力を上回る洪水の発生頻度が高まることが予想されて


います。 


そのような状況の中で、被害軽減等を目的とした対策を緊急に行


っていく必要があるとの考えの下で、決壊までの時間を少しでも


延ばすような堤防構造の工夫について検討するものです。 


なお、河川堤防の堤体内部に鋼矢板を打ち込む工法については、


鋼矢板と堤体土等との間に空隙が生じやすく、これに起因した堤


防決壊のリスクがあることから、採用できないと考えています。 


41 第２部第４


章 自 然 災


害・沿岸域 


河川及び下水道の施設の一体的な運用の推進だけ


では、雨水による浸水被害の防除が弱く感じられる


ことから、河川の計画高水位より低い地盤形態を呈


する地域については、ポンプによって雨水を強制的


に排除するための方策を下水道事業において積極


的に推進することを示し、下水道の関わりが非常に


重要であることを示したらどうだろうか。 


１件 第２部第４章第１節において、適応策の基本的な考え方として、


下水道施設の整備を引き続き着実に進めていく旨を記載している


ことから、原案のとおりとさせていただきます。 


浸水被害の防止、軽減に向けて、今後とも下水道施設の着実な整


備に努めてまいります。 
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NO 該当箇所 御意見の概要 件数 御意見に対する考え方 


42 第２部第４


章 自 然 災


害・沿岸域 


海岸侵食の影響評価について、緊急性と確信度が


「中程度」と評価されているが、極めて高いと評価


すべき。 


１件 影響評価については、P５にあるとおり、中央環境審議会地球環境


部会気候変動影響評価等小委員会等において評価が行われまし


た。評価方法については P76 を参照してください。 


43 第２部第４


章 自 然 災


害・沿岸域 


住宅から商業施設に至るまで雨水貯水利用の推進


による降雨時の増水緩衝作用を確立すべき。 


１件 雨水の利用の推進に関する法律の規定により定めた「雨水の利用


の推進に関する基本方針（平成２７年３月）」では、雨水の利用の


効果や技術的な留意点等をとりまとめたガイドラインの策定等を


推進することを通じて、下水道、河川等への雨水の集中的な流出


の抑制に寄与することを考えています。 


44 第２部第４


章 自 然 災


害・沿岸域 


沿岸部への施設配置の回避。低海抜地域からの移転


を促進すべき。 


１件 第２部第４章第１節において、災害リスクの高い地域を提示する


ことを通じて、災害リスクを考慮したまちづくりを促すこととし


ています。 


45 第２部第５


章健康 


気温の上昇とデング熱等の感染症の発生リスクに


ついて研究を行うべき。 


２件 感染症と気候変動の関係については研究事例が限られ不確実性を


伴う要素も多いことから、今後気候変動による気温の上昇等が予


測されていることも踏まえ、気温の上昇と感染症の発症リスクの


変化の関係等について科学的知見の集積に努めてまいります。 


46 第２部第７


章 国 民 生


活・都市生


活 


人間が便利な文明社会に慣れて、本来持っている能


力を退化させてしまっている。人間そのものの暑さ


に対する適応性を高めることも記載する必要があ


る。 


１件 第２部第７章第２節において、都市の気温上昇は既に顕在化して


おり、熱中症リスクの増大や快適性の損失など都市生活に大きな


影響を及ぼしていることが示されています。さらに、第２部第５


章第１節においては、死亡リスクについて、東京を含むアジアの


複数都市で、夏季の熱波の頻度が増加し、死亡率や罹患率に関係


する熱ストレスの発生が増加する可能性が予測されています。 
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NO 該当箇所 御意見の概要 件数 御意見に対する考え方 


47 第２部第７


章 国 民 生


活・都市生


活 


ヒートアイランド対策として、通気を考慮した区画


整理、建築物の形状・高さ制限の設定、遊休地の設


置、街路樹・緑道の整備等が必要である。 


１件 第２部第７章第３節「その他（暑熱による生活への影響）に関す


る適応の基本的な施策」において、ヒートアイランド対策の具体


的な施策を記載しております。 


48 第３部第１


章観測・監


視、調査・


研究等に関


する基盤的


施策 


p71「第２章 気候リスク・・」の直前に「これま


でどのようにして温度上昇に適応してきたかを詳


らかにすることは、今後起こりうる温度上昇にどの


ように適応したら良いかを知るために、極めて重要


であるものの、これについての調査はこれまであま


り行われておらず、本計画（案）においても殆ど調


査されていない。これは今後の研究調査活動の重要


課題である。」という内容を記載すべき。 


１件 適応に関する調査研究はとても重要であると認識しております。


これまで、気候変動による影響と適応策による効果等について調


査、分析を進めてきたところです。今後とも、適応策に関する科


学的知見の集積に努めてまいります。 


49 第３部第３


章地域での


適応の推進


に関する基


盤的施策 


地域での適応の推進について、適応策に関する深い


理解がなされておらず、誤解をされている場合も多


いことから、将来影響予測情報の提供や研修等だけ


でなく、地域の主体が適応策を実践的に学ぶような


仕組みが重要である。 


１件 第３部第３章「地域での適応の推進に関する基盤的施策」におい


て、「地方公共団体が影響評価や適応計画の立案を容易化する支援


ツールの開発・運用や優良事例の収集・整理・提供を行う。」とし


ており、さらに、「様々な人材育成プログラムに適応を組み込むこ


とを推進しながら、地域コミュニティー等において、気候変動の


影響や適応に関する知識を有し普及啓発等を行うことのできる人


材等の育成を推進する。」と記載しております。 
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NO 該当箇所 御意見の概要 件数 御意見に対する考え方 


50 第３部第３


章地域での


適応の推進


に関する基


盤的施策 


地域の大学や地域の公設環境研究所、農業試験場等


が連携し、地域での適応策を専門的に支援する役割


を発揮することが望ましい。 


１件 地域の取組を強化することは重要であると考えます。ご指摘の点


は今後の参考とさせていただきます。 


51 第３部第４


章国際的施


策 


国際貢献については、各国、各地域の文化と意見を


尊重しつつ、状況に応じた生活向上支援を行う必要


がある。 


１件 第３部第４章「国際的施策」において、「気候変動に脆弱な小島嶼


開発途上国を含む開発途上国への支援については、各国のニーズ


や政策的優先課題を念頭に、ジェンダー配慮や地域住民の参加の


促進等の気候変動枠組条約の決定に基づく国別の適応計画の策定


に関するガイドライン、ガイダンスに沿うよう留意しつつ、我が


国の適応計画策定の経験を踏まえ、相手国政府・関係機関との連


携体制づくり等を通じて、途上国における気候変動影響評価や適


応計画策定への協力を行う。」等を記載しています。 


52 第３部４章


国際的施策 


海面上昇による難民受け入れ体制を確立すべき。 １件 今後の参考とさせていただきます。 


53 添付資料 産業・経済活動の中に、港湾・海運といった項目を


設け、北極海航路の開発・活用や、海洋再生可能エ


ネルギー支援港湾開発、といった項目を設けるべ


き。 


１件 添付資料は平成 27年３月に中央環境審議会により取りまとめられ


た「日本における気候変動による影響の評価に関する報告と今後


の課題について（意見具申）」からの参考引用です。 
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NO 該当箇所 御意見の概要 件数 御意見に対する考え方 


54 添付資料 重大性と緊急性の評価の考え方について IPCC 報告


で言及される「影響の発言時期（ timing of 


impacts）」は、適応能力を増進する時間がとれるか


どうかという観点から、主要なリスク（key risk）


の判断記述の一つになっている。日本は途上国と比


べて高い適応能力を有すると考えられますが、単な


る緊急性ではなく、一連の評価でその点が考慮され


たかどうか説明が必要と思われる。 


１件 P80＜緊急性の評価の考え方＞で加味しております。 


55 添付資料等 影響評価における「重大性」「緊急性」「確信度」等


の考え方が不明瞭又は間違っている。 


５件 本計画の添付資料「気候変動の影響評価の取りまとめ手法」（P76）


をご参照ください。「重大性」「緊急性」「確信度」の評価の方法は


中央環境審議会地球環境部会気候変動影響評価等小委員会等で定


められたものです。 


56 その他 意見公募期間が２週間しかなく、期間が不十分であ


るため公募をやり直すべきである。 


１件 今後の参考とさせていただきます。 


57 その他 省庁の縦割り行政の弊害が認められる。 １件 気候変動の影響への適応に関し、関係府省庁が緊密な連携の下、


必要な施策を総合的かつ計画的に推進するため、気候変動の影響


への適応に関する関係府省庁連絡会議を設置しました。この連絡


会議において、本計画案を取りまとめました。 


58 その他 適応計画案は具体性に欠けるなど不十分な内容で


ある。 


５件 本計画案は最新の科学的知見を踏まえて、取り得る政府の施策を


取りまとめたものであり、適切な内容と考えています。 
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１．平成２８年度 環境省予算（案）の概要 
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平成28年度 環境省予算（案）の概要 
（単位:億円） 


※四捨五入等の理由により、計数が合致しない場合がある。 3 


平成27年度 
当初予算額 


平成27年度 
補正予算(案) 


平成28年度 


当初予算(案) 対前年比 


【一般会計】 


 一般政策経費等 １，５０３ ５８４ １，４５２ ９７％ 


 エネルギー特会繰入 １，００８ － １，３６８ １３６％ 


合  計 ２，５１１ ５８４ ２，８２０ １１２％ 


【エネルギー対策特別会計】 


 エネルギー需給勘定 １，１２５ － １，５６４ １３９％ 


 電源開発促進勘定 ２３ － ２２ ９６％ 


合  計 １，１４８ － １，５８６ １３８％ 


【小  計（除く、エネルギー特会繰入）】 


 一般会計＋エネルギー特会 ２，６５０ ５８４ ３，０３８ １１５％ 


【東日本大震災復興対策特別会計】 


 復興庁一括計上 ６，６３６ ７８３ ９，１５３ １３８％ 


【合  計】 


合   計 ９，２８６ １，３６７ １２，１９１ １３１％ 







２．平成２８年度 環境省重点施策の概要 
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Ⅱ．新たな温室効果ガス削減目標の達成に向けた国内対策の抜本的強化と世界全体の排出削減への貢献 


Ⅰ．東日本大震災からの復興と震災の教訓を踏まえた防災・減災 


Ⅳ．G7富山環境大臣会合等を通じた地球規模の環境対策への貢献 


①G7富山環境大臣会合等の国際会議を通じた我が国のリーダーシップの発揮 （G7富山環境大臣会合の開催を通じた世
界の環境保全への貢献、日中韓三カ国環境大臣会合（TEMM）の枠組みを活用した国際環境協力等） 


②我が国の実績ある環境政策、環境技術の海外需要を捉えた国際展開 （循環産業の国際展開、国際的な水銀対策の強
化、大気汚染、水質汚濁等の分野におけるコベネフィットアプローチ等） 
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【復興】  ①除染の実施と中間貯蔵施設の整備の推進等    ②放射性物質に汚染された廃棄物の着実な処理  


      ③放射線に係る住民の健康管理・健康不安対策 ④三陸復興国立公園を核としたグリーン復興等の推進 


【防災・減災】 災害時に発生する廃棄物を円滑に処理する体制の確保、廃棄物処理システムの強靱化 


Ⅲ．循環共生型社会の構築 


  ①循環型社会の形成 （ﾘﾃﾞｭｰｽ･ﾘﾕｰｽ促進、ﾘｻｲｸﾙ高度化、廃棄物ｴﾈﾙｷﾞｰの徹底活用、廃棄物処理施設の更新、 


   有害廃棄物等の適正処理等）                                                                     


  ②自然共生社会の構築 （鳥獣保護管理の抜本的強化、外来種防除、希少野生動植物の保全、国立公園等でのユニバー  


   サルデザイン対応の推進、人とペットが共生する社会の実現に向けた取組等）                                                                    


    ③地域資源を活用した先進的な地域づくり （低炭素地域づくり、循環型の地域づくり、エコツーリズムの推進等） 


  ④循環共生型の社会の基盤的施策 （人づくりや環境リスク低減、公害健康被害者対策等の取組、良好な大気・水環境の確保等） 


    ⑤2020年に向けた環境政策の展開 （生物多様性条約愛知目標・WSSD2020年目標達成に向けた取組、2020年東京オリン  


   ピック・パラリンピック競技大会に向けた取組） 


 
平成28年度環境省重点施策の４本柱 


 


【国内】 地球温暖化対策のための税を最大限活用し、業務・家庭部門での抜本的な削減の推進。 


   ①地域内での省エネ・再エネの最大限の導入促進､ ②先進的な技術の実証・導入支援、③環境金融や国民運動の推進 


【国際】 COP21での新たな国際枠組み構築への積極的な貢献、優れた環境技術の海外展開を推進。 







  


 ・放射性物質により汚染された土壌等の除染の実施    【復興特】＜522,393百万円＞ 
                                                                     【27年度補正】 ＜78,301百万円＞                                
 ・中間貯蔵施設の整備等                                         【復興特】＜134,616百万円＞ 
               （うち、中間貯蔵後除去土壌等の減容・再生利用等技術開発等＜1,428百万円＞） 


 東日本大震災からの復興、及び、震災の教訓を踏まえた防災・減災に取り組む。 


①除染実施計画に沿った除染の実施と中間貯蔵施設の整備の推進等 


③放射線に係る住民の健康管理・健康不安対策 


④三陸復興国立公園を核としたグリーン復興等の推進 


 ・放射線の健康影響、被ばく線量評価等に関する調査研究事業【エネ特】 ＜1,214 百万円＞ 
 ・住民の個人被ばく線量把握事業                                              【エネ特】＜419百万円＞ 
 ・放射線被ばくによる健康不安対策事業                  【エネ特】＜519百万円＞ 


１．復興  


  


災害時に発生する廃棄物を円滑に処理する体制の確保、廃棄物処理施設の耐震化、災害対応拠点
化等の廃棄物処理システムの強靱化、強靱なまちづくりに資する浄化槽の普及 


２．防災・減災 


三陸復興国立公園 


庭の除染 中間貯蔵施設のイメージ 


指定廃棄物（農林業系
廃棄物）の保管状況 


仮設焼却炉の建設状況
（対策地域内廃棄物） 
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Ⅰ．東日本大震災からの復興と震災の教訓を踏まえた防災・減災 
 


②放射性物質に汚染された廃棄物の着実な処理 


・放射性物質汚染廃棄物処理事業等          【復興特】＜214,021百万円＞ 


 ・大規模災害に備えた廃棄物処理体制検討・拠点整備事業                                ＜3,504百万円＞ 
                                                  【27年度補正】  ＜5,349百万円＞ 
 ・循環型社会形成推進交付金（浄化槽分） ＜8,421百万円＞ ・浄化槽システム強靱化事業費  ＜13百万円＞ 


 ・三陸復興国立公園等復興事業                                               【復興特】＜880百万円＞     
 ・（新）三陸復興国立公園再編成等推進事業費                           ＜20百万円＞ 


 ・旧警戒区域内等における鳥獣捕獲等緊急対策事業                   【復興特】＜192百万円＞                         







 
Ⅱ．新たな温室効果ガス削減目標の達成に向けた国内対策の抜本的強化と世界全体の排出削
減への貢献 


 １．国内の地球温暖化対策の強化    2030年度に2013年度比26.0%削減（2005年度比25.4%削減）する我が国の新たな温


室効果ガス削減目標を達成するため、地球温暖化対策のための税を最大限活用し、
特に40%の低炭素化が必要となる業務・家庭部門や運輸部門などで抜本的な削減を
図る。また、これらの取組を支えるため、技術革新や社会システムの変革を推進する。 


  


① 業務・家庭部門を含む地域
まるごと再エネ・省エネの推進 


地域の資源を有効に活用しつつ、地域全体で、業務・家庭部門や運輸部門 
などでの徹底した省エネ・再エネの最大限の導入を推進する。 


○地域内の再生可能エネルギー由来の電気・熱や未利用熱の最大限の活用 
 


 ・（新）再生可能エネルギー電気・熱自立的普及促進事業（経産省連携事業）  【エネ特】 ＜6,000百万円＞ 
  


 ・（新）公共施設等先進的CO2排出削減対策モデル事業               【エネ特】 ＜2,550百万円＞ 
 


 ・（新）木質バイオマス資源の持続的活用による再生可能エネルギー導入計画策定事業 （経産省連携事業） 
                                                     【エネ特】   ＜400百万円＞  
○地域内の省エネの徹底（高効率照明等の優れた低炭素技術の普及等） 
 


 ・（新）地方公共団体カーボン・マネジメント強化事業                                    【エネ特】 ＜5,000百万円＞ 
 


 ・（新）業務用ビル等における省CO2促進事業（一部経産省・国交省連携事業）【エネ特】 ＜5,500百万円＞ 
 


 ・（新）地域におけるLED照明導入促進事業                                                【エネ特】 ＜1,600百万円＞ 
 


○公共交通・物流システムの再エネ・省エネ導入促進 
  


 ・（新）物流分野におけるCO2削減対策促進事業（国交省連携事業）             【エネ特】 ＜3,700百万円＞ 
  


 ・（新）先進環境対応トラック・バス導入加速事業（国交省・経産省連携事業）  【エネ特】 ＜1,000百万円＞ 
 


  ・中小トラック運送業者向け環境対応型ディーゼルトラック補助事業（国交省連携事業）【エネ特】 ＜2,965百万円＞ 
 


 ・（新）信号情報活用運転支援システムによるエコドライブ推進事業（警察庁連携事業）【エネ特】   ＜100百万円＞ 
   
                                


地域の複数の公共施設への 
省エネ・新エネの導入 


7 


○先導的低炭素技術（L2-Tech） 導入とCO2削減ポテンシャル診断による徹底した省エネの推進 
  


 ・L2-Tech（先導的低炭素技術）導入拡大推進事業       【エネ特】 ＜4,000百万円＞ 
 ・CO2削減ポテンシャル診断推進事業             【エネ特】 ＜2,000百万円＞ 


LED街路灯の導入支援 


ゼロエミッションビルの 
実現・普及拡大 







  


② 省エネルギーの徹底と再生可能エネルギーの最大限の導入のための技術の革新と実証・実用化 


○先進的な対策技術の実証・導入支援 
 


 ・自立・分散型低炭素エネルギー社会構築推進事業                                【エネ特】 ＜1,300百万円＞ 
 


 
Ⅱ．新たな温室効果ガス削減目標の達成に向けた国内対策の抜本的強化と
世界全体の排出削減への貢献 
 


○社会を一新する最先端技術、将来の必須技術、低コスト化技術等の開発 
 


 ・再エネ等を活用した水素社会推進事業（蓄エネルギー効果も発揮する低炭素な水素社会の構築） 
  （一部経産省連携事業）                                                            【エネ特】 ＜6,500百万円＞ 
 


 ・CO２排出削減対策強化誘導型技術開発・実証事業                        【エネ特】 ＜6,500百万円＞ 
 


 ・高効率デバイス（電気制御半導体）の開発・実証 
  （未来のあるべき社会・ライフスタイルを創造する技術イノベーション事業） 【エネ特】 ＜1,900百万円＞ 
 


 ・CCS※によるカーボンマイナス社会推進事業（一部経産省連携事業）    【エネ特】 ＜6,000百万円＞ 
 


 ・（新）低炭素型浮体式洋上風力発電低コスト化・普及促進事業               【エネ特】 ＜2,000百万円＞ 
 


○温室効果ガスの削減に効果的な次世代素材活用の推進 
 


 ・ セルロースナノファイバー（CNF）等の次世代素材活用推進事業（経産省・農水省連携事業） 
                                                                                             【エネ特】 ＜3,300百万円＞ 


水
素 


水素の製造から利用までの 
統合的システムを確立 
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新たな技術開発、先進的技術の実証・導入支援、次世代素材の活用により、大幅削減の手法を確保する。 


※CCS：二酸化炭素回収・貯留 


★セルロースナノファイバー 


（出典：ナノセルロースフォーラム） 







  


③社会システムを大きく変革する環境金融や国民運動等 


 
Ⅱ．新たな温室効果ガス削減目標の達成に向けた国内対策の抜本的強化と   
   世界全体の排出削減への貢献 


 


○金融を活用した低炭素投融資の促進 
 


・地域低炭素投資促進ファンド事業        【エネ特】 ＜6,000百万円＞ 
 


・環境金融の拡大に向けた利子補給事業    【エネ特】 ＜2,070 百万円＞ 
 


・エコリース促進事業                                 【エネ特】 ＜1,800百万円＞ 


 ○人材育成・国民運動の推進、情報提供等の基盤整備 
 


 ・低炭素社会の構築に向けた国民運動事業 【エネ特】 ＜1,700百万円＞ 
  


 ・先進技術を利用した省エネ型自然冷媒機器普及促進事業（一部国交省、経産省連携事業）【エネ特】＜7,500百万円＞ 


  


④ フロン排出抑制法等に基づく戦略的取組の推進 


２．新たな国際枠組みの構築や優れた低炭素技術の海外展開を通じた世界全体の排出削減への貢献 


  ・気候変動影響評価・適応推進事業                        ＜467百万円＞ 


３．気候変動の影響に対する適応策の計画的、総合的な推進 
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 ・将来国際枠組みづくり推進経費                                    ＜140百万円＞ 
  


 ・いぶき（GOSAT）観測体制強化及びいぶき後継機開発体制整備   【一部エネ特】   ＜24百万円＞ 
                                             【27年度補正】 ＜210百万円＞ 
 ・二国間クレジット制度（JCM）資金支援事業                           【エネ特】   ＜8,700百万円＞ 
  


  ・（新）先進国間の優れた温暖化対策技術の評価連携事業          【エネ特】           ＜74百万円＞ 


JCMハイレベル・ラウンドテーブル 
（COP20 リマ） 


地域低炭素投資促進ファンド 


サブファンド 


プロジェクトの
組成促進 


地域金融機関等 


民間資金 


低炭素化 
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 
(SPC等) 


出資事例 


事業者等の自主的・積極的な取組のための環境金融の
拡大、人材育成・国民運動の推進等を行う。 
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（１）新たな循環型社会戦略の策定とリデュース・リユース促進、リサイクル高度化 


・循環型社会形成推進交付金（廃棄物処理施設分）＜28,000百万円＞  【27年度補正】＜38,300百万円＞  
・循環型社会形成推進交付金（浄化槽分） （再掲）   ＜8,421百万円＞ ・（新）浄化槽普及戦略策定事業費＜25百万円＞ 


・ＰＣＢ廃棄物適正処理対策推進事業                                              ＜150百万円＞  【27年度補正】＜177百万円＞    
・水俣条約に基づく水銀廃棄物の環境上適正な処理の支援等事業     ＜155百万円＞ 
・産業廃棄物不法投棄等原状回復措置推進費補助金            ＜300百万円＞  【27年度補正】＜2,487百万円＞ 
・ITを活用した循環型地域づくり基盤整備事業                                              ＜100百万円＞ 


・適正な資源循環に向けた廃棄物等の不法輸出入に係る対策強化     ＜67百万円＞ 


循環型社会の形成、自然共生社会の構築、人材育成や環境リスクの低減等の地域社会の基盤づくりを 
着実に行う。また、地域資源を活用した先進的な地域づくりを行う。 


Ⅲ．循環共生型社会の構築 


・（新）G7等国際動向を踏まえた次期循環型社会形成推進基本計画等検討事業＜51百万円＞ 
・食品リサイクル推進事業費                                 ＜35百万円＞   
・省CO2型リサイクル高度化設備導入促進事業                                      【エネ特】 ＜1,200百万円＞ 


          
          


・産業廃棄物処理業のグリーン成長・地域魅力創出促進支援事業       ＜100百万円＞ 


１．循環型社会の形成 


（３）一般廃棄物処理施設の早急かつ適切な更新及び浄化槽の整備 


（４）産業廃棄物処理業のグリーン成長 


（５）有害廃棄物等の適正処理による安心・安全の確保 


老朽化した廃棄物処理施設の更新 
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ＰＣＢが含まれる 高圧トランス 


新たな循環型社会戦略の策定とリデュース・リユース促進、リサイクル高度化、廃棄物エネル
ギーの徹底活用、一般廃棄物処理施設の早急な更新、産業廃棄物処理業のグリーン成長、
有害廃棄物の適正処理等により、循環型社会を形成する。 


（２）地域の自立・分散型のエネルギーセンターとしての廃棄物エネルギーの徹底活用 


・ 廃棄物処理施設への先進的設備導入推進事業                         【エネ特】＜19,740百万円＞ 
・（新）低炭素型廃棄物処理支援事業                                           【エネ特】 ＜1,700百万円＞  
・（新）廃棄物焼却施設の余熱等を利用した地域低炭素化モデル事業 【エネ特】  ＜200百万円＞ 


廃棄物の不法輸出 







  


（１）自然との共生 


・動物適正飼養推進・基盤強化事業               ＜102百万円＞ 
・動物収容・譲渡対策施設整備費補助                 ＜95百万円＞ 


○国立公園・国民公園のトイレ等のユニバーサルデザイン対応の推進等 
 ･（新）観光立国に向けた公園利用施設のユニバーサルデザイン等導入促進事業 
  （自然公園等事業費の一部）                                 ＜689百万円＞ 


Ⅲ．循環共生型社会の構築 


○外来種防除による地域のいきものの再生 
  


 ・（新）対策困難外来種防除計画策定調査費                                       ＜40百万円＞ 
 


 ・特定外来生物防除等推進事業                                                                   ＜486百万円＞ 


○国立公園や世界自然遺産、生態系保全上重要な地域の保全・活用 
 ・自然公園等事業費                              ＜8,113百万円＞  【27年度補正】＜1,000百万円＞ 
 ・日本の国立公園と世界遺産を活かした地域活性化推進費        ＜450百万円＞ 
 ・国立公園等管理体制強化費（アクティブ・レンジャー）                 ＜368百万円＞ 


２．自然共生社会の構築 


（３）人とペットが共生する社会の実現 


知床におけるシカの捕獲 
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（２）重要な生態系の保全と活用 


生物多様性条約の愛知目標の達成に向けて、自然共生社会を維持・強化する。また、自然観光資源の活用により地域の
活性化に貢献する。さらに、終生飼養の推進など、人とペットが共生する社会の実現を図る。 


○鳥獣保護管理の抜本的強化、担い手となる人材の育成 
  ・指定管理鳥獣捕獲等事業費             ＜500百万円＞  【27年度補正】＜503百万円＞ 
  ・鳥獣保護管理強化総合対策事業費（ゼニガタアザラシ等被害対策を含む）        ＜768百万円＞ 


通称ミドリガメ（対策困難外来種） 


アマミノクロウサギを補食するノネコ 


マイクロチップ 
      装着 


人と動物が幸せに暮らす 
社会の実現プロジェクト 


譲渡会 


○希少野生動植物種の保全 
 ・（新）希少種保全のためのノネコ対策事業費                            ＜20百万円＞ 
 ・希少野生動植物種保存推進費                                    ＜187百万円＞ 







  


○自然の恵みの活用を通じて都市と地域が支えあう仕組みの構築 
 


 ・（新）地域循環共生圏構築事業                                     ＜85百万円＞ 


○自然環境や地元に配慮した再生可能エネルギー導入の取組 
 


 ・（新）国立公園等における再生可能エネルギーの効率的導入促進事業               【エネ特】 ＜700百万円＞ 
 


 ・風力発電等に係る地域主導型の戦略的適地抽出手法の構築事業                    【エネ特】  ＜341百万円＞ 
 


３．地域資源を活用した先進的な地域づくり 


地域内の資源を活用した地方創生にも資する先進的な地域づくりを通じて、循環共生型社会の実現を図る。 
また、再生可能エネルギー導入に際して、自然環境や地元に配慮した取組を進める。 


Ⅲ．循環共生型社会の構築 
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○地域内の資源を活かした低炭素地域づくり、循環型の地域づくり 
 


  ・（新）再生可能エネルギー電気・熱自立的普及促進事業（経産省連携事業）（再掲） 
                                 【エネ特】 ＜6,000百万円＞  
  ・（新）低炭素型廃棄物処理支援事業（再掲）   【エネ特】 ＜1,700百万円＞ 
  ・循環型社会形成推進等経費                         ＜88百万円＞  


自然の恵みの活用を通じて都市と地域が支えあう仕組み 


エコツーリズム（群馬県みなかみ町） 


○地域の自然観光資源を活用したエコツーリズムの推進 
 


 ・エコツーリズムを通じた地域の魅力向上事業                  ＜39百万円＞  







  


（１）循環共生型社会を支える人づくり 


Ⅲ．循環共生型社会の構築 


・「国連ＥＳＤの10年」後の環境教育推進費                      ＜218百万円＞ 
・持続的な地域創生を推進する人材育成拠点形成モデル事業         【エネ特】＜170百万円＞ 
・（新）国立公園等における子どもの自然体験活動推進事業              ＜7百万円＞   


○水銀汚染防止法等に基づく包括的な水銀対策の推進 
 


 ・水銀に関する水俣条約実施推進事業              ＜260百万円＞ 


 ・微小粒子状物質（PM2.5）等総合対策費 ＜649百万円＞ ・地下水質保全推進費 ＜61百万円＞ 
 ・海岸漂着物等地域対策推進事業     ＜400百万円＞  【27年度補正】＜2,602百万円＞ 
 ・豊かさを実感できる海の再生事業    ＜135百万円＞   


  ○子どもの健康と環境に関する全国調査（エコチル調査）の推進 ＜4,462百万円＞  【27年度補正】＜1,298百万円＞  


４．循環共生型の社会の基盤的施策 


（２）環境研究・技術開発に係るグリーン・イノベーションの推進 


（３）化学物質のライフサイクル全体を通じた環境リスクを低減する取組の強化 


環境省ＥＳＤキャラクター「はぐクン」 
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（４）水俣病を始めとする公害健康被害対策等の着実な実施 


（５）人の健康や生態系等を守るための良好な大気・水環境の確保 


現在及び将来の世代が健全で良好な環境の中で暮らしを営める 


基盤を確保するため、人づくりや環境リスクの低減の取組等を進める 


 ・水俣病総合対策関係経費   ＜12,026百万円＞ ・石綿ばく露者の健康管理に係る試行調査 ＜200百万円＞ 
 ・環境保健サーベイランス調査費（健康影響等調査） ＜192百万円＞ 


 ○化学物質審査規制法の見直し等の化学物質対策の強化に向けた検討 
 


  ・化学物質緊急安全点検調査費 ＜223百万円＞  ・ＰＲＴＲ制度運用・データ活用事業 ＜130百万円＞ 


対馬における漂着ごみの状況 


エコチル調査 


・環境研究総合推進費                      ＜5,100 百万円＞   
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○「生物多様性国家戦略2012-2020」の更なる推進及び適応の観点も踏まえた次期国家戦略の検討 
 ・生物多様性国家戦略推進費                            ＜28百万円＞ 


○「国際的な化学物質管理のための戦略的アプローチ」(SAICM）の国内実施計画の実施等 
 ・SAICM 国内実施計画推進事業                                        ＜15百万円＞ 


 ・熱中症対策推進事業                                                                   ＜80百万円＞    


Ⅲ．循環共生型社会の構築 


５．2020年に向けた環境政策の展開 


政策の加速化 


２０２０年東京オリンピック・パラリンピック競技大会に向けた取組 


２０２０年をモメンタムとした政策の加速化、２０２０年東京オリンピック・パラリンピック競技大会に向けた取組の推進。 


SAICM関連の公開作業部会 







  


○ 地球規模の環境課題への対処において、国際社会を一層リードする。 
○ 開発途上国の実情に合わせた支援等により国際協力強化・我が国の経済成長へつなげる。 
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○G7富山環境大臣会合の開催を通じた世界の環境保全への貢献 
 


 ・（新）2016年Ｇ７サミット・環境大臣会合開催経費                                                ＜182百万円＞ 
 ・（新）Ｇ７等国際動向を踏まえた次期循環型社会形成推進基本計画等検討事業（再掲）＜51百万円＞ 
 


○我が国の循環産業等の国際展開 
 


  ・我が国循環産業の戦略的国際展開・育成事業（国際展開支援）              ＜270百万円＞ 
  
 


  ・循環産業の国際展開に係る海外でのCO2削減に向けた実証支援事業【エネ特】＜250百万円＞  
 


  


○大気汚染、水質汚濁等の分野における国際協力の推進 
 


  ・アジア地域におけるコベネフィット型環境汚染対策推進事業         【エネ特】＜765百万円＞ 
 


  ・我が国の優れた水処理技術の海外展開支援                        ＜90百万円＞ 


Ⅳ．G7富山環境大臣会合等を通じた地球規模の環境対策への貢献 


１．G7富山環境大臣会合等の国際会議を通じた我が国のリーダーシップの発揮 


２．我が国の実績ある環境政策、環境技術の海外需要を捉えた国際展開 


○我が国の優れた技術やシステム等を活かした国際的な水銀対策の強化 
   


 ・水銀に関する水俣条約実施推進事業（再掲）                            ＜260百万円＞ 
 ・（新）水俣条約の実施に向けた水銀発生源追跡手法の開発研究         ＜91百万円＞ 


循環産業の海外展開支援 
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実証で導入した 
処理槽 


既存の排水処理槽 


○「持続可能な開発のための2030アジェンダ」に係る取組の推進 
 


 ・国際連携戦略推進費     ＜99百万円＞    ・環境国際協力推進費       ＜187百万円＞ 


○日中韓三カ国環境大臣会合（TEMM）の枠組みを活用した国際環境協力の一層の推進 
 


 ・越境大気汚染対策推進費 ＜342百万円＞      ・環境国際協力推進費(再掲) ＜187百万円＞     







３．平成２８年度 環境省機構・定員の概要 
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平成２８年度環境省機構・定員の概要 


 【定員：２人】  
・中間貯蔵施設の用地のうち大規模工場等に関する補償
審査等のための体制の強化 


（２）震災復興 


１．本省 
   
 
 
 【機構】 
 ○情報セキュリティ・情報化推進審議官の新設 
 ○廃棄物・リサイクル対策部災害廃棄物対策室の新設 
 ○地球環境局地球温暖化対策課事業監理官の新設 
 ○自然環境局自然環境整備課の設置 
 【定員：８人】  
 ・災害廃棄物対策のための体制の強化 
 ・「水銀に関する水俣条約」等対応のための体制の強化 
 ・気候変動の適応対策のための体制の強化 
 ・微小粒子状物質（PM2.5）対策のための体制の強化 
                                  など  


                                                                              
    


２．地方環境事務所 


        
 【定員：７人】 
 ・災害廃棄物対策のための体制の強化 


 ・国内希少野生動植物種の指定及び保護に関する体制
の強化                              など 


  
  


 【定員：３０人】 


・中間貯蔵施設整備、汚染廃棄物処理等に係る体制の強
化 


 


（１）通常 


（１）通常 


（２）震災復興 
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４．平成２８年度 環境省税制改正要望の結果概要 
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要望内容 結果概要 


（１）地球温暖化対策  
 平成24年10月から段階的に施行することとされている「地球温暖化対策のた
めの税」を着実に実施し、エネルギー起源ＣＯ２の排出抑制対策を強化する。
また、揮発油税等について、グリーン化の観点から「当分の間税率」を維持し、
その税収を地球温暖化対策等に優先的に充当する。 


 温暖化対策のための税は着実に
実施することとされた。 
 揮発油税等の「当分の間税率」
は維持することとされた。 


（２）車体課税  
 平成27年度税制改正大綱（平成26年12月30日自由民主党・公明党）に沿って、
地球温暖化対策・公害対策の一層の推進、汚染者負担による公害健康被害補償
のための安定財源確保の観点から、車体課税の一層のグリーン化を推進する。 


 環境性能割について、燃費基準
値達成度に応じて課税すること等
とされた。 
 自動車重量税について、原因
者・汚染者負担としての性格等を
踏まえるとこととされた。 


（３）森林・自然の維持・回復  
 森里川海の恵みを受ける国民が広く薄く負担し、森林吸収源対策を主として、
森里川海のつながりを維持・回復し、次世代に引き継ぐための取組を国民的運
動として進めるための森里川海協力資金制度（仮称）を創設し、地方創生を実
現する。 


 森林吸収源対策等に関する財源
確保について、市町村による森林
整備等の財源に充てる税制（森林
環境税（仮称））等の新たな仕組
みを検討することとされた。 


（４）廃棄物対策  
特定廃棄物最終処分場における特定災害防止準備金の損金算入等の特例措
置（法人税、所得税、個人住民税、法人住民税、事業税）【延長】 


  
 一部見直しを行った上で２年延
長することとされた。 


 
公害防止用設備（廃棄物処理施設）に係る特例措置（固定資産税） 


 【延長】 


 一部見直しを行った上で２年延
長することとされた。 


（５）その他 
 
被災自動車等に係る特例措置（自動車重量税）【延長】 


  
 ３年延長することとされた。 


平成28年度 環境省税制改正要望の結果概要 
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要望内容 結果概要 


（６）その他（他省庁共同要望） 
 
 環境関連投資促進税制（グリーン投資減税）（法人税、所得税、法人住民税、事業税） 
  【延長】（経済産業省等） 


一部見直しの上 
２年延長 


 再生可能エネルギー発電設備に係る特例措置（固定資産税）【拡充・延長】（経済産業省等） 
一部見直しの上 
２年延長 


 省エネ改修が行われた既存住宅に係る特例措置（固定資産税）【拡充・延長】（国土交通省等） 
一部見直しの上 
２年延長 


 認定長期優良住宅に係る特例措置（登録免許税、不動産取得税、固定資産税）【延長】（国土交通
省） 


２年延長 


 認定低炭素住宅に係る特例措置（登録免許税）【延長】（国土交通省等） ２年延長 


 再生可能エネルギー発電設備を主たる投資対象資産とする投資法人に係る特例措置（法人税）
【拡充】（金融庁） 


一部要件緩和が
認められた 


 公害防止用設備（汚水・廃液処理施設）に係る特例措置（固定資産税）【延長】（経済産業省等） ２年延長 
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2015.12.25国際連携課


日程 会議名 場　　所


２月２２日～２３日 資源効率に関するG7アライアンスWS 横浜市


3月3日～5日 第7回環境的に持続可能な都市（ESC）ハイレベルセミナ－ ハノイ（ベトナム）


3月4日 EU環境大臣会合 ブリュッセル（ベルギー）


3月下旬 第18回日中韓三カ国環境大臣会合(TEMM18)局長級会合 日本国内


４月 UNEP-IRPの統合レポートに関するWS 東京


４月下旬（予定） 第18回日中韓三カ国環境大臣会合(TEMM18) 日本国内


5月（予定） 持続可能な開発に関するアジア太平洋フォーラム バンコク（タイ）


5月10日 環境影響評価の促進に向けたアジア地域会合 名古屋市


5月15日～16日 G7富山環境大臣会合 富山市


5月16日～26日 気候変動枠組条約補助機関会合／パリ協定に関する特別作業部会 ボン（ドイツ）


5月18日 国際シンポジウム（仮称）ドイツと日本における低炭素技術 東京


5月23日～27日 第2回国連環境総会（UNEA２） ナイロビ（ケニア）


5月26日～27日 G7伊勢志摩サミット 志摩市


7月11日～20日 国連　ハイレベル政治フォーラム ニューヨーク（アメリカ）


9月4日～5日 G20サミット 杭州（中国）


9月13日～26日 国連総会 ニューヨーク（アメリカ）


9月27日～29日（予定） OECD環境大臣会合 パリ（フランス）


10月 第5回APAN適応フォーラム・第2回GANフォーラム コロンボ（スリランカ）


１１月２日～４日 第７回アジア太平洋３R推進フォーラム アデレード（オーストラリア）


11月19日～20日 APEC 首脳会合 (AELM)  リマ（ペルー）


11月7日～18日 気候変動枠組条約第22回締約国会議 マラケシュ（モロッコ）


12月2日～3日 生物多様性条約第13回締約国会議ハイレベル会合 カンクン（メキシコ）


未定 日中環境汚染対策に関する局長級対話 東京（日本）or北京（中国）


環境省関係主要国際会議　　（2016/1/1～12/31） 資料２－１０ 

















































































































































気候変動長期戦略懇談会について 


 


平成 27年 10月 環境省 


１．概要  
 


 本年７月、我が国は温室効果ガスの 2030年削減目標（2013年度比 26％


減）を盛り込んだ「日本の約束草案」を決定し、今後その確実な実現が


求められる。 


 その先には、「第四次環境基本計画」（平成 24 年 4月 27 日閣議決定）


において、我が国として 2050 年までに 80％の温室効果ガスの排出削減


を目指すこととしているほか、本年の G7サミットでは、世界全体の温室


効果ガス削減目標に向けた共通のビジョンとして 2050年までに 2010年


比 40-70％の上方の削減とすることが盛り込まれた。こうした目標を達成


していくためには、単なる個別対策の積み上げだけではなく、社会シス


テムの変革が不可欠である。 


 このような観点から、長期における温室効果ガスの大幅削減と、我が


国が直面する構造的な経済的・社会的課題の同時解決を目指し、我が国


の新たな「気候変動・経済社会戦略」の考え方を議論するため、環境大


臣の私的懇談会として、幅広い分野の有識者から構成される「気候変動


長期戦略懇談会」を設置する。 


 


 


２．構成員           ※五十音順、敬称略。◎は座長。 
 


 浅野 直人  福岡大学名誉教授   （中央環境審議会会長） 


 伊藤 元重  東京大学経済学部教授 （経済財政諮問会議民間委員） 


◎大西  隆  豊橋技術科学大学学長 （日本学術会議会長） 


 川口 順子  明治大学国際総合研究所特任教授 


 住  明正  (独)国立環境研究所理事長 


 安井  至  (一財)持続性推進機構理事長 


 


 


３．開催経過等  
 


 裏面のとおり。 


資料２－３ 







＜開催経過等＞ 


 


 


第 1回（平成 27年 10月 11日） 


 ① 2050年を見据えた温室効果ガスの大幅削減について 


 ② 我が国の経済・社会の課題について 


 ③ 気候変動問題と我が国の経済・社会の課題の同時解決に向けて 


 


第 2回（平成 27年 10月 25日） 


① 第１回の議論のまとめと第２回のテーマについて 


 ② 経済と気候変動対策の関係について 


 ③ 外交と気候変動対策の関係について 


 


第 3回（平成 27年 11月 29日） 


① これまでの議論のまとめと今後の方向について 


 ② 自然電力株式会社からの話題提供 


 ③ 経済・社会と気候変動対策の関係について 


 ④ 外交と気候変動対策の関係について 


 


第 4回（平成 27年 12月 17日） 


① 2050年 80％削減の技術的イメージ（安井先生紹介） 


 ② 外交と気候変動対策の関係について（COP21の結果報告等） 


 ③ 懇談会提言書骨子（案）について 


 


第 5回（平成 28年 1月（予定）） 


 提言の取りまとめ 
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気候変動長期戦略懇談会提言 骨子（案） 


平成 27年12月17日 


 


 


 


 


 科学的知見と国際社会におけるコンセンサス 1.


（1） 科学的知見 


 


○  気候変動に関する政府間パネル（IPCC）の第 5 次評価報告書（AR5）によると、気候シ


ステムに対する人為的影響は明らかであるとされている。 


○  我が国でも、気温の上昇や大雨の頻度の増加、降水日数の減少、海面水温等の上昇等が現


れ、高温による農作物の品質低下、動植物の分布域の変化など、気候変動の影響が既に顕在


化しているとされている。 


○  人々や生態系にとって深刻で広範囲にわたる様々な影響を回避するためには、産業革命以


前から 21 世紀末までの世界の平均気温の上昇を２℃未満に抑える必要がある。そのために


は、1870年以降の累積二酸化炭素排出量を約 2,900GtCO2未満に留めることを要する（2011


年時点で 1,900GtCO2を排出）。 


○  温室効果ガス濃度が 2100年に約 450ppmCO2換算以下とするためには、温室効果ガス排


出量を世界全体で 2010年と比べて 2050年までに 40～70％削減し、21世紀末までに排出を


ほぼゼロ又はそれ以下にすることが必要とされている。 


○  このような科学的知見について、様々な立場の人々の理解を得ていく努力が必要である。 


 


（2） 国際社会におけるコンセンサス 


 


○  今年6月のエルマウサミットでは、上記 IPCC報告書を踏まえ、2度目標を再確認し、40


～70％削減目標の中でも、その上方を目指すことを合意している。 


○  我が国では、COP21に向け、2030年までに 26%の温室効果ガスの削減を表明するととも


に、国際的なコンセンサスを踏まえ、第 4次環境基本計画（平成 24年 4月閣議決定）おい


て、2050年までに 80％温室効果ガスの削減を目指すことを決定している。 


本提言は、我が国が直面する温室効果ガスの大幅削減と構造的な経済的・社会的課題の同時解


決を目指すための中長期的な戦略を議論し、その結果を取りまとめたものである。 


  気候システムに対する人為的影響は明らか。 


  深刻な影響を回避するためには、2050年までに40～70％削減、21世紀末までに排出ほぼゼ


ロ又はそれ以下にする必要。 


 


  我が国は、2030年26％削減、2050年80％削減を閣議決定。 


  「パリ協定」では、世界共通の2℃目標に合意。1.5℃への努力にも言及。 


 


資料２－４ 
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○  12月 12日にCOP21で採択された「パリ協定」においては、世界共通の長期目標として


の 2℃目標のみならず、1.5℃への努力にも言及がなされた。また、今世紀後半において温


室効果ガス排出量と吸収量のバランスを達成するため、急激な削減に取り組むことを目指す


ことも盛り込まれた。 


○  気候変動の影響については、米国、英国等で国家安全保障上の大きな課題として取り上げ


られるとともに、本年のG7外相外交においても「気候変動と安全保障」の章が設けられて


いる。また、COP21 では、難民の発生の原因となるなど気候変動問題と安全保障問題との


関係について、首脳レベルでの指摘があった。 


 


 温室効果ガスの長期大幅削減への道筋 2.


（1） 2050年80％削減が実現した社会の絵姿の一例 


 


○  人々のサービスへの満足度を低下させることなく可能な限りエネルギー需要を削減し、エ


ネルギーの消費効率を大幅に高めた上で、輸送が容易など様々な利点を有する電力のエネル


ギー供給に占める割合を上昇させつつ、エネルギーの低炭素化が図られている。 


○  部門別では、次のような絵姿が想定される。 


 【エネルギー転換部門】 エネルギー転換部門では、発電部門において、再生可能エネ


ルギー、原子力等の低炭素電源が大量導入され、ほぼ排出ゼロが成立している。火力発


電にはCCSが付属されている。ITを活用した需給のバランス調整、蓄電装置、揚水発


電等の調整能力を用いて再生可能エネルギーが最大限活用できるシステムが構築され


ている。 


 【家庭・業務部門】 家庭部門、業務部門は、ほぼ排出ゼロが実現されている。断熱性


向上等の住宅・建築物本体の工夫、省エネ機器の利用、低炭素化した電力、水素の利用


などによって、低炭素な暮らしや業務が実現している。HEMS・BEMS や情報通信技


術、電気自動車等を活用して、エネルギー需要と供給した連動したエネルギーシステム


が成立している。 


 【運輸部門】 運輸部門では、市街地のコンパクト化、効率的な輸送手段の組み合わせ、


モーダルシフト等によって、人や貨物の移動は大幅に合理化されている。乗用車は、低


炭素化した電力や水素をエネルギー源としたモーター駆動が主流になっている。貨物車


はバスでは、バイオ燃料、天然ガスの利用等に加え、モーター駆動の自動車の普及によ


り、石油の消費は大幅に削減されている。なお、電気自動車や燃料電池車のバッテリー


や水素は、電力の需給調整の機能も有している。 


  可能な限りエネルギー需要を削減した上で、電化を促進。再エネを最大限活用するなど電力の排


出はほぼゼロ。火力発電はCCSがセット。化石燃料への依存は、産業や貨物輸送の一部に限ら


れる。 


  2030年26％は現状の延長線上にあるが、2050年80％削減のためには、現在の価値観や常識


を破るくらいの取組が必要。 
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 【産業部門】 産業部門では、大規模CO2発生源にはCCSが設置されている。製造工


程のエネルギー高率を改善する先進的技術や低炭素原料等の活用により、新たな素材生


産プロセスが確立されている可能性がある。その他の業種を含めて、高効率モーターや


インバーター制御がなされるとともに、産業用ヒートポンプ、低炭素燃料への転換等に


より温室効果ガスの削減が進んでいる。 


○  地域では、次のような絵姿が想定される。 


 【エネルギーの地産地消と地域間連携】 自然的社会的条件に応じた自立分散型の再生


可能エネルギーが最大限導入され、地産地消が進むとともに、地方部から余剰分が都市


部へと供給されて「地域間連携」が成立している。 


 【市街地のコンパクト化】 地方都市においても公共交通を軸とした市街地のコンパク


ト化が実現し、徒歩や公共交通機関の分担率が向上して自動車走行量が合理化され、ま


た、建築物の床面積も合理化されている。さらに、コンパクト化された市街地では、エ


ネルギーの面的利用が進んでいる。 


○  我が国の低炭素化技術が他国に追い越されることなく引き続き競争力を維持しているな


らば、我が国の技術が世界全体の大幅削減に貢献している。それは、同時に、食料・資源を


世界に依存するなど交易によって存立し、気候変動による世界の経済・社会の不安定化の影


響を受けやすい我が国にとって、気候変動による損害を回避することに寄与する。 


 


（2） 2050年の絵姿の実現のためのイノベーション 


 


○  （１）の絵姿のとおり、2050 年 80％削減のためには、その実現に不可欠な先進的技術、


だけでなく、その技術が実装され、普及・大衆化するための組織や制度などの社会システム、


個人の価値観・ライフスタイル等の社会構造全体を視野に入れ、既存の社会構造を前提に


個々の対策を積み上げるのではなく、社会構造全体を新しく作り直すための破壊的なイノベ


ーション（社会構造のイノベーション）が必要である。具体的には、以下のように、技術だ


けでなく、社会システム、ライフスタイルの社会構造全体のイノベーションが必要である。 


 【技術イノベーション】 低炭素社会の構築には現状の技術水準では十分ではなく、更


なる研究・技術開発が不可欠である。先進的な要素技術（生産、品質、基盤等の製品を


成り立たせている技術）の開発に加え、既存の要素技術の組み合わせや情報通信技術等


を用いた要素技術の有機的連動なども技術のイノベーションにつながるものであり、そ


ういった技術のシステム全体での変革を起こしていくことが重要である。 


 【社会システムイノベーション】 社会構造のイノベーションを進めるためには、要素


技術をはじめとした個別のイノベーションを大衆化・市場化しなくてはならない。その


ためには、新たな要素技術に対する社会全体でのニーズを高めるインセンティブを作り


出すこと、自立分散型エネルギーを前提とした制度が構築されるなど新たな要素技術が


  2050年80％削減の絵姿を実現するためには、社会構造全体を新しく作り直すための破壊的な


イノベーション（技術、社会システム、ライフスタイルのイノベーション）が必要。 
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社会に円滑に導入される仕組みが形成される等、社会システム全体の変革が必要である。 


 【ライフスタイルイノベーション】 また、国民の趣向や暮らし方が低炭素な方向に転


換すること、すなわちライフスタイルのイノベーションが必要である。多くの人々が、


意図的か否かに問わず、温室効果ガス削減の方向性で最適なものを選択して動くことが


重要である。 


 


（3） 絵姿の実現の時間軸 


 


○  COP21で合意された 2℃目標の達成に向けて、2050年80％削減に至る累積排出量の低減


も重要である。対策の先延ばしは、将来にわたりその影響が累積される。着実に個別対策を


実施するとともに、可能な限り早期に社会構造のイノベーションの実現を図る必要がある。 


○  2050年時点で必要とされる対策のうち、現時点からの行為が鍵を握るものが少なくない。


今から建てられる住宅・建築物は 2050年時点でもその多くが使用されており、今から2050


年時点で求められる環境性能を満たす努力が必要である。また、都市構造の変革には数十年


の時間を有する。 


○  さらに、26％削減の中期目標と 80％削減の長期目標との連続性を考慮して、対策を選択


しなくてはならない。中期目標の時点では有効な対策が、長期目標の達成のためには対策と


しては位置づけることが難しくなることもあり得る。対策が過渡的なものか永続的なものか


を常に念頭に置く必要がある。 


  例えば、火力発電の高効率化は、火力発電の発電量が総発電量の半分以上を占めると


想定される 2030年時点には有効な対策であるが、他方、2050年時点では、火力発電は、


電力供給に占める割合を相当程度減少させていることが必要で、かつ、追加コストを要


するCCSを活用しなければ 80％削減に対応した電力部門の低炭素化のレベルを満たす


ことが難しい。火力発電所は通常 40年以上稼働するとされているが、2050年までの残


りの年数を踏まえると、新規の火力発電への投資、特に初期投資額が大きい石炭火力発


電への投資にはリスクを伴うことをあらかじめ理解しておく必要がある。 


○  様々な要因によって大きく社会が動いている状況で、2050 年といった長期の経済・社会


の道筋を正確に予見することには自ずと限界がある。将来の不確実性にも対応できるような


柔軟な仕組みづくりが求められる。 


 


  絵姿実現に向けた時間軸の明確化に努め、累積排出量低減のため、早期削減を基本とすべき。 


  長期目標の実現を見据えて、都市構造など効果の発揮に長期間を要する対策には早期に着手する


ことが重要。 


  中期目標と長期目標の連続性を考慮し、永続的な対策の導入速度と、過渡的な対策の終期を常に


念頭におくべき。 
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 我が国の経済・社会的課題と解決の方向性 （※すべての課題について網羅されているわけではない。） 3.


（1） 我が国の経済・社会的課題 


 


○  我が国は、今後、かつて経験したことのない人口減少・高齢化社会を迎える。それに伴い、


下記のような課題が生じている。 


  既に生産年齢人口の減少等による供給制約が顕在化し、日本の経済成長の制約になり


つつある。 


  高齢社会化による貯蓄率の低下や生産年齢人口の減少による輸出力の低下は、長期的


なエネルギー価格の上昇による化石燃料の輸入額の増加や近年の輸出競争力の低下の


影響も考慮すると、経常収支の赤字化を招く可能性がある。 


  高齢化による医療・社会保障関係費の急増による財政赤字も深刻化している。 


  また、地方の視点では、2050年までに、現在、人が居住している地域のうち約２割の


地域が無居住化する可能性があり、東京一極集中の影響と併せ地域の「多様性」が低下


しつつある。 


○  我が国の名目GDPは、90年代半ばから約 500兆円でほぼ横ばいに推移している。世界に


おける我が国の一人当たりGDP の順位は、90 年代半ばの３位から、現在 20 位台にまで低


下している。 


  付加価値生産性の低迷や非正規雇用の拡大と長期化等が長引くデフレの要因とされ


ている。 


  消費者の漠然とした将来不安から来る「需要の萎縮」と消費者が欲する潜在需要を開


拓できない「イノベーションの欠如」の構造があるとされている。 


○  我が国の科学水準は、ものづくり、ナノテクノロジー・材料、社会基盤の分野では、欧米


に比べて高いとされ、環境やフロンティアの分野で科学水準の相対的向上が期待されるもの


の、これ以外の分野では、科学水準の相対的低下が懸念されている。科学水準では、我が国


の優位性は今のところ相応の競争力を有すると考えられているが、技術水準や社会還元（産


業への応用）のレベルでは競争力の低下が懸念されている。 


○  地方都市では、低密度の市街地が郊外に薄く広がってゆく「市街地の拡散」が進み、イン


フラ維持管理コストなど行政コスト増加の一因となり、また、自動車依存度が高くなるため、


高齢者の外出頻度が低下し、経済面では、中心市街地の衰退が進んでいる。 


○  国際的な視点では、次のような課題が挙げられる。  


  我が国 GDP の世界に占めるシェアは、一時は米国に次いで約 18％を占めていたが、


1995年以降年々低下し、今後も更に低下を続けることが見込まれ、国際社会における「量


的な存在感」は薄くなりつつある。 


  我が国は、かつて経験したことのない人口減少・高齢化社会を迎え、供給制約の顕在化や医療・


社会保障関係費の急増等の課題が生じている。 


  そのほか、経済、科学技術、国際的な視点の面で構造的な課題を抱えている。 
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  我が国は、化石燃料・鉱物資源のほとんどを、食料の半分以上を輸入し、また、世界


市場で資金を獲得し、世界との結びつきの中で存立している。世界の平和と安定が乱れ


ると、我が国の経済・社会の基盤が揺らぐおそれがある。 


 


（2） 課題解決の方向性 


 


○  明治以降の人口急増期から転じ、かつて経験したことのない人口減少・高齢化社会を迎え


る中、今後の我が国の活力の維持・発展のためには、人口減少期に適応した社会構造へのイ


ノベーションが必要と考えられる。 


  人口減少社会における供給制約下で一定の経済成長を維持するためには、一人当たり


の所得（付加価値）を増加させていく必要があり、付加価値生産性の向上が不可欠とな


る。企業は、「安かろう悪かろう」ではなく、新分野開拓やプロダクトイノベーションを


通じて付加価値を高め、単価を引き上げながら需要を創出し、高賃金との好循環を生み


出す必要がある。 


  輸出についても、製品の質を高め、「数量」ではなく、「価格」で稼ぐ構造にする必要


がある。また、長期的なエネルギー価格の上昇を考慮し、エネルギー安全保障の観点か


らも化石燃料の輸入を減らしていくことが重要である。 


  また、付加価値生産性を支える知的基盤を維持するためには、人材の多様性の確保が


必要で、「地方消滅」を防ぐための地方創生が重要である。人口減少社会に対応した国土


構造とするため、「市街地のコンパクト化」と周辺地域のネットワークが必要である。市


街地のコンパクト化は、都市の維持コストの低減、自動車依存度の適正化、中心市街地


の活性化など様々な効果をもたらし、地方創生にも重要な要素である。 


○  日々新しい知識や技術が生み出され、地球規模の経済活動として展開され、競争力の中核


が移り変わる中、我が国の国際競争力を強化し持続的発展を実現していくためには、新たな


価値を積極的に生み出し、この変革を先導していくことが重要である。 


  特に、失敗を恐れず高いハードルに果敢に挑戦し、他の追随を許さないイノベーショ


ンを生み出していく営みが重要である。既存の慣習やパラダイムにとらわれることなく、


社会変革の源泉となる知識や技術のフロンティアに挑戦し、社会実装を試行し続けてい


くことで、新たに生み出された知識や技術が画期的な価値を生み出していく。またそう


した価値が、既存の競争ルールを一変させ、競争力に大きな影響を与え得る。 


○  我が国の国際的な「量的な存在感」が低下していくと予想される中、食料、エネルギー・


資源を海外に依存する我が国は、世界各国との友好関係を維持し、国際社会に貢献し、国際


社会から尊敬される存在になることが重要である。 


  今後の我が国の活力の維持・発展のためには、特に人口減少期に適応した社会構造のイノベーシ


ョンが必要。 


  世界における「量的な存在感」が低下すると予想される中、我が国は、国際社会からの尊敬をさ


れる存在となることが重要。 
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 気候変動問題と経済・社会的課題の同時解決の方向性 4.


（1） 社会構造のイノベーション 


 


○  ２．で述べたように、2050 年 80％削減のためには、社会構造（技術、社会システム、ラ


イフスタイル）のイノベーションが必要である。他方、３．で記述したようにかつて経験し


たことのない人口減少・高齢化社会に対応し、経済・社会的な課題を解決して我が国の活力


を維持・向上させるためにも、社会構造のイノベーションが必要である。 


○  この二つの側面から求められる社会構造のイノベーションは、相互に極めて大きなインパ


クトを持つものであり、それぞれが求めるイノベーションの方向性は基本的に同じと考えら


れる。これらを戦略的に組み合わせれば、2050 年 80％削減を目指した気候変動対策が、我


が国の経済・社会の課題解決のためのイノベーションの「きっかけ」とすることが期待でき


る。例えば、以下のようなものが考えられる。 


 【緑の産業革命】 既存のものを新しいものに置き換える「破壊的イノベーション」が


新たな経済機会を生むとされている。2050 年 80％削減の実現は、化石燃料に依存して


きた既存のエネルギーシステムや経済システムの転換を図るものであり、それは新しい


ものに置き換える「破壊的イノベーション」そのものといえる（「緑の産業革命」とも


呼ばれている。）。「緑の技術」の生産国か輸入国かの競争が激しくなっていることにも


留意が必要である。 


 【高付加価値化】 省エネによってエネルギーコストを引き下げるほか、気候変動対策


をきっかけとした生産工程の見直しに伴い「プロセスイノベーション」が誘発される可


能性がある。従来の市場メカニズムでの評価の低かった「環境価値」が、いわゆる「環


境ブランド」として財・サービスの高付加価値化の源泉となり得るとともに、「環境価


値」の追求に伴い新たな価値が発生し「プロダクトイノベーション」を誘発する可能性


がある。経済全体の環境・エネルギー生産性の向上を求めることから、ひいては経済全


体の高付加価値化を誘導する可能性がある。 


 【地方創生】 特に地方部にポテンシャルが豊富な再生可能エネルギーの導入をはじめ


とした気候変動対策による地域のエネルギー収支の改善（約 7割の自治体が地域内総生


産の 5％相当額以上の赤字）は、地域経済の基礎体力を向上させ地方創生に寄与する。


再生可能エネルギーなどの自立分散型エネルギーの普及は、災害時のレジリエンスの向


上につがなる。また、コンパクトな市街地の形成は、都市の生産性を向上させる可能性


がある。 


 


  2050年80％削減を目指した気候変動対策が、我が国の経済・社会の課題解決のイノベーショ


ンの「きっかけ」とすることが期待。切り口は、緑の産業革命、高付加価値化、地方創生。 


 







8 


 


（2） 環境・経済・社会の統合的向上 


 


○  我が国では、第 4次環境基本計画において、環境・経済・社会の統合的向上を目指すこと


を目標に掲げているが、特に、気候変動対策と経済との関係については、以下のような事実


が生じており、「緑の技術」を巡る競争や経済全体の高付加価値化など（１）の論が示唆す


る内容とも考えられる。 


  我が国においても、環境関連産業（気候変動対策、廃棄物、自然環境等）の付加価値


は名目GDP が横ばいの中着実に増加し、そのGDP に占める割合は、2013 年で 8.4％


に達している。気候変動対策関連の輸出額は、2013年には全輸出額の9.8％（約7.6兆


円）を占めるに至っている。COP21 の合意を受けて、世界市場の拡大が期待される。


一部の先進的な企業は、2050 年 80％削減社会の実現に対応した目標を設定し、世界市


場での競争優位を獲得するための製品・技術開発等を進めている。 


  我が国より一人当たりGDPが高い国においては、その大半が、既にCO2排出量と経


済成長とのデカップリングを実現しつつある。すなわち、CO2排出量の低減と経済全体


の高付加価値化を着実に進めていると考えられる。 


○  また、２℃目標の達成に向けて、我が国が国内削減に着実に責任を果たし、我が国の先進


的技術で世界の削減に貢献し、気候変動交渉にリーダーシップを発揮することは、食料や資


源の大半を他国に依存し世界の安定の上に成立している我が国の国益にかなう。また、地球


規模の課題の課題に率先して貢献することは、国際社会からの尊敬を得ることに寄与する。 


 


（3） 諸外国の戦略の紹介 


 


○  気候変動対策の実施は、企業、個人や社会全体トータルで見て、エネルギー支出の削減や


競争力の強化、雇用の創出のみならず、気候変動リスクの回避、資産価値の向上、エネルギ


ーセキュリティの強化等様々なメリットをもたらし、対策コストを上回るという見解が国際


機関等から数多く提示され、戦略的な気候変動対策の実施が提案されている。具体的には次


のようなものが挙げられる。 


 【カーボンプライシング】 炭素の価格付けにより、人々の行動に価格シグナルを与え、


燃料消費削減のインセンティブになることに加え、得られた税収の減税への活用等によ


り、経済の活性化につなげている。カーボンプライシングを導入する国は年々拡大して


おり、直近でも 2014年にフランスとメキシコ、2015年にはポルトガルがそれぞれ炭素


  既に、我が国では、環境産業・気候変動関連産業の経済全体におけるインパクトが大きく、高所


得国の大半で、CO2排出量と経済成長のデカップリングが達成されつつある。 


  気候変動対策、気候変動交渉に貢献することは、国際社会の尊敬を得て、国益にかなう。 


 


  諸外国では、気候変動対策が経済・社会の課題解決に資するとして、戦略的に実施。 


  また、石炭等の化石燃料を「座礁（不良）資産」と捉え、企業価値に影響を与えるリスクを評価


し、投融資活動に反映する動きが多数みられる。 
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税を導入している。中国は 2017 年から全国で主要産業において排出量取引を導入する


と発表した。OECDは、カーボンプライシングを最もコスト効率的な排出削減手段と位


置づけている。 


 【イノベーション】 低炭素関連のイノベーションは、新製品・サービスの創出、雇用


の創出等の効果が見込まれるため、気候変動対策という目的のみならず、成長戦略の重


要な構成要素と認識されている。 


 【情報開示等】 対策実施に必要となる行動変化のボトルネックを解消するための取組


として、企業の気候変動情報開示制度や炭素関連資産の再評価等、意思決定プロセスに


おける気候変動要素の包含を促す制度が提案されている。 


 【自然資本の評価】 経済・社会の発展度合いを測る尺度としての GDP の限界や豊か


さに対する意識の変化等を背景に、自然資本の質や量により国の経済を測るための指標


開発や新たな評価手法の構築に向けた国際的な取組が進められている。 


○  上記のような考え方に基づき、英、仏、独などでは、法律に基づく計画等で、気候変動問


題の解決のみならず、経済、社会的課題の同時解決を目指す方針が示されている。 


○  上記の情報開示等に関連して、石炭等の化石燃料を「座礁（不良）資産」（2℃目標の達成


のための規制強化により使用できなくなるリスクがある資産）と捉え、企業価値に影響を与


えるリスクを評価し（化石燃料関連資産を過大評価しているとして「カーボンバブル」との


考え方も広まってきている。）、投融資活動に反映する動きが多数みられる（例：ノルウェー


公的年金基金が保有する石炭関連株式をすべて売却する方針を決定。）。 


○  また、気候変動が与える自然災害、食料・水の供給を巡る争い、難民の発生等の安全保障


上の問題に対応し、米国や英国では、国家の安全保障戦略に気候変動問題を最重要のリスク


に位置づけている。 


 


 社会構造のイノベーションを導くための戦略 5.


 


今回、特にご議論いただきたい点です。 








温室効果ガス削減中長期ビジョン検討会 とりまとめ 


【概要版】 


2015年12月16日 


資料２－５   







2050年80%削減の低炭素社会実現に向けた方向性について（イメージ図） 


 2050年80%削減の低炭素社会を実現するためには大幅な社会変革が必要不可欠である。①エネ


ルギー消費量の削減、②使用するエネルギーの低炭素化、③利用エネルギーの転換を総合的に進
めていくことが重要である。 


 構造物や都市インフラ等は寿命が長く、現在の意思決定が長期にわたって影響を及ぼし続けるため、
2050年80％削減を実現していく時間軸を意識して、長期的視点に基づく対策の実施が重要である。 


 本検討会でとりまとめる低炭素社会の方向性については、技術の進展や社会の変化等に応じて適
時見直していくことが必要である。 
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③利用エネルギーの転換 


・ガソリン自動車から電気自動車 


・暖房・給湯のヒートポンプ利用 等 


電
気 


熱 
②エネルギーの低炭素化 


・低炭素電源（再生可能エネルギー等）
の利用拡大 


電気 
熱 


電
気 
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①エネルギー消費量の削減 


・可能な限りエネルギー需要の削減 


・機器のエネルギー効率改善   等 


2050年のCO2排出量 


① ① ③ 
② 


② 


熱 電気 


現状のCO2排出量 


エネルギー消費量 
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2050年の具体的な絵姿 


産業部門 
 


〇エネルギー多消費産業 


 ・ 革新的技術の開発・普及、新たな素材生産プロセ
スの確立、低炭素社会を支える製品の開発・供給 


〇業種横断的な技術 


 ・ 高効率機器の普及，産業用ヒートポンプの導入，
低炭素燃料への転換等 


〇CO2大規模発生源  


 ・ 産業用CCS 
 


家庭部門・業務部門 
 


〇住宅・建築物 


 ・ 断熱性の向上等の住宅本体の工夫、省エネ機
器の利用等により、無駄を省き必要最小限のエ
ネルギーを利用 


〇利用エネルギー 


 ・ 低炭素化した電力や水素、再生可能エネルギー
の利用によりゼロエミッション化 


〇再エネの最大活用  


 ・ 情報通信技術とヒートポンプ式給湯機等の活用
により再エネの変動性を吸収するシステムを構
築 


運輸部門 


〇自動車 


 ・ 乗用車ではモータ駆動の自動車が主流でそのエ
ネルギー源は電力や水素 


 ・ 貨物車では燃費改善やバイオ燃料・天然ガスの
利用、モータ駆動自動車（電気・水素）の普及 


 ・ 先進的情報通信技術等を通じた高度自動車利用 


〇交通流 


 ・ 都市構造の変革や効率的な輸送手段の組み合
わせ等により人や貨物の移動は大幅に合理化 


〇再エネの最大活用  


 ・ 電気自動車のバッテリーや燃料電池自動車が消
費する水素は電力需給の調整力としても機能 


 


 


 
エネルギー転換部門 


 


〇発電 


 ・ 再生可能エネルギー等の低炭素電源が大量に
導入され、火力発電所にはCCSが設置 


〇再エネの最大活用  


 ・ 高度情報化された通信システムが双方の情報か
ら、需給量に応じた需要量の自律的な制御、双
方に存在する蓄電装置の効率的な稼動、揚水発
電や火力・水力発電所の調整能力を活用等 
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技術のイノベーション 
○要素技術の開発：低炭素技術のイノベーションを誘発させる技術開発を推進するための取組や規制の適正化が必要。 


○複数技術の組み合わせ等を通じたシステム全体の変革：既存の要素技術の組み合わせによるシステム全体での変革を引き起こしていくことも
重要。 


〇世界の低炭素社会づくりへの貢献： 我が国は低炭素技術を磨き上げ、世界へと普及させることで、世界の低炭素社会づくりに貢献するだけでなく、
次なるイノベーションのための資金を世界から調達していく。 


ライフスタイルのイノベーション 


○低炭素な商品・サービス・行動の選択： 低炭素な商品・サービス・行動の選択を促すムーブメントを起こし、定着させていくことが必要。 


○温暖化対策のコベネフィット（健康面、安全性など）を追求した相乗効果： 断熱性の優れた住宅・建築物の普及、コンパクトなまちづくりなどは、
高齢化社会における対応としても必要な取組である。また、再生可能エネルギーの普及はエネルギー安全保障面や地域経済面、自然災害時等の
エネルギー面のレジリエンス向上などの面から見ても有益である。 


 


○都市圏・地方圏の政策との連携：  都市形態や都市インフラが固定化（ロックイン）すると、低炭素社会の実現に向けた将来的な障壁となりうるため、
低炭素社会への変革に向けて、インフラのリプレイス等の様々な機会を活用して、都市圏や地方圏の政策とも十分に連携を図っていくことが必要で
ある。 


○複数の対策・施策の組み合わせ： 異なる分野の政策をまとめて実施することによって、個別に政策を実施していた場合よりも政策の有効性向上に
つながる。 


○市場のグリーン化：市場において温室効果ガスの排出が少ない人や削減した人が相対的に得をするようなルールづくりを行っていくことが必要。 


○人材育成：  国民各界各層に科学的・技術的知見に関する深い理解を有する人材だけでなく、システム全体として俯瞰できる横断的視点を有した人
材等の多様な人材がコミュニケーションを図っていくことが必要であり、そのための人材育成が不可欠である。 


具体的な絵姿を達成するためのイノベーション 
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経済社会システムのイノベーション 


 社会経済構造の大転換・変革に向かってイノベーションを引き起こしていくことが必要である。本検討会では、
イノベーションとして、以下を３本柱として考えた。 


 低炭素社会の構築およびそのためのイノベーションの誘発には数十年単位の年月を必要とする場合もある
ため、国が長期にわたる国家戦略やビジョンを策定して目指すべき社会像を提示するとともに、全ての主体
国民がそれに向かって取組を進めていくことが重要である。 
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（参考資料） 2050年80%削減に向けた試算の一例 


最終エネルギー消費量 発電電力量 温室効果ガス排出量 


• 2050年に向けて、エネルギー消費量の削減、使用するエネルギーの低炭素化、利用エネルギーの
転換等による温室効果ガス80%削減の可能性について検討を行った。 


• その結果、試算の一例として、以下のような技術的可能性を見出すことができた。 


• こうした低炭素型社会への大転換・変革を進めるため、技術やライフスタイル、経済社会システムの
イノベーションを引き起こしていくことが必要である。 


産業：農林水産業，鉱業，建設業，製造業 


業務：商業・飲食・宿泊・公務・娯楽・教育研究・医療保健福祉などサービス業 

































































気候変動対策と経済・社会の関係に関する 


国際的な議論の潮流について 


（整理の方向） 


2015年11月 


環境と経済の統合に向けた動向調査検討会 


資料２－７ 







環境と経済の統合に向けた動向調査検討会の設置について 


１．趣旨 


 環境と経済の関係に関し、国内外の機関、政府等においてどのような議論がなされているのか等につき、経済学的


な視点から調査・検討を行うため、「環境と経済の統合に向けた動向調査検討会」を設置し、環境と経済を巡る最新の


動向を整理する。 


 具体的には、国際エネルギー機関（IEA）や欧州委員会（EC）等の機関、政府等やスターンレビューをはじめとした国


際的に著名な文献をもとに、気候変動対策を行うことにより得られるメリットや、既存の経済影響評価手法の限界・課


題等について、経済的な視点から評価を行い、気候変動対策を環境と経済の統合の観点からどう位置付けているの


か整理を行うもの。 


 
２．委員     ※五十音順、敬称略。 


有村俊秀  早稲田大学政治経済学術院教授 


大沼あゆみ  慶應義塾大学経済学部教授 


倉阪秀史  千葉大学法政経学部教授 


栗山浩一  京都大学農学研究科教授 


堀井亮  大阪大学社会経済研究所教授 


馬奈木俊介  九州大学大学院工学研究院主幹教授 


諸富徹  京都大学大学院経済学研究科教授 


柳川範之  東京大学大学院経済学研究科教授 


＜協力＞ 


• 国立研究開発法人国立環境研究所  


（藤田壮 社会環境システム研究センター長、亀山康子 社会環境システム研究センター持続可能社会システム研究室長） 


• 公益財団法人地球環境戦略研究機関 （松尾雄介 グリーン経済領域エグゼクティブ・ディレクター） 
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＜ わが国の気候変動対策をめぐる状況 ＞ 


主要な気候変動対策と 


企業･社会の反応 


気候変動対策と経済・社会の関係に関する国際的な議論の潮流＜整理の方向＞ 


 


       ＜ 国際的な議論の潮流 ＞ 


 


 


メリットがコストを上回るとの認識の共有 


経済影響評価の新たなアプローチの展開 


阻害要因を除去する対策の重要性の共有 


• 既存の評価手法（経済モデル）の特徴・課題の認識 


• ストックに着目した新たな評価指標の採用 


• 企業･消費者による合理的な行動実施の阻害要因に対し、
的確な対策を行うことの重要性が指摘されている 


 
 


 


気候変動対策による


経済・社会全体への


便益（メリット）の


多くが見落とされて 


おり、適切に評価 


されていない 


メリットの過小評価 


 


影響の適用範囲の 


特定や、算定が困難 


 


バリアを判断する 


仕組みが不十分 


評価手法の限界 


対策バリアの存在 


気候変動対策のメリットは、企業や個人、社会全体からトータルで見てコストを上回る、という見解が様々


な国際機関から提示され、経済･社会政策の一環として、気候変動対策を導入することが提案されている。 


対策実施者のコスト増が 


判断の基準となりやすい 


省エネルギー等の基準の強化 


過剰な投資負担 
生産抑制を強いられる 


再生可能エネルギー導入拡大 


コストが高い 
国民負担が大きい 


炭素価格の引上げ 


エネルギーコスト高騰 
企業の負担が大きい 
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社会全体にとってのメリット (注) 


• エネルギー支出の削減 
• 新ビジネス・雇用の創出 
• 長期的な経済成長 
• 財政への寄与 
• 気候変動リスクの回避 
• エネルギーセキュリティ強化 
• 医療支出削減、社会福祉の向上 
• 地域の豊かさの向上 


 企業にとってのメリット 


• エネルギー支出の削減 
• 生産性の向上 
• 競争力の強化 
• 気候変動リスクの回避 
• 資産価値の向上 


(注)社会全体にとってのメリットの一部は、現時点では貨幣
価値への換算が困難であるが、国際的な議論において
は換算の試みがなされ、適切な評価が行われている。 


 個人にとってのメリット 


• エネルギー支出の削減 
• 雇用の創出 
• 健康被害改善 
• 所得格差の是正 
• 幸福度の維持 
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国際的な議論では、企業の経営判断において、気候変動対策がもたらす多様な経済・社会的 


メリットを考慮していくべきとの認識が広まりつつある。 


企業からみた気候変動対策の経済・社会的メリット 


（上記以外の関連文献）Fujii, Assaf, Managi and Matousek, 2015, Did the financial crisis affect environmental efficiency? Evidence from the Japanese manufacturing sector、 Tsurumi, 
Managi  and Hibiki, 2015, Do environmental regulations increase bilateral trade flows?、Ambec, Cohen, Elgie and Lanoie, 2013, The Porter Hypothesis at 20: Can Environmental 
Regulation Enhance Innovation and Competitiveness? 


 


主要な報告書等における関連する言及例 社会全体からみた気候変動対策の経済的メリット 


エネルギー支出の削減 
 省エネなどの気候変動対策は、企業のエネルギー支出を削減する。 


生産性の向上 
 対策導入に伴う生産プロセスの更新を通じて、メンテナンス費、
原材料費などを削減し、生産性を向上させる。また、品質向上にも
つながる。さらに、労働環境が改善され、労働生産性が向上する
ケースや、労災減少の結果、医療関連支出が減少するケースもある。 


競争力の強化 
 低炭素ビジネスの拡大など新たな事業機会が創出されるほか、省
エネによって節約された資金を、付加価値の大きい用途に活用する
ことができる。また、対策導入の結果、エネルギー価格高騰リスク
や、法的リスクの削減などにもつながる。このほか、適切に設計さ
れた環境規制によってイノベーションが促されたという事例も報告
されている（ポーター仮説）。 


気候変動リスクの回避 
 気候変動影響の顕在化についての認識や、気候変動情報の開示、
座礁資産回避といった観点から、欧米では対策を行わないことが経
営リスクになるとの認識が広まりつつある。 


資産価値の向上 
 株式投資において、環境、社会、ガバナンス（ESG）といった非
財務指標に配慮するESG投資の考えが広まっており、一要素である
環境への取り組みが長期的な企業価値向上に結びつくと期待できる。 


｢Capturing the Multiple Benefits of Energy Efficiency｣ (IEA) 


スウェーデンの鉄鋼メーカーSSAB社は、省エネ投資の実施に当たり、経済的メリット
の事前評価を行った。5.3万ドルの投資を行うことでエネルギー消費量が58％減少
し、エネルギー支出が年1.8万ドル減少することが分かった。さらに実施後の分析で
は、エネルギー支出削減のみならず、メンテナンス費等の削減効果として年3万ドル
のメリットが得られたことが分かった。 


（「エネルギー支出の削減」「生産性の向上」に関連） 


｢Do Environmental Policies Matter for Productivity Growth?｣ 
(OECD Economics Department Working Papers) 
適切に設計された環境政策は、環境上のメリットだけでなく経済的なメ
リットも生み出す。企業が、市場の失敗や行動のバイアスを克服し、未開拓の


収益源を見出す機会を、政策によって後押しすることができる。 


（「競争力の強化」に関連） 


｢Proposal for a disclosure task force on climate-related risks｣ 
(Financial Stability Board) 


気候変動によるリスクは「物理リスク」 「責任リスク」 「移行リスク」の3つに分類される。
このうち物理リスクは、洪水や暴風雨による資産の被害、移行リスクは、低炭素経
済への移行に向けた政策変更に伴う財務リスクなどを意味する。 


（「気候変動リスクの回避」に関連） 


｢Demystifying Responsible Investment Performance｣ (UNEP FI) 


ESG要素と投資パフォーマンスの関係には諸説あるが、複数の研究論文のレビュー
を行った結果、ESGが投資パフォーマンスに正の影響を与える、もしくは影響は中立
的とする研究結果が多数であった。 


（「資産価値の向上」に関連） 
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主要な報告書等における関連する言及例 


エネルギー支出の削減 
 より高効率な製品への買い替えや再エネ設備の導入等を行う
ことにより、光熱費の節約につながり、家計のエネルギー支出
削減につながる。 


雇用の創出 
 再エネ等の低炭素産業の拡大により、雇用が拡大する。また、
環境税の税収を企業の社会保障費削減等に活用することで、企
業の負担が減り、雇用が拡大する。 


健康被害改善 
 気候変動対策の実施により、大気汚染の削減や気温上昇の回
避等による人々の健康被害のリスク削減（循環器系・呼吸器系
の疾患、媒介生物による疾病等）につながる。また、健康被害
のリスク削減にともない、医療支出の削減につながる。 


所得格差の是正 
 エネルギー効率の改善による「Fuel poverty（暖房費を確保す
ることが難しい貧困層）」の削減や、環境税の税収の低所得者
への再分配による貧困削減につながる。 


幸福度の維持 
 気候変動対策の実施は自然環境の保全に繋がり、自然に親し
む機会の維持・回復により、人々の幸福度の低下を防ぐ。 


個人からみた気候変動対策の経済・社会的メリット 


｢Capturing the Multiple Benefits of Energy Efficiency｣ (IEA) 


エネルギー効率が改善されれば、全ての収入レベルにおいて光熱費の削減につなが
り、個人・家計・企業の可処分所得の拡大につながる。 


（「エネルギー支出の削減」に関連） 


個人からみた気候変動対策の経済的メリット 


（上記以外の関連文献） Stern, 2006, The Stern Review: The Economics of Climate Change 


国際的な議論では、気候変動対策のメリットとして、個人から見た経済・社会的な課題の解決に


も資する面が挙げられるとの認識が広まりつつある。 


｢Better Growth, Better Climate｣ (The Global Commission on 
the Economy and Climate)  


世界全体で、2012年に再エネ産業で約600万人の新たな雇用が生まれ、石炭産
業の労働者に匹敵する雇用者数になりつつある。 


（「雇用の創出」に関連） 


｢Health and climate change: policy responses to protect｣ 
(Lancet Commission on Health and Climate Change)  


気候変動の健康への影響は、大気汚染等に起因する循環器系・呼吸器系の疾
患、気温の上昇・海面上昇による媒介生物の増加による疾病が挙げられ、気候変
動対策の実施によりこれらを回避することが、世界的に大きな便益となる。  


（「健康被害改善」に関連） 


｢Energy Efficiency and its contribution to energy security and 
the 2030｣ (EU Commission) 


2012年にはEU人口の11％が十分に暖房を行うことができなかった。エネルギー効
率改善を行うことで、このような事態を緩和することができる。 


（「所得格差の是正」に関連） 


｢Well-being and the environment｣ (EEA) 


大気汚染、海洋酸性化、生物多様性の損失および気候変動は、すべて人々の幸
福度に深刻な影響をおよぼす。 


（「幸福度の維持」に関連） 
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主要な報告書等における関連する言及例 社会全体からみた気候変動対策の経済的メリット 


エネルギー支出の削減 
 省エネ対策の導入や火力発電の再生可能エネルギーによる代
替により、化石燃料の輸入削減や貿易収支の改善、余剰資金の
発生につながる。 


新ビジネス・雇用の創出 
 すでに先進国を中心に低炭素ビジネスの拡大が見られている。
また、再生可能エネルギーの地方における新規導入拡大等によ
り、地方創生につながる。 


長期的な経済成長 
 企業の生産性向上などによる短期的な経済成長に加え、気候
変動の影響回避による資本蓄積や産業構造全体の変革等により、
長期的な経済成長に寄与する。 


財政寄与 
 税制のグリーン化推進等による環境税の税収拡大により、増
収分を社会保障費用の削減等に活用することが可能となり、財
政赤字の削減・財政の健全化につながる（二重の配当効果）。 


気候変動リスクの回避 
 気候変動対策を実施しない場合、洪水、水資源の減少、食料
生産の減少、人口移動、生態系への危機等の被害を被るリスク
があり、早期の対策実施により、それらを回避することが可能
となる。 


 


社会全体からみた気候変動対策の経済・社会的メリット① 


国際的な議論では、社会全体からみた気候変動対策の経済・社会的メリットが適切に評価されている。 


（上記以外の関連文献）Horii and Ikefuji, 2014, Environment and Growth 


※本スライドには、社会全体からみた気候変動対策の経済的メリットのうち、比較的貨幣価値換算がしやすいメリットを記載。 


｢Capturing the Multiple Benefits of Energy Efficiency｣ (IEA) 


例えばドイツではエネルギー消費の70％を輸入に依存しており、2012年にはエネルギー輸入
総額が1020億ユーロであった。2020年に6％エネルギー需要を削減するという目標を達成
できれば、43億ユーロのエネルギー輸入コスト削減につながる。 


（「エネルギー支出の削減」に関連） 


｢The Stern Review: The Economics of Climate Change｣（Stern） 


BAUシナリオの下での気候変動による影響（洪水、水資源の減少、食料生産の減少、栄
養失調、熱ストレス等）に係る総コストは、世界の1人当たり消費額を少なくとも5％減少さ
せる。さらに、「非市場的」な影響等を加味した場合、約20％減少させる。 


（「気候変動リスクの回避」に関連） 


｢The Socio-economic Benefits of Solar and Wind Energy」 
(IRENA and CEM)  


再エネの導入拡大は、建設工事や運営管理等の多様な段階において、地域の雇用創出に
つながる。また、現地調達により地域の製品やサービスの需要拡大につながる。 


（「新ビジネス、雇用の創出」に関連） 


｢Fifth Assessment Report (AR5) Working Group Ⅱ｣ (IPCC) 


21世紀を通じ、気候変動の影響により経済成長が減速し、貧困削減がより困難となり、食
料安全保障がさらにむしばまれると予測される。 


（「長期的な経済成長」に関連） 
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｢How much carbon pricing is in countries’ own interest?｣ (IMF) 


炭素税による税収が、他の労働や資本に対する課税の引き下げ（もしくは経済効率性の引
き上げにつながる目的）に使われるとき、経済的に大きな便益がもたらされる。これは、
“double divided（二重の配当）”と呼ばれる。労働・所得に対する課税を引き下げること
は市場の歪みを是正するためである。 


（「財政寄与」に関連） 







 


主要な報告書等における関連する言及例 


エネルギーセキュリティの強化 
 省エネ対策の導入や再生可能エネルギーの利用は、燃料資源
の輸入への依存を軽減し、エネルギー自給率の向上やエネル
ギー供給システムの改善に寄与し、エネルギーセキュリティの
強化につながる。また、地域における再エネの普及により、電
力供給源の分散につながり、地域のエネルギーセキュリティの
強化につながる。 


医療支出削減・社会福祉の向上 
 個人からみた健康被害改善のメリットに加え、気候変動対策
の実施は、医療費に係る政府支出・民間支出の削減につながる。
また、炭素価格付け制度の導入等による税収を医療費や年金等
の社会保障費、低所得者への補助に充当することにより、社会
福祉の向上につながる。 


地域の豊かさの向上 
 雇用創出による地方創生の観点に加え、気候変動対策の実施
に伴う交通システムの改善、都市のコンパクト化等が進むこと
により、渋滞削減・移動距離の短縮・燃料費の削減につながり、
経済の活性化に寄与する。また、これらは同時に、大気の質の
改善、交通事故の削減、居住者の生活の質の向上等、につなが
り、総じて地域の豊かさの向上につながる。 


社会全体からみた気候変動対策の経済・社会的メリット② 


社会全体からみた気候変動対策の経済的メリット 


（上記以外の関連文献） Stern, 2006, The Stern Review: The Economics of Climate Change 


※本スライドには、社会全体からみた気候変動対策の経済的メリットのうち、比較的貨幣価値換算が難しいメリットを記載。 


国際的な議論では、社会全体からみた気候変動対策の経済・社会的メリットのうち、比較的貨幣


価値換算が難しいものであっても、それらが適切に評価されている。 


｢Better Growth, Better Climate｣ (The Global Commission  
on the Economy and Climate)  


再エネを国内で活用することができれば、エネルギーセキュリティの強化に繋がり、貿
易赤字の削減につながる。特に石炭は、長い間多くの国の発電においてデフォルトの
選択肢であったが、今後はシェールガスや再エネよりも高額になると見積もられており、
将来の石炭のエネルギーセキュリティにおける優位性は以前より低下している。例え
ばインドでは近年の石炭に対する新規需要の50％以上を輸入によって賄っていると
いう現状がある。 


（「エネルギーセキュリティの強化」に関連） 


世界の先進的な都市は、公共交通機関の拡大により都市をダイナミックかつ健康に
し、排出削減にも成功し、よりコンパクトで連携した開発を実証している。 また、本
委員会による都市開発計画に対する分析は、都市がスプロールをコントロールし、効
率的な公共交通システムに依拠している場合、経済活動が活性化する（渋滞削
減、移動距離の短縮および燃料費の削減による）とともにGHG排出量が減少する
ことを示している。そのような都市は同時に、大気の質の改善、交通事故の削減、
居住者の生活の質の向上を実現する可能性が高い。 


（「地域の豊かさの向上」に関連） 


｢Health and climate change: policy responses to protect｣ 
(Lancet Commission on Health and Climate Change)  


気候変動は、この50年間に世界が経済成長と医学において得たものをむしばむ恐
れがある。また、一般に、豊かな国であるほど、政府支出に占める健康関連費用の
割合が大きく、健康被害に伴い生じる関連の政府及び民間支出を削減するために
も、先進国は率先して健康被害緩和に取り組むべきことを示唆している。 


（「医療支出削減・社会福祉の向上」に関連） 
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関連する主要な言及 


IEA「Capturing the Multiple Benefits of Energy Efficiency」 


ドイツはエネルギー消費の70％を輸入に依存しており、2012年にはエネルギー輸入
総額が1,020億ユーロであった。2020年に6％エネルギー需要を削減するという目
標を達成できれば、43億ユーロのエネルギー輸入コストの削減につながる。 （「エネ
ルギー支出の削減」に関連） 


気候変動と経済に関する世界委員会「Better Growth, Better 
Climate」 


○○｛世界｝では、2012年には再エネ産業で約600万人の新たな雇用が生ま
れ、石炭産業の労働者に匹敵する雇用者数になりつつある。先進国では気候変動
対策が進み、「低炭素部門」のビジネスにおいて幅広く新たな雇用が生まれている。
（「○○」に関連） 


IMF 「How much carbon pricing is in countries‘ own 
interests? The critical role of co-benefits」 


炭素税による税収が、他の労働や資本に対する課税の引き下げ（もしくは経済効
率性の引き上げにつながる目的）に使われるとき、経済的に大きな便益がもたらさ
れる。これは、“double divided（二重の配当）”と呼ばれる。労働・所得に対す
る課税を引き下げることは市場の歪みを是正するためである。（「○ ○ ○ ○」に関
連） 


経済影響評価に対する新たなアプローチ 
 


主要な報告書等における関連する言及例 


「The Stern Review: The Economics of Climate Change｣ (Stern) 


モデル分析が示す様々な可能性を平均化することにより、気候変動対策
をとならい場合の壊滅的な被害などが過小評価される。 


温暖化がもたらす損失の現在価値を計算する際は世代間の衡平性の観点
から、非常に低い割引率を設定すべき。 


｢Decarbonizing the Global Economy with Induced 
Technological Change: Scenarios to 2100 using E3MG｣ 
(University of Cambridge) 


不完全雇用を前提とした経済モデルでは、これまで活用されなかった労働資源や遊
休設備が有効活用されより多くの生産・投資を促し、経済全体にプラスの影響がも
たらされる。  


（「既存の評価手法の特徴・課題の認識」に関連） 


｢Inclusive Wealth Report 2014｣ (UNU-IHDP and UNEP) 


従来のGDPを補完する、より包括的な経済の進捗の尺度が必要。国の豊かさを、
人工資本・人的資本・自然資本など国全体の資本量（ストック）に着目して測る
べき。 


｢The Economics of Ecosystems and Biodiversity: Synthesis 
Report｣ (TEEB) 


自然の恩恵（生態系サービス）を経済的に評価・可視化し、全ての人々が自然の
価値を認識し、自らの意思決定に反映させるべきとし、その社会実現に向けた国際
的取組み。 


（「ストックに着目した新たな評価指標の採用」に関連） 


経済影響評価に対する新たなアプローチ 


気候変動の影響は長期的または市場外部にまで及ぶため、適用範囲の特定や算定が困難であり、


また経済モデルの前提･ロジック次第でも評価結果が大きく変動するものであるが、国際的な議論


では、これらの前提も踏まえて適切な判断が行われようとしている。 


（上記以外の関連文献）Weitzman, 2008, On Modeling and Interpreting the Economics of Catastrophic Climate Change、Lancet Commission on Health and Climate Change, 2015, 
Health and Climate change : policy response to protect public health、ノードハウス（2015）『気候カジノ』、 環境省 （2010）「地球温暖化対策に係る中長期ロードマップ（中間整理）」、伴（2011） 
「経済モデルによる環境政策の影響評価」 


既存の評価手法の特徴・課題の認識 
 経済モデルによる影響評価における以下の特徴や課題を十分認識
した上で、これらを適切に活用し、判断に役立てようとしている。 


影響評価の不確実性とリスクの過小評価の可能性 
気候変動の影響は長期的または市場外部に及び、評価に大きな不
確実性を伴うため、不確実性を考慮した検討が不可欠。しかし、
様々な可能性を平均化することにより、気候変動対策をとならい
場合のリスク（壊滅的な被害など）が過小に見積られる場合がある。 


モデルの前提･ロジック次第で結果が大きく変動 
モデルの前提（割引率(注) 等）により、気候変動対策の評価に差異
が生じる。試算に用いるモデルのタイプによっても結果が異なる。
また、完全雇用を前提としたモデルではなく、不完全雇用を前提
としたモデル（例えばE3MG）を用いて評価すると、経済にプラ
スに働く場合がある。(注) 割引率とは、将来価値を現在価値に換算するために用いる率のこと。 


ストックに着目した新たな評価指標の採用 
 国の豊かさを従来のGDPなど短期の経済指標による測る視点か
ら、天然資源や再エネなど様々な資本（「ストック」）の質や量
によって測る視点にシフトしつつある。 
 これらの観点は、生態系サービスを定量化する国際プロジェクト
（TEEB）においても実施されている。 
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阻害要因を除去する対策の重要性の共有 


 


関連する主要な言及 


IEA「Capturing the Multiple Benefits of Energy Efficiency」 


ドイツはエネルギー消費の70％を輸入に依存しており、2012年にはエネルギー輸入
総額が1,020億ユーロであった。2020年に6％エネルギー需要を削減するという目
標を達成できれば、43億ユーロのエネルギー輸入コストの削減につながる。 （「エネ
ルギー支出の削減」に関連） 


気候変動と経済に関する世界委員会「Better Growth, Better 
Climate」 


○○｛世界｝では、2012年には再エネ産業で約600万人の新たな雇用が生ま
れ、石炭産業の労働者に匹敵する雇用者数になりつつある。先進国では気候変動
対策が進み、「低炭素部門」のビジネスにおいて幅広く新たな雇用が生まれている。
（「○○」に関連） 


IMF 「How much carbon pricing is in countries‘ own 
interests? The critical role of co-benefits」 


炭素税による税収が、他の労働や資本に対する課税の引き下げ（もしくは経済効
率性の引き上げにつながる目的）に使われるとき、経済的に大きな便益がもたらさ
れる。これは、“double divided（二重の配当）”と呼ばれる。労働・所得に対す
る課税を引き下げることは市場の歪みを是正するためである。（「○ ○ ○ ○」に関
連） 


 


主要な報告書等における関連する言及例 


｢Energy Efficiency and its contribution to energy security and 
the 2030 Framework for climate and energy policy｣ (EC) 


エネルギー費用の削減だけでなく、生活の質（QOL）の改善や、企業の競争力確
保など、省エネがもたらす多様な便益を、消費者や企業に伝えることが重要である。 


（「情報の不完全性」に関連） 


省エネ投資のための低利子融資など、ファイナンスの観点についても検討すべきである。 


（「資金へのアクセス」に関連） 


｢Barriers to industrial energy efficiency: A literature review｣ 
(UNIDO) 


経済性評価は、対策実施に係る追加費用（情報収集・分析や手続きに係る費用
等）を見落とす可能性がある。しかし、そのような費用の定量化事例は少なく、実態
が不明な部分が多い。 （「隠れた費用」に関連） 


時間的制約や関心度合い、情報処理能力の制約により、消費者の効用最大化
や企業の利潤最大化が試みられない場合がある。 （「認識能力の限界」に関連） 


国際的な議論では、企業や消費者による合理的な行動実施を阻害する要因に対し、対策がもたらす


便益の情報提供や対策に係る初期費用の資金提供などを行うことの重要性が指摘されている。 


｢Resource-efficient green economy and EU policies｣ (EEA) 


欧州諸国の中小企業の経営者に調査を実施した結果、エコ・イノベーションの障壁
として、約60%の経営者が補助金へのアクセスや財政的インセンティブが不足してい
ると回答。また、もう一つの障壁として、エコ・イノベーションによる資金回収期間中の
市場の不確実性がある。 （「資金へのアクセス」「リスク」に関連） 


｢Capturing the Multiple Benefits of Energy Efficiency｣ (IEA) 


便益が生じる期間は様々であり、長期的な便益を得るためには、より長い期間が必要
とされる可能性がある。一方で、対策実施者は費用削減への貢献や投資リターンの速
さなど、便益が表れやすい対策に関心が高い。 （「便益が表れる期間」に関連） 


 消費者や企業は、時として経済学的に合理的な行動（効用最大化
や利潤最大化）を取らない場合がある。行動実施の阻害要因と考え
られる以下のような点に対し、的確な対策を行っていくことの重要
性が指摘されている。 


情報の不完全性 
情報不足により、費用対効果に優れた対策実施が見逃される場合
がある。 


資金へのアクセス 
省エネ機器導入の初期費用調達が困難であり、実施が見送られる
場合がある。特に中小企業においては、初期費用の調達を重視す
る傾向にあり、改善が必要とされている。 


隠れた費用 
対策に関する情報探索や組織内部の手続きに伴う費用等が見落と
され、対策実施の経済性が正しく評価されない場合がある。 


認識能力の限界 
時間的な制約や情報処理能力の不足により、経済合理的な行動が
取れない場合がある。 


リスク 
高度な技術的・財政的リスクや市場の不確実性により、対策実施
が見送られる場合がある。 


便益が表れる期間 
長期的に便益が表れる対策よりも、短期的に便益が表れる対策が
優先される傾向がある。 


阻害要因を除去する対策の重要性 


（上記以外の関連文献） European Commission, 2011, Energy Roadmap 2050、Stern, 2006, The Stern Review: The Economics of Climate Change 8 







戦略的な気候変動対策の提案 


国際的な議論では、気候変動対策のメリットがコストを大きく上回るとの共通理解に基づき、


経済戦略の一環としての気候変動対策の導入が提案されている。 


 
 


 
文献より示唆される戦略的な対策の方向性 


 
 


 気候変動影響は、経済・社会に対する 
大変な脅威であるという共通認識 


＜気候変動対策と経済・社会政策の融合＞ 


＜戦略的な気候変動対策の実施＞ 


1. 炭素価格付け 


 炭素価格付けを行うことにより、人々の行動に価格シグナル
を与え、燃料消費削減のインセンティブとなる。 
 また、炭素税収や排出権のオークションによる収入を、所得
税や法人税等の経済にゆがみをもたらす税（distortionary 
taxes） の減税に活用したり、企業の社会保障費削減に活用す
ることで、経済活性化につながる。 
 欧州委員会や世界銀行等は各国に対し、炭素価格付け制度の
導入と課税のシフト（労働や所得への課税から消費や資源利用
へのシフト）を推奨している。 
 現在、39の国と23の都市・州・地域が、排出量取引制度ある
いは炭素税によって炭素価格付けを導入あるいは導入予定であ
り（2015年に世界年間GHG排出量の12％をカバー）、炭素価
格付け制度の導入事例は増加し続けている。 


対策実施を前提に、金融、財政、社会保障などの
観点も考慮のもと、経済・社会政策の一環として


気候変動政策を導入 


 


具体的な対策を推奨している文献（例） 


 


気候変動対策と経済・社会政策の融合の方針を示す文献（例） 


国際的な議論 
｢Europe 2020｣ (European Commission) 


欧州は2020年に向けての気候変動目標等の達成のため、「賢い成長」、「持続可
能な成長」、「包摂的な経済成長」を優先課題に掲げ、「資源効率的な欧州」など
7つの率先行動の実施を加盟各国に要求。また欧州委員会は毎年作成する
「AGS: Annual Growth Survey（年次成長外観）」において、これらの優先課
題や率先行動をレビューし翌年の優先事項を提示するとともに、EUメンバー国ごとに
「Country-specific recommendations（国別特定勧告）」を提示し、各国の
状況に応じた対策の実施を推奨している。 


 


｢State and Trends of Carbon Pricing｣ (World Bank)  
政府にとっては、炭素価格付けは排出緩和を行う手法であると同時に歳入源である。ビジネ
スにとっては、企業内部の炭素価格(internal carbon pricing)を導入すれば、炭素価格
の経営への影響を把握し、コスト削減や収入増の可能性を検証できる。投資家にとっては、
炭素価格は投資判断に係る長期の気候変動政策の潜在的な影響の分析に使われ、より
低炭素な活動への投資へシフトすることにつながる。 


｢Better Growth, Better Climate｣ (The Global Commission 
on the Economy and Climate)  
政府は戦略的な財政改革の一部として、強固で予測可能かつ徐々に価格が上昇する形で
の炭素価格の導入を行うべきである。特に税収を低所得者への影響軽減や経済にゆがみを
もたらす税（distortionary taxes）の減税に優先的に活用すべきである。主要な企業は、
「影の」炭素価格を投資判断に適用し、上手くデザインされた安定的な炭素価格付けのレ
ジームを構築し、政府を支援すべきである。 


｢How much carbon pricing is in countries’ own interest?｣ (IMF) 
理想的には、炭素価格付けは、財政政策の一環として炭素税収等を他の税の軽減に活用
するような、より大きな税制のシフトの一部であることが望ましい。 


炭素価格付け 
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（上記以外の関連文献）Stern, 2006, The Stern Review: The Economics of Climate Change、European Commission, 2015, Questions and answers on the proposal to revise the EU 
emissions trading system、IGES他（2015）「平成26年度環境経済の政策研究「高質で持続的な生活のための環境政策における指標研究最終研究報告書」 


2. イノベーションの促進 


 GHG大幅削減に関する強い政治シグナルの発信が、低炭素型イ
ノベーション促進の素地になるとの認識がなされている。 
 具体的な促進策としては、補助金による支援も有効ではあるが、
民間のR&Dをレバレッジする税制上のインセンティブ、特に企業
の新規参入促進のための動機付けが必要との認識である。 
 また、 1.の炭素価格付けと組み合わせ、投資へのインセンティ
ブを与えつつ、税収・オークション収入を、イノベーション支援
の財源に活用するなど、包括的な対策導入が進んでいる。  
 なお、低炭素関連のイノベーションは、新製品・サービスの創
出、成長への寄与、雇用創出といった効果も期待されるため、気
候変動対策という目的のみならず、成長戦略の重要な構成要素と
して認識されている。  


3. 気候変動リスクの織り込み 


 対策実施に必要となる行動変化のボトルネックを解消するため
の取り組みとして、企業の気候変動情報開示制度や低炭素社会へ
の移行に伴う炭素関連資産の再評価など、意思決定プロセスにお
ける気候変動要素の包含を促す制度が提案されている。 
 また、省エネ機器の初期投資負担を軽減するため、本来の初期
投資額を省エネ機器の削減効果により補填するスキームや、技術
ロックインを予防する戦略的な規制の導入が進められている。 


4. ストック指標による評価 


 経済･社会の発展度合いを測る尺度としての従来のGDPの限界
や豊かさに対する意識の変化等を背景に、森林や土地などの自然
環境や再エネなど、様々な資本（「ストック」）の質や量により
国の経済を測るための指標開発や新たな評価方法の構築に向けて
の国際的取組みが進められている。 
 国連においても、環境と経済の関係を捉える新たな統計的枠組
（SEEA-CF）の採択や、2015年以降のポスト･ミレニアム開発
目標として、気候変動や生物多様性保全に関するゴールを定めた
「持続可能な開発目標」（SDGs）の採択など、ストック指標の
活用を後押しする取り組みが進められている。 


 


具体的な対策を推奨している文献（例） 


 
｢The Carbon Plan｣ (HM Government) 
2050年の削減目標達成に向けて必要となる、主要な低炭素技術の実証と普及の支援を
2010年代に実施する。低炭素電力の分野においては、長期の低炭素電力買取、洋上風
力コスト削減支援、商業規模のCCS開発などを行う。 


｢Aligning Policies for a Low-Carbon Economy｣（OECD) 
環境政策がイノベーションにより生産性の向上につながったという事例が存在するが、特定の
政策デザインは、政治的選好により競争市場を捻じ曲げ、反対の効果をもたらすことがある。
GHG排出量を減らすための強い政治シグナルが、イノベーションを誘発する”market pull”を
作り出すためには不可欠である。 


｢Energy Efficiency and its contribution to energy security and 
the 2030 Framework for climate and energy policy｣ (EC)  
欧州委員会は、各種のイノベーションを促進するプログラムを活用し、EU各国と連携しながら
安価で革新的でエネルギー効率的な製品と新規のビジネスモデルの導入を促進する。 


イノベーションの促進 


 
｢Barriers to industrial energy efficiency: A literature 
review｣ (UNIDO) 
エネルギー効率改善における多様な障壁を除去するため、ラべリング制度、省エネ機器に対
する最低限度の基準などを含めたポリシーミックスが必要とされている。 


｢Better Growth, Better Climate｣ (The Global Commission 
on the Economy and Climate)  
すべての政府、ビジネス、投資家等は、経済・ビジネスモデルや政策・プロジェクト評価の手法
等のコアな意思決定に関わるツール、および経済・ビジネス戦略全体に、気候変動等の環境
リスクを組み込むべきである。 


｢Aligning Policies for a Low-Carbon Economy｣（OECD) 
現在の市場および規制は、最終的に低炭素インフラではなく化石燃料への投資を好むことが
多く、政府は現状の政策がどのように長期的なファイナンスを阻害しているかを理解すべきであ
り、早急に市場の効果と低炭素な将来の統合に向けて対策を打ち出すべきである。 


気候変動リスクの織り込み 


 
｢Inclusive Wealth Report 2014｣（UNU-IHDP and UNEP） 
人工資本・人的資本・自然資本など国全体の資本量（ストック）に着目して国の豊かさを
測るべきと提言し、各国評価を実施。 


｢Towards Green Growth? Tracking Progress｣ (OECD) 
環境と経済の関係を「自然資産ベース」など4分野26指標で評価。自然資本の貨幣価値
換算手法の開発とその普及に向けての取組を継続すべきと提言。 


ストック指標による評価 
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（参考）欧米諸国における戦略的な気候変動対策実施の事例 


戦略的な対策の方向性に関わる欧米諸国での対策導入事例 


• 欧州連合：欧州委員会は、野心的な気候変動政策導入は、低炭素技術の市場創出につながるもので、欧州産業界の競争力を損ねるものではないと
の認識。2030年のGHG削減目標に向けて、EU-ETSの排出枠引き下げ強化を計画。 


• ドイツ：1999年から行われた環境税制改革により、エネルギー税率引き上げ、石炭・電気に対する課税を開始。CO2排出削減とともに、税収を年
金引き下げに充当することで、雇用増とGDP成長を達成。 


• スウェーデン：炭素税の導入（1991年）を含む気候変動対策の実施により、1990年代後半からCO2排出とGDP成長のデカップリングに成功。 


• ブリティッシュ･コロンビア州（カナダ）：2008年より炭素税を導入、税収を所得税・法人税の減税に活用することで、CO2排出量の削減と経済
成長の両立を達成。 


• 金融安定理事会（Financial Stability Board）：気候関連リスクの情報開示の利害関係者のニーズや情報開示させるべき業種の特定を目的とした、
産業主導の情報公開タスクフォース設立の必要性をG20に対して提案。 


• 米国：オバマ大統領は2015年8月、発電所のCO2排出量を2030年までに2005年比32％削減する意向を発表。気候変動の影響は、米国全土で顕在
化しており、特に子供や高齢者、低所得者層がリスクにさらされていると指摘。 


• 欧州連合：「建物のエネルギー性能に関する指令」において、2020年末までに全ての新築建物をほぼゼロエネルギーにするとの方向性を明示。 


• 英国：2012年より運用が開始された「グリーンディール」において、省エネ機器の導入コストを光熱費の削減分で埋め合わせることで、先行投資
なしでの省エネ機器の導入を可能に。 


• ノルウェー：気候変動リスク、経済リスクをもたらすとの見方から、同国の政府系ファンドは石炭関連企業からの投資撤退を進めている。 


• 英国：2012年に発足したUK Green Investment Bankは、政府100%出資の洋上風力発電に特化した再生可能エネルギー支援機関。2014年度は
イギリス国内に22の新プロジェクトに対し、合計7億2,300万ポンドを出資。 


• 英国：電力需要の増加が見込まれており、エネルギーセキュリティ強化の一策として電力の低炭素化に取り組んでいる。原子力や再生可能エネル
ギーといった低炭素電力の長期買取を実施。 


• ドイツ：Energiewende（エネルギー転換）として再エネ導入を促進。昨今のFeed-in Tariff（FIT）の高騰に対しては、制度改革を進めている。 


1. 炭素価格付け 


2. イノベーションの促進 


3.気候変動リスクの織り込み 


• 欧州連合：欧州委員会統計局は、2013年、域内の資源効率の向上を目指す取組の進捗状況を測る30指標（資源生産性に関する重要指標、土地･水･
炭素に関する指標ダッシュボード、その他の個別指標）を示したスコアボードを作成。「欧州2020」で進める資源効率向上をデータ面から促進。 


• 英国：経済、社会、環境（域内環境および気候変動）の持続可能な開発の達成状況の評価や国民啓発、更に政府の予算の説明責任の明確化などを
目的に持続可能な開発指標（SDIs）を開発。主要指標 12 とその他の指標 23 の計 35 指標（小分類 68 指標）が設定されている。 


4.自然資本(ストック)指標による経済評価 
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（参考）経済と社会をめぐる主な論点の抽出に用いた文献例（1/3） 
 Stern（2006）「The Stern Review: The Economics of Climate Change」 


著者： 英国財務省が実施した気候変動問題の経済的側面に関するレビュー。ブレア首相ならびにゴードン・ブラウン財相が2005年7月に委託。ニコラス・スターン卿（元世界銀行チーフエコノミスト）を責任者と
しているため、スターンレビューと呼ばれる。 


要旨： 長期的な気候変動の影響とそのコストを調査。今行動を起こせば、気候変動の最悪の影響は避けることができるとし、経済モデルを用いた分析によれば、行動しない場合、毎年GDPの少なくとも5%、最
悪の場合20%に相当する被害を受ける。対策コストはGDP1%程度しかかからないとし、早期の対策実施を推奨している。 


 UNEP Finance Initiative（2007）「Demystifying Responsible Investment Performance」 


著者： 国連環境計画・金融イニシアティブ（UNEP Finance Initiative）は、1992年に設立された、UNEPと金融セクターのグローバルなパートナーシップ。銀行、証券会社、資金運用機関など合計200以上
の組織がUNEPと協働し、金融システムにおける環境、社会、ガバナンス（ESG）の考慮に向けて取り組みを行っている。 


要旨： ESG要素と投資パフォーマンスの関係を分析した、複数の学術論文についてのレビュー。20の論文をレビューした結果、ESGが投資パフォーマンスに正の影響を与えるとするものが半分、影響は中立的とする
ものが7つ、負の影響とするものが3つであり、少なくとも、投資におけるESG要素の考慮は、大きなマイナスになるものではないとの見解。 


 European Commission（2010）「Europe 2020」 


著者： 欧州委員会は2010年に成長戦略「Europe 2020」を発表し、「European Semester」（予算案や経済政策の策定に先立ち、欧州委員会が各国の財政政策と経済政策の協調を行うプロセスのこ
と）を開始。このプロセスの下、1月に各国の成長見通しである年次成長概観（Annual Growth Survey）、その後、各国に対する国別勧告（Country-Specific Recommendations）を発表。 


要旨： Europe 2020は2020年を目途とするEUの中長期戦略であり、「賢い経済成長」「持続可能な経済成長」「包摂的な経済成長」という3つの側面からみた経済成長に焦点をおき、それらの実現のために
7つのフラグシップイニシアチブを提案している。 


 TEEB（2010）「The Economics of Ecosystems and Biodiversity: Mainstreaming the Economics of Nature: A Synthesis of the Approach, Conclusions and 
Recommendations of TEEB 」 


著者： TEEB（The Economics of Ecosystems and Biodiversity）プロジェクトは、2007年にポツダムで開催されたG8+5環境大臣会議において提唱され、パバン・スクデフ氏（ドイツ銀行取締役）を
リーダーとして研究が進められ、2010年10月の生物多様性条約（COP10)において、本報告書が公表された。 


要旨： 「自然」の恩恵（生態系サービス）を経済的に評価・可視化することで、すべての人々が「自然」の価値を認識し、自らの意思決定や行動に反映させる社会の実現に向け、1）これまで反映されてこなかっ
た生物多様性の価値を様々な主体の行動や意思決定に反映することが重要、2）生物多様性の価値を経済的評価などにより可視化することが有効、と提言。 


 European Commission（2011）「Energy Roadmap 2050」 


著者： 欧州委員会（European Commission）は、欧州連合（EU）の執行機関。2050年に向けて、エネルギー起源CO2の排出を大幅に削減しなければならない中で、エネルギー供給と競争力に支障を
与えることなく、この目的を達成するための道筋を提示している。 


要旨： 「省エネ」「再生可能エネルギー」「原子力」「CCS」の４つの脱炭素化手法を組合せたシナリオを分析し、低炭素エネルギーシステムへの移行とそのための政策の道筋を提示。すべてのシナリオが排出量削減
目標を可能にしつつ、長期的には既存政策よりもコストを抑えることにつながると提言。また、国別に計画を並存させるよりも、欧州全体で行動を進める方が、コストが低く供給も安定するとしている。 


 HM Government（2011）「The Carbon Plan」 


著者： 英国は、2008年の気候変動法（Climate Change Act）に基づき、5年毎にGHG排出量の上限（carbon budget）を定めている。本書は第4期（2023年から2027年）の計画を示すとともに、
1990年比80％減という2050年の目標達成に向けた道筋を提示している。 


要旨： 80％削減を達成した2050年の社会経済の姿として、コア・マーカル、再エネ・省エネ進展、CCS・バイオ進展、原子力拡大・省エネ低位という4つのシナリオを例示。いずれのシナリオにおいても、現状に比べ
電力需要が拡大するが、再生可能エネルギー、CCS付火力、原子力の組み合わせにより、電力起源のGHG排出量ほぼゼロとなっている。 


 UNIDO（2011）「Barriers to industrial energy efficiency: A literature review」 


著者： 国際連合工業開発機関（UNIDO） は、開発途上国や市場経済移行国において包摂的で持続可能な（経済発展と環境保護の両立を実現する）産業開発を促進し、これらの国々の持続的な経
済の発展を支援する国連の専門機関。サセックス大学 SPRU エネルギー研究グループのSteve Sorrellが中心となり、ワーキングペーパを作成。 


要旨： 本ワーキングペーパーでは、省エネ技術の導入における障壁（対策バリア）について、投資回収期間が長期にわたる省エネ対策の実施が回避される「リスク」の他、「情報の不完全性」、「隠れた費用」、
「資金へのアクセス」、「動機の分断」、「限定合理性」とする6つの分類で説明。その上で、先進国（オランダ、スイス等の欧州中心）および発展途上国（中国、タイ等）における、対策バリアに関する実
証研究のレビューを行っている。 


 European Commission（2014）「Energy Efficiency and its contribution to energy security and the 2030 Framework for climate and energy policy」 


著者： 欧州委員会（European Commission）は、欧州連合（EU）の執行機関。EUは、2030年のエネルギー戦略として、GHG排出量を1990年比で最低40％削減すること、再生可能エネルギーの消
費を最低27％とすること、BaU比でエネルギー消費量を最低27％削減することを目標として掲げている。 


要旨： 2030年のエネルギー消費量削減目標設定にあたって、欧州理事会（European Council）からの要請に基づき、省エネルギーによるGHG削減効果とエネルギーセキュリティ強化への貢献について言及
した文書。25％程度のエネルギー消費量削減は費用効率的に行えることを示し、さらにエネルギーセキュリティの観点からは30％を目標とすべきと提案した。 
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（参考）経済と社会をめぐる主な論点の抽出に用いた文献例（2/3） 
 European Environment Agency（2014）「Resource-efficient green economy and EU policies」 


著者： 欧州環境機関（European Environment Agency）は、環境政策の検討、採択、実施、評価に関する主要な情報源として、確実な根拠を持ち、独立した情報提供を掲げている欧州連合の専門
機関のひとつである。2015年11月現在、33カ国が加盟している。 


要旨： [5.4 Barriers to eco-innovationの部分を抜粋] 中小企業に対するエコ・イノベーションにおける主な障壁として、補助金へのアクセスや金銭的インセンティブの不足や資金回収期間中の市場の不確
実性が存在するとの分析結果と、その障壁の認知度合いとグリーンR&Dへの投資額の関係を分析した研究事例を挙げて、同国・同産業の中小企業でさえ障壁の認知度合いが多様であることを指摘して
いる。そのような多様性を考慮することで、エコ・イノベーションの失敗のリスクを減らすことができるとし、障壁に目を向けたエコ・イノベーション戦略が必要であるとしている。 


 European Environment Agency（2014）「Well-being and the environment」 


著者： 環境に関する議論に興味があるある人々およびより幅広い大衆に対し、多様な議論の切り口を提供するという目的で、EEAは毎年「Signals」というレポートを発表している。本資料はその2014年版。 


要旨： 人々の幸福は環境に依存するとしたうえで、現在人々は環境が一定期間に生産する量を超えた量の資源を消費し環境を損なっており、より少ない資源でより多くの生産を可能とするために、あるいは３Rを
促進し廃棄物の削減を進めるために、現状の消費と生産のシステムを再構築する必要があるとしている。 


 The Global Commission on the Economy and Climate (2014）「Better Growth, Better Climate」 


著者： 経済と気候に関する世界委員会（The Global Commission on the Economy and Climate）は、コロンビア・エチオピア・インドネシア・ノルウェー・韓国・スウェーデン・英国の7カ国が設立した専門
委員会であり、World Resources Instituteなど8つの研究機関が調査を実施している。 


要旨： 国・企業・社会に対し情報を発信することで、経済および気候変動においてより良い選択を促すことを目的とした報告書。現在の世界が抱える課題について分野ごとに整理をしたパートおよび政府およびビ
ジネス双方の意思決定者に対する10の提言を提示するパートによって構成されている。気候変動対策には多様な副次的効果があり、気候変動対策と経済成長は両立可能であるとしている。 


 IMF （2014）「How much carbon pricing is in countries‘ own interests?」 


著者： IMF（国際通貨基金）の財政部（Fiscal Affairs Department）によって作成された報告書。IMFの財政部は1964年に創設され、各国・地域の財政のトレンドに関する調査・分析、各国の財政
問題に対するアドバイス、IMFのプログラムのデザイン・実施のサポート等を実施している。 


要旨： 気候変動対策、特に炭素価格付け制度は、大気汚染削減など多くの正の外部性をもたらす経済合理的な手段であるとする報告書。世界20ヶ国を対象に、正の外部性に相当する対策コスト（炭素価
格）を国別に推計するとともに、税収の活用による「二重の配当」の効果について分析。低炭素化に向けた各国の取り組みへの示唆を検討する際、各国それぞれの課題を考慮したアプローチが必要であっ
たことから、本調査を実施。 


 IPCC（2014）｢Fifth Assessment Report (AR5) Working Group Ⅱ｣ 


著者： 気候変動に関する科学・技術・社会経済的な情報を評価する国連の機関であるIPCCの作業部会の内のひとつ。経済・社会の気候変動に対する脆弱性や負の影響を評価し、その成果はIPCCが公表
する評価報告書の一部を構成している。 


要旨： これまでに観察された気候変動による影響、脆弱性、適応策についてまとめた後、将来のリスクや考え得る便益について検証、さらに効果的な適応策および適応と緩和の融合についての基本的な手法を
検討するとともに、持続可能な開発と気候変動の関連についても言及されている。 


 IRENA and CEM（2014）「The Socio-economic Benefits of Solar and Wind Energy」 


著者： IRENA（International Renewable Energy Agency）は各国の持続可能なエネルギー利用への移行を支援する国際機関であり、再エネの幅広い普及と持続的な利用を促進している。CEM
（Clean Energy Ministerial）はクリーンエネルギー技術の進歩につながる政策を推進するハイレベルな国際フォーラムである。 


要旨： 大規模な太陽光および風力発電技術の利用により、生み出される価値を包括的にまとめたレポートである。政策決定者およびステークホルダに対し再エネの利用促進により生み出される価値について、根
拠を提供することを目的としており、生み出される価値を最大化する政策について分析をし、各国に推奨するものである。 


 OECD Economics Department Working Papers（2014）「Do Environmental Policies Matter for Productivity Growth?｣  


著者： OECD経済局（Economics Department）は、経済・財政から、高齢化、環境、健康などの幅広い分野について、多数のワーキングペーパーを発行している。本ワーキングペーパーの執筆者は、
OECDのエコノミストのSilvia Albrizio氏ら、いずれも同局所属（執筆時点）の計4名。 


要旨： 環境政策が生産性に与える影響について、OECD諸国を対象に分析を実施。マクロ経済、業界、企業というの3つのレベルでの分析を経て、適切に設計された環境政策は、生産性に大きなマイナスの影
響を与えるものではないとの結論。また、生産性の向上と経済のグリーン化を両立するためには、新規参入と競争のバリアを最小限にするよう、政策の設計と実施において、細心の注意を払うべきとしている。 


 United States Department of Defense（2014）「2014 Climate Change Adaptation Roadmap」 


著者： 米国防総省は、2014年10月にペルーで開催された米州国防大臣会合において、米国防長官Chuck Hagelは世界の安全保障環境への気候変動による影響を概説し、それに対する国防総省の計画
を発表。様々なアクションに焦点を当てた、気候変動の影響へのレジリエンスを高めるための計画として、本ロードマップを公開。 


要旨： 気候変動により生じる影響（食糧・水の利用に関する妨げ、インフラへの打撃、病気の蔓延等）から、大量の転居・移住や資源をめぐる国家間の緊張の高まりが生じることにより、社会不安をもたらす可
能性を指摘している。それに応じた国防総省の軍事活動計画の見直しとして、軍事計画、軍事訓練、建築物・自然インフラ等の活動領域ごとに、気候変動による潜在的影響、他省庁との気候変動に関
する認識の統合やリスク管理の修正、国内外の利害関係者間での協調における焦点についてそれぞれ整理し、今後必要な対応に関する方向性を示している。 
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（参考）経済と社会をめぐる主な論点の抽出に用いた文献例（3/3） 
 UNU-IHDP and UNEP（2014）「Inclusive Wealth Report 2014. Measuring progress toward sustainability」 


著者： 国連大学（UNU）および地球環境変化の人間・社会的側面に関する国際研究計画（IHDP）は、地球変動の人文社会科学的側面に関する研究を行うことを目的に、土地利用・被覆変化、人口・
社会的観点からみた資源利用、持続可能性に着目した指標開発等を実施。2012年6月に包括的豊かさ指標（IWI）を発表。 


要旨： 「真の豊かさとは何か」といった課題に対する一つの提案として、2012年6月の国連持続可能な開発会議（リオ＋20サミット）で、UNU-IHDPがUNEPなどと共同でIWIを発表。従来の国民総生産
（GDP）や人間開発指数（HDI）のように短期的な経済発展を基準とせず、持続可能性に焦点を当て、長期的な人工資本、人的資本、自然資本を含めて、各国の豊かさを評価。2014年版では、
2012年版をアップデートして、各国の最新情報を反映。 


 Bank of England Prudential Regulation Authority（2015）「The impact of climate change on the UK insurance sector」 


著者： イングランド銀行（Bank of England）は英国の中央銀行である。2015年9月29日、Mark Carney総裁は、ロイズ保険組合の会合で、気候変動は金融システムを含めた世界的な安定を脅かすリ
スクがあると警鐘を鳴らした。 


要旨： イングランド銀行が子会社として設立した健全性規制に責任を持つプルーデンス規制機構は、保険会社における気候変動への影響として、洪水等による物理的な被害に伴うリスク、低炭素経済への移行
による資産の再評価に伴うリスク、気候変動による被害や損失の補てんに伴う負債リスクを挙げている。保険会社にとって気候関連の被害は1980年代に比べて3倍に膨れ上がり、インフレ調整後では年間
500億ドルに達していると指摘。これに低炭素経済への移行で生じる金融コストなどを含めた気候変動の影響は、長期にわたって続き、被害はさらに悪化する可能性があるとの見方を示した。 


 Financial Stability Board（2015）「Proposal for a disclosure task force on climate-related risks」 


著者： 金融安定理事会（Financial Stability Board）は、国際金融システムの監視や勧告を行う国際機関である。トルコで開催されたG20首脳会合にあわせて、気候変動関連リスクに関する開示タスクフォースを提案。 


要旨： 気候関連の開示に発展させるために、金融安定理事会の強化開示タスクフォース（Enhanced Disclosure Task Force）の成功例をモデルとすることができると主張。その上で、気候関連リスクの情
報開示の利害関係者のニーズや、情報開示させるべき業種の特定を目的とした、産業主導の情報公開タスクフォースの必要性を提案。気候関連の情報開示は、企業に関するより詳細な投資、信用、保
険契約の決定の促進や、気候関連リスクにさらされている金融部門の炭素関連の資産に関するより良い理解をもたらすと指摘。 


 IEA （2015）「Capturing the Multiple Benefits of Energy Efficiency」 


著者： 安定・安価・クリーンなエネルギーを、29のメンバー国および世界に保障することを使命とする独立した機関である。エネルギー安全保障、経済成長、環境の認知、世界全体の参加を4つのフォーカスエリアと
している。世界のエネルギーシステム・エネルギー経済の展望をまとめたWorld Energy Outlookや、エネルギー関連技術のイノベーションや研究開発動向についてまとめたEnergy Technology 
Perspectivesを毎年発行している。 


要旨： エネルギー効率の改善がもたらす多様な便益・価値を正しく把握することが重要であるとし、エネルギー効率の改善が社会経済にもたらす様々な便益を、マクロ経済、公共予算、健康と福祉、産業の生産
性、エネルギー供給の5つの観点から整理。 


 Lancet Commission on Health and Climate Change （2015）「Health and climate change: policy responses to protect」 


著者： 英国の医学雑誌Lancetは、気候変動の影響を把握し、適切な政策を実施することで世界の健康水準を保つことを目的に、2015年に、気候変動と健康、気候変動と適応、環境経済学等の研究を行
うための「健康と気候変動委員会」（Lancet Commission on Health and Climate Change）を設立。英国のロンドン大学、エクセター大学等の10大学の研究者45名で構成されている。 


要旨： 気候変動による健康への影響を明らかにし、世界中の人々にとって到達可能な最高の健康水準を達成するために必要となる政策を提示。具体的には、気候変動による健康被害の削減に必要な対策に
ついて、「適応」、「技術」、「経済とファイナンス」、「政治プロセス」、「国際的なアクションプラン」の視点から検証し、炭素への価格付け、再エネ投資拡大など今後5年間で実施すべき10の対策を提言。 


 OECD（2015）「Towards Green Growth? Tracking Progress」 


著者： OECDは、グリーン成長戦略の一環として、グリーン成長に影響を与える要因を理解するための適切な情報を測定する必要があるという認識のもと、各国のグリーン成長に向けた取組みの進捗状況を評価
するための指標を開発。2011年に初版が公表され、2015年にその後の進捗を報告した、本書が公表された。. 


要旨： 国際的に比較可能なデータに基づく26のグリーン成長指標を整備。環境と経済成長の関係について、「環境・資源生産性」（生産性・効率性がどの程度高いか）、「自然資産ベース」（自然資源がどの
程度残されているか）、「環境面での生活の質」（社会経済活動が人の健康や環境に悪影響を及ぼしていないか）、「経済的機会と政策対応」（グリーン成長を支える政策が効果的に実施されている
か）の視点で評価。自然資源のストックについては、生物多様性の損失状況のほか、森林資源や地下資源の賦存量等で評価。 


 OECD/IEA/NEA/ITF（2015）「Aligning Policies for a Low-carbon Economy」 


著者： 2014年3月に開催されたMinisterial Council Meetingにおいて、OECD、IEA、NEA (Nuclear Energy Agency)、ITF (International Transport Forum)が「UNFCCCの交渉を継続的に
支援し、持続可能な低炭素かつ気候変動に対しレジリエントな成長への経済の転換を行うために、どのように多様な政策を連動させるべきかを検討する」ことが決定された。 


要旨： 本レポートは既に実施されている政策や規制の枠踏み全体が、気候変動目標の達成に必要な対策とどのように乖離しているかを明らかにするとともに、金融・税制・貿易・イノベーション・適応といった低炭
素経済への移行に欠かせない領域について、より環境に配慮しリジリエントで包摂的な経済への移行のための、政策課題の解決に資する対策を提案している。 


 World Bank（2015）「State and Trends of Carbon Pricing 2015」 


著者： World BankはEcofysとともに、毎年開催されるCarbon Expoに合わせ、世界の炭素価格付け制度の動向についてまとめたレポートを発表している。本資料はその2015年版。 


要旨： 2015年版の本レポートでは、例年同様これまでに世界で導入された国・地域レベルすべての炭素価格付け制度（排出量取引制度および炭素税）について、炭素価格の比較を行うとともに、新規導入
事例および導入予定の炭素価格付け制度について紹介している。加えて、新たに炭素価格付け制度による企業の競争力や炭素リーケージの問題について言及した章が追加された。 
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「持続可能な開発のための2030アジェンダ」 
と「持続可能な開発目標」（SDGs） 


地球環境局国際連携課 


平成２７年１２月２５日 
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資料２－８ 







持続可能な開発のための2030アジェンダ 
＜経緯＞ 


• ミレニアム開発目標（MDGs） 
– 2000年の国連ミレニアムサミットで合意された、８つの開発目標（貧
困と飢餓、初等教育、ジェンダー、乳幼児死亡率、妊産婦、エイズ、
環境、パートナーシップ） 


– 成果：貧困の削減など一定の成果 
• 国連、政府、NGOが目標を共有し、資源を集中投下 
• 援助全体の効果を上げる共通の枠組み 


– 限界：環境関係の目標は１つだけ 
 


• ３年間のプロセスを経て、９月の国連サミットで採択 
– ３年間の参加型のプロセスを経て、国連・政府（先進国＆途上国）・市
民社会すべてが合意 


– 本年９月の採択サミットにはローマ法王、オバマ大統領、習近平国家
主席等が出席 


– 日本からは安倍総理が出席し、気候変動・３Ｒに言及しながら、世界
への貢献について演説 
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持続可能な開発のための2030アジェンダ 
＜概要＞ 


• 中核は、「持続可能な開発目標」（Sustainable 
Development Goals：17の分野ごとの目標）と、169の
ターゲット 


• 17ゴール・169ターゲットを踏まえつつ、各国政府が


国家目標を定め、国家戦略等に反映していくことを
想定 


• 来年１月より効力を発する 


• 各国・地域・地球規模での実施が必要 


• 各レベルでのフォローアップが必要 


• ゴール・ターゲットが叙述的・究極的 
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SDGsの17ゴール 
※うち、赤文字は少なくとも環境に関連している１２のゴール 


 


1. 貧困の撲滅 


2. 飢餓撲滅、食料安全保障 


3. 健康・福祉 


4. 万人への質の高い教育、生涯学習 


5. ジェンダー平等、女性の能力強化 


6. 水・衛生の利用可能性 


7. エネルギーへのアクセス 


8. 包摂的で持続可能な経済成長、雇用 


9. 強靭なインフラ、工業化・イノベーション 
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10. 国内と国家間の不平等削減 


11. 持続可能な都市 


12. 持続可能な消費と生産 


13. 気候変動への対処 


14. 海洋と海洋資源の保全・持続可能な使用 


15. 陸域生態系、森林管理、砂漠化への対処、


生物多様性 


16. 平和で包摂的な社会の促進 


17. 実施手段の強化と持続可能な開発のため


のグローバル・パートナーシップの活性化 







SDGsの特徴① 


• 「ゴールの達成」に関する考え方 


– 「誰一人取り残されることがない」（No one left behind）：全


ての人にとって実現していなければ達成とは認められな
い 
• 貧困の「削減」ではなく「根絶」が目標 


– 持続可能な開発の３側面（経済・社会・環境）に関する課
題が、初めてひとつの目標に統合された 
• 新しい分野：エネルギー、防災 


– 全てのゴールが全ての国に適用される「普遍性」 
• 先進国、途上国の二元論ではない 


• 先進国も自国内での対策が必要 


– 例：持続可能な消費と生産、持続可能なライフスタイルと教育 
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SDGsの特徴② 


• フォローアップの仕組み 


– 15年間にわたり、実施状況を体系的にフォローアップ＆レ
ビュー 


– フォローアップは、地方、国、地域、地球規模それぞれの
レベルで実施 


– 地球規模では、年１回の国連「ハイレベル政治フォーラ
ム」（HLPF）によるフォローアップ 
• 毎年開催のHLPFは、４年に一度は国連総会とあわせて開催 


• 次回会合は2016年7月11日（月）～20日（水）にニューヨークで開
催 


– 毎年、国連事務総長はSDGsの進捗を報告 
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SDGsのゴール・ターゲットと施策の関係（例１） 


３．健康的な生活の確保、福祉の促進 


3.9  2030年までに、有害化学物質、ならびに大気、水質および土壌の汚染による死亡およ
び病気の件数を大幅に減少させる。   


• 日本国内では、大気汚染や水質汚濁について、環境基準等を設定し、排出規制や常時監視等
を実施している。また、土壌汚染についても汚染状況調査や汚染の除去等の措置を講ずること
となっている。 


• 環境中の化学物質の実態調査とリスク評価、化審法及び化管法に基づくPRTR制度の着実な施


行及び適切なリスクコミュニケーションの推進により、化学物質による我が国の環境汚染を防止
し、人の健康を保護する。 


• 我が国の経験を生かし、化学物質管理に関する環境政策パッケージをアジア諸国に伝達・普及
することにより、アジア諸国における化学物質対策の能力向上を促進し、化学物質によるアジ
ア諸国の環境汚染を防止し、人々の健康を保護する。 


• 我が国の地名を冠する「水銀に関する水俣条約」の採択を踏まえ、我が国の有する水銀対策技
術を途上国に積極的に展開し、国際的な水銀被害の減少に貢献する。  


環境省の現行施策 
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SDGsのゴール・ターゲットと施策の関係（例２-１） 


１２．持続可能な生産消費形態の確保 
12.1 持続的な消費と生産に関する10年枠組みプログラム（10YFP）を実施し、先進国主導の下、開発途


上国の開発状況や能力を勘案し、すべての国々が対策を講じる。 


12.3 2030年までに小売・消費レベルにおける世界全体の一人当たりの食品廃棄物を半減させ、収穫
後損失などの生産・サプライチェーンにおける食品の損失を減少させる。 


12.4 2020年までに、合意された国際的な枠組みに従い、製品ライフサイクルを通じて化学物質やすべ


ての廃棄物の環境に配慮した管理を達成し、大気、水、土壌への排出を大幅に削減することによ
り、ヒトの健康や環境への悪影響を最小限に留める。 


• 平成27年度エネルギー特別会計予算にて、10YFP基金への拠出による国際的な民生部門対策を
計上し、家庭エコ診断等の民生部門における温室効果ガス削減ツールの国際展開を図る（12.1）。 


• 食品廃棄物の発生抑制を促進させるため、食品関連事業者の食品廃棄物等の発生抑制の目標
値の達成に向けた取組を推進するとともに、官民をあげて「食品ロス削減国民運動」の展開を図
る（12.3）。 


• 「2020 年までに化学物質が人の健康・環境に与える著しい悪影響を最小化するような方法で生
産・使用されるようにする」とのWSSD（持続可能な開発に関する世界首脳会議） 2020目標を踏ま
え、2012年にSAICM（国際的な化学物質管理のための戦略的アプローチ）国内実施計画を策定し、
国内の化学物質対策を推進している (12.4)。 


• 水銀のライフサイクル全体（鉱出・利用・廃棄など）を規制する「水銀に関する水俣条約」が2013
年10月に採択されたことを踏まえ、条約を踏まえた国内措置について議論を進めるとともに、条
約の早期発効のため我が国の技術を活用した途上国支援を実施する (12.4)。 


環境省の現行施策 
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SDGsのゴール・ターゲットと施策の関係（例２-２） 
１２．持続可能な生産消費形態の確保 
12.5 2030年までに、予防、削減、リサイクル、および再利用（リユース）により廃棄物の排出量を大幅に


削減する。 


12.6 大企業や多国籍企業をはじめとする企業に対し、持続可能な慣行を導入し、定期報告に持続可
能性に関する情報を盛り込むよう奨励する。 


12.7 国内の政策や優先事項に従って持続可能な公共調達の慣行を促進する。 


12.8 2030年までに、あらゆる場所の人々が持続可能な開発および自然と調和したライフスタイルに関
する情報と意識を持つようにする。 


12.a 開発途上国に対し、持続可能な生産消費形態を促進する科学的・技術的能力の強化を支援する。 


• 環境情報開示基盤整備事業（試行事業）を25年度～3カ年で実施中。非財務情報の一つである環境情
報を、ESG投資等に資するよう、適時・適切性や比較容易性を高めるためにXBRLを用いた環境情報開示
システムの開発を行っているところ(12.6)。 


• 「環境報告ガイドライン２０１２」の周知、記載事項の手引きと信頼性向上の手引きの改訂（12.6）。 
• グリーン購入法に基づき、国内のグリーン購入の強化および普及促進を図る（12.7）。 


• 第三次循環型社会形成推進基本計画において、「資源生産性」「循環利用率」「最終処分量」を、目標を
設定する指標として定めている(12.5)。 


• UNEP国際資源パネルへの参画を通じて、資源の効率的な利用による経済成長と、経済成長に伴う環境
影響の低減に関する議論に貢献している(12.5、12.a)。 


• 循環型社会形成推進基本法に基づき廃棄物・リサイクル対策について第一に発生抑制、第二に再使用、
第三に再生利用、第四に熱回収、最後に適正処分という優先順位を定め、循環型社会の構築に向けた
取組を進める(12.5)。 


環境省の現行施策 
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民間企業の取組＜国連グローバル・コンパクト＞ 


• 国連グローバル・コンパクト 
– 責任ある創造的なリーダーシップを発揮する企業が、社
会の良き一員として行動し、持続可能な成長を実現する
ための世界的な枠組み作りに参加する自発的な取組 


– 人権、不当労働、環境、腐敗に関わる10の原則に賛同 


– 1999年のダボス会議の席上でコフィ・アナン国連事務総
長（当時）が提唱したイニシアチブ 


– 世界160ヶ国、8,300企業（13,000超の団体） 


• 国連グローバルコンパクト・ネットワークジャパン 
– SDGsの採択翌日に声明を発表 


– 翌月に環境省、ＮＧＯ、企業、研究者、消費者団体等を招
いた公開セミナーを実施し、意見交換 
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民間企業の取組＜SDGsコンパス＞ 


• 持続可能な発展のための世界経済人会議
（WBCSD） 
– ビジネス、社会、環境にとって持続可能な未来を作ること
に前向きな企業のＣＥＯが主導する組織 


– 持続可能なビジネスのための環境作りや持続可能なビジ
ネスソリューションの拡大を目指す 


• 企業がSDGsを実施するためのガイドライン「SDGsコ
ンパス」を策定 
– 企業ごとのSDGsのゴール・ターゲットの優先順位付け 


– SDGsを踏まえた、企業ごとの目標設定 


– 本業への取り込みと、ステークホルダーとの連携 


– SDGsへの貢献に関する報告とコミュニケーション 
 11 







環境関連のSDGsの実施促進に向けて① 


【環境関連のSDGsの特徴】 


• 17ゴールの多くが環境と密接に関連 


• 実施には多様な主体が関与 


• 多様な取組が可能で、先進事例を参考にした創意
工夫が必要 


 


【考えられるしつらい】 


先進事例の実施経緯、動機づけ、効果、関係者との
連携方法等の情報を発表・共有することで、 


1. 先行者の活動が規範として認識される 


2. 後続者は規範内容と自身の強みを踏まえて、SDGs
の実施を検討できる 







環境関連のSDGsの実施促進に向けて② 
＜ステークホルダーズ・ミーティング（仮称）の設置＞ 


• SDGsの浸透と実施促進を目的に、率先して取り組


む企業、市民団体、研究者、地方公共団体等が一
堂に会する場を設置 


– 多様な取組を相互に認め合うとともに、さらなる取組に弾
みをつける。 


– G7富山環境大臣会合等における国際的な議論も見据え、


取組の一層の推進・改善と、国際的な展開の可能性を追
求。 







（参考１）国連サミットにおける安倍総理演説概要 
１．貧困の撲滅に向け、包摂的、持続可能かつ強靱な「質の高い成長」を追求 


 ・基盤となる質の高いインフラへの投資を、アジアはもちろん、アフリカを含む世界各地で推進。 


 ・開発協力を触媒に、民間の資金や技術とのパートナーシップを拡大。 


 ・鍵となる人づくりのために、日本の強みである高い教育力と技術力を生かした産業人材育成を推進。 


 


２．誰一人取り残されないよう、脆弱な人々の保護と能力強化を重視 


・保健システム強化を通じ、エボラ出血熱の感染拡大のような危機対応とユニバーサル・ヘルス・カバ
レッジの推進を目指す新たな協力方針を発表。 


・教育でも、質の高い学びや産業・科学技術人材育成に取り組む新たな協力方針として、「平和と成長
のための学びの戦略」を策定。 


・防災では、３月に採択された仙台防災枠組の実施をリードします。また、津波に対する意識啓発のた
め、国連での「世界津波の日」の制定を各国に呼びかけ。 


 


３．持続可能な環境・社会づくりの実現に向け、日本としても一層努力。 


・気候変動分野では、特に脆弱な途上国への支援を着実に実施しながら、ＣＯＰ２１におけるすべての
国が参加する公平かつ実効的な国際枠組みの構築に、積極的に貢献。 


・リデュース・リユース・リサイクルの３Ｒを始め、我が国が誇る循環型社会形成の知見や取組を、世界
に共有。 


 


４．世界最大、１兆ドル規模の年金積立金を運用する我が国のＧＰＩＦ（年金積立金管理運用独立行政法
人）が、国連の責任投資原則に署名。 


・持続可能な開発の実現にも貢献。 14 







（参考２-1）SDGs17ゴール・169ターゲットと環境と
の関連 


 


※169ターゲットのうち、環境に特に関連の深いと思われるものを抜粋。 


 


1. あらゆる場所のあらゆる形態の貧困の撲滅 


1.5 …気候変動に関連する極端な気象現象…や災害に対する暴露や脆弱性を軽減する 


 


2. 飢餓の撲滅、食糧安全保障およびすべての人々の十分な栄養摂取の実現、持続可能
な農業の促進 


2.5 …遺伝資源…の利用から生じる利益の公正かつ衡平な配分を促進する 


 


3. あらゆる年齢のすべての人々の健康的な生活の確保と福祉の促進 


3.9 …有害化学物質、…大気、水質及び土壌の汚染による死亡及び疾病の件数を大幅に減
少させる 


          


4. すべての人々への、包括的かつ公平な質の高い教育の提供および生涯学習の機会の
確保 


4.7 …持続可能な開発のための教育及び持続可能なライフスタイル…の教育を通して、全て
の学習者が…必要な知識及び技能を習得できるようにする 
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6. すべての人々の水と衛生の利用可能性と持続可能な管理の確保 
6.3 …汚染の減少、投棄廃絶と有害な化学物質や物質の放出の最小化、未処理の排水の割合


半減及び再生利用と安全な再利用…により、水質を改善する 


6.a …集水、海水淡水化、水の効率的利用、排水処理、リサイクル・再利用技術など、開発途上
国における水と衛生分野での活動や計画を対象とした国際協力と能力構築支援を拡大する 


 


7.  すべての人々の、安価かつ信頼できる持続可能な現代的エネルギーへのアクセスの確保 
7.2 …世界のエネルギーミックスにおける再生可能エネルギーの割合を大幅に拡大させる 
7.3 …世界全体のエネルギー効率の改善率を倍増させる 
 


8. 包括的かつ持続可能な経済成長、およびすべての人々の完全かつ生産的な雇用と
ディーセント・ワークの促進 


8.4 …世界の消費と生産における資源効率を漸進的に改善させ、先進国主導の下、持続可能な
消費と生産に関する10ヶ年計画枠組みに従い、経済成長と環境悪化の分断を図る 


 


9.  レジリエントなインフラ構築、包括的かつ持続可能な産業化の促進、およびイノベーション
の拡大 


9.4 …資源利用効率の向上とクリーン技術及び環境に配慮した技術・産業プロセスの導入拡大を
通じたインフラ改良や産業改善により、持続可能性を向上させる… 


 
 


（参考２-２）SDGs17ゴール・169ターゲットと環境と
の関連 
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11. 包括的で安全かつレジリエントで持続可能な都市および人間居住の実現 


11.3 …包摂的かつ持続可能な都市化を促進し、すべての国々の参加型、包摂的かつ持続可能な
人間居住計画・管理の能力を強化する 


 


12. 持続可能な生産消費形態の確保 


12.2  …天然資源の持続可能な管理及び効率的な利用を達成する。 


12.3 …小売・消費レベルにおける世界全体の一人当たりの食料の廃棄を半減させ、…生産・サプ
ライチェーンにおける食料の損失を減少させる 


12.4   …2020年までに、合意された国際的な枠組みに従い、製品ライフサイクルを通じて化学物質
やすべての廃棄物の環境に配慮した管理を達成し、大気、水、土壌への排出を大幅に削減
することにより、ヒトの健康や環境への悪影響を最小限に留める。 


12.5  …廃棄物の発生防止、削減、再生利用及び再利用により、廃棄物の発生を大幅に削減する。 


12.7  …持続可能な公共調達の慣行を促進する 


12.8  …人々が…持続可能な開発及び自然と調和したライフスタイルに関する情報と意識を持つ
ようにする 


 


13. 気候変動およびその影響を軽減するための緊急対策 


13.1 …気候関連災害や自然災害に対する強靱性（レジリエンス）及び適応力を強化する 


13.2 気候変動対策を国別の政策、戦略及び計画に盛り込む 


（参考２-３）SDGs17ゴール・169ターゲットと環境と
の関連 
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（参考２-４）SDGs17ゴール・169ターゲットと環境と
の関連 


14. 海洋資源の保全および持続的な利用による持続可能な開発 


14.1 …あらゆる種類の海洋汚染を防止し、大幅に削減する 


14..2 …強靱性（レジリエンス）の強化などによる持続的な管理と保護を行い、海洋及び沿岸の生系
の回復のための取組を行う 


 


15. 陸域生態系の保護・回復・持続可能な利用の推進、森林の持続可能な管理、砂漠化への
対処、ならびに土地の劣化の阻止・防止および生物多様性の損失の阻止 


15.1 …陸域生態系と内陸淡水生態系及びそれらのサービスの保全、回復及び持続可能な利用を
確保する 


15.2 …森林減少を阻止し、劣化した森林を回復し、…世界全体で新規植林及び再植林を大幅に
増加させる 


15.7 保護の対象となっている動植物種の密猟及び違法取引を撲滅するための緊急対策を講じる
とともに、違法な野生生物製品の需要と供給の両面に対処する 


15.8  …外来種の侵入を防止するとともに、これらの種による陸域・海洋生態系への影響を大幅に
減少させるための対策を導入し、さらに優先種の駆除または根絶を行う 
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二国間クレジット制度 (Joint Crediting 
Mechanism (JCM))の最新動向 


平成27年12月 
外務省 経済産業省 環境省 


資料２－９ 







 
日本 


 
 
 
 
 


パートナー国 
 
 
 
 


優れた低炭素技術等の普及や 
排出削減活動等の実施 


 途上国への優れた低炭素技術等の普及を通じ、地球規模での温暖化対策に貢献すると
ともに、日本からの温室効果ガス排出削減等への貢献を適切に評価し、我が国の削減
目標の達成に活用する。 


 COP21（平成27年11-12月）において、安倍総理が『日本は、二国間クレジット制度などを


駆使することで、途上国の負担を下げながら、画期的な低炭素技術を普及させていきま
す』と演説する等、政府全体としてJCMを推進。 


 現在、インドネシア、ベトナム等の16か国と署名済み。その他の国とも署名に向けた協議
を行っており、パートナー国の増加に向けて取組中。 


 JCMを推進するため、JCMプロジェクトの組成に係る支援（設備補助事業・JICA等連携事
業・ADB拠出金・REDD+補助事業・NEDO実証事業によるプロジェクト支援、実現可能性調
査等）及びJCMの手続に係る支援を実施。 


二国間クレジット制度（JCM※）について 
                                                                                                                                                                                  ※Joint Crediting Mechanism 
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JCMプロ
ジェクト 


温室効果ガスの排出
削減・吸収量 


両国代表者からなる 
合同委員会で管理・運営 


日本の削減目標 
達成に活用 


クレジット 


測定・報告・検証 







【モンゴル】  
2013年1月8日 
（ウランバートル） 


【バングラデシュ】 
2013年3月19日 
（ダッカ） 


JCMパートナー国 


 日本は、2011年から開発途上国とJCMに関する協議を行ってきており、モンゴル、バン
グラデシュ、エチオピア、ケニア、モルディブ、ベトナム、ラオス、インドネシア、コスタリカ、
パラオ、カンボジア、メキシコ、サウジアラビア、チリ、ミャンマー、タイとJCMを構築。 


【エチオピア】 
2013年5月27日 
（アジスアベバ） 


【ケニア】 
2013年6月12日 
（ナイロビ） 


【モルディブ】 
2013年6月29日 
（沖縄） 


【ベトナム】 
2013年7月2日 
（ハノイ） 


日本・インドネシア間で3件、
日本・パラオ間で1件、日
本・モンゴル間で2件、日本・
ベトナム間で2件のJCMプロ
ジェクトを登録済み。 


【ラオス】 
2013年8月7日 
（ビエンチャン） 


【インドネシア】 
2013年8月26日 
（ジャカルタ） 


【コスタリカ】 
2013年12月9日 
（東京） 


【パラオ】 
2014年1月13日 
（ゲルルムド） 


【カンボジア】 
2014年4月11日 
（プノンペン） 


【メキシコ】 
2014年7月25日 
（メキシコシティ） 


【サウジアラビア】 
2015年5月13日 


【チリ】 
2015年5月26日 
（サンティアゴ） 3 


【ミャンマー】 
2015年9月16日 
（ネピドー） 


【タイ】 
2015年11月19日 
（東京） 







COP21首脳会合 安倍総理スピーチ（抜粋） （平成27年11月30日） 


 第二に、イノベーションです。気候変動対策と経済成長を両立させる鍵は、


革新的技術の開発です。CO2フリー社会に向けた水素の製造・貯蔵・輸送技


術。電気自動車の走行距離を現在の5倍にする次世代蓄電池。来春までに、


「エネルギー・環境イノベーション戦略」をまとめます。集中すべき有望分野を


特定し、研究開発を強化していきます。（中略） 


 先進的な低炭素技術の多くは、途上国にとってなかなか投資回収を見込み


にくいものです。 日本は、二国間クレジット制度などを駆使することで、途上


国の負担を下げながら、画期的な低炭素技術を普及させていきます。 4 







JCMパートナー国会合及び関連サイドイベントの実施 
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• ＪＣＭのパートナー国（16か国）から閣僚を含むハイレベルの代表者が出席しハイ
レベル会合を開催。ＪCMの進捗を歓迎し、引き続き協力してJCMを実施していくこ
とを確認した。 


• その他、我が国より丸川環境大臣が参加した東アジア低炭素成長パートナーシッ
プ対話（UNFCCC公式サイドイベント）や、JCMに関する各国との会合を複数実施。 


第3回JCMパートナー国会合 
2015年12月9日（現地時間8日）@COP21ジャパンパビリオン 







日・フィリピン間のJCMに関する覚書の署名 
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• 12月7日（現地時間同日）、パリのCOP21会場において、丸川環境
大臣とパヘ比国環境天然資源大臣との間で、両国間のJCMの構
築に向けて覚書へ署名。 


• 国内手続きが完了次第、できる限り早期にJCMを開始することを
確認。 
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 本条は、海外で実現した緩和成果を自国の排出削減目標の達成に活用する場合の規定
であり、JCMを含む市場メカニズムの活用が位置づけられた。 


 日本は、パリ協定に基づき、JCMを通じて獲得した排出削減・吸収量を我が国の削減とし
て適切にカウントする。 


 今後、パリ協定締約国会議が定めるダブルカウント防止等を含む堅固なアカウンティング
のためのガイダンスの作成に貢献していく。 


パリ協定におけるJCMに関係する条文 


 


2. Parties shall, where engaging on a voluntary basis in cooperative approaches that 
involve the use of internationally transferred mitigation outcomes towards 
nationally determined contributions, promote sustainable development and 
ensure environmental integrity and transparency, including in governance, and 
shall apply robust accounting to ensure, inter alia, the avoidance of double 
counting, consistent with guidance adopted by the Conference of the Parties 
serving as the meeting of the Parties to the Paris Agreement. 


3. The use of internationally transferred mitigation outcomes to achieve nationally 
determined contributions under this Agreement shall be voluntary and authorized 
by participating Parties. 


   ※赤字部分の仮訳：国際的に移転される緩和の成果を自国が決定する貢献に活用 


パリ協定第6条 







炭素市場に関する閣僚宣言 
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• 2020年以降も市場メカニズムが重要な役割を果たすというメッセージを世


界に発信するため、我が国も参加して、パリ協定の採択と同時に「炭素市
場に関する閣僚宣言」を発出した。 


  （※提唱国であるニュージーランドが代表して発出） 
• 主な内容： 


 パリ協定の下での緩和の野心の向上、緩和貢献の促進のため、国際
的な市場メカニズムの果たす役割を強調 


 国際的な市場メカニズムを活用するに際して、環境の保全、透明性、
ダブルカウントの防止に向けた決意を表明 


オーストラリア  インドネシア   パナマ 
カナダ   イタリア    パプアニューギニア 
チリ     日本     韓国 
コロンビア  メキシコ    セネガル 
ドイツ   オランダ    ウクライナ 
アイスランド   ニュージーランド  米国   


賛同国（18カ国）（2015年12月12日現在） 







        JCMパートナー国別の進捗状況  2015年12月14日時点 


パートナー国 署名時期 
合同委員会
の開催数 


プロジェクト
の登録数 


方法論の採択数 
資金支援事業・実証
事業の件数(H25-27) 


モンゴル 2013年1月 3回 2件 2件 2件 


ﾊﾞﾝｸﾞﾗﾃﾞｼｭ 2013年3月 2回 3件 


エチオピア 2013年5月 1回 1件 


ケニア 2013年6月 1回 1件 


モルディブ 2013年6月 2回 1件 2件 


ベトナム 2013年7月 4回 2件 5件 9件 


ラオス 2013年8月 1回 2件 


インドネシア 2013年8月 5回 3件 10件 19件 


コスタリカ 2013年12月 1回 


パラオ 2014年1月 3回 1件 1件 3件 


カンボジア 2014年4月 1回 1件 


メキシコ 2014年7月 1回 1件 


ｻｳｼﾞｱﾗﾋﾞｱ 2015年5月 1回 


チリ 2015年5月 未開催 


ミャンマー 2015年9月 未開催 1件 


タイ 2015年11月 未開催 5件 


合計 16か国 26回 8件 19件 50件 9 







インドネシア: 
石油精製プラントの運転制御最適化（横河電気）※25年度より 


石油精製プラントで原油を蒸留、分解する各装置の運転を最適化することにより省
エネを実現し、CO2削減。 


 


動力プラントの運用最適化技術（アズビル）※25年度より 


石油精製プラントのボイラー、タービン等の設備の運用を連携させて最適化するこ
とにより、工場全体の省エネを実現し、CO2削減。 


 


薄膜太陽光発電（シャープ）※25年度より 


従来型（結晶型）太陽電池よりも高効率な薄膜型太陽光電池を活用した大規模発
電によりＣＯ２削減。 


ベトナム: 
国立病院の省エネ・環境改善（三菱電機）※25年度より 


インバーターエアコンを国営病院に導入して連携運転を行い、最適
性を維持しつつ更なる効率化により、省エネによるCO2削減。 
 


BEMS開発によるホテル省エネ（日比谷総合設備）※25年度より 


「エネルギー管理技術」「照明制御技術」「高効率給湯技術」を導入す
ることにより、ビル全体の省エネを実現し、CO2削減。 


 


省エネ型製紙プラント導入（丸紅）※26年度より 


新設する段ボール原紙製造工場の巻き取り抄造工程において、省エ
ネボイラー機器を導入し効率的に運用することでCO2を削減。 


モンゴル: 
省エネ送電システム（日立製作所）※25年度より 


省エネ型の送電線を導入するとともに、系統解析の
実施により、送電ロスを最小限にしCO2を削減。 


【経済産業省・ＮＥＤＯ】 平成２７年度 実証事業 
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ラオス: 
コンテナ型データセンター導入（豊田通商、インター
ネットイニシアティブ）※26年度より 


ビル型データデンターに比べて安価かつ迅速に建
設可能な省エネ型データセンターを、高温多湿、高
濃度の埃、不安定な電力供給を伴う地域に導入し、
CO2を削減。 


合計：８件採択（4か国） 
下線（ベトナム１件）はJCMプロジェクト
として登録されたもの 


※全てＮＥＤＯによる実証事業 







モンゴル: 
○高効率型熱供給ﾎﾞｲﾗの集約化に係る更新･新設（数理計画）※ 


インドネシア： 
○工場空調及びﾌﾟﾛｾｽ冷却用のｴﾈﾙｷﾞｰ削減（Batang市）（荏原冷熱ｼｽﾃﾑ） 


○ｺﾝﾋﾞﾆｴﾝｽｽﾄｱ省ｴﾈ（ﾛｰｿﾝ） 
○ｺｰﾙﾄﾞﾁｪｰﾝへの高効率冷却装置導入（前川製作所）※ 
○冷温同時取出し型ﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟ導入による省ｴﾈﾙｷﾞｰ（豊田通商） 
○工場空調及びﾌﾟﾛｾｽ冷却用のｴﾈﾙｷﾞｰ削減（荏原冷熱ｼｽﾃﾑ） 
○ｾﾒﾝﾄ工場における廃熱利用発電（JFEｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ） 
○無電化地域の携帯基地局への太陽光発電ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞｼｽﾃﾑの導入（伊藤忠商事） 
○自動車部品工場のｱﾙﾐ保持炉へのﾘｼﾞｪﾈﾊﾞｰﾅｰ導入による省ｴﾈﾙｷﾞｰ化（豊通ﾏｼﾅﾘｰ） 
○省ｴﾈ型ﾀｰﾎﾞ冷凍機を利用した工場設備冷却（荏原冷熱ｼｽﾃﾑ） 
○製紙工場における省ｴﾈ型段ﾎﾞｰﾙ古紙処理ｼｽﾃﾑの導入（兼松） 
○省ｴﾈ型織機導入ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ（東ﾚ） 
○高効率ﾀｰﾎﾞ冷凍機によるｼｮｯﾋﾟﾝｸﾞﾓｰﾙの空調の省ｴﾈﾙｷﾞｰ化（NTTﾌｧｼﾘﾃｨｰｽﾞ） 
○工業団地へのｽﾏｰﾄLED街路灯ｼｽﾃﾑの導入（NTTﾌｧｼﾘﾃｨｰｽﾞ） 
○ﾌｨﾙﾑ工場における高効率貫流ﾎﾞｲﾗｼｽﾃﾑの導入（三菱樹脂） 
○自動車製造工場におけるガスコージェネレーションシステムの導入（豊田通商） 
●ﾎﾞｱﾚﾓ県における焼畑耕作の抑制によるREDD+（兼松） 


パラオ： 
○島嶼国の商用施設への小規模太陽光発電ｼｽﾃﾑ（ﾊﾟｼﾌｨｯｸｺﾝｻﾙﾀﾝﾂ） 
○商業施設への小規模太陽光発電ｼｽﾃﾑ導入ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄⅡ（ﾊﾟｼﾌｨｯｸｺﾝｻﾙﾀﾝﾂ） 
○学校への小規模太陽光発電ｼｽﾃﾑ導入ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ（ﾊﾟｼﾌｨｯｸｺﾝｻﾙﾀﾝﾂ） 


モルディブ： 
○校舎屋根を利用した太陽光発電ｼｽﾃﾑ導入ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ


（ﾊﾟｼﾌｨｯｸｺﾝｻﾙﾀﾝﾂ） 
■ｱｯﾄﾞｩ環礁におけるｽﾏｰﾄﾏｲｸﾛｸﾞﾘｯﾄﾞｼｽﾃﾑ 


バングラデシュ： 


○省ｴﾈ型ﾀｰﾎﾞ冷凍機を利用した工場設備冷却
（ﾀﾞｯｶ市郊外）（荏原冷熱ｼｽﾃﾑ） 


○織布工場における高効率織機導入による省ｴﾈﾙ
ｷﾞｰ（豊田通商） 


○ﾌｧｽﾅｰ製造工場への太陽光･ﾃﾞｨｰｾﾞﾙﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ発
電ｼｽﾃﾑの導入（YKK） 


マレーシア： 
○ｵﾌｨｽﾋﾞﾙ向け太陽光発電の導入（NTTﾃﾞｰﾀ研究所） 


ケニア： 
○ｻﾌｧﾘﾛｯｼﾞ等への太陽光発電導入による


ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ燃料代替（ｱﾝｼﾞｪﾛｾｯｸ） 


○2013年度設備補助事業：7件採択（3か国） 
○2014年度設備補助事業：15件採択（7か国） 
■2014年度ADB基金事業：1件採択（1か国） 
○2015年度設備補助事業：18件採択（8か国） 
●2015年度REDD+プロジェクト補助事業：2件採択（2か国） 


合計：43件採択（14か国） 
 下線はJCMプロジェクトとして登録されたもの（※は２件分として登録されており､合計７件） 


タイ： 
○ｺﾝﾋﾞﾆｴﾝｽｽﾄｱにおける空調･冷蔵ｼｮｰｹｰｽの省ｴﾈ（ﾌｧﾐﾘｰﾏｰﾄ） 
○工場屋根を利用した太陽光発電ｼｽﾃﾑ導入ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ（ﾊﾟｼﾌｨｯｸｺﾝｻﾙﾀﾝﾂ） 


○織物工場への省ｴﾈ型織機導入ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ（東ﾚ） 
○半導体工場における省ｴﾈ型冷凍機･ｺﾝﾌﾟﾚｯｻｰの導入（ｿﾆｰｾﾐｺﾝﾀﾞｸﾀ） 
○二輪車製造工場におけるｵﾝｻｲﾄｴﾈﾙｷﾞｰ供給のためのｶﾞｽｺｰｼﾞｪﾈﾚｰｼｮﾝｼｽﾃ


ﾑの導入（新日鉄住金ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ） 


カンボジア： 
○無線ﾈｯﾄﾜｰｸを活用した高効率LED街路灯の導入（ﾐﾈﾍﾞｱ） 


ミャンマー： 
○ﾔﾝｺﾞﾝ市における廃棄物発電（JFEｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ） 


ベトナム： 
○卸売市場における有機廃棄物ﾒﾀﾝ発酵およびｶﾞｽ利用事業（日立造船） 
○ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾀｺｸﾞﾗﾌを用いたｴｺﾄﾞﾗｲﾌﾞ（日本通運） 
○送配電網におけるｱﾓﾙﾌｧｽ高効率変圧器の導入（裕幸計装） 
○ﾎﾃﾙへの高効率ｲﾝﾊﾞｰﾀｰ･ｴｱｺﾝの導入（NTTﾃﾞｰﾀ経営研究所） 
○ﾚﾝｽﾞ工場における省ｴﾈ型空調設備の導入（ﾘｺｰ） 
○鉛蓄電池製造工場への電槽化成設備導入による省ｴﾈﾙｷﾞｰ（日立化成） 


環境省JCM資金支援事業案件一覧（2013・2014・2015年度） 


ラオス： 
●ﾙｱﾝﾊﾟﾊﾞｰﾝ県における焼畑耕作の抑制によるREDD+（早稲田大学） 


メキシコ: 
○ﾄﾞﾓ･ﾃﾞ･ｻﾝ･ﾍﾟﾄﾞﾛⅡにおける地熱発電（三菱日立ﾊﾟﾜｰｼｽﾃﾑｽﾞ） 


エチオピア： 
○ﾌﾛｰﾘﾝｸﾞ工場へのﾊﾞｲｵﾏｽ･ｺｰｼﾞｪﾈﾚｰｼｮﾝｼｽﾃﾑ


の導入（ﾊﾟｼﾌｨｯｸｺﾝｻﾙﾀﾝﾂ） 
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ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾀｺｸﾞﾗﾌの導
入（日通／ﾍﾞﾄﾅﾑ） 


高効率ｴｱｺﾝ及びEMS 
（三菱電機／ﾍﾞﾄﾅﾑ） 


産業用高効率空調 
（荏原冷熱／ｲﾝﾄﾞﾈｼ
ｱ） 


高効率冷却器（前川
製作所／ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ）ｻｲ
ﾄ① 


JCMプロジェクト 


暖房用の高効率ﾎﾞｲ
ﾗｰ（数理計画／ﾓﾝｺﾞ
ﾙ）ｻｲﾄ① 


暖房用の高効率ﾎﾞｲ
ﾗｰ（数理計画／ﾓﾝｺﾞ
ﾙ）ｻｲﾄ② 


太陽光発電（ﾊﾟｼﾌｨｯｸ
ｺﾝｻﾙﾀﾝﾂ／ﾊﾟﾗｵ） 


高効率冷却器（前川
製作所／ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ）ｻ
ｲﾄ② 
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• アジア等の途上国において、各都市における低炭素化事業の実施が必要。 


• 我が国が主導する二国間クレジット制度（JCM）では、案件の形成において、優れた低炭素技術の


普及を目指すだけでなく、日本の知見やノウハウをアジアの各都市で活用すべく、マスタープラン
の作成等を含めた都市間の連携・協力を重視。 


平成27年度調査参加・協力自治体（合計14案件）： 


北九州市 ：①インドネシア国スラバヤ市、②ベトナム国ハイフォン市、③マレーシア国イスカンダル地域パシグダン市、 


   ④タイ国ラヨン県 


横浜市 ：⑤タイ国バンコク都、⑥インドネシア国バタム市、⑦ベトナム国ダナン市、⑧インド国ベンガロール市 


川崎市 ：⑨インドネシア国バンドン市、⑩ミャンマー国ヤンゴン市 


大阪市 ：⑪ベトナム国ホーチミン市 


神奈川県 ：⑫カンボジア国シェムリアップ市 


京都市 ：⑬ラオス国ビエンチャン市 


福島市 ：⑭ミャンマー国パティン市 


Win-Winの関係構築へ 


ホスト国での 
低炭素社会実現への貢献 


優れた低炭素技術 


日本の自治体の経験・知見・ノウハウ 


 
 


• 公害の克服や低炭素都市づくり 
• 制度や施設の運用実績 


JCMを活用した地方自治体の海外進出支援 


13 ※次年度に向けたJCM案件形成を実施中。 







採択案件一覧 
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14 
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1
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1. スラバヤ市における低炭素化プロジェクトの面的拡大のための基
盤構築調査事業 【北九州市－インドネシア国スラバヤ市】 


2. ハイフォン市まるごと低炭素化調査事業 【北九州市－ベトナム国
ハイフォン市】 


3. イスカンダル地域における低炭素化プロジェクトの面的拡大のた
めの基盤構築調査事業 【北九州市－マレーシア国イスカンダル
地域パシグダン市】 


4. ラヨン県・都市廃棄物管理及びエコロジカル・インダストリアル・タ
ウンの低炭素化推進調査事業 【北九州市－タイ国ラヨン県】 


5. バンコク都気候変動マスタープランに基づくJCMプロジェクト（省エ
ネおよび廃棄物・下水）開発と低炭素技術導入のための資金等促
進スキーム検討調査事業 【横浜市－タイ国バンコク都】 


6. 横浜市・バタム市の都市間連携によるJCM案件形成支援調査事
業 【横浜市－インドネシア国バタム市】 


7. 横浜市・ダナン市の「持続可能な都市発展に向けた技術協力」に
よるJCM案件形成支援調査事業 【横浜市－ベトナム国ダナン市】 


8. ベンガロール市における資源循環システムによる低炭素都市推
進事業 【横浜市－インド国ベンガロール市】 


9. バンドン市・川崎市の都市間連携による低炭素都市形成支援事
業 【川崎市－インドネシア国バンドン市】 


10. ヤンゴン市における都市間連携によるJCM案件形成可能性調査
事業 【川崎市－ミャンマー国ヤンゴン市】 


11. ホーチミン市・大阪市連携による低炭素都市形成支援調査事業 


【大阪市－ベトナム国ホーチミン市】 


12. シェムリアップにおけるJCMを活用した低炭素観光都市開発支援
調査事業 【神奈川県－カンボジア国シェムリアップ市】 


13. 首都ビエンチャン市・京都市連携による低炭素歴史都市形成支援
調査事業 【京都市－ラオス国ビエンチャン市】 


14. ミャンマー・エーヤワディ管区・パティン市における工業団地を中核
とした低炭素化都市形成支援調査 【福島市－ミャンマー国パティ
ン市】 


2 


1 


3 


4 


平成27年度JCM案件形成可能性調査事業（都市間連携） 
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JCMクレジットの管理のための情報システム。各保有口座間でのクレジットの振替(取
得・移転)や無効化等、JCMクレジットの取引に係る記録台帳となる。 


日本国JCM実施要綱と日本国JCM登録簿 


法人の口座 国の口座 


  


法人Ｂ保有口座 


法人Ａ保有口座 


法人Ｃ保有口座 


無効化口座 


政府保有口座 


振替 


JCM登録簿のイメージ 


日本の削減目標
の達成に活用 


無効化 


振替 


無効化 


無効化 


公開情報  
(口座保有者、 クレジット発行量等) 


取消口座 取消 


振替 


日本国JCM実施要綱 


日本国JCM登録簿 


JCMクレジットの発行・振替等、我が国でJCMクレジットを取り扱うにあたって従うべき基
本的なルールを規定。JCM実施担当府省は、本要綱に基づき、JCM登録簿の運営を含
め我が国におけるJCMの運用を行う。 


• JCMプロジェクト参加者


に限らず、法人（内国法
人・外国法人）は口座を
開設できる 


• 各法人保有口座間で
JCMクレジットの振替を
行うことができる 


• 無効化口座に記録され
たJCMクレジットは我が


国の削減目標の達成に
活用される 


(平成27年11月13日施行) 


(平成27年11月13日公開) 
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取消 







No. 国 プロジェクト名 プロジェクト概要 


ID001 ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ 
Energy Saving for Air-Conditioning and 
Process Cooling by Introducing High-
efficiency Centrifugal Chiller 


高効率の圧縮機、エコノマイザーサイクル及び冷媒過冷却サイ
クルを採用した省エネ型冷凍機の導入による工場内空調の省
エネ化。 


ID002 ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ 
Project of Introducing High Efficiency 
Refrigerator to a Food Industry Cold 
Storage in Indonesia 


高効率冷凍機の導入による食品工場の冷凍倉庫における冷
却装置を省エネ化。また、自然冷媒を用いることで、省エネと
同時にノンフロン化を実現し温室効果ガス排出量を低減。 


ID003 ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ 
Project of Introducing High Efficiency 
Refrigerator to a Frozen Food Processing 
Plant in Indonesia 


高効率冷凍機の導入による食品工場の急速冷凍施設におけ
る冷却装置を省エネ化。また、自然冷媒を用いることで、省エ
ネと同時にノンフロン化を実現し温室効果ガス排出量を低減。 


PW001 ﾊﾟﾗｵ Small Scale Solar Power Plants for 
Commercial Facilities in Island States 


変換効率の高い太陽電池モジュールを採用して、高効率の太
陽光発電システムを設置。モニタリングシステムの導入により、
適切な維持管理を実現。 


MN001 ﾓﾝｺﾞﾙ 
Installation of High-Efficiency Heat Only 
Boilers in 118th School of Ulaanbaatar 
City Project 


学校施設に暖房用温水を供給する高効率ボイラを導入し、化
石燃料消費量を削減。ボイラ運転を最適化すべく運転管理や
技術指導を実施。 


MN002 ﾓﾝｺﾞﾙ 
Centralization of Heat Supply System by 
Installation of High-Efficiency Heat Only 
Boilers in Bornuur soum Project 


公共施設に暖房用温水を供給する高効率ボイラを導入し、化
石燃料消費量を削減。ボイラ運転を最適化すべく運転管理や
技術指導を実施。 


VN001 ﾍﾞﾄﾅﾑ Eco-Driving by Utilizing Digital 
Tachograph System 


運送トラックへのデジタルタコグラフシステムの導入により、実
走行燃費を向上させ、燃料使用量を削減。同時に運転行動の
改善指導により交通事故の減少や輸送品質の向上に寄与。 


VN002 ﾍﾞﾄﾅﾑ 
Promotion of green hospitals by 
improving efficiency / environment in 
national hospitals in Vietnam 


国営病院に高効率インバーターエアコンを設置し、それらを最
適に制御するエネルギー・マネジメント・システム（EMS）を用い
た技術実証を実施。 16 


登録プロジェクト(全8件) 参考 







No. 国 ｾｸﾄﾗﾙ 
ｽｺｰﾌﾟ 方法論名 GHG排出削減手法 


MN_
AM0
01 


モンゴル 
エネル


ギー供給 


Installation of energy-saving 
transmission lines in the Mongolian 
Grid 


LL-ACSR/SA (Low Electrical Power Loss Aluminum 
Conductors, Aluminum-Clad Steel Reinforced)導入による送
配電ロスの低減 


MN_
AM0
02 


モンゴル 
エネル


ギー産業 


Replacement and Installation of High 
Efficiency Heat Only Boiler (HOB) for 
Hot Water Supply Systems 


温水供給システムへの新規HoBの導入及び既存石炭焚き
HoBの代替。一般的にプロジェクトHoBよりリファレンスHoB
は効率が低いことから、プロジェクトにより、石炭消費量が
低減し結果として温室効果ガス並びに大気汚染物質の排
出が低減 


MV_
AM0
01 


ﾓﾙﾃﾞｨﾌﾞ 
エネル


ギー産業 
Displacement of Grid and Captive 
Genset Electricity by Solar PV System 


ソーラーPVシステムの導入及び運用により、ディーゼル燃
料を使用したグリッド電力及び/または自家発電力を代替 


VN_
AM0
01 


ベトナム 交通 
Transportation energy efficiency 
activities by installing digital 
tachograph systems 


貨物車両へのデジタルタコグラフシステムの導入により運
転手へリアルタイムで非効率な運転に関するフィードバック
を提供することにより運転効率を向上 


VN_
AM0
02 


ベトナム 
エネル


ギー需要 
Introduction of Room Air 
Conditioners Equipped with Inverters インバーター付ルームエアコン(RAC)の導入による省エネ 


VN_
AM0
03 


ベトナム 
エネル


ギー需要 


Improving the energy efficiency of 
commercial buildings by utilization of 
high efficiency equipment 


既存施設における高効率装置への代替又は補完による電
力及び化石燃料消費の低減 


VN_
AM0
04 


ベトナム 廃棄物 
Anaerobic digestion of organic waste 
for biogas utilization within 
wholesale markets 


有機性廃棄物の廃棄物処分場における嫌気性発酵による
メタン排出の回避及びバイオガスの供給による化石燃料の
代替 


VN_
AM0
05 


ベトナム 
エネル


ギー供給 


Installation of energy efficient 
transformers in a power distribution 
grid 


高効率変圧器（アモルファスを鉄心に用いたもの）の導入に
よる無負荷損失の低減 
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承認方法論(全19件) 1/3 参考 







No. 国 ｾｸﾄﾗﾙ 
ｽｺｰﾌﾟ 方法論名 GHG排出削減手法 


ID_A
M001 ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ 


エネル


ギー産業 
Power Generation by Waste Heat 
Recovery in Cement Industry 


セメント製造施設からの廃熱を回収することにより発電す
る廃熱回収(WHR)システムによってグリッド電力を代替し、
接続されたグリッドシステムにおける温室効果ガスを削減 


ID_A
M002 ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ 


エネル


ギー需要 
Energy Saving by Introduction of High 
Efficiency Centrifugal Chiller 


対象とする工場や商業施設等に高効率遠心ターボ冷凍機
(centrifugal chiller)を導入することによる省エネ 


ID_A
M003 ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ 


エネル


ギー需要 


Installation of Energy-efficient 
Refrigerators Using Natural 
Refrigerant at Food Industry Cold 
Storage and Frozen Food Processing 
Plant 


食品産業における保冷庫及び冷凍食品製造工場へ高効
率冷凍機を導入することによる省エネ 


ID_A
M004 ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ 


エネル


ギー需要 


Installation of Inverter-Type Air 
Conditioning System for Cooling for 
Grocery Store 


雑貨店にインバータ付エアコンシステムを導入することに
よる省エネ 


ID_A
M005 ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ 


エネル


ギー需要 
Installation of LED Lighting for 
Grocery Store 雑貨店にLEDを導入することによる省エネ 


ID_A
M006 ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ 


エネル


ギー需要 


GHG emission reductions through 
optimization of refinery plant 
operation in Indonesia 


工場最適化管理システム(APC)を導入することにより精製
所の水素生成ユニット(HPU)及び水素化分解法(HCU)にお
けるエネルギー消費を低減 


ID_A
M007 ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ 


エネル


ギー需要 


GHG emission reductions through 
optimization of boiler operation in 
Indonesia 


ユーティリティ設備運用の最適化技術の適用による運用最
適化を通じたボイラーの省エネを達成 


ID_A
M008 ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ 


エネル


ギー需要 


Installation of a separate type fridge-
freezer showcase by using natural 
refrigerant for grocery store to 
reduce air conditioning load inside 
the store 


雑貨店に別置型自然冷媒冷凍冷蔵ショーケースを導入し、
店舗内に排熱を放出しないことによってエアコンの電気負
荷需要を低減することで、店舗におけるショーケース及び
エアコンシステムを総合的に省エネ 
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承認方法論(全19件) 2/3 参考 







No. 国 ｾｸﾄﾗﾙ 
ｽｺｰﾌﾟ 方法論名 GHG排出削減手法 


ID_A
M009 ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ 


エネル


ギー需要 


Replacement of conventional burners 
with regenerative burners for 
aluminum holding furnaces 


アルミニウム保持炉において従来型バーナーをリジェネ
バーナーに代替することによる天然ガス消費量の削減 


ID_A
M010 ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ 


エネル


ギー需要 


Introducing double-bundle modular 
electric heat pumps to a new 
building 


新築ビルへのモジュール方式冷温同時取出しヒートポンプ
の導入 


PW_
AM00
1 


パラオ 
エネル


ギー産業 


Displacement of Grid and Captive 
Genset Electricity by a Small-scale 
Solar PV System 


ソーラーPVシステムの導入及び運用により、ディーゼル燃
料を使用したグリッド電力及び/または自家発電力を代替 
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承認方法論(全19件) 3/3 参考 





